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◇
刑
事
訴
訟
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行

期
日
を
定
め
る
政
令
（
政
令
第
三
百
二
十
二
号
）（
法
務

省
）
刑
事
訴
訟
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法

律
第
六
十
七
号
）
附
則
第
一
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の

施
行
期
日
は
、
令
和
八
年
十
月
二
十
日
と
す
る
。














◇
建
築
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
期

日
を
定
め
る
政
令
（
政
令
第
三
百
二
十
三
号
）（
国
土
交

通
省
）

建
築
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律

第
七
十
四
号
）
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施

行
期
日
は
、
令
和
九
年
四
月
一
日
と
す
る
。














◇
建
築
士
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第

三
百
二
十
四
号
）（
国
土
交
通
省
）

１
建
築
士
法
施
行
令
に
つ
い
て
所
要
の
規
定
の
整
備
を

行
う
。（
本
則
関
係
）

２
こ
の
政
令
は
、
建
築
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
令

和
九
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。（
附
則
関
係
）














◇
輸
出
貿
易
管
理
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第

三
百
二
十
五
号
）（
経
済
産
業
省
）

１
輸
出
の
承
認
に
関
す
る
規
定
の
整
備

国
際
平
和
の
た
め
の
国
際
的
な
努
力
に
我
が
国
と
し

て
寄
与
す
る
た
め
、
ロ
シ
ア
等
を
仕
向
地
と
す
る
プ
ラ

ス
タ
ー
等
の
輸
出
に
つ
い
て
承
認
を
要
す
る
こ
と
と
す

る
。（
別
表
第
二
の
三
関
係
）

２
施
行
期
日

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
七
日
を
経

過
し
た
日
か
ら
施
行
す
る
。（
附
則
関
係
）

〔
政

令
〕

〇
刑
事
訴
訟
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

（
三
二
二
）

〇
建
築
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一

部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令（
三
二
三
）

〇
建
築
士
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令
（
三
二
四
）

〇
輸
出
貿
易
管
理
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令
（
三
二
五
）

〔
省

令
〕

〇
救
助
隊
の
編
成
、
装
備
及
び
配
置
の
基
準

を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
総
務
一
一
六
）

〇
農
地
法
施
行
規
則
及
び
農
林
漁
業
の
健
全

な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進
に
関
す
る
法

律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
農
林
水
産
七
二
）

〇
農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ

た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の

促
進
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
設
備
整
備

計
画
の
認
定
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令
（
農
林
水
産
・
環
境
八
）

〇
国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会
決
議
に
基
づ

く
移
動
の
制
限
及
び
資
産
凍
結
等
の
措
置

の
対
象
と
な
る
コ
ン
ゴ
民
主
共
和
国
に
対

す
る
武
器
禁
輸
措
置
等
に
違
反
し
た
者
等

を
指
定
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
外
務
三
一
七
）

〇
強
制
執
行
、
仮
差
押
え
及
び
仮
処
分
を
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
海
外
の
美
術
品
等
を

指
定
す
る
件
（
文
部
科
学
一
一
六
）

〇
粟
国
空
港
及
び
宮
古
空
港
の
航
空
灯
火
の

変
更
に
係
る
告
示
に
つ
い
て
変
更
を
加
え

た
件
（
国
土
交
通
一
二
一
五
）

〇
海
上
保
安
庁
の
船
舶
の
番
号
及
び
標
識
の

一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
海
上
保
安
庁
三
七
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁犯

罪
被
害
財
産
支
給
手
続
開
始
決
定
関
係

裁
判
所

破
産
、
免
責
関
係

特
殊
法
人
等

令
和
七
事
業
年
度
・
年
度
財
務
諸
表
（
国

立
研
究
開
発
法
人
日
本
原
子
力
研
究
開
発

機
構
・
独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
・

独
立
行
政
法
人
自
動
車
技
術
総
合
機
構
）、

独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
、
日
本
弁

護
士
連
合
会
懲
戒
処
分
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
、
行
旅
死
亡
人
、

特
定
空
家
等
の
除
却
命
令
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

〇
輸
出
貿
易
管
理
令
別
表
第
二
の
三
の
規
定

に
基
づ
き
貨
物
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令
（
経
済
産
業
七
六
）

〔
法
規
的
告
示
〕

〇
消
防
組
織
法
第
四
条
第
二
項
第
十
六
号
の

規
定
に
基
づ
き
、
救
助
活
動
に
関
す
る
基

準
の
一
部
を
改
正
す
る
件（
消
防
庁
一
六
）

〇
消
防
組
織
法
第
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に

基
づ
き
、
消
防
救
助
操
法
の
基
準
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
同
一
七
）

〇
農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ

た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の

促
進
に
よ
る
農
山
漁
村
の
活
性
化
に
関
す

る
基
本
的
な
方
針
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
農
林
水
産
・
経
済
産
業
・
環
境
五
）

〇
外
国
為
替
令
第
十
八
条
第
三
項
の
経
済
産

業
大
臣
が
指
定
す
る
役
務
取
引
等
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
経
済
産
業
一
三
一
）

〔
そ
の
他
告
示
〕

〇
重
要
施
設
の
周
辺
地
域
の
上
空
に
お
け
る

小
型
無
人
機
等
の
飛
行
の
禁
止
に
関
す
る

法
律
第
三
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定

に
基
づ
き
対
象
施
設
の
敷
地
及
び
当
該
対

象
施
設
に
係
る
対
象
施
設
周
辺
地
域
を
指

定
す
る
件
（
内
閣
官
房
三
）

〇
電
波
法
等
の
規
定
に
よ
り
伝
搬
障
害
防
止

区
域
を
指
定
す
る
件
（
総
務
三
八
一
）

〇
電
波
法
等
の
規
定
に
よ
り
伝
搬
障
害
防
止

区
域
を
指
定
す
る
件
等
の
一
部
を
改
正
す

る
件
（
同
三
八
二
）





政

令

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報

建
築
士
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
八
年
十
月
九
日

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

輸
出
貿
易
管
理
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
八
年
十
月
九
日

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

政
令
第
三
百
二
十
五
号

輸
出
貿
易
管
理
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
第
四
十
八
条
第
三
項
の
規
定
に

基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

輸
出
貿
易
管
理
令
（
昭
和
二
十
四
年
政
令
第
三
百
七
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

中
「
及
び
天
然
無
水
石
膏こ
う

」
を
「
、
天
然
無
水
石
膏こ
う

及
び
プ
ラ
ス
タ
ー
」に
改
め
、

同
号

(xii)
中
「
キ
ー
ゼ
ル
石
」
を
「
蛭ひ

る

石
、
真
珠
岩
、
緑
泥
岩
、
キ
ー
ゼ
ル
石
」
に
改
め
、
同
号

中
「
及
び
含
鉄
マ

ン
ガ
ン
鉱
」
を
「
、
含
鉄
マ
ン
ガ
ン
鉱
、
ク
ロ
ム
鉱
、
モ
リ
ブ
デ
ン
鉱
、
ニ
オ
ブ
鉱
、
タ
ン
タ
ル
鉱
、
バ
ナ
ジ
ウ
ム
鉱

及
び
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
鉱
」
に
改
め
、
同
号

を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

高
温
コ
ー
ル
タ
ー
ル
の
蒸
留
物
及
び
こ
れ
に
類
す
る
物
品

別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

中
「
水
素
」
を
「
塩
素
、
昇
華
硫
黄
、
沈
降
硫
黄
、
コ
ロ
イ
ド
硫
黄
、
水
素
」
に

改
め
、
同
号

中
「
及
び
二
酸
化
マ
ン
ガ
ン
」
を
「
、
二
酸
化
マ
ン
ガ
ン
、
鉄
の
酸
化
物
及
び
鉄
の
水
酸
化
物
」
に

改
め
、
同
号

中
(xiv)
を
(xv)
と
し
、
(xiii)
を
(xiv)
と
し
、
(xii)
を
(xiii)
と
し
、
(xi)
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

(xii)

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
単
繊
維
、
棒
及
び
形
材

刑
事
訴
訟
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
八
年
十
月
九
日

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

政
令
第
三
百
二
十
二
号

刑
事
訴
訟
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

内
閣
は
、
刑
事
訴
訟
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
六
十
七
号
）
附
則
第
一
条
第
三
号
の
規
定
に

基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

刑
事
訴
訟
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
一
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
期
日
は
、
令
和
八
年
十
月
二
十

日
と
す
る
。

法
務
大
臣

山
下

貴
司

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

建
築
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
八
年
十
月
九
日

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

政
令
第
三
百
二
十
三
号

建
築
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

内
閣
は
、
建
築
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
七
十
四
号
）
附
則
第
一
条
第
二
号
の
規
定
に
基

づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

建
築
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
期
日
は
、
令
和
九
年
四
月
一
日
と

す
る
。

国
土
交
通
大
臣

井
林

辰
憲

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

政
令
第
三
百
二
十
四
号

建
築
士
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
建
築
士
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
号
）
第
二
十
二
条
の
三
の
三
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ

の
政
令
を
制
定
す
る
。

建
築
士
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
二
百
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
八
条
の
見
出
し
中
「
第
二
十
二
条
の
三
の
三
第
四
項
」
を
「
第
二
十
二
条
の
三
の
三
第
三
項
」
に
改
め
、
同
条
第

一
項
中
「
第
二
十
二
条
の
三
の
三
第
四
項
」
を
「
第
二
十
二
条
の
三
の
三
第
三
項
」
に
改
め
、「
工
事
監
理
受
託
契
約
」

の
下
に「（
建
築
士
が
行
う
設
計
又
は
工
事
監
理
に
係
る
も
の
に
限
る
。）」
を
加
え
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
建
築
士
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
七
十
四
号
）
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ

る
規
定
の
施
行
の
日
（
令
和
九
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

国
土
交
通
大
臣

井
林

辰
憲

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗





省

令

救
助
隊
の
編
成
、
装
備
及
び
配
置
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

救
助
隊
の
編
成
、
装
備
及
び
配
置
の
基
準
を
定
め
る
省
令
（
昭
和
六
十
一
年
自
治
省
令
第
二
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

別
表
第
一
（
第
二
条
、
第
四
条

第
七
条
関
係
）

別
表
第
一
（
第
二
条
、
第
四
条

第
七
条
関
係
）

分
類

品
名

分
類

品
名

一
般
救
助
用
器
具

か
ぎ
付
き
は
し
ご

一
般
救
助
用
器
具

か
ぎ
付
き
は
し
ご

三
連
は
し
ご

三
連
は
し
ご

金
属
製
折
り
た
た
み
は
し
ご
又
は
ワ
イ
ヤ
は
し
ご

金
属
製
折
り
た
た
み
は
し
ご
又
は
ワ
イ
ヤ
は
し
ご

空
気
式
救
助
マ
ッ
ト

空
気
式
救
助
マ
ッ
ト

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報

別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

中
(xiii)
を
(xv)
と
し
、
⒳
か
ら
(xii)
ま
で
を
(xii)
か
ら
(xiv)
ま
で
と
し
、

を
削
り
、

の
次
に

次
の
よ
う
に
加
え
る
。

鉄
鋼
製
の
有
刺
線
並
び
に
鉄
鋼
製
の
帯
又
は
平
線
を
ね
じ
つ
た
も
の
及
び
緩
く
よ
つ
た
二
重
線
で
柵
に
使

用
す
る
種
類
の
も
の

⒳

ワ
イ
ヤ
ク
ロ
ス
、
ワ
イ
ヤ
グ
リ
ル
、
網
及
び
柵
並
び
に
鉄
鋼
製
の
エ
キ
ス
パ
ン
デ
ッ
ド
メ
タ
ル

(xi)

ス
キ
ッ
ド
チ
ェ
ー
ン
及
び
ス
タ
ッ
ド
付
き
チ
ェ
ー
ン
そ
の
他
の
鎖
並
び
に
こ
れ
ら
の
部
分
品

別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

(xvi)

鍛
造
又
は
型
打
ち
を
し
た
粉
砕
機
用
の
グ
ラ
イ
ン
デ
ィ
ン
グ
ボ
ー
ル
そ
の
他
の
鉄
鋼
製
品

別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

銅
及
び
そ
の
製
品

別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
及
び
そ
の
製
品

別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

中
「
タ
ン
グ
ス
テ
ン
の
粉
並
び
に
」
を
「
タ
ン
グ
ス
テ
ン
、」に
改
め
、「
マ
ン
ガ
ン
」

の
下
に
「
、
ク
ロ
ム
」
を
、「
製
品
」
の
下
に
「
並
び
に
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
の
製
品
」
を
加
え
る
。

別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

中
「
卑
金
属
製
の
ブ
レ
ー
ド
」
を
「
ブ
レ
ー
ド
、
チ
ェ
ー
ン
ソ
ー
の
ブ
レ
ー
ド
及

び
ス
ト
レ
ー
ト
ソ
ー
の
ブ
レ
ー
ド
」
に
改
め
、
同
号

を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

帽
子
掛
け
、
ブ
ラ
ケ
ッ
ト
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
支
持
具
、
自
動
車
に
使
用
す
る
種
類
の
取
付
具
そ
の

他
こ
れ
に
類
す
る
物
品
、
キ
ャ
ス
タ
ー
及
び
ド
ア
ク
ロ
ー
ザ
ー

別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

中
「
部
分
品
」
の
下
に
「
並
び
に
そ
の
他
の
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
」
を
加
え
、
同
号

⒳
中
「
及
び
換
気
用
」
を
「
、
換
気
用
」
に
改
め
、「
フ
ー
ド
」
の
下
に
「
及
び
密
閉
形
の
生
物
学
的
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ

ト
」
を
加
え
、「
、
気
体
圧
縮
機
又
は
密
閉
形
の
生
物
学
的
安
全
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
」
を
「
又
は
気
体
圧
縮
機
」
に
改
め
、

同
号

(xviii)
中
「
皿
洗
機
」
の
下
に
「
及
び
清
浄
用
又
は
乾
燥
用
の
機
械
」
を
加
え
、
同
号

(xix)
中
「
及
び
家
庭
用
は
か

り
」
を
「
、
家
庭
用
は
か
り
そ
の
他
の
重
量
測
定
機
器
」
に
改
め
、
同
号

(xxvii)
中
「
及
び
」
の
下
に
「
そ
の
部
分
品
並

び
に
」
を
加
え
る
。

別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

中
(xix)
を
(xxi)
と
し
、
(xvi)
か
ら

(xviii)
ま
で
を

(xviii)
か
ら
(xx)
ま
で
と
し
、
(xv)
を
(xvi)
と
し
、
そ
の
次

に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

(xvii)

液
体
用
計
器
及
び
電
気
用
計
器
並
び
に
こ
れ
ら
の
部
分
品
及
び
附
属
品

別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

中
(xiv)
を
(xv)
と
し
、
(xi)
か
ら
(xiii)
ま
で
を
(xii)
か
ら
(xiv)
ま
で
と
し
、
⒳
の
次
に
次
の
よ
う
に

加
え
る
。(xi)

写
図
台
及
び
写
図
機
械
並
び
に
も
の
さ
し
そ
の
他
の
機
器
並
び
に
こ
れ
ら
の
部
分
品
及
び
附
属
品

附

則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
七
日
を
経
過
し
た
日
か
ら
施
行
す
る
。経

済
産
業
大
臣

赤
澤

亮
正

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

〇
総
務
省
令
第
百
十
六
号

消
防
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
八
十
六
号
）
第
三
十
六
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
、
救
助
隊
の
編
成
、
装
備
及
び
配
置
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
十
月
九
日

総
務
大
臣

藤
井
比
早
之





救
命
索
発
射
銃

救
命
索
発
射
銃

サ
バ
イ
バ
ー
ス
リ
ン
グ
又
は
救
助
用
縛ば

く

帯

サ
バ
イ
バ
ー
ス
リ
ン
グ
又
は
救
助
用
縛ば
く

帯

平
担
架

平
担
架

ロ
ー
プ

ロ
ー
プ

カ
ラ
ビ
ナ

カ
ラ
ビ
ナ

滑
車

滑
車

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
一
式
※

﹇
略
﹈

﹇
略
﹈

﹇
同
上
﹈

﹇
同
上
﹈

隊
員
保
護
用
器
具

革
手
袋

隊
員
保
護
用
器
具

革
手
袋

耐
電
手
袋

耐
電
手
袋

墜
落
制
止
用
器
具

安
全
帯

防
塵じ
ん

メ
ガ
ネ

防
塵じ
ん

メ
ガ
ネ

携
帯
警
報
器

携
帯
警
報
器

防
毒
マ
ス
ク

防
毒
マ
ス
ク

化
学
防
護
服
（
陽
圧
式
化
学
防
護
服
を
除
く
。）※
※

化
学
防
護
服
（
陽
圧
式
化
学
防
護
服
を
除
く
。）※
※

陽
圧
式
化
学
防
護
服
※
※

陽
圧
式
化
学
防
護
服
※
※

耐
熱
服
※

耐
熱
服
※

放
射
線
防
護
服
（
個
人
用
線
量
計
を
含
む
。）※
※

放
射
線
防
護
服
（
個
人
用
線
量
計
を
含
む
。）※
※

﹇
略
﹈

﹇
略
﹈

﹇
同
上
﹈

﹇
同
上
﹈

﹇
備
考

略
﹈

﹇
備
考

同
上
﹈

別
表
第
二
（
第
四
条

第
六
条
関
係
）

別
表
第
二
（
第
四
条

第
六
条
関
係
）

分
類

品
名

分
類

品
名

﹇
略
﹈

﹇
略
﹈

﹇
同
上
﹈

﹇
同
上
﹈

そ
の
他
の
救
助
用
器
具

緩
降
機

そ
の
他
の
救
助
用
器
具

緩
降
機

発
電
機

ロ
ー
プ
登
降
機

救
助
用
降
下
機
※

発
電
機

﹇
備
考

略
﹈

﹇
備
考

同
上
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
令
和
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



農
地
法
施
行
規
則
及
び
農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促

進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
農
地
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

農
地
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
七
年
農
林
省
令
第
七
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
（
以
下
「
傍
線
部
分
」
と
い
う
。）で
こ
れ
に

対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
が
あ
る
も
の
は
、
こ
れ
を
当
該
傍
線
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正

後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
で
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
が
な
い
も
の
は
、
こ

れ
を
加
え
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
で
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
が

な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
る
。

改

正

後

改

正

前

（
農
地
又
は
採
草
放
牧
地
の
権
利
移
動
に
つ
い
て

の
許
可
申
請
）

（
農
地
又
は
採
草
放
牧
地
の
権
利
移
動
に
つ
い
て

の
許
可
申
請
）

第
十
条

（
略
）

第
十
条

（
略
）

２

令
第
一
条
の
規
定
に
よ
り
申
請
書
を
提
出
す
る

場
合
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

２

令
第
一
条
の
規
定
に
よ
り
申
請
書
を
提
出
す
る

場
合
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

一

土
地
の
登
記
事
項
証
明
書
（
全
部
事
項
証
明

書
に
限
る
。
第
三
十
条
第
一
号
を
除
き
、
以
下

同
じ
。）

一

土
地
の
登
記
事
項
証
明
書
（
全
部
事
項
証
明

書
に
限
る
。第
三
十
条
第
一
項
第
一
号
を
除
き
、

以
下
同
じ
。）

二
・
三

（
略
）

二
・
三

（
略
）

四

農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法
（
昭
和
五
十
五

年
法
律
第
六
十
五
号
）
第
十
六
条
の
三
第
一
項

に
規
定
す
る
認
定
経
営
発
展
法
人
（
第
五
十
七

条
の
四
第
二
項
第
五
号
及
び
第
五
十
九
条
第
九

号
に
お
い
て
単
に
「
認
定
経
営
発
展
法
人
」
と

い
う
。）か
ら
権
利
を
取
得
し
よ
う
と
す
る
場
合

に
は
、
同
法
第
十
六
条
の
二
第
二
項
第
五
号
イ

及
び
ロ
に
掲
げ
る
事
項
と
し
て
当
該
権
利
の
設

定
又
は
移
転
に
つ
い
て
同
条
第
一
項
又
は
同
法

第
十
六
条
の
三
第
一
項
の
認
定
を
受
け
て
い
る

認
定
発
展
計
画
（
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
認

定
発
展
計
画
を
い
う
。
第
五
十
七
条
の
四
第
二

項
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。）の
写
し

四

農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法
（
昭
和
五
十
五

年
法
律
第
六
十
五
号
）
第
十
六
条
の
三
第
一
項

に
規
定
す
る
認
定
経
営
発
展
法
人
（
第
五
十
七

条
の
四
第
二
項
第
六
号
及
び
第
五
十
九
条
第
九

号
に
お
い
て
単
に
「
認
定
経
営
発
展
法
人
」
と

い
う
。）か
ら
権
利
を
取
得
し
よ
う
と
す
る
場
合

に
は
、
同
法
第
十
六
条
の
二
第
二
項
第
五
号
イ

及
び
ロ
に
掲
げ
る
事
項
と
し
て
当
該
権
利
の
設

定
又
は
移
転
に
つ
い
て
同
条
第
一
項
又
は
同
法

第
十
六
条
の
三
第
一
項
の
認
定
を
受
け
て
い
る

認
定
発
展
計
画
（
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
認

定
発
展
計
画
を
い
う
。
第
五
十
七
条
の
四
第
二

項
第
六
号
に
お
い
て
同
じ
。）の
写
し

五
〜
十
一

（
略
）

五
〜
十
一

（
略
）

（
農
地
又
は
採
草
放
牧
地
の
権
利
移
動
の
制
限
の

例
外
）

（
農
地
又
は
採
草
放
牧
地
の
権
利
移
動
の
制
限
の

例
外
）

第
十
五
条

法
第
三
条
第
一
項
第
十
六
号
の
農
林
水

産
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
と

す
る
。

第
十
五
条

法
第
三
条
第
一
項
第
十
六
号
の
農
林
水

産
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
と

す
る
。

一
〜
六

（
略
）

一
〜
六

（
略
）

七

電
気
事
業
法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
七

十
号
）
第
二
条
第
一
項
第
十
七
号
に
規
定
す
る

電
気
事
業
者
（
同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
小
売

電
気
事
業
者
を
除
く
。
以
下
「
電
気
事
業
者
」

と
い
う
。）が
送
電
用
若
し
く
は
配
電
用
の
電
線

を
設
置
す
る
た
め
、
又
は
同
項
第
十
五
号
に
規

定
す
る
発
電
事
業
者
が
プ
ロ
ペ
ラ
式
発
電
用
風

力
設
備
の
ブ
レ
ー
ド
を
設
置
す
る
た
め
民
法
第

二
百
六
十
九
条
の
二
第
一
項
の
地
上
権
又
は
こ

れ
と
内
容
を
同
じ
く
す
る
そ
の
他
の
権
利
を
取

得
す
る
場
合

七

電
気
事
業
法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
七

十
号
）
第
二
条
第
一
項
第
十
七
号
に
規
定
す
る

電
気
事
業
者
（
同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
小
売

電
気
事
業
者
を
除
く
。
以
下
第
四
十
七
条
第
六

号
ト
及
び
第
五
十
七
条
第
六
号
ト
を
除
き
「
電

気
事
業
者
」
と
い
う
。）が
送
電
用
若
し
く
は
配

電
用
の
電
線
を
設
置
す
る
た
め
、
又
は
同
項
第

十
五
号
に
規
定
す
る
発
電
事
業
者
が
プ
ロ
ペ
ラ

式
発
電
用
風
力
設
備
の
ブ
レ
ー
ド
を
設
置
す
る

た
め
民
法
第
二
百
六
十
九
条
の
二
第
一
項
の
地

上
権
又
は
こ
れ
と
内
容
を
同
じ
く
す
る
そ
の
他

の
権
利
を
取
得
す
る
場
合

八
〜
十
三

（
略
）

八
〜
十
三

（
略
）

（
農
地
を
転
用
す
る
た
め
の
許
可
申
請
）

（
農
地
を
転
用
す
る
た
め
の
許
可
申
請
）

第
三
十
条

（
略
）

第
三
十
条

（
略
）

（
削
る
）

２

申
請
に
係
る
事
業
が
営
農
型
太
陽
光
発
電
（
農

地
に
簡
易
な
構
造
で
、
か
つ
、
容
易
に
撤
去
で
き

る
支
柱
を
立
て
て
、
一
時
的
に
農
地
を
農
地
以
外

の
も
の
に
し
、
上
部
空
間
に
太
陽
光
を
電
気
に
変

換
す
る
設
備
（
以
下「
営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
」

と
い
う
。）を
設
置
し
、
営
農
を
継
続
し
な
が
ら
発

電
を
行
う
こ
と
を
い
う
。）を
目
的
と
す
る
場
合
に

お
い
て
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
、

次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

一

営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
そ
の
他
営
農
型
太

陽
光
発
電
に
必
要
な
設
備
に
係
る
設
計
図

二

営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
の
下
部
の
農
地

（
以
下
「
下
部
の
農
地
」
と
い
う
。）に
お
け
る

栽
培
計
画
、
収
支
の
見
込
み
そ
の
他
の
事
項
に

つ
い
て
記
載
し
た
営
農
に
関
す
る
計
画

三

営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
の
設
置
に
よ
る
下

部
の
農
地
に
お
け
る
営
農
へ
の
影
響
の
見
込
み

及
び
そ
の
根
拠
と
な
る
次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か

の
事
項
を
記
載
し
た
書
類
（
当
該
申
請
に
係
る

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
〇
農
林
水
産
省
令
第
七
十
二
号

農
地
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
二
十
九
号
）
第
四
条
第
二
項
（
同
法
第
五
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。）、
第
四
条
第
六
項
第
三
号
及
び
第
五
条
第
二
項
第
三
号
並
び
に
農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ

た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
八
十
一
号
）
第
五
条
第
五
項

の
規
定
に
基
づ
き
、
農
地
法
施
行
規
則
及
び
農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気

の
発
電
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
十
月
九
日

農
林
水
産
大
臣

簗

和
生





イ

下
部
の
農
地
で
栽
培
す
る
農
作
物
に
つ
い

て
、
当
該
申
請
に
係
る
農
地
が
所
在
す
る
市

町
村
の
区
域
内
に
お
け
る
生
産
量
及
び
品
質

に
関
す
る
デ
ー
タ

ロ

下
部
の
農
地
に
お
い
て
栽
培
す
る
農
作
物

に
つ
い
て
必
要
な
知
見
を
有
す
る
者
の
意
見

ハ

当
該
申
請
に
先
行
し
て
下
部
の
農
地
に
お

い
て
耕
作
の
事
業
を
行
う
者
の
栽
培
実
績

四

営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
を
撤
去
す
る
の
に

要
す
る
費
用
を
営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
の
設

置
者
が
負
担
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
面

五

毎
年
、
下
部
の
農
地
に
お
い
て
栽
培
す
る
農

作
物
に
係
る
栽
培
実
績
書
及
び
収
支
報
告
書
を

都
道
府
県
知
事
等
（
法
第
四
条
第
一
項
に
規
定

す
る
都
道
府
県
知
事
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）

に
提
出
す
る
こ
と
を
誓
約
す
る
旨
を
記
載
し
た

書
面

農
地
が
所
在
す
る
市
町
村
の
区
域
内
に
お
い
て

栽
培
さ
れ
て
い
な
い
農
作
物
又
は
生
産
に
時
間

を
要
す
る
農
作
物
を
栽
培
す
る
場
合
に
あ
つ
て

は
、
ロ
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
及
び

当
該
申
請
前
に
、
当
該
申
請
に
係
る
農
地
が
所

在
す
る
市
町
村
の
区
域
内
の
農
地
に
お
い
て
試

験
的
に
栽
培
し
て
い
た
当
該
農
作
物
に
係
る
栽

培
実
績
書
又
は
当
該
農
作
物
を
栽
培
す
る
理
由

を
記
載
し
た
書
類
）

（
公
益
性
が
高
い
と
認
め
ら
れ
る
事
業
）

（
公
益
性
が
高
い
と
認
め
ら
れ
る
事
業
）

第
三
十
七
条

令
第
四
条
第
一
項
第
二
号
ホ
の
農
林

水
産
省
令
で
定
め
る
事
業
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に

該
当
す
る
も
の
に
関
す
る
事
業
と
す
る
。た
だ
し
、

第
一
号
、
第
三
号
、
第
六
号
、
第
七
号
及
び
第
十

二
号
か
ら
第
十
五
号
ま
で
に
該
当
す
る
も
の
に
関

す
る
事
業
に
あ
つ
て
は
、
令
第
六
条
又
は
第
十
三

条
に
掲
げ
る
土
地
以
外
の
土
地
を
供
し
て
行
わ
れ

る
も
の
に
限
る
。

第
三
十
七
条

令
第
四
条
第
一
項
第
二
号
ホ
の
農
林

水
産
省
令
で
定
め
る
事
業
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に

該
当
す
る
も
の
に
関
す
る
事
業
と
す
る
。た
だ
し
、

第
一
号
、
第
三
号
、
第
六
号
、
第
七
号
及
び
第
十

二
号
か
ら
第
十
五
号
ま
で
に
該
当
す
る
も
の
に
関

す
る
事
業
に
あ
つ
て
は
、
令
第
六
条
又
は
第
十
三

条
に
掲
げ
る
土
地
以
外
の
土
地
を
供
し
て
行
わ
れ

る
も
の
に
限
る
。

一
〜
十
二

（
略
）

一
〜
十
二

（
略
）

十
三

農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ

た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進

に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
八
十

一
号
。
以
下「
農
山
漁
村
再
エ
ネ
法
」と
い
う
。）

第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
基
本
計
画
に
定
め

十
三

農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ

た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進

に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
八
十

一
号
）
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
基
本
計
画

に
定
め
ら
れ
た
同
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る

ら
れ
た
同
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
区
域

（
農
業
上
の
土
地
利
用
と
の
調
整
が
調
つ
た
も

の
に
限
る
。）内
に
お
い
て
同
法
第
七
条
第
一
項

に
規
定
す
る
設
備
整
備
計
画
（
当
該
設
備
整
備

計
画
の
う
ち
同
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事

項
に
つ
い
て
同
法
第
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る

協
議
会
に
お
け
る
協
議
が
調
つ
た
も
の
で
あ

り
、
か
つ
、
同
法
第
七
条
第
四
項
第
一
号
に
掲

げ
る
行
為
に
係
る
当
該
設
備
整
備
計
画
に
つ
い

て
の
協
議
が
調
つ
た
も
の
に
限
る
。）に
従
つ
て

行
わ
れ
る
同
法
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
の
整
備

区
域
（
農
業
上
の
土
地
利
用
と
の
調
整
が
調
つ

た
も
の
に
限
る
。）内
に
お
い
て
同
法
第
七
条
第

一
項
に
規
定
す
る
設
備
整
備
計
画
（
当
該
設
備

整
備
計
画
の
う
ち
同
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ

る
事
項
に
つ
い
て
同
法
第
六
条
第
一
項
に
規
定

す
る
協
議
会
に
お
け
る
協
議
が
調
つ
た
も
の
で

あ
り
、
か
つ
、
同
法
第
七
条
第
四
項
第
一
号
に

掲
げ
る
行
為
に
係
る
当
該
設
備
整
備
計
画
に
つ

い
て
の
協
議
が
調
つ
た
も
の
に
限
る
。）に
従
つ

て
行
わ
れ
る
同
法
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
の
整
備

十
四

地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律

（
平
成
十
年
法
律
第
百
十
七
号
。
以
下
「
地
球

温
暖
化
対
策
推
進
法
」
と
い
う
。）第
二
十
一
条

第
五
項
第
二
号
に
規
定
す
る
促
進
区
域
（
農
業

上
の
土
地
利
用
と
の
調
整
が
調
つ
た
も
の
に
限

る
。）内
に
お
い
て
同
法
第
二
十
一
条
の
二
第
一

項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
適
用
す
る
農
山
漁
村

再
エ
ネ
法
第
七
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
同

項
に
規
定
す
る
設
備
整
備
計
画
に
従
つ
て
行
わ

れ
る
同
法
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
の
整
備

十
四

地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律

（
平
成
十
年
法
律
第
百
十
七
号
）
第
二
十
一
条

第
五
項
第
二
号
に
規
定
す
る
促
進
区
域
（
農
業

上
の
土
地
利
用
と
の
調
整
が
調
つ
た
も
の
に
限

る
。）内
に
お
い
て
同
法
第
二
十
一
条
の
二
第
一

項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
適
用
す
る
農
林
漁
業

の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進
に
関
す
る
法
律

第
七
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
同
項
に
規
定

す
る
設
備
整
備
計
画
に
従
つ
て
行
わ
れ
る
同
法

第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
発
電
設
備
の
整
備

十
五

（
略
）

十
五

（
略
）

（
申
請
に
係
る
農
地
の
全
て
を
申
請
に
係
る
用
途

に
供
す
る
こ
と
が
確
実
と
認
め
ら
れ
な
い
事
由
）

（
申
請
に
係
る
農
地
の
全
て
を
申
請
に
係
る
用
途

に
供
す
る
こ
と
が
確
実
と
認
め
ら
れ
な
い
事
由
）

第
四
十
七
条

法
第
四
条
第
六
項
第
三
号
の
農
林
水

産
省
令
で
定
め
る
事
由
は
、次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
四
十
七
条

法
第
四
条
第
六
項
第
三
号
の
農
林
水

産
省
令
で
定
め
る
事
由
は
、次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

二
の
二

申
請
に
係
る
事
業
の
施
行
に
関
し
て
法

令
（
条
例
を
含
む
。
第
五
十
七
条
第
二
号
の
二

に
お
い
て
同
じ
。）に
よ
り
義
務
付
け
ら
れ
て
い

る
行
政
庁
と
の
協
議
、
周
辺
地
域
の
住
民
に
対

す
る
説
明
、
行
政
庁
へ
の
届
出
そ
の
他
の
手
続

を
終
え
て
い
な
い
こ
と
。

二
の
二

申
請
に
係
る
事
業
の
施
行
に
関
し
て
法

令
（
条
例
を
含
む
。
第
五
十
七
条
第
二
号
の
二

に
お
い
て
同
じ
。）に
よ
り
義
務
付
け
ら
れ
て
い

る
行
政
庁
と
の
協
議
を
現
に
行
つ
て
い
る
こ

と
。

三
〜
五

（
略
）

三
〜
五

（
略
）

六

申
請
に
係
る
事
業
が
営
農
型
太
陽
光
発
電

（
営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
（
農
地
に
簡
易
な

構
造
で
、
か
つ
、
容
易
に
撤
去
で
き
る
支
柱
を

六

申
請
に
係
る
事
業
が
営
農
型
太
陽
光
発
電
で

あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
と
き
に

該
当
す
る
こ
と
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



（
削
る
）

イ

下
部
の
農
地
に
お
い
て
栽
培
す
る
農
作
物

の
単
位
面
積
当
た
り
の
収
穫
量
（
以
下
「
単

収
」
と
い
う
。）が
、
同
じ
年
産
の
当
該
申
請

に
係
る
農
地
が
所
在
す
る
市
町
村
の
区
域
内

の
平
均
的
な
単
収
と
比
較
し
て
お
お
む
ね
二

割
以
上
減
少
す
る
お
そ
れ
（
当
該
市
町
村
の

区
域
内
に
お
い
て
栽
培
さ
れ
て
い
な
い
農
作

物
又
は
生
産
に
時
間
を
要
す
る
農
作
物
を
栽

培
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
申
請
に
際
し
添

付
し
た
栽
培
実
績
書
又
は
当
該
農
作
物
を
栽

培
す
る
理
由
を
記
載
し
た
書
類
に
記
載
さ
れ

た
単
収
が
見
込
ま
れ
な
い
お
そ
れ
）
が
あ
る

と
認
め
ら
れ
る
場
合
（
法
第
三
十
二
条
第
一

項
第
一
号
に
掲
げ
る
農
地
を
利
用
す
る
場
合

を
除
く
。）

立
て
て
、
一
時
的
に
農
地
を
農
地
以
外
の
も
の

に
し
、
営
農
が
行
わ
れ
る
農
地
の
上
部
空
間
に

設
置
さ
れ
る
太
陽
光
を
電
気
に
変
換
す
る
設
備

を
い
う
。）を
設
置
し
、
営
農
を
継
続
し
な
が
ら

発
電
を
行
う
こ
と
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）で
あ

る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
農
山
漁
村
再
エ
ネ
法
第

七
条
第
一
項
の
設
備
整
備
計
画
に
つ
い
て
同
条

第
三
項
の
認
定
の
見
込
み
（
地
球
温
暖
化
対
策

推
進
法
第
二
十
一
条
第
一
項
の
地
方
公
共
団
体

実
行
計
画
（
同
条
第
五
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

が
定
め
ら
れ
た
も
の
で
あ
つ
て
、
農
山
漁
村
再

エ
ネ
法
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
基
本
方
針

に
適
合
す
る
も
の
に
限
る
。）を
策
定
し
た
市
町

村
の
区
域
内
に
お
い
て
は
、
地
球
温
暖
化
対
策

推
進
法
第
二
十
二
条
の
二
第
一
項
の
地
域
脱
炭

素
化
促
進
事
業
計
画
に
つ
い
て
同
条
第
三
項
の

認
定
の
見
込
み
。
第
五
十
七
条
第
六
号
に
お
い

て
同
じ
。）が
な
い
こ
と
。

（
削
る
）

ロ

下
部
の
農
地
の
全
部
又
は
一
部
に
お
い
て

営
農
が
行
わ
れ
る
見
込
み
が
な
い
場
合
（
法

第
三
十
二
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
農
地

を
利
用
す
る
場
合
に
限
る
。）

（
削
る
）

ハ

営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
の
設
置
に
よ

り
、
下
部
の
農
地
に
お
い
て
生
産
さ
れ
る
農

作
物
の
品
質
を
著
し
く
劣
化
さ
せ
る
お
そ
れ

が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合

（
削
る
）

ニ

都
道
府
県
知
事
等
へ
の
毎
年
の
下
部
の
農

地
に
お
い
て
栽
培
す
る
農
作
物
に
係
る
栽
培

実
績
書
及
び
収
支
報
告
書
が
適
切
に
提
出
さ

れ
な
い
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合

（
削
る
）

ホ

営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
の
角
度
、
間
隔

等
に
つ
い
て
、
下
部
の
農
地
に
お
い
て
栽
培

さ
れ
る
農
作
物
の
生
育
に
必
要
な
日
照
に
影

響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
場
合

（
削
る
）

ヘ

支
柱
の
高
さ
が
地
上
か
ら
二
メ
ー
ト
ル
以

上
あ
る
こ
と
そ
の
他
の
下
部
の
農
地
に
お
い

て
農
業
機
械
等
を
効
率
的
に
利
用
で
き
る

等
、
耕
作
者
が
農
作
業
を
効
率
的
に
行
う
こ

と
が
で
き
る
空
間
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置

が
講
じ
ら
れ
て
い
な
い
場
合

（
削
る
）

ト

申
請
者
が
、
連
系
に
係
る
契
約
を
電
気
事

業
法
第
二
条
第
一
項
第
十
七
号
に
規
定
す
る

電
気
事
業
者
と
締
結
す
る
見
込
み
が
な
い
場

合
（
申
請
に
係
る
事
業
が
営
農
型
太
陽
光
発

電
設
備
を
電
気
事
業
者
の
電
力
系
統
に
連
系

す
る
も
の
に
限
る
。）

（
削
る
）

チ

申
請
者
が
、
法
第
五
十
一
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
る
原
状
回
復
等
の
措
置
を
現
に
命
じ

ら
れ
て
い
る
場
合

七

申
請
者
が
、
法
第
五
十
一
条
第
一
項
の
規
定

に
よ
る
原
状
回
復
等
の
措
置
を
現
に
命
じ
ら
れ

て
い
る
こ
と
。

（
新
設
）

（
申
請
に
係
る
農
地
又
は
採
草
放
牧
地
の
全
て
を

申
請
に
係
る
用
途
に
供
す
る
こ
と
が
確
実
と
認
め

ら
れ
な
い
事
由
）

（
申
請
に
係
る
農
地
又
は
採
草
放
牧
地
の
全
て
を

申
請
に
係
る
用
途
に
供
す
る
こ
と
が
確
実
と
認
め

ら
れ
な
い
事
由
）

第
五
十
七
条

法
第
五
条
第
二
項
第
三
号
の
農
林
水

産
省
令
で
定
め
る
事
由
は
、次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
五
十
七
条

法
第
五
条
第
二
項
第
三
号
の
農
林
水

産
省
令
で
定
め
る
事
由
は
、次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

二
の
二

申
請
に
係
る
事
業
の
施
行
に
関
し
て
法

令
に
よ
り
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
行
政
庁
と
の

協
議
、
周
辺
地
域
の
住
民
に
対
す
る
説
明
、
行

政
庁
へ
の
届
出
そ
の
他
の
手
続
を
終
え
て
い
な

い
こ
と
。

二
の
二

申
請
に
係
る
事
業
の
施
行
に
関
し
て
法

令
に
よ
り
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
行
政
庁
と
の

協
議
を
現
に
行
つ
て
い
る
こ
と
。

三
〜
五

（
略
）

三
〜
五

（
略
）
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六

申
請
に
係
る
事
業
が
営
農
型
太
陽
光
発
電
で

あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
農
山
漁
村
再
エ
ネ
法

第
七
条
第
一
項
の
設
備
整
備
計
画
に
つ
い
て
同

条
第
三
項
の
認
定
の
見
込
み
が
な
い
こ
と
。

六

申
請
に
係
る
事
業
が
営
農
型
太
陽
光
発
電
で

あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
と
き
に

該
当
す
る
こ
と
。

（
削
る
）

イ

下
部
の
農
地
に
お
い
て
栽
培
す
る
農
作
物

の
単
収
が
、
同
じ
年
産
の
当
該
申
請
に
係
る

農
地
が
所
在
す
る
市
町
村
の
区
域
内
の
平
均

的
な
単
収
と
比
較
し
て
お
お
む
ね
二
割
以
上

減
少
す
る
お
そ
れ
（
当
該
市
町
村
の
区
域
内

に
お
い
て
栽
培
さ
れ
て
い
な
い
農
作
物
又
は

生
産
に
時
間
を
要
す
る
農
作
物
を
栽
培
す
る

場
合
に
あ
つ
て
は
、
申
請
に
際
し
添
付
し
た

栽
培
実
績
書
又
は
当
該
農
作
物
を
栽
培
す
る

理
由
を
記
載
し
た
書
類
に
記
載
さ
れ
た
単
収

が
見
込
ま
れ
な
い
お
そ
れ
）
が
あ
る
と
認
め

ら
れ
る
場
合
（
法
第
三
十
二
条
第
一
項
第
一

号
に
掲
げ
る
農
地
を
利
用
す
る
場
合
を
除

く
。）

（
削
る
）

ロ

下
部
の
農
地
の
全
部
又
は
一
部
に
お
い
て

営
農
が
行
わ
れ
る
見
込
み
が
な
い
場
合
（
法

第
三
十
二
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
農
地

を
利
用
す
る
場
合
に
限
る
。）

（
削
る
）

ハ

営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
の
設
置
に
よ

り
、
下
部
の
農
地
に
お
い
て
生
産
さ
れ
る
農

作
物
の
品
質
を
著
し
く
劣
化
さ
せ
る
お
そ
れ

が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合

（
削
る
）

ニ

都
道
府
県
知
事
等
へ
の
毎
年
の
下
部
の
農

地
に
お
い
て
栽
培
す
る
農
作
物
に
係
る
栽
培

実
績
書
及
び
収
支
報
告
書
が
適
切
に
提
出
さ

れ
な
い
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合

（
削
る
）

ホ

営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
の
角
度
、
間
隔

等
に
つ
い
て
、
下
部
の
農
地
に
お
い
て
栽
培

さ
れ
る
農
作
物
の
生
育
に
必
要
な
日
照
に
影

響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
場
合

（
削
る
）

ヘ

支
柱
の
高
さ
が
地
上
か
ら
二
メ
ー
ト
ル
以

上
あ
る
こ
と
そ
の
他
の
下
部
の
農
地
に
お
い

て
農
業
機
械
等
を
効
率
的
に
利
用
で
き
る

等
、
耕
作
者
が
農
作
業
を
効
率
的
に
行
う
こ

と
が
で
き
る
空
間
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置

が
講
じ
ら
れ
て
い
な
い
場
合

（
削
る
）

ト

申
請
者
が
、
連
系
に
係
る
契
約
を
電
気
事

業
法
第
二
条
第
一
項
第
十
七
号
に
規
定
す
る

電
気
事
業
者
と
締
結
す
る
見
込
み
が
な
い
場

合
（
申
請
に
係
る
事
業
が
営
農
型
太
陽
光
発

電
設
備
を
電
気
事
業
者
の
電
力
系
統
に
連
系

す
る
も
の
に
限
る
。）

（
削
る
）

チ

申
請
者
が
、
法
第
五
十
一
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
る
原
状
回
復
等
の
措
置
を
現
に
命
じ

ら
れ
て
い
る
場
合

七

申
請
者
が
、
法
第
五
十
一
条
第
一
項
の
規
定

に
よ
る
原
状
回
復
等
の
措
置
を
現
に
命
じ
ら
れ

て
い
る
こ
と
。

（
新
設
）

（
農
地
又
は
採
草
放
牧
地
の
転
用
の
た
め
の
権
利

移
動
に
つ
い
て
の
許
可
申
請
）

（
農
地
又
は
採
草
放
牧
地
の
転
用
の
た
め
の
権
利

移
動
に
つ
い
て
の
許
可
申
請
）

第
五
十
七
条
の
四

（
略
）

第
五
十
七
条
の
四

（
略
）

２

法
第
五
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四

条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
申
請
書
を
提
出
す
る
場

合
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

２

法
第
五
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四

条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
申
請
書
を
提
出
す
る
場

合
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

一

第
三
十
条
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ

る
書
類
（
同
条
第
一
号
の
書
類
に
つ
い
て
は
、

法
第
三
条
第
一
項
本
文
に
掲
げ
る
権
利
を
取
得

し
よ
う
と
す
る
者
に
係
る
も
の
に
限
る
。）

一

第
三
十
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で

に
掲
げ
る
書
類
（
同
項
第
一
号
の
書
類
に
つ
い

て
は
、
法
第
三
条
第
一
項
本
文
に
掲
げ
る
権
利

を
取
得
し
よ
う
と
す
る
者
に
係
る
も
の
に
限

る
。）

二
〜
四

（
略
）

二
〜
四

（
略
）

（
削
る
）

五

第
三
十
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
（
申

請
に
係
る
事
業
が
営
農
型
太
陽
光
発
電
を
目
的

と
す
る
場
合
に
限
る
。）

五
・
六

（
略
）

六
・
七

（
略
）

（
命
令
書
の
記
載
事
項
）

（
命
令
書
の
記
載
事
項
）

第
九
十
九
条

法
第
五
十
一
条
第
二
項
の
農
林
水
産

省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す

る
。

第
九
十
九
条

法
第
五
十
一
条
第
二
項
の
農
林
水
産

省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す

る
。

一
〜
三

（
略
）

一
〜
三

（
略
）

四

第
二
号
の
履
行
期
限
ま
で
に
正
当
な
理
由
が

な
く
て
原
状
回
復
等
の
措
置
を
講
ず
べ
き
旨
の

命
令
に
従
わ
な
か
つ
た
と
き
は
、
法
第
五
十
一

条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
旨
及
び
当
該
命

令
に
係
る
土
地
の
地
番
そ
の
他
必
要
な
事
項
を

都
道
府
県
知
事
等
（
法
第
四
条
第
一
項
に
規
定

す
る
都
道
府
県
知
事
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）

が
公
表
す
る
こ
と
が
あ
る
旨

四

第
二
号
の
履
行
期
限
ま
で
に
正
当
な
理
由
が

な
く
て
原
状
回
復
等
の
措
置
を
講
ず
べ
き
旨
の

命
令
に
従
わ
な
か
つ
た
と
き
は
、
法
第
五
十
一

条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
旨
及
び
当
該
命

令
に
係
る
土
地
の
地
番
そ
の
他
必
要
な
事
項
を

都
道
府
県
知
事
等
が
公
表
す
る
こ
と
が
あ
る
旨

五

（
略
）

五

（
略
）
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（
農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規

則
の
一
部
改
正
）

第
二
条

農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施

行
規
則
（
平
成
二
十
六
年
農
林
水
産
省
令
第
三
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
加
え
る
。

改

正

後

改

正

前

（
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
の
整
備
を
促

進
す
る
区
域
の
基
準
）

（
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
の
整
備
を
促

進
す
る
区
域
の
基
準
）

第
三
条

法
第
五
条
第
五
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定

め
る
基
準
は
、次
の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
三
条

法
第
五
条
第
五
項
の
農
林
水
産
省
令
で
定

め
る
基
準
は
、次
の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

（
略
）

一

（
略
）

二

法
第
五
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
区
域
に

農
用
地
が
含
ま
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該

区
域
の
設
定
が
次
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る

こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
区
域
に
含
ま
れ
る
農
用

地
が
法
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
農
林
漁
業

の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進
に
よ
る
農
山
漁

村
の
活
性
化
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
に
基
づ

き
、
営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
（
農
地
に
簡
易

な
構
造
で
、
か
つ
、
容
易
に
撤
去
で
き
る
支
柱

を
立
て
て
、
一
時
的
に
農
地
を
農
地
以
外
の
も

の
に
し
、
営
農
が
行
わ
れ
る
農
地
の
上
部
空
間

に
設
置
さ
れ
る
太
陽
光
を
電
気
に
変
換
す
る
設

備
を
い
う
。）の
用
に
供
す
る
土
地
で
あ
る
場
合

に
あ
っ
て
は
、
イ
に
該
当
す
る
こ
と
を
要
し
な

い
。

二

法
第
五
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
区
域
に

農
用
地
が
含
ま
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該

区
域
の
設
定
が
次
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る

こ
と
。

イ
・
ロ

（
略
）

イ
・
ロ

（
略
）

三
・
四

（
略
）

三
・
四

（
略
）

農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進
に
関
す
る
法
律
に
基

づ
く
設
備
整
備
計
画
の
認
定
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く

設
備
整
備
計
画
の
認
定
等
に
関
す
る
省
令
（
平
成
二
十
六
年
農
林
水
産
省

環

境

省
令
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。次

の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
（
以
下
「
傍
線
部
分
」
と
い
う
。）で
こ
れ
に
対

応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
が
あ
る
も
の
は
、
こ
れ
を
当
該
傍
線
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
後
欄

に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
で
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
部
分
が
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加

え
る
。

改

正

後

改

正

前

（
設
備
整
備
計
画
の
認
定
の
申
請
）

（
設
備
整
備
計
画
の
認
定
の
申
請
）

第
一
条

（
略
）

第
一
条

（
略
）

２

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添

付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添

付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
〜
四

（
略
）

一
〜
四

（
略
）

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
令
和
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
の
規
定
は
公
布
の
日
か
ら
施
行
す

る
。

（
処
分
等
の
効
力
）

第
二
条

こ
の
省
令
の
施
行
前
に
さ
れ
た
農
地
法
第
四
条
第
一
項
又
は
第
五
条
第
一
項
に
基
づ
く
許
可
の
申
請
で
あ
っ

て
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
に
許
可
又
は
不
許
可
の
処
分
が
さ
れ
て
い
な
い
も
の
に
つ
い
て
の
許
可
又
は
不
許
可
の

処
分
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２

こ
の
省
令
の
施
行
前
に
農
地
法
第
四
条
第
一
項
又
は
第
五
条
第
一
項
に
基
づ
く
許
可
（
こ
の
省
令
の
施
行
後
に
前

項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
り
さ
れ
た
も
の
を
含
む
。）を
受
け
て
い
る
者
が
、
こ
の
省
令
の
施
行
後
に
、

当
該
許
可
に
係
る
事
業
と
同
一
の
事
業
の
実
施
の
た
め
に
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、当
分
の
間
、

改
正
前
の
農
地
法
施
行
規
則
第
三
十
条
第
二
項
、
第
四
十
七
条
第
二
号
の
二
及
び
第
六
号
、
第
五
十
七
条
第
二
号
の

二
及
び
第
六
号
並
び
に
第
五
十
七
条
の
四
第
二
項
第
五
号
の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

３

第
一
条
の
規
定
の
施
行
の
日
か
ら
起
算
し
て
四
箇
月
を
経
過
す
る
期
間
内
に
お
い
て
、
農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展

と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
五
条
第
一
項
の
基
本
計
画
（
営
農

型
太
陽
光
発
電
を
実
施
す
る
た
め
の
同
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
方
針
及
び
同
項
第
二
号
に
規
定
す
る
区
域
が

定
め
ら
れ
て
い
る
も
の
に
限
り
、
地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
十
七
号
）
第
二

十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
地
方
公
共
団
体
実
行
計
画
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
地
方
公
共
団
体
実
行
計
画
」
と

い
う
。）に
同
条
第
五
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
、
又
は
定
め
よ
う
と
す
る
市
町
村
の
区
域
内
に
お
い
て
は
、
地

方
公
共
団
体
実
行
計
画
（
農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進

に
関
す
る
法
律
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
基
本
方
針
に
適
合
す
る
も
の
に
限
る
。））
が
定
め
ら
れ
、
又
は
変
更
さ

れ
る
ま
で
の
間
に
さ
れ
た
農
地
法
第
四
条
第
一
項
又
は
第
五
条
第
一
項
に
基
づ
く
許
可
の
申
請
（
前
項
ま
で
の
規
定

に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
場
合
及
び
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
場
合
を
除
き
、

営
農
型
太
陽
光
発
電
を
目
的
と
す
る
場
合
に
限
る
。）に
つ
い
て
は
、
改
正
後
の
農
地
法
施
行
規
則
第
三
十
条
、
第
四

十
七
条
第
六
号
、
第
五
十
七
条
第
六
号
及
び
第
五
十
七
条
の
四
第
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
改
正
前
の
農
地
法

施
行
規
則
第
三
十
条
第
二
項
、
第
四
十
七
条
第
六
号
、
第
五
十
七
条
第
六
号
及
び
第
五
十
七
条
の
四
第
二
項
第
五
号

の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

４

前
項
の
規
定
に
よ
り
農
地
法
第
四
条
第
一
項
又
は
第
五
条
第
一
項
に
基
づ
く
許
可
を
受
け
て
い
る
者
が
、
当
該
許

可
に
係
る
事
業
と
同
一
の
事
業
の
実
施
の
た
め
に
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
分
の
間
、
改
正

前
の
農
地
法
施
行
規
則
第
三
十
条
第
二
項
、
第
四
十
七
条
第
六
号
、
第
五
十
七
条
第
六
号
及
び
第
五
十
七
条
の
四
第

二
項
第
五
号
の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

（
農
林
水
産
省
関
係
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
三
条

農
林
水
産
省
関
係
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
施
行
規
則
（
平
成
二
十
三
年
農
林
水
産
省
令
第
六
十
六

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
第
二
項
第
一
号
イ
中
「
第
三
十
条
第
一
項
第
二
号
」
を
「
第
三
十
条
第
二
号
」
に
改
め
る
。

〇
農
林
水
産
省

環

境

省
令
第
八
号

農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二

十
五
年
法
律
第
八
十
一
号
）
第
七
条
第
一
項
及
び
第
二
項
第
五
号
並
び
に
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
農
林
漁

業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
発
電
の
促
進
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
設
備
整
備

計
画
の
認
定
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
十
月
九
日

農
林
水
産
大
臣

簗

和
生

環
境
大
臣

笹
川

博
義





五

法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
係

る
設
備
整
備
計
画
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に

お
い
て
単
に
「
設
備
整
備
計
画
」
と
い
う
。）に

法
第
七
条
第
四
項
第
一
号
に
掲
げ
る
行
為
を
記

載
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類

五

法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
係

る
設
備
整
備
計
画
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に

お
い
て
単
に
「
設
備
整
備
計
画
」
と
い
う
。）に

法
第
七
条
第
四
項
第
一
号
に
掲
げ
る
行
為
を
記

載
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
〜
ヘ

（
略
）

イ
〜
ヘ

（
略
）

ト

当
該
行
為
が
営
農
型
太
陽
光
発
電
（
営
農

型
太
陽
光
発
電
設
備
（
農
地
に
簡
易
な
構
造

で
、
か
つ
、
容
易
に
撤
去
で
き
る
支
柱
を
立

て
て
、
一
時
的
に
農
地
を
農
地
以
外
の
も
の

に
し
、
営
農
が
行
わ
れ
る
農
地
の
上
部
空
間

に
設
置
さ
れ
る
太
陽
光
を
電
気
に
変
換
す
る

設
備
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）を
設
置
し
、
営

農
を
継
続
し
な
が
ら
発
電
を
行
う
こ
と
を
い

う
。
以
下
同
じ
。）を
目
的
と
す
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類

（
新
設
）

営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
そ
の
他
営
農

型
太
陽
光
発
電
の
実
施
に
必
要
な
設
備
に

係
る
設
計
図

営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
の
下
部
の
農

地
（
以
下
「
下
部
の
農
地
」
と
い
う
。）に

お
い
て
栽
培
す
る
農
作
物
の
単
位
面
積
当

た
り
の
収
穫
量
（
以
下「
単
収
」と
い
う
。）

の
見
込
み
の
根
拠
と
な
る
次
に
掲
げ
る
い

ず
れ
か
の
事
項
を
記
載
し
た
書
類

下
部
の
農
地
で
栽
培
す
る
農
作
物
に

つ
い
て
、
当
該
申
請
に
係
る
農
地
が
所

在
す
る
市
町
村
の
区
域
内
に
お
け
る
生

産
量
等
に
関
す
る
デ
ー
タ

当
該
申
請
に
先
行
し
て
下
部
の
農
地

に
お
い
て
耕
作
の
事
業
を
行
う
者
の
栽

培
実
績

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
の
整

備
を
行
お
う
と
す
る
者
（
以
下
「
設
備
整

備
者
」
と
い
う
。）が
営
農
型
太
陽
光
発
電

設
備
を
撤
去
す
る
の
に
要
す
る
費
用
を
負

担
す
る
こ
と
を
誓
約
す
る
旨
を
記
載
し
た

書
面
（
別
記
様
式
第
二
号
）

毎
年
、
営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
に
係

る
認
定
設
備
整
備
計
画
の
実
施
状
況
に
関

す
る
報
告
書
を
市
町
村
長
に
提
出
す
る
こ

と
を
誓
約
す
る
旨
を
記
載
し
た
書
面
（
別

記
様
式
第
三
号
）

チ

（
略
）

ト

（
略
）

六
〜
十
一

（
略
）

六
〜
十
一

（
略
）

３

（
略
）

３

（
略
）

（
設
備
整
備
計
画
の
記
載
事
項
）

（
設
備
整
備
計
画
の
記
載
事
項
）

第
二
条

法
第
七
条
第
二
項
第
五
号
の
農
林
水
産
省

令
・
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る

も
の
と
す
る
。

第
二
条

法
第
七
条
第
二
項
第
五
号
の
農
林
水
産
省

令
・
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る

も
の
と
す
る
。

一
〜
三

（
略
）

一
〜
三

（
略
）

四

設
備
整
備
計
画
に
法
第
七
条
第
四
項
第
一
号

に
掲
げ
る
行
為
（
農
地
法
（
昭
和
二
十
七
年
法

律
第
二
百
二
十
九
号
）
第
四
条
第
一
項
の
許
可

に
係
る
も
の
に
限
る
。）を
記
載
す
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

四

設
備
整
備
計
画
に
法
第
七
条
第
四
項
第
一
号

に
掲
げ
る
行
為
（
農
地
法
（
昭
和
二
十
七
年
法

律
第
二
百
二
十
九
号
）
第
四
条
第
一
項
の
許
可

に
係
る
も
の
に
限
る
。）を
記
載
す
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
〜
ハ

（
略
）

イ
〜
ハ

（
略
）

ニ

当
該
行
為
が
営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
の

整
備
を
目
的
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
下

部
の
農
地
に
お
け
る
栽
培
計
画
、
収
支
の
見

込
み
そ
の
他
の
事
項
に
つ
い
て
記
載
し
た
営

農
に
関
す
る
計
画

（
新
設
）

ホ

（
略
）

ニ

（
略
）

五

設
備
整
備
計
画
に
法
第
七
条
第
四
項
第
一
号

に
掲
げ
る
行
為
（
農
地
法
第
五
条
第
一
項
の
許

可
に
係
る
も
の
に
限
る
。）を
記
載
す
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

五

設
備
整
備
計
画
に
法
第
七
条
第
四
項
第
一
号

に
掲
げ
る
行
為
（
農
地
法
第
五
条
第
一
項
の
許

可
に
係
る
も
の
に
限
る
。）を
記
載
す
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
〜
ト

（
略
）

イ
〜
ト

（
略
）

チ

当
該
行
為
が
営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
の

整
備
を
目
的
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
下

部
の
農
地
に
お
け
る
栽
培
計
画
、
収
支
の
見

込
み
そ
の
他
の
事
項
に
つ
い
て
記
載
し
た
営

農
に
関
す
る
計
画

（
新
設
）

リ

（
略
）

チ

（
略
）

六
〜
十
四

（
略
）

六
〜
十
四

（
略
）

（
設
備
整
備
計
画
の
変
更
の
認
定
の
申
請
）

（
設
備
整
備
計
画
の
変
更
の
認
定
の
申
請
）

第
三
条

法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
設
備
整

備
計
画
の
変
更
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
認
定

設
備
整
備
者
は
、
別
記
様
式
第
四
号
に
よ
る
申
請

書
を
計
画
作
成
市
町
村
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

第
三
条

法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
設
備
整

備
計
画
の
変
更
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
認
定

設
備
整
備
者
は
、
別
記
様
式
第
二
号
に
よ
る
申
請

書
を
計
画
作
成
市
町
村
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

２

（
略
）

２

（
略
）

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



別
記
様
式
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



別
記
様
式
第
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
、
同
様
式
を
別
記
様
式
第
四
号
と
す
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



別
記
様
式
第
一
号
の
次
に
次
の
二
様
式
を
加
え
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



輸
出
貿
易
管
理
令
別
表
第
二
の
三
の
規
定
に
基
づ
き
貨
物
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

輸
出
貿
易
管
理
令
別
表
第
二
の
三
の
規
定
に
基
づ
き
貨
物
を
定
め
る
省
令
（
令
和
四
年
経
済
産
業
省
令
第
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

第
一
条

輸
出
貿
易
管
理
令
（
以
下「
輸
出
令
」と
い
う
。）別
表
第
二
の
三
第
一
号
の
二
イ
に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ

て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
物
質
及
び
こ
れ
ら
の
物
質
を
含
む
混
合

物
（
第
一
号
か
ら
第
百
二
号
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
物
質
を
含
む
混
合
物
に
あ
っ
て
は
、
第
一
号
か
ら

第
六
十
号
ま
で
に
該
当
す
る
い
ず
れ
か
一
の
物
質
の
含
有
量
が
全
重
量
の
九
〇
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
の
も
の
又
は

第
六
十
一
号
か
ら
第
百
二
号
ま
で
に
該
当
す
る
い
ず
れ
か
一
の
物
質
の
含
有
量
が
全
重
量
の
九
五
パ
ー
セ
ン
ト

以
上
の
も
の
に
限
る
。）と
す
る
。

第
一
条

輸
出
貿
易
管
理
令
（
以
下「
輸
出
令
」と
い
う
。）別
表
第
二
の
三
第
一
号
の
二
イ
に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ

て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
物
質
及
び
こ
れ
ら
の
物
質
を
含
む
混
合

物
（
混
合
物
に
あ
っ
て
は
、
第
一
号
か
ら
第
六
十
号
ま
で
に
該
当
す
る
い
ず
れ
か
の
物
質
の
含
有
量
が
全
重
量

の
九
〇
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
の
も
の
及
び
第
六
十
一
号
か
ら
第
百
二
号
ま
で
に
該
当
す
る
い
ず
れ
か
の
物
質
の
含

有
量
が
全
重
量
の
九
五
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
の
も
の
に
限
る
。）と
す
る
。

一
〜
百
十
五

（
略
）

一
〜
百
十
五

（
略
）

百
十
六

マ
ロ
ノ
ニ
ト
リ
ル

（
新
設
）

百
十
七

二

ク
ロ
ロ
ベ
ン
ズ
ア
ル
デ
ヒ
ド

（
新
設
）

百
十
八

二

ク
ロ
ロ
ベ
ン
ジ
ル
ア
ル
コ
ー
ル

（
新
設
）

百
十
九

二

ク
ロ
ロ
ベ
ン
ジ
ル
ア
ミ
ン

（
新
設
）

百
二
十

一

ク
ロ
ロ

二

（
ジ
メ
ト
キ
シ
メ
チ
ル
）
ベ
ン
ゼ
ン

（
新
設
）

百
二
十
一

ア
セ
ト
フ
ェ
ノ
ン

（
新
設
）

百
二
十
二

ク
ロ
ロ
ア
セ
チ
ル
ク
ロ
ラ
イ
ド

（
新
設
）

百
二
十
三

ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

（
新
設
）

百
二
十
四

オ
ル
ト

ア
ミ
ノ
フ
ェ
ノ
ー
ル

（
新
設
）

第
八
十
九
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
八
十
九
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
〜
四

（
略
）

一
〜
四

（
略
）

五

関
税
率
表
第
二
五
・
一
八
項
に
該
当
す
る
も
の

五

関
税
率
表
第
二
五
一
八
・
二
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

六

（
略
）

六

（
略
）

七

関
税
率
表
第
二
五
・
二
〇
項
に
該
当
す
る
も
の

七

関
税
率
表
第
二
五
二
〇
・
一
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

八
〜
十
一

（
略
）

八
〜
十
一

（
略
）

十
二

関
税
率
表
第
二
五
・
三
〇
項
（
第
二
五
三
〇
・
九
〇
号
を
除
く
。）に
該
当
す
る
も
の

十
二

関
税
率
表
第
二
五
三
〇
・
二
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

第
九
十
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も
の

は
、
関
税
率
表
第
二
六
・
〇
二
項
、
第
二
六
・
一
〇
項
、
第
二
六
・
一
三
項
及
び
第
二
六
・
一
五
項
に
該
当
す

る
も
の
と
す
る
。

第
九
十
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も
の

は
、
関
税
率
表
第
二
六
・
〇
二
項
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
〇
経
済
産
業
省
令
第
七
十
六
号

輸
出
貿
易
管
理
令
（
昭
和
二
十
四
年
政
令
第
三
百
七
十
八
号
）
別
表
第
二
の
三
の
規
定
に
基
づ
き
、
輸
出
貿
易
管
理
令
別
表
第
二
の
三
の
規
定
に
基
づ
き
貨
物
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
十
月
九
日

経
済
産
業
大
臣

赤
澤

亮
正





第
九
十
一
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
九
十
一
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

（
略
）

一

（
略
）

二

関
税
率
表
第
二
七
・
〇
七
項
に
該
当
す
る
も
の

二

関
税
率
表
第
二
七
〇
七
・
三
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

三
〜
六

（
略
）

三
〜
六

（
略
）

第
九
十
二
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
九
十
二
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

関
税
率
表
第
二
八
〇
一
・
一
〇
号
、
第
二
八
・
〇
二
項
、
第
二
八
〇
四
・
一
〇
号
、
第
二
八
〇
四
・
三
〇

号
、
第
二
八
〇
四
・
六
一
号
、
第
二
八
〇
四
・
七
〇
号
及
び
第
二
八
〇
四
・
八
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

一

関
税
率
表
第
二
八
〇
四
・
一
〇
号
、
第
二
八
〇
四
・
三
〇
号
、
第
二
八
〇
四
・
六
一
号
、
第
二
八
〇
四
・

七
〇
号
及
び
第
二
八
〇
四
・
八
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

二
・
三

（
略
）

二
・
三

（
略
）

四

関
税
率
表
第
二
八
・
一
四
項
、
第
二
八
一
五
・
一
二
号
、
第
二
八
一
八
・
三
〇
号
、
第
二
八
一
九
・
九
〇

号
、
第
二
八
二
〇
・
一
〇
号
、
第
二
八
二
一
・
一
〇
号
及
び
第
二
八
二
五
・
一
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

四

関
税
率
表
第
二
八
・
一
四
項
、
第
二
八
一
五
・
一
二
号
、
第
二
八
一
八
・
三
〇
号
、
第
二
八
一
九
・
九
〇

号
、
第
二
八
二
〇
・
一
〇
号
及
び
第
二
八
二
五
・
一
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

五

関
税
率
表
第
二
八
二
七
・
三
一
号
、
第
二
八
二
七
・
三
二
号
、
第
二
八
二
七
・
三
五
号
、
第
二
八
二
七
・

五
一
号
、
第
二
八
二
八
・
九
〇
号
、
第
二
八
・
二
九
項（
第
二
八
二
九
・
一
九
号
を
除
く
。）、第
二
八
三
二
・

二
〇
号
、
第
二
八
三
三
・
二
四
号
、
第
二
八
三
三
・
三
〇
号
、
第
二
八
三
四
・
一
〇
号
、
第
二
八
三
五
・
三

九
号
、
第
二
八
三
六
・
三
〇
号
、
第
二
八
三
六
・
五
〇
号
、
第
二
八
三
九
・
九
〇
号
、
第
二
八
四
〇
・
三
〇

号
、
第
二
八
四
一
・
五
〇
号
及
び
第
二
八
四
一
・
八
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

五

関
税
率
表
第
二
八
二
七
・
三
一
号
、
第
二
八
二
七
・
三
二
号
、
第
二
八
二
七
・
三
五
号
、
第
二
八
二
七
・

五
一
号
、
第
二
八
二
八
・
九
〇
号
、
第
二
八
・
二
九
項（
第
二
八
二
九
・
一
九
号
を
除
く
。）、第
二
八
三
二
・

二
〇
号
、
第
二
八
三
三
・
二
四
号
、
第
二
八
三
三
・
三
〇
号
、
第
二
八
三
四
・
一
〇
号
、
第
二
八
三
六
・
三

〇
号
、
第
二
八
三
六
・
五
〇
号
、
第
二
八
三
九
・
九
〇
号
、
第
二
八
四
〇
・
三
〇
号
、
第
二
八
四
一
・
五
〇

号
及
び
第
二
八
四
一
・
八
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

六

（
略
）

六

（
略
）

第
九
十
三
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
九
十
三
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

三

関
税
率
表
第
三
二
・
〇
三
項
、
第
三
二
〇
四
・
九
〇
号
、
第
三
二
・
〇
五
項
、
第
三
二
〇
六
・
一
一
号
、

第
三
二
〇
六
・
四
一
号
及
び
第
三
二
〇
六
・
四
九
号
に
該
当
す
る
も
の

三

関
税
率
表
第
三
二
・
〇
三
項
、
第
三
二
〇
四
・
九
〇
号
、
第
三
二
・
〇
五
項
、
第
三
二
〇
六
・
四
一
号
及

び
第
三
二
〇
六
・
四
九
号
に
該
当
す
る
も
の

四
〜
八

（
略
）

四
〜
八

（
略
）

第
九
十
八
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
九
十
八
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
〜
十
一

（
略
）

一
〜
十
一

（
略
）

十
二

関
税
率
表
第
三
九
一
六
・
九
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

（
新
設
）

十
三
〜
十
五

（
略
）

十
二
〜
十
四

（
略
）

第
百
十
九
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
百
十
九
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
〜
八

（
略
）

一
〜
八

（
略
）

九

関
税
率
表
第
七
三
・
一
三
項
に
該
当
す
る
も
の

（
新
設
）

十

関
税
率
表
第
七
三
・
一
四
項
（
第
七
三
一
四
・
三
九
号
及
び
第
七
三
一
四
・
四
九
号
を
除
く
。）に
該
当
す

る
も
の

九

関
税
率
表
第
七
三
一
四
・
一
二
号
に
該
当
す
る
も
の

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



十
一

関
税
率
表
第
七
三
・
一
五
項
（
第
七
三
一
五
・
一
一
号
、
第
七
三
一
五
・
一
二
号
及
び
第
七
三
一
五
・

一
九
号
を
除
く
。）に
該
当
す
る
も
の

（
新
設
）

十
二
〜
十
五

（
略
）

十
〜
十
三

（
略
）

十
六

関
税
率
表
第
七
三
二
六
・
一
一
号
及
び
第
七
三
二
六
・
一
九
号
に
該
当
す
る
も
の

（
新
設
）

第
百
二
十
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
関
税
率
表
第
七
四
類
（
第
七
四
・
〇
一
項
及
び
第
七
四
一
九
・
八
〇
号
を
除
く
。）に
該
当
す
る
も
の
と

す
る
。

第
百
二
十
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
も

の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

（
削
る
）

一

関
税
率
表
第
七
四
・
〇
七
項
、
第
七
四
・
〇
八
項
及
び
第
七
四
・
〇
九
項
に
該
当
す
る
も
の

（
削
る
）

二

関
税
率
表
第
七
四
・
一
一
項
、
第
七
四
・
一
二
項
及
び
第
七
四
・
一
三
項
に
該
当
す
る
も
の

（
削
る
）

三

関
税
率
表
第
七
四
一
五
・
二
一
号
に
該
当
す
る
も
の

第
百
二
十
二
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
関
税
率
表
第
七
六
類
（
第
七
六
〇
七
・
一
九
号
、
第
七
六
一
五
・
一
〇
号
及
び
第
七
六
一
六
・
九
九

号
を
除
く
。）に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

第
百
二
十
二
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

（
削
る
）

一

関
税
率
表
第
七
六
・
〇
五
項
及
び
第
七
六
・
〇
六
項
に
該
当
す
る
も
の

（
削
る
）

二

関
税
率
表
第
七
六
〇
七
・
二
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

（
削
る
）

三

関
税
率
表
第
七
六
・
〇
八
項
及
び
第
七
六
・
〇
九
項
に
該
当
す
る
も
の

（
削
る
）

四

関
税
率
表
第
七
六
・
一
〇
項
に
該
当
す
る
も
の

（
削
る
）

五

関
税
率
表
第
七
六
・
一
一
項
に
該
当
す
る
も
の

（
削
る
）

六

関
税
率
表
第
七
六
・
一
二
項
に
該
当
す
る
も
の

（
削
る
）

七

関
税
率
表
第
七
六
・
一
三
項
に
該
当
す
る
も
の

（
削
る
）

八

関
税
率
表
第
七
六
一
六
・
一
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

第
百
二
十
六
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
関
税
率
表
第
八
一
・
〇
一
項
、
第
八
一
・
〇
二
項
、
第
八
一
〇
四
・
三
〇
号
、
第
八
一
・
〇
五
項
、

第
八
一
・
〇
九
項
、
第
八
一
一
一
・
〇
〇
号
、
第
八
一
一
二
・
二
一
号
、
第
八
一
一
二
・
二
二
号
、
第
八
一
一

二
・
四
一
号
及
び
第
八
一
一
二
・
四
九
号
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

第
百
二
十
六
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
関
税
率
表
第
八
一
〇
一
・
一
〇
号
、
第
八
一
・
〇
二
項
、
第
八
一
〇
五
・
九
〇
号
、
第
八
一
・
〇
九

項
、
第
八
一
一
一
・
〇
〇
号
、第
八
一
一
二
・
四
一
号
及
び
第
八
一
一
二
・
四
九
号
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

第
百
二
十
七
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
百
二
十
七
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

関
税
率
表
第
八
二
〇
二
・
二
〇
号
、
第
八
二
〇
二
・
四
〇
号
及
び
第
八
二
〇
二
・
九
一
号
に
該
当
す
る
も

の

一

関
税
率
表
第
八
二
〇
二
・
二
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

二

関
税
率
表
第
八
二
〇
三
・
三
〇
号
、
第
八
二
〇
三
・
四
〇
号
、
第
八
二
・
〇
四
項
（
第
八
二
〇
四
・
一
一

号
を
除
く
。）、
第
八
二
〇
五
・
五
九
号
及
び
第
八
二
・
〇
七
項
に
該
当
す
る
も
の

二

関
税
率
表
第
八
二
〇
五
・
五
九
号
及
び
第
八
二
・
〇
七
項
に
該
当
す
る
も
の

三
〜
五

（
略
）

三
〜
五

（
略
）

六

関
税
率
表
第
八
三
〇
二
・
二
〇
号
、第
八
三
〇
二
・
三
〇
号
、第
八
三
〇
二
・
五
〇
号
及
び
第
八
三
〇
二
・

六
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

六

関
税
率
表
第
八
三
〇
二
・
三
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

七
・
八

（
略
）

七
・
八

（
略
）

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



第
百
二
十
八
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
百
二
十
八
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
〜
六

（
略
）

一
〜
六

（
略
）

七

関
税
率
表
第
八
四
・
一
一
項
（
第
八
四
一
一
・
八
二
号
及
び
第
八
四
一
一
・
九
九
号
を
除
く
。）に
該
当
す

る
も
の

七

関
税
率
表
第
八
四
・
一
一
項
（
第
八
四
一
一
・
八
一
号
、
第
八
四
一
一
・
八
二
号
及
び
第
八
四
一
一
・
九

九
号
を
除
く
。）に
該
当
す
る
も
の

八
・
九

（
略
）

八
・
九

（
略
）

十

関
税
率
表
第
八
四
・
一
四
項
（
第
八
四
一
四
・
二
〇
号
、
第
八
四
一
四
・
三
〇
号
、
第
八
四
一
四
・
四
〇

号
及
び
第
八
四
一
四
・
八
〇
号
を
除
く
。）に
該
当
す
る
も
の

十

関
税
率
表
第
八
四
一
四
・
一
〇
号
、
第
八
四
一
四
・
五
一
号
、
第
八
四
一
四
・
五
九
号
、
第
八
四
一
四
・

六
〇
号
及
び
第
八
四
一
四
・
九
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

十
一
〜
十
七

（
略
）

十
一
〜
十
七

（
略
）

十
八

関
税
率
表
第
八
四
二
二
・
一
一
号
及
び
第
八
四
二
二
・
二
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

十
八

関
税
率
表
第
八
四
二
二
・
一
一
号
に
該
当
す
る
も
の

十
九

関
税
率
表
第
八
四
二
三
・
一
〇
号
及
び
第
八
四
二
三
・
八
九
号
に
該
当
す
る
も
の

十
九

関
税
率
表
第
八
四
二
三
・
一
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

二
十
〜
二
十
六

（
略
）

二
十
〜
二
十
六

（
略
）

二
十
七

関
税
率
表
第
八
四
・
三
九
項
（
第
八
四
三
九
・
二
〇
号
及
び
第
八
四
三
九
・
九
九
号
を
除
く
。）に
該

当
す
る
も
の

二
十
七

関
税
率
表
第
八
四
三
九
・
一
〇
号
及
び
第
八
四
三
九
・
三
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

二
十
八
〜
六
十
八

（
略
）

二
十
八
〜
六
十
八

（
略
）

第
百
二
十
九
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
百
二
十
九
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
〜
五

（
略
）

一
〜
五

（
略
）

六

関
税
率
表
八
五
・
〇
八
項
（
第
八
五
〇
八
・
七
〇
号
を
除
く
。）に
該
当
す
る
も
の

六

関
税
率
表
第
八
五
・
〇
八
項
に
該
当
す
る
も
の

七
〜
四
十

（
略
）

七
〜
四
十

（
略
）

第
百
三
十
四
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
百
三
十
四
条

輸
出
令
別
表
第
二
の
三
第
二
号
の
二

に
掲
げ
る
貨
物
で
あ
っ
て
、
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
〜
十

（
略
）

一
〜
十

（
略
）

十
一

第
九
〇
・
一
七
項
（
第
九
〇
一
七
・
二
〇
号
及
び
第
九
〇
一
七
・
三
〇
号
を
除
く
。）に
該
当
す
る
も
の

（
新
設
）

十
二
・
十
三

（
略
）

十
一
・
十
二

（
略
）

十
四

関
税
率
表
第
九
〇
・
二
五
項
に
該
当
す
る
も
の

十
三

関
税
率
表
第
九
〇
二
五
・
一
九
号
及
び
第
九
〇
二
五
・
九
〇
号
に
該
当
す
る
も
の

十
五
・
十
六

（
略
）

十
四
・
十
五

（
略
）

十
七

関
税
率
表
第
九
〇
・
二
八
項
（
第
九
〇
二
八
・
一
〇
号
を
除
く
。）に
該
当
す
る
も
の

（
新
設
）

十
八
〜
二
十
一

（
略
）

十
六
〜
十
九

（
略
）

附

則

こ
の
省
令
は
、
令
和
八
年
十
月
十
六
日
か
ら
施
行
す
る
。

法

規

的

告

示

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
〇
消
防
庁
告
示
第
十
六
号

消
防
組
織
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
第
四
条
第
二
項
第
十
六
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
救
助
活
動
に
関
す
る
基
準
（
昭
和
六
十
二
年
消
防
庁
告
示
第
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

令
和
八
年
十
月
九
日

消
防
庁
長
官

大
沢

博





次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

別
表

別
表

区
分

品
名

必
要
個
数

性
能
等

区
分

品
名

必
要
個
数

性
能
等

省
令
別
表

第
一
に
掲

げ
る
救
助

器
具

か
ぎ
付
は
し
ご

一

省
令
別
表

第
一
に
掲

げ
る
救
助

器
具

か
ぎ
付
は
し
ご

一

三
連
は
し
ご

一

三
連
は
し
ご

一

金
属
製
折
り
た
た
み
は
し
ご
又
は
ワ
イ
ヤ
は
し
ご

一

金
属
製
折
り
た
た
み
は
し
ご
又
は
ワ
イ
ヤ
は
し
ご

一

空
気
式
救
助
マ
ッ
ト

一

空
気
式
救
助
マ
ッ
ト

一

救
命
索
発
射
銃

一

到
達
距
離
六
十
メ
ー
ト
ル

以
上

救
命
索
発
射
銃

一

到
達
距
離
六
十
メ
ー
ト
ル

以
上

サ
バ
イ
バ
ー
ス
リ
ン
グ
又
は
救
助
用
縛
帯

一

サ
バ
イ
バ
ー
ス
リ
ン
グ
又
は
救
助
用
縛
帯

一

平
担
架

一

吊
上
（
下
）
げ
可
能
な
も

の

平
担
架

一

吊
上
（
下
）
げ
可
能
な
も

の

ロ
ー
プ

二

一
巻
二
百
メ
ー
ト
ル
を
適

宜
切
断

ロ
ー
プ

二

一
巻
二
百
メ
ー
ト
ル
を
適

宜
切
断

カ
ラ
ビ
ナ

二
十

カ
ラ
ビ
ナ

二
十

滑
車

五

滑
車

五

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
一
式
※

五

油
圧
ジ
ャ
ッ
キ

一

揚
力
百
キ
ロ
ニ
ュ
ー
ト
ン

以
上

油
圧
ジ
ャ
ッ
キ

一

揚
力
百
キ
ロ
ニ
ュ
ー
ト
ン

以
上

油
圧
ス
プ
レ
ッ
ダ
ー

一

展
開
力
十
キ
ロ
ニ
ュ
ー
ト

ン
以
上

油
圧
ス
プ
レ
ッ
ダ
ー

一

展
開
力
十
キ
ロ
ニ
ュ
ー
ト

ン
以
上

可
搬
ウ
ィ
ン
チ

一

牽
引
能
力
十
五
キ
ロ

ニ
ュ
ー
ト
ン
以
上

可
搬
ウ
ィ
ン
チ

一

牽
引
能
力
十
五
キ
ロ

ニ
ュ
ー
ト
ン
以
上

ワ
イ
ヤ
ロ
ー
プ

二

ワ
イ
ヤ
ロ
ー
プ

二

マ
ン
ホ
ー
ル
救
助
器
具

一

マ
ン
ホ
ー
ル
救
助
器
具

一

救
助
用
簡
易
起
重
機
※

一

常
用
荷
重
〇
・
二
ト
ン
以

上

救
助
用
簡
易
起
重
機
※

一

常
用
荷
重
〇
・
二
ト
ン
以

上

油
圧
切
断
機

一

中
心
開
口
部
切
断
力
五
十

キ
ロ
ニ
ュ
ー
ト
ン
以
上

油
圧
切
断
機

一

中
心
開
口
部
切
断
力
五
十

キ
ロ
ニ
ュ
ー
ト
ン
以
上

エ
ン
ジ
ン
カ
ッ
タ
ー

一

金
属
、
非
金
属
切
断
可
能

な
も
の

エ
ン
ジ
ン
カ
ッ
タ
ー

一

金
属
、
非
金
属
切
断
可
能

な
も
の

ガ
ス
熔
断
器

一

ガ
ス
熔
断
器

一

チ
ェ
ー
ン
ソ
ー

一

鉄
線
カ
ッ
タ
ー

一

万
能

二

ハ
ン
マ
ー

一

携
帯
用
コ
ン
ク
リ
ー
ト
破
壊
器
具

一

生
物
剤
検
知
器
※
※
※

一

化
学
剤
検
知
器
※
※
※

一

可
燃
性
ガ
ス
測
定
器

一

有
毒
ガ
ス
測
定
器
※
※

一
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チ
ェ
ー
ン
ソ
ー

一

鉄
線
カ
ッ
タ
ー

一

万
能

二

ハ
ン
マ
ー

一

携
帯
用
コ
ン
ク
リ
ー
ト
破
壊
器
具

一

生
物
剤
検
知
器
※
※
※

一

化
学
剤
検
知
器
※
※
※

一

可
燃
性
ガ
ス
測
定
器

一

有
毒
ガ
ス
測
定
器
※
※

一

酸
素
濃
度
測
定
器
※
※

一

酸
素
濃
度
測
定
器
※
※

一

放
射
線
測
定
器
※
※

一

放
射
線
測
定
器
※
※

一

空
気
呼
吸
器
（
予
備
ボ
ン
ベ
を
含
む
。）

五

予
備
ボ
ン
ベ
は
、
五
と
す

る
。

空
気
呼
吸
器
（
予
備
ボ
ン
ベ
を
含
む
。）

五

予
備
ボ
ン
ベ
は
、
五
と
す

る
。

空
気
補
充
用
ボ
ン
ベ
※

一

空
気
補
充
用
ボ
ン
ベ
※

一

革
手
袋

五

革
手
袋

五

耐
電
手
袋

五

七
千
ボ
ル
ト
電
路
で
使
用

可
能
な
も
の

耐
電
手
袋

五

七
千
ボ
ル
ト
電
路
で
使
用

可
能
な
も
の

安
全
帯

五

墜
落
制
止
用
器
具

五

防
塵
メ
ガ
ネ

五

防
塵
メ
ガ
ネ

五

携
帯
警
報
器

五

携
帯
警
報
器

五

防
毒
マ
ス
ク

五

防
毒
マ
ス
ク

五

化
学
防
護
服
※
※

二

化
学
防
護
服
※
※

二

陽
圧
式
化
学
防
護
服
※
※

五

陽
圧
式
化
学
防
護
服
※
※

五

耐
熱
服
※

二

耐
熱
服
※

二

放
射
線
防
護
服
（
個
人
用
線
量
計
を
含
む
。）※
※

二

個
人
用
線
量
計
は
、
フ
ィ

ル
ム
バ
ッ
ジ
で
代
替
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

放
射
線
防
護
服
（
個
人
用
線
量
計
を
含
む
。）※
※

二

個
人
用
線
量
計
は
、
フ
ィ

ル
ム
バ
ッ
ジ
で
代
替
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

簡
易
画
像
探
索
機
※
※

一

簡
易
画
像
探
索
機
※
※

一

除
染
シ
ャ
ワ
ー
※
※

一

除
染
シ
ャ
ワ
ー
※
※

一

除
染
剤
散
布
器
※
※

二

除
染
剤
散
布
器
※
※

二

潜
水
器
具
一
式
※

五

潜
水
器
具
一
式
※

五

流
水
救
助
器
具
一
式
※

五

救
命
胴
衣
※

五

水
中
投
光
器
※

五

救
命
浮
環
※

十

浮
標
※

一

救
命
ボ
ー
ト
※

一

船
外
機
※

一

水
中
ス
ク
ー
タ
ー
※

一

水
中
無
線
機
※

一

水
中
時
計
※

五

水
中
テ
レ
ビ
カ
メ
ラ
※

一

登
山
器
具
一
式
※

五

バ
ス
ケ
ッ
ト
担
架
※

一

投
光
器
一
式

一

発
電
機
は
三
百
ワ
ッ
ト
／

百
ボ
ル
ト
以
上
の
も
の

携
帯
投
光
器

五

携
帯
拡
声
器

二

携
帯
無
線
機

二

応
急
処
置
用
セ
ッ
ト

一

車
両
移
動
器
具
※

一

耐
荷
重
二
ト
ン
以
上

そ
の
他
の
携
帯
救
助
工
具

一
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流
水
救
助
器
具
一
式
※

五

救
命
胴
衣
※

五

水
中
投
光
器
※

五

救
命
浮
環
※

十

浮
標
※

一

救
命
ボ
ー
ト
※

一

船
外
機
※

一

水
中
ス
ク
ー
タ
ー
※

一

水
中
無
線
機
※

一

水
中
時
計
※

五

水
中
テ
レ
ビ
カ
メ
ラ
※

一

登
山
器
具
一
式
※

五

バ
ス
ケ
ッ
ト
担
架
※

一

投
光
器
一
式

一

発
電
機
は
三
百
ワ
ッ
ト
／

百
ボ
ル
ト
以
上
の
も
の

携
帯
投
光
器

五

携
帯
拡
声
器

二

携
帯
無
線
機

二

応
急
処
置
用
セ
ッ
ト

一

車
両
移
動
器
具
※

一

耐
荷
重
二
ト
ン
以
上

そ
の
他
の
携
帯
救
助
工
具

一

省
令
別
表

第
二
に
掲

げ
る
救
助

器
具

マ
ッ
ト
型
空
気
ジ
ャ
ッ
キ
一
式

一

省
令
別
表

第
二
に
掲

げ
る
救
助

器
具

マ
ッ
ト
型
空
気
ジ
ャ
ッ
キ
一
式

一

大
型
油
圧
ス
プ
レ
ッ
ダ
ー

一

展
開
力
三
十
キ
ロ
ニ
ュ
ー

ト
ン
以
上

大
型
油
圧
ス
プ
レ
ッ
ダ
ー

一

展
開
力
三
十
キ
ロ
ニ
ュ
ー

ト
ン
以
上

救
助
用
支
柱
器
具
※

一

救
助
用
支
柱
器
具
※

一

チ
ェ
ー
ン
ブ
ロ
ッ
ク
※

一

定
格
荷
重
一
ト
ン
以
上

チ
ェ
ー
ン
ブ
ロ
ッ
ク
※

一

定
格
荷
重
一
ト
ン
以
上

空
気
鋸

一

空
気
鋸

一

大
型
油
圧
切
断
機

一

中
心
開
口
部
切
断
力
六
十

キ
ロ
ニ
ュ
ー
ト
ン
以
上

大
型
油
圧
切
断
機

一

中
心
開
口
部
切
断
力
六
十

キ
ロ
ニ
ュ
ー
ト
ン
以
上

空
気
切
断
機

一

空
気
切
断
機

一

コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
鉄
筋
切
断
用
チ
ェ
ー
ン
ソ
ー
※

一

削
岩
機

一

ハ
ン
マ
ド
リ
ル

一
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コ
ン
ク
リ
ー
ト
・
鉄
筋
切
断
用
チ
ェ
ー
ン
ソ
ー
※

一

削
岩
機

一

ハ
ン
マ
ド
リ
ル

一

酸
素
呼
吸
器
（
予
備
ボ
ン
ベ
を
含
む
。）

五

予
備
ボ
ン
ベ
は
、
五
と
す

る
。

酸
素
呼
吸
器
（
予
備
ボ
ン
ベ
を
含
む
。）

五

予
備
ボ
ン
ベ
は
、
五
と
す

る
。

簡
易
呼
吸
器

二

簡
易
呼
吸
器

二

防
塵
マ
ス
ク

五

防
塵
マ
ス
ク

五

送
排
風
機

一

送
排
風
機

一

エ
ア
ラ
イ
ン
マ
ス
ク
※

一

エ
ア
ラ
イ
ン
マ
ス
ク
※

一

耐
電
衣

二

七
千
ボ
ル
ト
電
路
で
使
用

可
能
な
も
の

耐
電
衣

二

七
千
ボ
ル
ト
電
路
で
使
用

可
能
な
も
の

耐
電
ズ
ボ
ン

二

七
千
ボ
ル
ト
電
路
で
使
用

可
能
な
も
の

耐
電
ズ
ボ
ン

二

七
千
ボ
ル
ト
電
路
で
使
用

可
能
な
も
の

耐
電
長
靴

二

七
千
ボ
ル
ト
電
路
で
使
用

可
能
な
も
の

耐
電
長
靴

二

七
千
ボ
ル
ト
電
路
で
使
用

可
能
な
も
の

特
殊
ヘ
ル
メ
ッ
ト
※

二

特
殊
ヘ
ル
メ
ッ
ト
※

二

緩
降
機

一

緩
降
機

一

発
電
機

一

一
・
二
キ
ロ
ワ
ッ
ト
／
百

ボ
ル
ト
以
上
の
も
の

ロ
ー
プ
登
降
機

一

救
助
用
降
下
機
※

一

発
電
機

一

一
・
二
キ
ロ
ワ
ッ
ト
／
百

ボ
ル
ト
以
上
の
も
の

省
令
別
表

第
三
に
掲

げ
る
救
助

器
具

画
像
探
索
機

一

省
令
別
表

第
三
に
掲

げ
る
救
助

器
具

画
像
探
索
機

一

地
中
音
響
探
知
機

一

地
中
音
響
探
知
機

一

熱
画
像
直
視
装
置

一

熱
画
像
直
視
装
置

一

夜
間
用
暗
視
装
置

一

夜
間
用
暗
視
装
置

一

地
震
警
報
器

一

地
震
警
報
器

一

電
磁
波
探
査
装
置
※
※
※

一

電
磁
波
探
査
装
置
※
※
※

一

二
酸
化
炭
素
探
査
装
置
※
※
※

一

二
酸
化
炭
素
探
査
装
置
※
※
※

一

水
中
探
査
装
置
※
※
※

一

水
中
探
査
装
置
※
※
※

一

検
知
型
遠
隔
探
査
装
置
※

一

検
知
型
遠
隔
探
査
装
置
※

一

﹇
備
考

略
﹈

﹇
備
考

同
上
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

こ
の
告
示
は
、
令
和
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍

線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。）は
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、

こ
れ
を
加
え
る
。

改

正

後

改

正

前

第
二
編

消
防
救
助
基
本
操
法

第
二
編

﹇
同
上
﹈

﹇
第
一
章
〜
第
十
五
章

略
﹈

﹇
第
一
章
〜
第
十
五
章

同
上
﹈

第
十
六
章

ロ
ー
プ
操
法

第
十
六
章

﹇
同
上
﹈

第
一
節

通
則

第
一
節

﹇
同
上
﹈

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
百
八
条

第
四
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
ロ
ー
プ
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に

留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
百
八
条

﹇
略
﹈

﹇
一
〜
六

略
﹈

﹇
一
〜
六

同
上
﹈

七

ロ
ー
プ
は
、
踏
み
つ
け
、
引
き
ず
り
等
を
し
な
い
こ
と
。

七

ロ
ー
プ
は
、
踏
み
つ
け
又
は
引
き
ず
り
等
を
し
な
い
こ
と
。

﹇
第
二
節
〜
第
四
節

略
﹈

﹇
第
二
節
〜
第
四
節

同
上
﹈

第
五
節

渡
過
操
法

第
五
節

渡
過
操
法

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
百
三
十
一
条

第
四
条
及
び
第
百
八
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
渡
過
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号

に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
百
三
十
一
条

第
四
条
及
び
第
百
八
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
渡
過
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲

げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
一
〜
三

略
﹈

﹇
一
〜
三

同
上
﹈

第
六
節

確
保
操
法

第
六
節

確
保
操
法

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
百
三
十
五
条

第
四
条
及
び
第
百
八
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
確
保
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号

に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
百
三
十
五
条

第
四
条
及
び
第
百
八
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
確
保
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲

げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
一
〜
六

略
﹈

﹇
一
〜
六

同
上
﹈

第
十
六
章
の
二

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
ロ
ー
プ
操
法

﹇
新
設
﹈

第
一
節

通
則

（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
ロ
ー
プ
操
法
の
種
別
）

第
百
三
十
八
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
ロ
ー
プ
操
法
を
分
け
て
、
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス

キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
基
本
結
索
操
法
、
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
座
席
懸
垂
降
下
操
法
、
都
市

型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
登
は
ん
操
法
、
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
渡
過
操
法
及
び

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
確
保
操
法
と
す
る
。

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
百
三
十
九
条

第
四
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
ロ
ー
プ
操
法
を
実

施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
ロ
ー
プ
操
法
に
お
い
て
は
、
破
断
荷
重
二
十
キ
ロ
ニ
ュ
ー
ト
ン

以
上
で
、長
さ
二
・
五
メ
ー
ト
ル
か
ら
六
メ
ー
ト
ル
ま
で
の
小
綱
及
び
十
メ
ー
ト
ル
以
上
の
繊
維
ロ
ー
プ（
中

芯
と
外
皮
の
二
重
構
造
の
も
の
に
限
る
。）を
使
用
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
〇
消
防
庁
告
示
第
十
七
号

消
防
組
織
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
第
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
消
防
救
助
操
法
の
基
準
（
昭
和
五
十
三
年
消
防
庁
告
示
第
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

令
和
八
年
十
月
九
日

消
防
庁
長
官

大
沢

博





二

ロ
ー
プ
及
び
器
具
は
、
許
容
荷
重
を
超
え
て
使
用
し
な
い
こ
と
。

三

ロ
ー
プ
は
、
必
要
以
上
に
衝
撃
を
与
え
、
又
は
摩
さ
つ
し
な
い
こ
と
。

四

ロ
ー
プ
を
曲
折
部
に
か
け
る
場
合
は
、
緩
衝
物
を
あ
て
る
こ
と
。

五

結
索
を
完
了
し
た
ロ
ー
プ
は
結
び
目
を
整
理
し
、
ゆ
る
み
の
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

六

ロ
ー
プ
を
複
数
本
使
用
す
る
と
き
は
、
必
要
に
応
じ
色
等
に
よ
り
識
別
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

七

ロ
ー
プ
は
、
踏
み
つ
け
、
引
き
ず
り
等
を
し
な
い
こ
と
。

（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
ロ
ー
プ
の
整
理
）

第
百
四
十
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
ロ
ー
プ
操
法
に
使
用
す
る
長
い
ロ
ー
プ
の
整
理
は
、
次

の
各
号
の
要
領
に
よ
る
。

一

振
り
分
け
巻
き
に
よ
る
整
理
は
、
ロ
ー
プ
の
一
端
を
両
手
で
持
ち
、
両
手
を
広
げ
て
、
順
次
一
ひ
ろ
の
長

さ
を
と
っ
て
肩
に
か
け
て
い
き
、
巻
き
ど
め
の
で
き
る
長
さ
を
残
し
、
肩
に
か
け
た
ロ
ー
プ
を
折
り
返
し
た

状
態
を
保
ち
な
が
ら
手
に
持
ち
、
ロ
ー
プ
の
上
か
ら
巻
き
終
わ
り
の
ロ
ー
プ
を
し
っ
か
り
と
四
回
程
度
巻
き

つ
け
、
こ
の
索
端
を
ロ
ー
プ
の
折
り
返
し
の
位
置
で
半
結
び
又
は
巻
結
び
に
よ
り
結
着
す
る
。

二

ロ
ー
プ
バ
ッ
グ
収
納
に
よ
る
整
理
は
、
ロ
ー
プ
の
一
端
か
ら
よ
り
に
注
意
し
な
が
ら
ロ
ー
プ
バ
ッ
グ
へ
入

れ
て
い
き
、
収
納
す
る
。

第
二
節

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
基
本
結
索
操
法

（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
基
本
結
索
の
訓
練
要
領
）

第
百
四
十
一
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
基
本
結
索
の
訓
練
要
領
は
、
第
百
十
一
条
の
規
定
を

準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
百
十
一
条
中「
基
本
結
索
」と
あ
る
の
は
、「
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー

器
具
に
よ
る
基
本
結
索
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
基
本
結
索
の
種
別
及
び
要
領
）

第
百
四
十
二
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
基
本
結
索
の
種
別
は
、
結
合
、
結
節
及
び
結
着
と
す

る
。

２

次
の
各
号
に
掲
げ
る
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
基
本
結
索
に
お
け
る
ロ
ー
プ
等
の
結
合
の
要

領
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

ダ
ブ
ル
フ
ィ
ッ
シ
ャ
ー
マ
ン
ズ
ノ
ッ
ト

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



二

ダ
ブ
ル
シ
ー
ト
ベ
ン
ト

三

ウ
ォ
ー
タ
ー
ノ
ッ
ト

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



３

次
の
各
号
に
掲
げ
る
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
基
本
結
索
に
お
け
る
ロ
ー
プ
の
結
節
の
要
領

は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

ダ
ブ
ル
オ
ー
バ
ー
ハ
ン
ド
ノ
ッ
ト

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



二

フ
ィ
ギ
ュ
ア
エ
イ
ト
オ
ン
ア
バ
イ
ト
（
エ
イ
ト
ノ
ッ
ト
）

三

バ
タ
フ
ラ
イ
ノ
ッ
ト

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



四

ダ
ブ
ル
ル
ー
プ
フ
ィ
ギ
ュ
ア
エ
イ
ト
（
ラ
ビ
ッ
ト
ノ
ッ
ト
）

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



五

ダ
ブ
ル
ロ
ン
グ
テ
ー
ル
バ
タ
フ
ラ
イ
ノ
ッ
ト

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



４

次
の
各
号
に
掲
げ
る
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
基
本
結
索
に
お
け
る
ロ
ー
プ
等
の
結
着
の
要

領
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

バ
レ
ル
ノ
ッ
ト

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



二

ボ
ウ
ラ
イ
ン
ノ
ッ
ト

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



三

フ
ィ
ギ
ュ
ア
エ
イ
ト
フ
ォ
ロ
ー
ス
ル
ー

四

ス
リ
ー
ラ
ウ
ン
ド
プ
ル
ー
ジ
ッ
ク

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



五

ツ
ー
バ
イ
ト

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



六

ラ
ウ
ン
ド
タ
ー
ン

七

ガ
ー
ス
ヒ
ッ
チ
（
カ
ウ
ヒ
ッ
チ
）

第
三
節

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
座
席
懸
垂
降
下
操
法

（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
懸
垂
ロ
ー
プ
の
設
定
要
領
）

第
百
四
十
三
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
座
席
懸
垂
降
下
の
た
め
の
懸
垂
ロ
ー
プ
（
以
下
こ
の

章
に
お
い
て
「
ア
ク
セ
ス
ラ
イ
ン
」
と
い
う
。）の
設
定
要
領
は
、
次
の
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

懸
垂
降
下
を
行
う
場
合
は
、
開
口
部
が
少
な
く
、
崩
壊
の
お
そ
れ
の
な
い
場
所
を
選
定
す
る
こ
と
。

二

懸
垂
点
は
、
綿
密
に
点
検
し
、
ロ
ー
プ
等
の
結
着
は
、
次
に
定
め
る
と
お
り
一
本
ず
つ
二
箇
所
に
又
は
一

箇
所
に
二
本
行
い
、
二
重
の
安
全
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
し
、
必
要
に
応
じ
て
懸
垂
点
を
追
加
す
る
な
ど
、

ア
ク
セ
ス
ラ
イ
ン
を
確
実
に
設
定
す
る
こ
と
。

ア

一
本
ず
つ
二
箇
所

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



イ

一
箇
所
に
二
本

三

ア
ク
セ
ス
ラ
イ
ン
は
、
二
系
統
と
し
、
長
さ
は
、
着
地
点
に
と
ど
く
よ
う
に
す
る
こ
と
。

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
百
四
十
四
条

第
四
条
及
び
第
百
三
十
九
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ

る
座
席
懸
垂
降
下
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

降
下
の
た
め
壁
面
に
出
る
と
き
は
、
懸
垂
点
側
の
ロ
ー
プ
の
ゆ
る
み
を
な
く
し
、
体
重
を
徐
々
に
ア
ク
セ

ス
ラ
イ
ン
に
か
け
な
が
ら
行
う
こ
と
。

二

降
下
に
際
し
て
は
、
皮
手
袋
を
使
用
し
、
降
下
速
度
の
調
節
を
慎
重
に
行
う
こ
と
。

三

降
下
に
際
し
て
は
、
オ
ー
ト
ロ
ッ
ク
式
確
保
器
具
（
以
下
「
確
保
器
具
」
と
い
う
。）、
オ
ー
ト
ロ
ッ
ク
式

降
下
器
具
（
以
下
「
降
下
器
具
」
と
い
う
。）等
に
よ
り
二
重
の
安
全
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
身
体
の
固

定
状
況
等
を
確
認
す
る
こ
と
。

（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
座
席
懸
垂
降
下
の
訓
練
要
領
）

第
百
四
十
五
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
座
席
懸
垂
降
下
を
実
施
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び

要
領
に
よ
る
。

一

指
揮
者
は
、「
座
席
懸
垂
用
意
」
と
号
令
し
、
降
下
員
の
「
準
備
よ
し
」
の
合
図
で
「
始
め
」
と
号
令
し
、

降
下
員
の
「
到
着
」
の
合
図
で
「
よ
し
」
と
指
示
す
る
。

二

降
下
員
は
、
前
号
の
「
座
席
懸
垂
用
意
」
の
号
令
で
ロ
ー
プ
を
確
保
器
具
、
降
下
器
具
等
に
そ
れ
ぞ
れ
設

定
し
、
オ
ー
ト
ロ
ッ
ク
機
能
等
の
点
検
を
実
施
し
て
、
壁
面
に
降
下
姿
勢
を
と
っ
て
「
準
備
よ
し
」
と
合
図

し
、
前
号
の
「
始
め
」
の
号
令
で
降
下
を
開
始
し
、
地
上
か
ら
お
お
む
ね
一
メ
ー
ト
ル
の
位
置
で
一
旦
停
止

し
た
の
ち
降
下
着
地
し
て
「
到
着
」
と
合
図
し
、
前
号
の
「
よ
し
」
の
指
示
で
壁
面
か
ら
後
方
に
さ
が
り
な

が
ら
ロ
ー
プ
を
降
下
器
具
、
確
保
器
具
等
か
ら
は
ず
し
、両
手
で
ロ
ー
プ
を
開
い
て
は
な
し
、「
ロ
ー
プ
よ
し
、

終
り
」
と
合
図
す
る
。

（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
座
席
懸
垂
降
下
の
要
領
）

第
百
四
十
六
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
座
席
懸
垂
降
下
の
要
領
は
、
次
の
各
号
に
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
る
。

一

墜
落
制
止
用
器
具
（
フ
ル
ハ
ー
ネ
ス
型
に
限
る
。
以
下
同
じ
。）を
着
装
す
る
こ
と
と
し
、
降
下
器
具
の
カ

ラ
ビ
ナ
設
定
位
置
は
腹
部
Ｄ
環
と
す
る
。

二

器
具
の
仕
様
及
び
取
扱
要
領
に
従
い
、
器
具
の
性
能
を
超
え
た
取
扱
い
を
し
な
い
こ
と
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



三

ロ
ー
プ
を
確
保
器
具
、
降
下
器
具
等
に
そ
れ
ぞ
れ
設
定
し
、
懸
垂
点
側
の
ロ
ー
プ
の
ゆ
る
み
を
な
く
し
、

確
保
器
具
、
降
下
器
具
等
を
操
作
し
て
制
動
と
し
、
ア
ク
セ
ス
ラ
イ
ン
に
徐
々
に
体
重
を
か
け
つ
つ
壁
面
に

移
動
し
、
上
体
を
ロ
ー
プ
に
平
行
に
保
ち
、
足
は
上
体
に
対
し
て
お
お
む
ね
直
角
に
な
る
よ
う
に
し
て
横
一

歩
に
開
き
、
足
底
を
壁
面
に
平
ら
に
つ
け
、
目
は
右
足
下
方
の
降
下
路
を
見
な
が
ら
制
動
を
ゆ
る
め
、
壁
面

を
歩
い
て
降
下
す
る
。

第
四
節

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
登
は
ん
操
法

（
ア
ク
セ
ス
ラ
イ
ン
の
設
定
要
領
）

第
百
四
十
七
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
登
は
ん
の
た
め
の
ア
ク
セ
ス
ラ
イ
ン
の
設
定
要
領

は
、
第
百
四
十
三
条
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
百
四
十
八
条

第
四
条
及
び
第
百
三
十
九
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ

る
登
は
ん
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
確
保
器
具
、
オ
ー
ト
ロ
ッ
ク
式
登
は
ん
器
具
（
以
下
「
登
は
ん
器
具
」

と
い
う
。）等
に
よ
り
二
重
の
安
全
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
身
体
の
固
定
状
況
等
を
確
認
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
登
は
ん
の
訓
練
要
領
）

第
百
四
十
九
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
登
は
ん
を
行
う
に
は
、
次
の
各
項
に
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
る
。

２

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
登
は
ん
に
お
け
る
定
位
は
、
登
は
ん
開
始
位
置
の
ア
ク
セ
ス
ラ
イ

ン
か
ら
お
お
む
ね
一
メ
ー
ト
ル
隔
て
た
位
置
と
す
る
。

３

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
登
は
ん
を
行
う
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

一

指
揮
者
は
、「
登
は
ん
用
意
」
と
号
令
し
、
登
は
ん
員
の
「
準
備
よ
し
」
の
合
図
で
「
始
め
」
と
号
令
し
、

登
は
ん
員
の
「
到
着
」
の
合
図
で
「
よ
し
」
と
指
示
す
る
。

二

登
は
ん
員
は
、
前
号
の
「
登
は
ん
用
意
」
の
号
令
で
ロ
ー
プ
を
確
保
器
具
、
登
は
ん
器
具
等
に
そ
れ
ぞ
れ

設
定
し
、
オ
ー
ト
ロ
ッ
ク
機
能
等
の
点
検
を
実
施
し
て
、
登
は
ん
姿
勢
を
と
っ
て
「
準
備
よ
し
」と
合
図
し
、

前
号
の
「
始
め
」
の
号
令
で
登
は
ん
を
開
始
し
、
登
は
ん
を
完
了
し
た
と
き
「
到
着
」
と
合
図
し
、
前
号
の

「
よ
し
」
の
指
示
で
ロ
ー
プ
を
器
具
か
ら
は
ず
し
て
両
手
で
ロ
ー
プ
を
開
い
て
は
な
し
、「
ロ
ー
プ
よ
し
、
終

り
」
と
合
図
す
る
。

（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
登
は
ん
の
要
領
）

第
百
五
十
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
登
は
ん
は
、
次
の
各
号
の
要
領
に
よ
る
。

一

登
は
ん
員
は
、
墜
落
制
止
用
器
具
を
着
装
す
る
。

二

器
具
の
仕
様
及
び
取
扱
要
領
に
従
い
、
器
具
の
性
能
を
超
え
た
取
扱
い
を
し
な
い
こ
と
。

三

登
は
ん
員
は
、
ア
ク
セ
ス
ラ
イ
ン
に
面
し
、
確
保
器
具
、
登
は
ん
器
具
等
を
設
定
し
た
の
ち
、
各
器
具
を

活
用
し
登
は
ん
す
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



第
五
節

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
渡
過
操
法

（
渡
過
ロ
ー
プ
の
設
定
要
領
）

第
百
五
十
一
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
渡
過
の
た
め
の
ロ
ー
プ
等
（
以
下
こ
の
章
に
お
い
て

「
ブ
リ
ッ
ジ
線
」
と
い
う
。）の
設
定
要
領
は
、
次
の
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

係
留
点
は
、
綿
密
に
点
検
し
、
ロ
ー
プ
等
の
結
着
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
一
本
ず
つ
二
箇
所
に

又
は
一
箇
所
に
二
本
行
い
、
二
重
の
安
全
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
し
、
必
要
に
応
じ
て
係
留
点
を
追
加
す
る

な
ど
、
確
実
に
設
定
す
る
こ
と
。

ア

一
本
ず
つ
二
箇
所

イ

一
箇
所
に
二
本

二

渡
過
施
設
は
、
渡
過
員
が
ロ
ー
プ
に
宙
吊
り
に
な
っ
て
も
、
地
物
に
接
触
す
る
こ
と
の
な
い
場
所
を
選
ぶ

こ
と
。

三

ブ
リ
ッ
ジ
線
は
、
原
則
と
し
て
二
系
統
を
あ
わ
せ
、
展
張
は
一
本
ず
つ
行
う
こ
と
。

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
百
五
十
二
条

第
四
条
及
び
第
百
三
十
九
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ

る
渡
過
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

渡
過
員
は
、
二
系
統
を
あ
わ
せ
、
シ
ョ
ッ
ク
ア
ブ
ソ
ー
バ
付
き
ラ
ン
ヤ
ー
ド
に
つ
な
が
れ
た
カ
ラ
ビ
ナ
及

び
カ
ラ
ビ
ナ
、
二
重
滑
車
等
を
設
定
し
、
二
重
の
安
全
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

二

渡
過
訓
練
は
、
低
所
か
ら
高
所
へ
と
練
度
に
応
じ
て
段
階
的
に
実
施
す
る
こ
と
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
渡
過
の
訓
練
要
領
）

第
百
五
十
三
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
渡
過
を
実
施
す
る
に
は
、
渡
過
訓
練
を
行
う
に
十
分

な
渡
過
施
設
を
設
定
し
て
お
く
。

２

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
渡
過
に
お
け
る
定
位
は
、
渡
過
開
始
位
置
か
ら
お
お
む
ね
一
メ
ー

ト
ル
隔
て
た
位
置
と
す
る
。

３

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
渡
過
を
行
う
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

一

指
揮
者
は
、「
渡
過
用
意
」
と
号
令
し
、
渡
過
員
の
「
準
備
よ
し
」
の
合
図
で
「
始
め
」
と
号
令
し
、
渡
過

員
の
「
到
着
」
の
合
図
で
「
よ
し
」
と
指
示
す
る
。

二

渡
過
員
は
、
前
号
の
「
渡
過
用
意
」
の
号
令
で
ブ
リ
ッ
ジ
線
に
シ
ョ
ッ
ク
ア
ブ
ソ
ー
バ
付
き
ラ
ン
ヤ
ー
ド

に
つ
な
が
れ
た
カ
ラ
ビ
ナ
及
び
カ
ラ
ビ
ナ
、
二
重
滑
車
等
を
設
定
し
、
安
全
環
を
し
め
た
の
ち
渡
過
姿
勢
を

と
っ
て
「
準
備
よ
し
」
と
合
図
し
、
前
号
の
「
始
め
」
の
号
令
で
渡
過
を
開
始
し
、
渡
過
を
完
了
し
た
と
き

「
到
着
」
と
合
図
し
、
前
号
の
「
よ
し
」
の
指
示
で
ブ
リ
ッ
ジ
線
か
ら
カ
ラ
ビ
ナ
等
を
は
ず
し
、
係
留
点
を

視
認
点
検
し
て
「
係
留
点
よ
し
」、
次
い
で
「
終
り
」
と
合
図
す
る
。

（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
渡
過
の
要
領
）

第
百
五
十
四
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
渡
過
は
、
次
の
各
号
の
要
領
に
よ
る
。

一

墜
落
制
止
用
器
具
を
着
装
し
、
カ
ラ
ビ
ナ
、
二
重
滑
車
等
の
設
定
位
置
は
腹
部
Ｄ
環
と
す
る
。

二

器
具
の
仕
様
及
び
取
扱
要
領
に
従
い
、
器
具
の
性
能
を
超
え
た
取
扱
い
を
し
な
い
こ
と
。

三

渡
過
す
る
方
向
を
左
側
に
し
て
ブ
リ
ッ
ジ
線
に
対
面
し
、
シ
ョ
ッ
ク
ア
ブ
ソ
ー
バ
付
き
ラ
ン
ヤ
ー
ド
に
つ

な
が
れ
た
カ
ラ
ビ
ナ
を
ブ
リ
ッ
ジ
線
の
下
か
ら
か
け
て
安
全
環
を
確
実
に
し
め
、
次
い
で
カ
ラ
ビ
ナ
、
二
重

滑
車
等
を
ブ
リ
ッ
ジ
線
に
か
け
て
安
全
環
を
確
実
に
し
め
、
進
む
方
向
側
の
ロ
ー
プ
を
両
手
で
も
っ
て
下
が

り
、
体
重
を
墜
落
制
止
用
器
具
に
か
け
、
両
手
で
交
互
に
ロ
ー
プ
を
つ
か
み
、
引
い
て
渡
過
す
る
。

第
六
節

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
確
保
操
法

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
百
五
十
五
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
確
保
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
第
四
条
、
第
百
三

十
五
条
各
号
及
び
第
百
三
十
九
条
に
定
め
る
事
項
に
留
意
す
る
ほ
か
、
確
保
器
具
、
オ
ー
ト
ロ
ッ
ク
式
制
動
器

具
（
以
下
「
制
動
器
具
」
と
い
う
。）等
を
使
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
確
保
の
訓
練
要
領
）

第
百
五
十
六
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
確
保
を
実
施
す
る
と
き
は
、
第
百
三
十
六
条
に
定
め

る
も
の
の
ほ
か
、
次
の
要
領
に
よ
る
。

一

確
保
ロ
ー
プ
は
、
二
系
統
と
す
る
こ
と
。

二

降
下
員
は
、
確
保
ロ
ー
プ
を
墜
落
制
止
用
器
具
に
設
定
す
る
こ
と
。

三

確
保
器
具
、
制
動
器
具
等
に
確
保
ロ
ー
プ
を
設
定
し
た
際
は
、
オ
ー
ト
ロ
ッ
ク
機
能
等
の
点
検
を
実
施
す

る
こ
と
。

（
都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
確
保
の
要
領
）

第
百
五
十
七
条

都
市
型
ロ
ー
プ
レ
ス
キ
ュ
ー
器
具
に
よ
る
確
保
を
行
う
に
は
、
器
具
の
仕
様
及
び
取
扱
要
領
に

従
い
、
器
具
の
性
能
を
超
え
た
取
扱
い
を
し
な
い
こ
と
。

第
十
七
章

は
し
ご
操
法

第
十
七
章

﹇
同
上
﹈

第
一
節

﹇
略
﹈

第
一
節

﹇
同
上
﹈

第
百
五
十
八
条

﹇
略
﹈

第
百
三
十
八
条

﹇
同
上
﹈

第
百
五
十
九
条

﹇
略
﹈

第
百
三
十
九
条

﹇
同
上
﹈

第
百
六
十
条

﹇
略
﹈

第
百
四
十
条

﹇
同
上
﹈

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



第
二
節

﹇
略
﹈

第
二
節

﹇
同
上
﹈

第
百
六
十
一
条
〜
第
百
六
十
四
条

﹇
略
﹈

第
百
四
十
一
条
〜
第
百
四
十
四
条

﹇
同
上
﹈

第
三
節

か
ぎ
付
は
し
ご
操
法

第
三
節

﹇
同
上
﹈

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
百
六
十
五
条

第
四
条
、
第
百
八
条
、
第
百
三
十
五
条
及
び
第
百
六
十
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
か
ぎ
付
は

し
ご
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
百
四
十
五
条

第
四
条
、
第
百
八
条
、
第
百
三
十
五
条
及
び
第
百
四
十
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
か
ぎ
付
は

し
ご
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
一
・
二

略
﹈

﹇
一
・
二

同
上
﹈

（
か
ぎ
付
は
し
ご
の
搬
送
）

（
か
ぎ
付
は
し
ご
の
搬
送
）

第
百
六
十
六
条

か
ぎ
付
は
し
ご
を
架
て
い
位
置
に
搬
送
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
四
十
六
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

第
一
は
し
ご
員
は
、
前
号
の
号
令
で
第
百
六
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
第
二
は
し
ご
員
と
協
力
し

て
か
ぎ
付
は
し
ご
を
架
て
い
位
置
に
搬
送
し
、
第
二
は
し
ご
員
が
基
底
部
を
地
面
に
つ
け
た
の
ち
、
は
し
ご

を
肩
か
ら
は
ず
し
、
主
か
ん
を
順
次
も
ち
か
え
て
は
し
ご
先
端
に
い
た
り
、
は
し
ご
の
表
側
を
上
に
し
て
も

ち
、
第
二
は
し
ご
員
の
「
よ
し
」
の
合
図
で
か
ぎ
を
引
き
出
し
、「
か
ぎ
よ
し
」
と
合
図
し
て
は
し
ご
を
そ
の

場
に
置
く
。

二

第
一
は
し
ご
員
は
、
前
号
の
号
令
で
第
百
四
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
第
二
は
し
ご
員
と
協
力
し

て
か
ぎ
付
は
し
ご
を
架
て
い
位
置
に
搬
送
し
、
第
二
は
し
ご
員
が
基
底
部
を
地
面
に
つ
け
た
の
ち
、
は
し
ご

を
肩
か
ら
は
ず
し
、
主
か
ん
を
順
次
も
ち
か
え
て
は
し
ご
先
端
に
い
た
り
、
は
し
ご
の
表
側
を
上
に
し
て
も

ち
、
第
二
は
し
ご
員
の
「
よ
し
」
の
合
図
で
か
ぎ
を
引
き
出
し
、「
か
ぎ
よ
し
」
と
合
図
し
て
は
し
ご
を
そ
の

場
に
置
く
。

三

第
二
は
し
ご
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
百
六
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
第
一
は
し
ご
員
と
協
力

し
て
か
ぎ
付
は
し
ご
を
架
て
い
位
置
に
搬
送
し
、
は
し
ご
を
肩
か
ら
は
ず
し
て
基
底
部
を
地
面
に
つ
け
、
は

し
ご
の
右
側
中
央
部
に
い
た
り
、
両
手
で
は
し
ご
を
も
つ
て
「
よ
し
」
と
合
図
し
、
第
一
は
し
ご
員
の
「
か

ぎ
よ
し
」
の
合
図
で
は
し
ご
を
そ
の
場
に
置
く
。

三

第
二
は
し
ご
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
百
四
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
第
一
は
し
ご
員
と
協
力

し
て
か
ぎ
付
は
し
ご
を
架
て
い
位
置
に
搬
送
し
、
は
し
ご
を
肩
か
ら
は
ず
し
て
基
底
部
を
地
面
に
つ
け
、
は

し
ご
の
右
側
中
央
部
に
い
た
り
、
両
手
で
は
し
ご
を
も
つ
て
「
よ
し
」
と
合
図
し
、
第
一
は
し
ご
員
の
「
か

ぎ
よ
し
」
の
合
図
で
は
し
ご
を
そ
の
場
に
置
く
。

﹇
四

略
﹈

﹇
四

同
上
﹈

第
百
六
十
七
条
〜
第
百
七
十
一
条

﹇
略
﹈

第
百
四
十
七
条
〜
第
百
五
十
一
条

﹇
同
上
﹈

第
十
八
章

人
て
い
操
法

第
十
八
章

﹇
同
上
﹈

第
一
節

﹇
略
﹈

第
一
節

﹇
同
上
﹈

第
百
七
十
二
条

﹇
略
﹈

第
百
五
十
二
条

﹇
同
上
﹈

第
百
七
十
三
条

﹇
略
﹈

第
百
五
十
三
条

﹇
同
上
﹈

第
二
節

﹇
略
﹈

第
二
節

﹇
同
上
﹈

第
百
七
十
四
条

﹇
略
﹈

第
百
五
十
四
条

﹇
同
上
﹈

第
百
七
十
五
条

﹇
略
﹈

第
百
五
十
五
条

﹇
同
上
﹈

第
百
七
十
六
条

﹇
略
﹈

第
百
五
十
六
条

﹇
同
上
﹈

第
三
節

﹇
略
﹈

第
三
節

﹇
同
上
﹈

第
百
七
十
七
条

﹇
略
﹈

第
百
五
十
七
条

﹇
同
上
﹈

第
百
七
十
八
条

﹇
略
﹈

第
百
五
十
八
条

﹇
同
上
﹈

第
百
七
十
九
条

﹇
略
﹈

第
百
五
十
九
条

﹇
同
上
﹈

第
四
節

空
間
人
て
い
操
法

第
四
節

﹇
同
上
﹈

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
百
八
十
条

第
百
七
十
三
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
空
間
人
て
い
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
百
六
十
条

第
百
五
十
三
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
空
間
人
て
い
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
一
・
二

略
﹈

﹇
一
・
二

同
上
﹈

第
百
八
十
一
条

﹇
略
﹈

第
百
六
十
一
条

﹇
同
上
﹈

第
百
八
十
二
条

﹇
略
﹈

第
百
六
十
二
条

﹇
同
上
﹈

第
百
八
十
三
条

﹇
略
﹈

第
百
六
十
三
条

﹇
同
上
﹈
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第
三
編

﹇
略
﹈

第
三
編

﹇
同
上
﹈

第
百
八
十
四
条
〜
第
百
九
十
四
条

﹇
略
﹈

第
百
六
十
四
条
〜
第
百
七
十
四
条

﹇
同
上
﹈

第
四
編

消
防
救
助
応
用
操
法

第
四
編

﹇
同
上
﹈

第
一
章

通
則

第
一
章

﹇
同
上
﹈

第
百
九
十
五
条

﹇
略
﹈

第
百
七
十
五
条

﹇
同
上
﹈

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
百
九
十
六
条

第
四
条
、
第
十
一
条
、
第
百
八
条
、
第
百
十
九
条
、
第
百
二
十
六
条
、
第
百
三
十
五
条
及
び
第

百
六
十
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
応
用
救
助
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
百
七
十
六
条

第
四
条
、
第
十
一
条
、
第
百
八
条
、
第
百
十
九
条
、
第
百
二
十
六
条
、
第
百
三
十
五
条
及
び
第

百
四
十
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
応
用
救
助
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
一
〜
三

略
﹈

﹇
一
〜
三

同
上
﹈

第
二
章

高
所
救
助
操
法

第
二
章

﹇
同
上
﹈

第
一
節

通
則

第
一
節

﹇
同
上
﹈

第
百
九
十
七
条

﹇
略
﹈

第
百
七
十
七
条

﹇
同
上
﹈

（
高
所
救
助
操
法
の
機
械
器
具
の
名
称
及
び
定
位
）

（
高
所
救
助
操
法
の
機
械
器
具
の
名
称
及
び
定
位
）

第
百
九
十
八
条

高
所
救
助
操
法
の
機
械
器
具
の
名
称
及
び
定
位
は
、
第
百
八
十
四
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、

第
三
十
三
図
か
ら
第
三
十
六
図
ま
で
の
と
お
り
と
す
る
。

第
百
七
十
八
条

高
所
救
助
操
法
の
機
械
器
具
の
名
称
及
び
定
位
は
、
第
百
六
十
四
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、

第
三
十
三
図
か
ら
第
三
十
六
図
ま
で
の
と
お
り
と
す
る
。

﹇
第
３
３
図
〜
第
３
６
図

略
﹈

﹇
第
３
３
図
〜
第
３
６
図

同
上
﹈

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
百
九
十
九
条

第
百
六
十
五
条
、
第
百
八
十
五
条
及
び
第
百
九
十
六
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
高
所
救
助
操

法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
百
七
十
九
条

第
百
四
十
五
条
、
第
百
六
十
五
条
及
び
第
百
七
十
六
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
高
所
救
助
操

法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
一
〜
四

略
﹈

﹇
一
〜
四

同
上
﹈

第
二
節

か
か
え
救
助
操
法

第
二
節

﹇
同
上
﹈

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
二
百
条

第
百
九
十
六
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
か
か
え
救
助
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲

げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
百
八
十
条

第
百
七
十
六
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
か
か
え
救
助
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
一
・
二

略
﹈

﹇
一
・
二

同
上
﹈

（
操
法
の
開
始
）

（
操
法
の
開
始
）

第
二
百
一
条

か
か
え
救
助
操
法
を
開
始
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
八
十
一
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
六
十
一
条
第
二
号
で
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に
搬

送
す
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
四
十
一
条
第
二
号
で
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に
搬

送
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
六
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に

搬
送
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
四
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に

搬
送
す
る
。

（
屋
内
進
入
及
び
検
索
）

（
屋
内
進
入
及
び
検
索
）

第
二
百
二
条

は
し
ご
を
架
て
い
し
、
屋
内
進
入
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
八
十
二
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
第
百
六
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
目
標
開

口
部
に
架
て
い
し
、
前
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
第
百
六
十
二
条
第
二
項
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
屋
内
進

入
し
て
、「
進
入
よ
し
」
と
合
図
し
、
指
揮
者
が
進
入
し
た
の
ち
、
は
し
ご
上
部
の
固
定
措
置
を
行
い
「
は
し

ご
よ
し
」
と
合
図
す
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
第
百
四
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
目
標
開

口
部
に
架
て
い
し
、
前
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
第
百
四
十
二
条
第
二
項
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
屋
内
進

入
し
て
、「
進
入
よ
し
」
と
合
図
し
、
指
揮
者
が
進
入
し
た
の
ち
、
は
し
ご
上
部
の
固
定
措
置
を
行
い
「
は
し

ご
よ
し
」
と
合
図
す
る
。
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三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
、
第
百
六
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
目

標
開
口
部
に
架
て
い
し
、
同
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
第
百
六
十
二
条
第
二
項
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は

し
ご
を
確
保
し
、
一
番
員
及
び
指
揮
者
の
進
入
を
確
認
し
て
、
は
し
ご
の
確
保
を
解
き
、
一
番
員
の
「
は
し

ご
よ
し
」
の
合
図
で
は
し
ご
上
部
ま
で
登
て
い
し
、「
準
備
よ
し
」
と
合
図
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
、
第
百
四
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
目

標
開
口
部
に
架
て
い
し
、
同
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
第
百
四
十
二
条
第
二
項
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は

し
ご
を
確
保
し
、
一
番
員
及
び
指
揮
者
の
進
入
を
確
認
し
て
、
は
し
ご
の
確
保
を
解
き
、
一
番
員
の
「
は
し

ご
よ
し
」
の
合
図
で
は
し
ご
上
部
ま
で
登
て
い
し
、「
準
備
よ
し
」
と
合
図
す
る
。

第
二
百
三
条

﹇
略
﹈

第
百
八
十
三
条

﹇
同
上
﹈

（
収
納
）

（
収
納
）

第
二
百
四
条

救
出
完
了
の
の
ち
、
三
連
は
し
ご
を
収
納
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
八
十
四
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
は
し
ご
上
部
の
固
定
措
置
を
解
き
、
指
揮
者
に
続
い
て
降
て
い
し
、
第
百
六

十
三
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
縮
て
い
し
、
も
と
の
位
置
に
搬
送
し
て
集
合
線
に
も
ど
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
は
し
ご
上
部
の
固
定
措
置
を
解
き
、
指
揮
者
に
続
い
て
降
て
い
し
、
第
百
四

十
三
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
縮
て
い
し
、
も
と
の
位
置
に
搬
送
し
て
集
合
線
に
も
ど
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
百
六
十
三
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
縮
て
い
し
、
も
と
の

位
置
に
搬
送
し
て
集
合
線
に
も
ど
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
百
四
十
三
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
縮
て
い
し
、
も
と
の

位
置
に
搬
送
し
て
集
合
線
に
も
ど
る
。

第
三
節

応
急
は
し
ご
救
助
操
法

第
三
節

﹇
同
上
﹈

（
操
法
の
開
始
）

（
操
法
の
開
始
）

第
二
百
五
条

応
急
は
し
ご
救
助
操
法
を
開
始
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
八
十
五
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
六
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に
搬

送
す
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
四
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に
搬

送
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
六
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に

搬
送
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
四
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に

搬
送
す
る
。

﹇
四

略
﹈

﹇
四

同
上
﹈

（
屋
内
進
入
及
び
検
索
）

（
屋
内
進
入
及
び
検
索
）

第
二
百
六
条

は
し
ご
を
架
て
い
し
、
屋
内
進
入
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
八
十
六
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
第
百
六
十
二
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
上
階
開

口
部
の
上
方
に
架
て
い
し
、
前
号
の
進
入
の
号
令
で
第
百
六
十
三
条
第
二
項
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
屋
内

進
入
し
て
「
進
入
よ
し
」
と
合
図
す
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
第
百
四
十
二
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
上
階
開

口
部
の
上
方
に
架
て
い
し
、
前
号
の
進
入
の
号
令
で
第
百
四
十
三
条
第
二
項
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
屋
内

進
入
し
て
「
進
入
よ
し
」
と
合
図
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
、
第
百
六
十
二
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
上

階
開
口
部
の
上
方
に
架
て
い
し
、
同
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
第
百
六
十
三
条
第
二
項
第
三
号
に
定
め
る
要

領
で
は
し
ご
を
確
保
し
、
一
番
員
及
び
指
揮
者
の
屋
内
進
入
を
確
認
し
て
は
し
ご
の
確
保
を
解
く
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
、
第
百
四
十
二
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
上

階
開
口
部
の
上
方
に
架
て
い
し
、
同
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
第
百
四
十
三
条
第
二
項
第
三
号
に
定
め
る
要

領
で
は
し
ご
を
確
保
し
、
一
番
員
及
び
指
揮
者
の
屋
内
進
入
を
確
認
し
て
は
し
ご
の
確
保
を
解
く
。

﹇
四

略
﹈

﹇
四

同
上
﹈

（
救
出
準
備
及
び
救
出
）

（
救
出
準
備
及
び
救
出
）

第
二
百
七
条

救
出
の
準
備
及
び
要
救
助
者
の
救
出
を
行
う
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
八
十
七
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一
〜
三

略
﹈

﹇
一
〜
三

同
上
﹈

四

三
番
員
は
、
第
一
号
の
「
救
出
用
意
」
の
号
令
で
救
助
ロ
ー
プ
の
結
び
を
は
し
ご
最
下
段
の
横
さ
ん
の
下

か
ら
と
お
し
て
は
し
ご
の
表
側
に
出
し
、
こ
の
結
び
を
も
つ
て
第
百
六
十
三
条
第
一
項
第
二
号
に
定
め
る
要

領
で
は
し
ご
を
登
て
い
し
、
て
い
上
で
安
定
し
た
姿
勢
を
と
り
、
救
助
ロ
ー
プ
を
支
持
点
の
横
さ
ん
の
上
か

ら
は
し
ご
の
裏
側
に
と
お
し
て
一
番
員
に
渡
し
、
て
い
上
作
業
の
姿
勢
を
解
い
て
屋
内
進
入
し
て
「
進
入
よ

し
」
と
合
図
し
、
一
番
員
に
協
力
し
て
要
救
助
者
を
身
体
結
索
し
、
第
一
号
の
「
救
出
始
め
、ロ
ー
プ
引
け
」

の
号
令
で
「
よ
し
」
と
合
図
し
、
一
番
員
と
協
力
し
て
要
救
助
者
を
も
ち
上
げ
て
は
し
ご
横
さ
ん
に
吊
り
下

げ
た
の
ち
、
は
し
ご
左
（
右
）
側
主
か
ん
を
片
手
で
も
つ
て
一
番
員
の
「
は
し
ご
よ
し
」
の
合
図
で
一
番
員

と
協
力
し
て
は
し
ご
を
押
し
出
し
、
要
救
助
者
を
救
出
し
た
の
ち
、
は
し
ご
を
も
と
に
も
ど
す
。

四

三
番
員
は
、
第
一
号
の
「
救
出
用
意
」
の
号
令
で
救
助
ロ
ー
プ
の
結
び
を
は
し
ご
最
下
段
の
横
さ
ん
の
下

か
ら
と
お
し
て
は
し
ご
の
表
側
に
出
し
、
こ
の
結
び
を
も
つ
て
第
百
四
十
三
条
第
一
項
第
二
号
に
定
め
る
要

領
で
は
し
ご
を
登
て
い
し
、
て
い
上
で
安
定
し
た
姿
勢
を
と
り
、
救
助
ロ
ー
プ
を
支
持
点
の
横
さ
ん
の
上
か

ら
は
し
ご
の
裏
側
に
と
お
し
て
一
番
員
に
渡
し
、
て
い
上
作
業
の
姿
勢
を
解
い
て
屋
内
進
入
し
て
「
進
入
よ

し
」
と
合
図
し
、
一
番
員
に
協
力
し
て
要
救
助
者
を
身
体
結
索
し
、
第
一
号
の
「
救
出
始
め
、ロ
ー
プ
引
け
」

の
号
令
で
「
よ
し
」
と
合
図
し
、
一
番
員
と
協
力
し
て
要
救
助
者
を
も
ち
上
げ
て
は
し
ご
横
さ
ん
に
吊
り
下

げ
た
の
ち
、
は
し
ご
左
（
右
）
側
主
か
ん
を
片
手
で
も
つ
て
一
番
員
の
「
は
し
ご
よ
し
」
の
合
図
で
一
番
員

と
協
力
し
て
は
し
ご
を
押
し
出
し
、
要
救
助
者
を
救
出
し
た
の
ち
、
は
し
ご
を
も
と
に
も
ど
す
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



（
収
納
）

（
収
納
）

第
二
百
八
条

救
出
完
了
の
の
ち
器
具
を
収
納
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
八
十
八
条

﹇
同
上
﹈

一

指
揮
者
は
、「
お
さ
め
」
と
号
令
し
、
三
番
員
及
び
一
番
員
が
順
に
は
し
ご
を
降
て
い
し
た
の
ち
、
第
百
六

十
四
条
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
降
て
い
す
る
。

一

指
揮
者
は
、「
お
さ
め
」
と
号
令
し
、
三
番
員
及
び
一
番
員
が
順
に
は
し
ご
を
降
て
い
し
た
の
ち
、
第
百
四

十
四
条
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
降
て
い
す
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
は
し
ご
か
ら
救
助
ロ
ー
プ
を
は
ず
し
、「
ロ
ー
プ
」
と
合
図
し
、
ロ
ー
プ
の
端

末
を
地
上
に
お
ろ
し
た
の
ち
、
第
百
六
十
四
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
、
は
し
ご
を
降
て
い
し
、
二
番
員

と
協
力
し
て
は
し
ご
を
も
と
の
位
置
に
搬
送
し
て
置
き
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
は
し
ご
か
ら
救
助
ロ
ー
プ
を
は
ず
し
、「
ロ
ー
プ
」
と
合
図
し
、
ロ
ー
プ
の
端

末
を
地
上
に
お
ろ
し
た
の
ち
、
第
百
四
十
四
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
、
は
し
ご
を
降
て
い
し
、
二
番
員

と
協
力
し
て
は
し
ご
を
も
と
の
位
置
に
搬
送
し
て
置
き
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
百
六
十
四
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
、
は
し
ご
を
確
保
し
、三
番
員
、

一
番
員
及
び
指
揮
者
の
順
に
降
て
い
し
た
の
ち
、
一
番
員
と
協
力
し
て
は
し
ご
を
も
と
の
位
置
に
搬
送
し
て

置
き
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
百
四
十
四
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
、
は
し
ご
を
確
保
し
、三
番
員
、

一
番
員
及
び
指
揮
者
の
順
に
降
て
い
し
た
の
ち
、
一
番
員
と
協
力
し
て
は
し
ご
を
も
と
の
位
置
に
搬
送
し
て

置
き
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

四

三
番
員
は
、第
一
号
の
号
令
で
第
百
六
十
四
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
降
て
い
し
、救
助
ロ
ー

プ
の
結
び
目
を
解
い
て
整
理
し
、
ロ
ー
プ
を
も
と
の
位
置
に
搬
送
し
て
置
き
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

四

三
番
員
は
、第
一
号
の
号
令
で
第
百
四
十
四
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
降
て
い
し
、救
助
ロ
ー

プ
の
結
び
目
を
解
い
て
整
理
し
、
ロ
ー
プ
を
も
と
の
位
置
に
搬
送
し
て
置
き
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

第
四
節

は
し
ご
水
平
救
助
操
法
（
一
）

第
四
節

﹇
同
上
﹈

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
二
百
九
条

第
百
九
十
六
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
は
し
ご
水
平
救
助
操
法
（
一
）
を
実
施
す
る
と
き
は
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
百
八
十
九
条

第
百
七
十
六
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
は
し
ご
水
平
救
助
操
法
（
一
）を
実
施
す
る
と
き
は
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
一
〜
三

略
﹈

﹇
一
〜
三

同
上
﹈

（
操
法
の
開
始
）

（
操
法
の
開
始
）

第
二
百
十
条

は
し
ご
水
平
救
助
操
法
（
一
）
を
開
始
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
九
十
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
六
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に
搬

送
す
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
四
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に
搬

送
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
六
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に

搬
送
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
四
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に

搬
送
す
る
。

﹇
四

略
﹈

﹇
四

同
上
﹈

（
屋
内
進
入
及
び
検
索
）

（
屋
内
進
入
及
び
検
索
）

第
二
百
十
一
条

は
し
ご
を
架
て
い
し
、
屋
内
進
入
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
九
十
一
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
第
百
六
十
二
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
目
標
開

口
部
に
架
て
い
し
、
前
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
三
番
員
か
ら
ロ
ー
プ
を
受
け
取
つ
て
肩
に
か
け
、
第
百
六

十
三
条
第
二
項
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
進
入
し
て
「
進
入
よ
し
」
と
合
図
し
、
前
号
の
「
担
架
用
意
」
の

号
令
で
ロ
ー
プ
を
解
き
、
一
端
を
地
上
に
降
ろ
し
、
三
番
員
の
「
担
架
よ
し
」の
合
図
で
ロ
ー
プ
を
た
ぐ
り
、

担
架
を
引
き
上
げ
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
第
百
四
十
二
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
目
標
開

口
部
に
架
て
い
し
、
前
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
三
番
員
か
ら
ロ
ー
プ
を
受
け
取
つ
て
肩
に
か
け
、
第
百
四

十
三
条
第
二
項
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
進
入
し
て
「
進
入
よ
し
」
と
合
図
し
、
前
号
の
「
担
架
用
意
」
の

号
令
で
ロ
ー
プ
を
解
き
、
一
端
を
地
上
に
降
ろ
し
、
三
番
員
の
「
担
架
よ
し
」の
合
図
で
ロ
ー
プ
を
た
ぐ
り
、

担
架
を
引
き
上
げ
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
第
百
六
十
二
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
目
標

開
口
部
に
架
て
い
し
、
同
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
第
百
六
十
三
条
第
二
項
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し

ご
を
確
保
し
、
一
番
員
及
び
指
揮
者
の
屋
内
進
入
を
確
認
し
て
確
保
を
解
き
、
同
号
の
「
担
架
用
意
」
の
号

令
で
は
し
ご
を
保
持
し
て
「
確
保
よ
し
」
と
合
図
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
第
百
四
十
二
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
目
標

開
口
部
に
架
て
い
し
、
同
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
第
百
四
十
三
条
第
二
項
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し

ご
を
確
保
し
、
一
番
員
及
び
指
揮
者
の
屋
内
進
入
を
確
認
し
て
確
保
を
解
き
、
同
号
の
「
担
架
用
意
」
の
号

令
で
は
し
ご
を
保
持
し
て
「
確
保
よ
し
」
と
合
図
す
る
。

﹇
四

略
﹈

﹇
四

同
上
﹈

第
二
百
十
二
条

﹇
略
﹈

第
百
九
十
二
条

﹇
同
上
﹈

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



（
収
納
）

（
収
納
）

第
二
百
十
三
条

救
出
完
了
の
の
ち
器
具
を
収
納
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
九
十
三
条

﹇
同
上
﹈

一

指
揮
者
は
、「
お
さ
め
」
と
号
令
し
、
は
し
ご
の
架
て
い
状
況
を
見
て
、
二
番
員
に
「
確
保
」
と
号
令
し
、

一
番
員
及
び
三
番
員
が
降
て
い
し
た
の
ち
、
第
百
六
十
四
条
に
定
め
る
要
領
で
降
て
い
す
る
。

一

指
揮
者
は
、「
お
さ
め
」
と
号
令
し
、
は
し
ご
の
架
て
い
状
況
を
見
て
、
二
番
員
に
「
確
保
」
と
号
令
し
、

一
番
員
及
び
三
番
員
が
降
て
い
し
た
の
ち
、
第
百
四
十
四
条
に
定
め
る
要
領
で
降
て
い
す
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
に
よ
る
二
番
員
の
「
よ
し
」
の
合
図
で
は
し
ご
引
上
げ
ロ
ー
プ
を
引
い
て
は
し

ご
を
起
こ
し
た
の
ち
、
こ
れ
を
保
持
し
、
二
番
員
の
「
確
保
よ
し
」
の
合
図
で
第
百
六
十
四
条
第
二
号
に
定

め
る
要
領
で
降
て
い
し
、
は
し
ご
を
も
と
の
位
置
に
搬
送
し
て
集
合
線
に
も
ど
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
に
よ
る
二
番
員
の
「
よ
し
」
の
合
図
で
は
し
ご
引
上
げ
ロ
ー
プ
を
引
い
て
は
し

ご
を
起
こ
し
た
の
ち
、
こ
れ
を
保
持
し
、
二
番
員
の
「
確
保
よ
し
」
の
合
図
で
第
百
四
十
四
条
第
二
号
に
定

め
る
要
領
で
降
て
い
し
、
は
し
ご
を
も
と
の
位
置
に
搬
送
し
て
集
合
線
に
も
ど
る
。

﹇
三

略
﹈

﹇
三

同
上
﹈

四

三
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
に
よ
る
二
番
員
の
「
よ
し
」
の
合
図
で
は
し
ご
引
上
げ
ロ
ー
プ
を
引
い
て
は

し
ご
を
起
こ
し
、
二
番
員
の
「
架
て
い
よ
し
」の
合
図
で
確
保
ロ
ー
プ
を
解
い
て
整
理
し
た
の
ち
肩
に
か
け
、

第
百
六
十
四
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
降
て
い
し
、
担
架
、
ロ
ー
プ
及
び
小
綱
を
も
と
の
位
置
に
搬
送
し

て
集
合
線
に
も
ど
る
。

四

三
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
に
よ
る
二
番
員
の
「
よ
し
」
の
合
図
で
は
し
ご
引
上
げ
ロ
ー
プ
を
引
い
て
は

し
ご
を
起
こ
し
、
二
番
員
の
「
架
て
い
よ
し
」の
合
図
で
確
保
ロ
ー
プ
を
解
い
て
整
理
し
た
の
ち
肩
に
か
け
、

第
百
四
十
四
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
降
て
い
し
、
担
架
、
ロ
ー
プ
及
び
小
綱
を
も
と
の
位
置
に
搬
送
し

て
集
合
線
に
も
ど
る
。

第
五
節

﹇
略
﹈

第
五
節

﹇
同
上
﹈

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
二
百
十
四
条

第
百
九
十
六
条
及
び
第
二
百
九
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
は
し
ご
水
平
救
助
操
法
（
二
）
を

実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
百
九
十
四
条

第
百
七
十
六
条
及
び
第
百
八
十
九
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
は
し
ご
水
平
救
助
操
法
（
二
）

を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
一
〜
三

略
﹈

﹇
一
〜
三

同
上
﹈

（
操
法
の
開
始
）

（
操
法
の
開
始
）

第
二
百
十
五
条

は
し
ご
水
平
救
助
操
法
（
二
）
を
開
始
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
九
十
五
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
六
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に
搬

送
す
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
四
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に
搬

送
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
六
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に

搬
送
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
四
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
架
て
い
位
置
に

搬
送
す
る
。

﹇
四

略
﹈

﹇
四

同
上
﹈

（
屋
内
進
入
及
び
検
索
）

（
屋
内
進
入
及
び
検
索
）

第
二
百
十
六
条

は
し
ご
を
架
て
い
し
、
屋
内
進
入
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
九
十
六
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
第
百
六
十
二
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
目
標
開

口
部
に
架
て
い
し
、
前
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
三
番
員
か
ら
担
架
引
上
げ
用
ロ
ー
プ
及
び
小
綱
を
受
け
取

つ
て
肩
に
か
け
、
と
び
口
一
本
を
持
つ
て
第
百
六
十
三
条
第
二
項
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
進
入
し
て
「
進

入
よ
し
」
と
合
図
し
、
前
号
の
「
と
び
口
結
着
」
の
号
令
で
と
び
口
二
本
を
小
綱
で
結
着
し
、
と
び
口
の
先

端
を
開
き
適
当
な
位
置
の
は
し
ご
の
主
か
ん
に
小
綱
で
そ
れ
ぞ
れ
結
着
し
、「
結
着
よ
し
」と
合
図
し
た
の
ち
、

前
号
の
「
担
架
用
意
」
の
号
令
で
ロ
ー
プ
を
解
き
、
一
端
を
地
上
に
降
ろ
し
、
三
番
員
の
「
担
架
よ
し
」
の

合
図
で
ロ
ー
プ
を
た
ぐ
り
三
番
員
と
協
力
し
て
担
架
を
引
き
上
げ
た
の
ち
引
上
げ
用
ロ
ー
プ
を
解
き
、
続
い

て
三
番
員
か
ら
救
助
ロ
ー
プ
を
受
け
取
り
、
一
箇
所
吊
り
担
架
の
カ
ラ
ビ
ナ
に
も
や
い
結
び
、
半
結
び
で
結

着
し
、「
結
着
よ
し
」
と
合
図
す
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
第
百
四
十
二
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
目
標
開

口
部
に
架
て
い
し
、
前
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
三
番
員
か
ら
担
架
引
上
げ
用
ロ
ー
プ
及
び
小
綱
を
受
け
取

つ
て
肩
に
か
け
、
と
び
口
一
本
を
持
つ
て
第
百
四
十
三
条
第
二
項
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
進
入
し
て
「
進

入
よ
し
」
と
合
図
し
、
前
号
の
「
と
び
口
結
着
」
の
号
令
で
と
び
口
二
本
を
小
綱
で
結
着
し
、
と
び
口
の
先

端
を
開
き
適
当
な
位
置
の
は
し
ご
の
主
か
ん
に
小
綱
で
そ
れ
ぞ
れ
結
着
し
、「
結
着
よ
し
」と
合
図
し
た
の
ち
、

前
号
の
「
担
架
用
意
」
の
号
令
で
ロ
ー
プ
を
解
き
、
一
端
を
地
上
に
降
ろ
し
、
三
番
員
の
「
担
架
よ
し
」
の

合
図
で
ロ
ー
プ
を
た
ぐ
り
三
番
員
と
協
力
し
て
担
架
を
引
き
上
げ
た
の
ち
引
上
げ
用
ロ
ー
プ
を
解
き
、
続
い

て
三
番
員
か
ら
救
助
ロ
ー
プ
を
受
け
取
り
、
一
箇
所
吊
り
担
架
の
カ
ラ
ビ
ナ
に
も
や
い
結
び
、
半
結
び
で
結

着
し
、「
結
着
よ
し
」
と
合
図
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
第
百
六
十
二
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
目
標

開
口
部
に
架
て
い
し
、
同
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
第
百
六
十
三
条
第
二
項
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し

ご
を
確
保
し
、
一
番
員
及
び
指
揮
者
の
登
て
い
を
確
認
し
た
の
ち
、
同
号
の
「
担
架
用
意
」
の
号
令
で
一
番

員
の
降
ろ
し
た
ロ
ー
プ
を
担
架
頭
部
の
枠
に
巻
結
び
及
び
半
結
び
で
結
着
し
て
「
担
架
結
着
よ
し
」
と
合
図

し
、
は
し
ご
を
保
持
し
て
「
確
保
よ
し
」
と
合
図
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
架
て
い
」
の
号
令
で
第
百
四
十
二
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し
ご
を
目
標

開
口
部
に
架
て
い
し
、
同
号
の
「
進
入
」
の
号
令
で
第
百
四
十
三
条
第
二
項
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
は
し

ご
を
確
保
し
、
一
番
員
及
び
指
揮
者
の
登
て
い
を
確
認
し
た
の
ち
、
同
号
の
「
担
架
用
意
」
の
号
令
で
一
番

員
の
降
ろ
し
た
ロ
ー
プ
を
担
架
頭
部
の
枠
に
巻
結
び
及
び
半
結
び
で
結
着
し
て
「
担
架
結
着
よ
し
」
と
合
図

し
、
は
し
ご
を
保
持
し
て
「
確
保
よ
し
」
と
合
図
す
る
。

﹇
四

略
﹈

﹇
四

同
上
﹈
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第
二
百
十
七
条

﹇
略
﹈

第
百
九
十
七
条

﹇
同
上
﹈

（
収
納
）

（
収
納
）

第
二
百
十
八
条

救
出
完
了
の
の
ち
器
具
を
収
納
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
百
九
十
八
条

﹇
同
上
﹈

一

指
揮
者
は
、「
お
さ
め
」
と
号
令
し
、
次
い
で
二
番
員
に
「
確
保
」
と
号
令
し
、
一
番
員
及
び
三
番
員
が
降

て
い
し
た
の
ち
、
第
百
六
十
四
条
に
定
め
る
要
領
で
と
び
口
一
本
を
携
行
し
て
降
て
い
す
る
。

一

指
揮
者
は
、「
お
さ
め
」
と
号
令
し
、
次
い
で
二
番
員
に
「
確
保
」
と
号
令
し
、
一
番
員
及
び
三
番
員
が
降

て
い
し
た
の
ち
、
第
百
四
十
四
条
に
定
め
る
要
領
で
と
び
口
一
本
を
携
行
し
て
降
て
い
す
る
。

﹇
二
〜
四

略
﹈

﹇
二
〜
四

同
上
﹈

第
六
節

一
箇
所
吊
り
担
架
水
平
救
助
操
法

第
六
節

﹇
同
上
﹈

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
二
百
十
九
条

第
百
九
十
六
条
、
第
二
百
九
条
及
び
第
二
百
十
四
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
一
箇
所
吊
り
担

架
水
平
救
助
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
百
九
十
九
条

第
百
七
十
六
条
、
第
百
八
十
九
条
及
び
第
百
九
十
四
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
一
箇
所
吊
り

担
架
水
平
救
助
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
一
〜
二

略
﹈

﹇
一
〜
二

同
上
﹈

第
二
百
二
十
条

﹇
略
﹈

第
二
百
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
二
十
一
条

﹇
略
﹈

第
二
百
一
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
二
十
二
条

﹇
略
﹈

第
二
百
二
条

﹇
同
上
﹈

第
七
節

応
急
は
し
ご
車
救
助
操
法

第
七
節

﹇
同
上
﹈

（
操
法
の
開
始
）

（
操
法
の
開
始
）

第
二
百
二
十
三
条

応
急
は
し
ご
車
救
助
操
法
を
開
始
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
二
百
三
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一
〜
三

略
﹈

﹇
一
〜
三

同
上
﹈

四

二
番
員
は
、第
百
八
十
六
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、

は
し
ご
車
後
方
に
い
た
つ
て
車
両
と
相
対
す
る
。

四

二
番
員
は
、第
百
六
十
六
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、

は
し
ご
車
後
方
に
い
た
つ
て
車
両
と
相
対
す
る
。

五

三
番
員
は
、第
百
八
十
六
条
第
五
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、

は
し
ご
車
後
方
に
い
た
つ
て
車
両
と
相
対
す
る
。

五

三
番
員
は
、第
百
六
十
六
条
第
五
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、

は
し
ご
車
後
方
に
い
た
つ
て
車
両
と
相
対
す
る
。

六

四
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
百
八
十
六
条
第
六
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合

図
を
行
つ
た
の
ち
、
一
番
員
と
イ
ン
タ
ー
フ
オ
ン
で
交
信
テ
ス
ト
を
行
い
、
一
番
員
の
「
先
端
準
備
よ
し
」

の
合
図
を
復
唱
す
る
。

六

四
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
百
六
十
六
条
第
六
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合

図
を
行
つ
た
の
ち
、
一
番
員
と
イ
ン
タ
ー
フ
オ
ン
で
交
信
テ
ス
ト
を
行
い
、
一
番
員
の
「
先
端
準
備
よ
し
」

の
合
図
を
復
唱
す
る
。

第
二
百
二
十
四
条

﹇
略
﹈

第
二
百
四
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
二
十
五
条

﹇
略
﹈

第
二
百
五
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
二
十
六
条

﹇
略
﹈

第
二
百
六
条

﹇
同
上
﹈

（
退
出
及
び
収
納
）

（
退
出
及
び
収
納
）

第
二
百
二
十
七
条

救
出
完
了
の
の
ち
、
隊
員
が
退
出
し
、
機
械
器
具
を
収
納
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領

に
よ
る
。

第
二
百
七
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一
〜
二

略
﹈

﹇
一
〜
二

同
上
﹈

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
お
さ
め
、
登
て
い
用
意
」
の
号
令
で
三
番
員
に
協
力
し
て
救
助
ロ
ー
プ
を
て
い

体
か
ら
は
ず
し
、
同
号
の
「
登
て
い
始
め
」
の
号
令
で
右
手
を
横
水
平
に
上
げ
、
上
横
に
振
つ
て
上
昇
の
合

図
を
し
、
同
号
の
「
と
ま
れ
」
の
号
令
で
右
手
を
静
止
さ
せ
て
と
ま
れ
の
合
図
を
し
、
指
揮
者
を
リ
フ
タ
ー

内
に
収
容
し
て
背
バ
ン
ド
を
か
け
、
同
号
の
「
降
て
い
始
め
」
の
号
令
で
右
手
を
横
水
平
に
上
げ
、
下
横
に

振
つ
て
降
下
の
合
図
を
し
、
四
番
員
の
「
リ
フ
タ
ー
降
下
お
わ
り
」
の
合
図
で
支
持
点
の
カ
ラ
ビ
ナ
及
び
小

綱
を
は
ず
し
て
も
ち
、
リ
フ
タ
ー
の
背
バ
ン
ド
を
は
ず
し
指
揮
者
に
つ
づ
い
て
リ
フ
タ
ー
か
ら
お
り
、
リ
フ

タ
ー
を
お
さ
め
て
「
リ
フ
タ
ー
収
納
よ
し
」
と
合
図
し
て
地
上
に
お
り
、三
番
員
の
ロ
ー
プ
整
理
に
協
力
し
、

四
番
員
の
「
ジ
ヤ
ツ
キ
お
さ
め
」
の
合
図
で
ロ
ー
プ
整
理
を
停
止
し
て
は
し
ご
車
左
側
に
い
た
り
、
第
百
九

十
四
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
う
と
と
も
に
、
小
綱
及
び
カ
ラ
ビ

ナ
も
あ
わ
せ
て
は
し
ご
車
に
収
納
し
た
の
ち
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
お
さ
め
、
登
て
い
用
意
」
の
号
令
で
三
番
員
に
協
力
し
て
救
助
ロ
ー
プ
を
て
い

体
か
ら
は
ず
し
、
同
号
の
「
登
て
い
始
め
」
の
号
令
で
右
手
を
横
水
平
に
上
げ
、
上
横
に
振
つ
て
上
昇
の
合

図
を
し
、
同
号
の
「
と
ま
れ
」
の
号
令
で
右
手
を
静
止
さ
せ
て
と
ま
れ
の
合
図
を
し
、
指
揮
者
を
リ
フ
タ
ー

内
に
収
容
し
て
背
バ
ン
ド
を
か
け
、
同
号
の
「
降
て
い
始
め
」
の
号
令
で
右
手
を
横
水
平
に
上
げ
、
下
横
に

振
つ
て
降
下
の
合
図
を
し
、
四
番
員
の
「
リ
フ
タ
ー
降
下
お
わ
り
」
の
合
図
で
支
持
点
の
カ
ラ
ビ
ナ
及
び
小

綱
を
は
ず
し
て
も
ち
、
リ
フ
タ
ー
の
背
バ
ン
ド
を
は
ず
し
指
揮
者
に
つ
づ
い
て
リ
フ
タ
ー
か
ら
お
り
、
リ
フ

タ
ー
を
お
さ
め
て
「
リ
フ
タ
ー
収
納
よ
し
」
と
合
図
し
て
地
上
に
お
り
、三
番
員
の
ロ
ー
プ
整
理
に
協
力
し
、

四
番
員
の
「
ジ
ヤ
ツ
キ
お
さ
め
」
の
合
図
で
ロ
ー
プ
整
理
を
停
止
し
て
は
し
ご
車
左
側
に
い
た
り
、
第
百
七

十
四
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
う
と
と
も
に
、
小
綱
及
び
カ
ラ
ビ

ナ
も
あ
わ
せ
て
は
し
ご
車
に
収
納
し
た
の
ち
、
集
合
線
に
も
ど
る
。
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四

三
番
員
は
、
第
一
号
の
「
お
さ
め
、
登
て
い
用
意
」
の
号
令
で
て
い
体
か
ら
救
助
ロ
ー
プ
を
は
ず
し
、
救

助
ロ
ー
プ
及
び
誘
導
ロ
ー
プ
の
結
び
目
を
解
い
て
整
理
し
、
四
番
員
の「
ジ
ヤ
ツ
キ
お
さ
め
」の
合
図
で
ロ
ー

プ
の
整
理
を
停
止
し
て
は
し
ご
車
右
側
に
い
た
り
、
第
百
九
十
四
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定

す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

四

三
番
員
は
、
第
一
号
の
「
お
さ
め
、
登
て
い
用
意
」
の
号
令
で
て
い
体
か
ら
救
助
ロ
ー
プ
を
は
ず
し
、
救

助
ロ
ー
プ
及
び
誘
導
ロ
ー
プ
の
結
び
目
を
解
い
て
整
理
し
、
四
番
員
の「
ジ
ヤ
ツ
キ
お
さ
め
」の
合
図
で
ロ
ー

プ
の
整
理
を
停
止
し
て
は
し
ご
車
右
側
に
い
た
り
、
第
百
七
十
四
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定

す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

五

四
番
員
は
、
第
一
号
の
「
お
さ
め
、
登
て
い
用
意
」
の
号
令
を
復
唱
し
、
準
備
を
整
え
「
操
作
台
準
備
よ

し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
登
て
い
始
め
」
の
号
令
を
復
唱
し
、
二
番
員
の
上
昇
の
合
図
で
リ
フ
タ
ー
を
上

昇
さ
せ
、
二
番
員
の
と
ま
れ
の
合
図
で
「
と
ま
れ
」
の
合
図
を
復
唱
し
、
リ
フ
タ
ー
を
停
止
さ
せ
、
同
号
の

「
降
て
い
始
め
」
の
号
令
を
復
唱
し
、
二
番
員
の
降
下
の
合
図
で
リ
フ
タ
ー
を
降
下
さ
せ
て
「
リ
フ
タ
ー
降

下
お
わ
り
」
と
合
図
し
、
一
番
員
の
「
先
端
準
備
よ
し
」
及
び
二
番
員
の
「
リ
フ
タ
ー
収
納
よ
し
」
の
合
図

で
同
号
の
「
は
し
ご
お
さ
め
」
の
号
令
を
復
唱
し
、
一
番
員
と
連
絡
を
と
り
な
が
ら
、
計
器
等
に
注
意
し
て

は
し
ご
の
縮
て
い
、
旋
回
及
び
伏
て
い
操
作
を
行
い
、
伏
て
い
を
確
認
し
て
「
伏
て
い
よ
し
」
と
合
図
し
、

地
上
に
お
り
て
ジ
ヤ
ツ
キ
バ
ル
ブ
位
置
に
い
た
り
、「
ジ
ヤ
ツ
キ
お
さ
め
」
と
合
図
し
、
第
百
九
十
四
条
第
五

号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
を
行
つ
た
の
ち
集
合
線
に
も
ど
る
。

五

四
番
員
は
、
第
一
号
の
「
お
さ
め
、
登
て
い
用
意
」
の
号
令
を
復
唱
し
、
準
備
を
整
え
「
操
作
台
準
備
よ

し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
登
て
い
始
め
」
の
号
令
を
復
唱
し
、
二
番
員
の
上
昇
の
合
図
で
リ
フ
タ
ー
を
上

昇
さ
せ
、
二
番
員
の
と
ま
れ
の
合
図
で
「
と
ま
れ
」
の
合
図
を
復
唱
し
、
リ
フ
タ
ー
を
停
止
さ
せ
、
同
号
の

「
降
て
い
始
め
」
の
号
令
を
復
唱
し
、
二
番
員
の
降
下
の
合
図
で
リ
フ
タ
ー
を
降
下
さ
せ
て
「
リ
フ
タ
ー
降

下
お
わ
り
」
と
合
図
し
、
一
番
員
の
「
先
端
準
備
よ
し
」
及
び
二
番
員
の
「
リ
フ
タ
ー
収
納
よ
し
」
の
合
図

で
同
号
の
「
は
し
ご
お
さ
め
」
の
号
令
を
復
唱
し
、
一
番
員
と
連
絡
を
と
り
な
が
ら
、
計
器
等
に
注
意
し
て

は
し
ご
の
縮
て
い
、
旋
回
及
び
伏
て
い
操
作
を
行
い
、
伏
て
い
を
確
認
し
て
「
伏
て
い
よ
し
」
と
合
図
し
、

地
上
に
お
り
て
ジ
ヤ
ツ
キ
バ
ル
ブ
位
置
に
い
た
り
、「
ジ
ヤ
ツ
キ
お
さ
め
」
と
合
図
し
、
第
百
七
十
四
条
第
五

号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
を
行
つ
た
の
ち
集
合
線
に
も
ど
る
。

第
八
節

は
し
ご
車
に
よ
る
多
数
救
助
操
法

第
八
節

﹇
同
上
﹈

（
操
法
の
開
始
）

（
操
法
の
開
始
）

第
二
百
二
十
八
条

は
し
ご
車
に
よ
る
多
数
救
助
操
法
を
開
始
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
二
百
八
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一
〜
三

略
﹈

﹇
一
〜
三

同
上
﹈

四

二
番
員
は
、第
百
八
十
六
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、

は
し
ご
車
か
ら
ロ
ー
プ
一
本
を
取
り
出
し
、
右
（
左
）
肩
か
ら
左
（
右
）
脇
に
か
け
た
の
ち
、
は
し
ご
車
後

方
に
い
た
つ
て
車
両
に
相
対
す
る
。

四

二
番
員
は
、第
百
六
十
六
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、

は
し
ご
車
か
ら
ロ
ー
プ
一
本
を
取
り
出
し
、
右
（
左
）
肩
か
ら
左
（
右
）
脇
に
か
け
た
の
ち
、
は
し
ご
車
後

方
に
い
た
つ
て
車
両
に
相
対
す
る
。

五

三
番
員
は
、第
百
八
十
六
条
第
五
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、

は
し
ご
車
後
方
に
い
た
つ
て
車
両
に
相
対
す
る
。

五

三
番
員
は
、第
百
六
十
六
条
第
五
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、

は
し
ご
車
後
方
に
い
た
つ
て
車
両
に
相
対
す
る
。

六

四
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
百
八
十
六
条
第
六
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合

図
を
行
つ
た
の
ち
、
一
番
員
と
イ
ン
タ
ー
フ
オ
ン
で
交
信
テ
ス
ト
を
行
い
、
一
番
員
の
「
先
端
準
備
よ
し
」

の
合
図
を
復
唱
す
る
。

六

四
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
百
六
十
六
条
第
六
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合

図
を
行
つ
た
の
ち
、
一
番
員
と
イ
ン
タ
ー
フ
オ
ン
で
交
信
テ
ス
ト
を
行
い
、
一
番
員
の
「
先
端
準
備
よ
し
」

の
合
図
を
復
唱
す
る
。

（
架
て
い
及
び
進
入
並
び
に
二
番
員
先
端
と
う
乗
）

（
架
て
い
及
び
進
入
並
び
に
二
番
員
先
端
と
う
乗
）

第
二
百
二
十
九
条

は
し
ご
を
架
て
い
し
、
隊
員
が
進
入
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
二
百
九
条

﹇
同
上
﹈

一

指
揮
者
は
、
第
二
百
二
十
四
条
第
一
号
に
定
め
る
要
領
で
「
は
し
ご
架
て
い
用
意
」、「
は
し
ご
架
て
い
」

及
び
「
進
入
」
と
号
令
し
、
次
い
で
一
番
員
の
進
入
を
確
認
し
て
「
徒
手
登
は
ん
、
先
端
と
う
乗
」
と
号
令

す
る
。

一

指
揮
者
は
、
第
二
百
四
条
第
一
号
に
定
め
る
要
領
で
「
は
し
ご
架
て
い
用
意
」、「
は
し
ご
架
て
い
」
及
び

「
進
入
」
と
号
令
し
、
次
い
で
一
番
員
の
進
入
を
確
認
し
て
「
徒
手
登
は
ん
、
先
端
と
う
乗
」と
号
令
す
る
。

二

一
番
員
は
、
第
二
百
二
十
四
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
う
。

二

一
番
員
は
、
第
二
百
四
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
う
。

﹇
三

略
﹈

﹇
三

同
上
﹈

四

四
番
員
は
、
第
二
百
二
十
四
条
第
五
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
等
を
行
つ
た

の
ち
、
二
番
員
の
「
先
端
準
備
よ
し
」
の
合
図
を
復
唱
す
る
。

四

四
番
員
は
、第
二
百
四
条
第
五
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
等
を
行
つ
た
の
ち
、

二
番
員
の
「
先
端
準
備
よ
し
」
の
合
図
を
復
唱
す
る
。

第
二
百
三
十
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
十
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
三
十
一
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
十
一
条

﹇
同
上
﹈

（
退
出
及
び
収
納
）

（
退
出
及
び
収
納
）

第
二
百
三
十
二
条

救
出
完
了
の
の
ち
、
隊
員
が
退
出
し
機
械
器
具
を
収
納
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に

よ
る
。

第
二
百
十
二
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈
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二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
お
さ
め
」
の
号
令
で
支
持
点
に
取
り
つ
け
た
調
速
機
の
カ
ラ
ビ
ナ
を
は
ず
し
、
二

番
員
の
携
行
し
た
ロ
ー
プ
の
一
端
で
調
速
機
の
フ
ツ
ク
を
結
着
し
、「
緩
降
機
」
と
地
上
に
合
図
し
て
ロ
ー
プ

で
吊
り
お
ろ
し
、
三
番
員
の
「
到
着
」
の
合
図
で
「
ロ
ー
プ
」
と
合
図
し
て
ロ
ー
プ
を
お
と
し
、前
号
の「
徒

手
降
下
、
先
端
と
う
乗
」
の
号
令
で
、
四
番
員
と
連
絡
を
と
り
な
が
ら
第
二
百
二
十
七
条
第
二
号
に
定
め
る

要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
い
、
地
上
に
お
り
、
安
全
ベ
ル
ト
を
は
し
ご
車
に
収
納
し
た

の
ち
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
お
さ
め
」
の
号
令
で
支
持
点
に
取
り
つ
け
た
調
速
機
の
カ
ラ
ビ
ナ
を
は
ず
し
、
二

番
員
の
携
行
し
た
ロ
ー
プ
の
一
端
で
調
速
機
の
フ
ツ
ク
を
結
着
し
、「
緩
降
機
」
と
地
上
に
合
図
し
て
ロ
ー
プ

で
吊
り
お
ろ
し
、
三
番
員
の
「
到
着
」
の
合
図
で
「
ロ
ー
プ
」
と
合
図
し
て
ロ
ー
プ
を
お
と
し
、前
号
の「
徒

手
降
下
、
先
端
と
う
乗
」
の
号
令
で
、
四
番
員
と
連
絡
を
と
り
な
が
ら
第
二
百
七
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領

で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
い
、
地
上
に
お
り
、安
全
ベ
ル
ト
を
は
し
ご
車
に
収
納
し
た
の
ち
、

集
合
線
に
も
ど
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
は
し
ご
移
動
用
意
」
の
号
令
で
て
い
体
に
命
綱
を
つ
け
、
自
己
の
安
全
を
確
保

し
な
が
ら
は
し
ご
先
端
に
移
り
、
両
主
か
ん
を
も
ち
、
ふ
み
板
を
組
み
立
て
て
両
足
を
の
せ
、「
先
端
準
備
よ

し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
は
し
ご
移
動
」
の
号
令
で
四
番
員
と
連
絡
を
と
り
な
が
ら
は
し
ご
先
端
を
目
標

開
口
部
に
誘
導
し
、
架
て
い
が
完
了
し
て
「
架
て
い
よ
し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
徒
手
降
下
、
先
端
と
う

乗
」
の
号
令
で
命
綱
を
解
き
自
己
の
確
保
を
解
い
て
、
降
て
い
し
て
地
上
に
お
り
、
緩
降
機
を
整
理
し
て
収

納
し
、
四
番
員
の
「
ジ
ヤ
ツ
キ
お
さ
め
」
の
合
図
で
は
し
ご
車
左
側
に
い
た
り
、
第
二
百
二
十
七
条
第
三
号

に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
は
し
ご
移
動
用
意
」
の
号
令
で
て
い
体
に
命
綱
を
つ
け
、
自
己
の
安
全
を
確
保

し
な
が
ら
は
し
ご
先
端
に
移
り
、
両
主
か
ん
を
も
ち
、
ふ
み
板
を
組
み
立
て
て
両
足
を
の
せ
、「
先
端
準
備
よ

し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
は
し
ご
移
動
」
の
号
令
で
四
番
員
と
連
絡
を
と
り
な
が
ら
は
し
ご
先
端
を
目
標

開
口
部
に
誘
導
し
、
架
て
い
が
完
了
し
て
「
架
て
い
よ
し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
徒
手
降
下
、
先
端
と
う

乗
」
の
号
令
で
命
綱
を
解
き
自
己
の
確
保
を
解
い
て
、
降
て
い
し
て
地
上
に
お
り
、
緩
降
機
を
整
理
し
て
収

納
し
、
四
番
員
の
「
ジ
ヤ
ツ
キ
お
さ
め
」
の
合
図
で
は
し
ご
車
左
側
に
い
た
り
、
第
二
百
七
条
第
三
号
に
定

め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

四

三
番
員
は
、
一
番
員
の
「
緩
降
機
」
の
合
図
で
「
よ
し
」
と
合
図
し
、
緩
降
機
が
到
着
し
て
「
到
着
」
と

合
図
し
、
一
番
員
か
ら
投
下
さ
れ
た
ロ
ー
プ
の
着
地
を
確
認
し
、
調
速
機
の
結
着
を
解
い
て
ロ
ー
プ
を
整
理

し
て
は
し
ご
車
に
収
納
し
、
四
番
員
の
「
ジ
ヤ
ツ
キ
お
さ
め
」
の
合
図
で
は
し
ご
車
右
側
に
い
た
り
、
第
二

百
二
十
七
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、
集
合
線
に
も
ど

る
。

四

三
番
員
は
、
一
番
員
の
「
緩
降
機
」
の
合
図
で
「
よ
し
」
と
合
図
し
、
緩
降
機
が
到
着
し
て
「
到
着
」
と

合
図
し
、
一
番
員
か
ら
投
下
さ
れ
た
ロ
ー
プ
の
着
地
を
確
認
し
、
調
速
機
の
結
着
を
解
い
て
ロ
ー
プ
を
整
理

し
て
は
し
ご
車
に
収
納
し
、
四
番
員
の
「
ジ
ヤ
ツ
キ
お
さ
め
」
の
合
図
で
は
し
ご
車
右
側
に
い
た
り
、
第
二

百
七
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
及
び
合
図
を
行
つ
た
の
ち
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

五

四
番
員
は
、
第
一
号
の
「
は
し
ご
移
動
用
意
」
の
号
令
を
復
唱
し
、
準
備
を
整
え
て「
操
作
台
準
備
よ
し
」

と
合
図
し
、
二
番
員
の
「
先
端
準
備
よ
し
」
の
合
図
を
復
唱
し
、
同
号
の
「
は
し
ご
移
動
」
の
号
令
を
復
唱

し
、
は
し
ご
移
動
操
作
を
行
つ
て
目
標
開
口
部
に
架
て
い
し
、
二
番
員
の
「
架
て
い
よ
し
」
の
合
図
で
「
は

し
ご
移
動
よ
し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
徒
手
降
下
、
先
端
と
う
乗
」
の
号
令
を
二
番
員
に
伝
達
し
、
二
番

員
の
徒
手
降
下
を
確
認
し
、
次
い
で
同
号
の
「
は
し
ご
お
さ
め
」
の
号
令
を
復
唱
し
、
第
二
百
二
十
七
条
第

五
号
に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
を
行
つ
た
の
ち
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

五

四
番
員
は
、
第
一
号
の
「
は
し
ご
移
動
用
意
」
の
号
令
を
復
唱
し
、
準
備
を
整
え
て「
操
作
台
準
備
よ
し
」

と
合
図
し
、
二
番
員
の
「
先
端
準
備
よ
し
」
の
合
図
を
復
唱
し
、
同
号
の
「
は
し
ご
移
動
」
の
号
令
を
復
唱

し
、
は
し
ご
移
動
操
作
を
行
つ
て
目
標
開
口
部
に
架
て
い
し
、
二
番
員
の
「
架
て
い
よ
し
」
の
合
図
で
「
は

し
ご
移
動
よ
し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
徒
手
降
下
、
先
端
と
う
乗
」
の
号
令
を
二
番
員
に
伝
達
し
、
二
番

員
の
徒
手
降
下
を
確
認
し
、
次
い
で
同
号
の
「
は
し
ご
お
さ
め
」
の
号
令
を
復
唱
し
、
第
二
百
七
条
第
五
号

に
定
め
る
要
領
で
同
号
に
規
定
す
る
操
作
を
行
つ
た
の
ち
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

第
三
章

低
所
救
助
操
法

第
三
章

﹇
同
上
﹈

第
一
節

﹇
略
﹈

第
一
節

﹇
同
上
﹈

第
二
百
三
十
三
条

﹇
略
﹈

第
二
百
十
三
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
三
十
四
条

﹇
略
﹈

第
二
百
十
四
条

﹇
同
上
﹈

﹇
第
３
７
図
〜
第
３
９
図

略
﹈

﹇
第
３
７
図
〜
第
３
９
図

同
上
﹈

第
４
０
図

﹇
略
﹈

第
３
９
図
の
２

﹇
同
上
﹈

第
４
１
図

﹇
略
﹈

第
３
９
図
の
３

﹇
同
上
﹈

第
二
節

﹇
略
﹈

第
二
節

﹇
同
上
﹈

第
二
百
三
十
五
条
〜
第
二
百
四
十
条

﹇
略
﹈

第
二
百
十
五
条
〜
第
二
百
二
十
条

﹇
同
上
﹈

第
三
節

﹇
略
﹈

第
三
節

﹇
同
上
﹈

第
二
百
四
十
一
条
〜
第
二
百
四
十
四
条

﹇
略
﹈

第
二
百
二
十
一
条
〜
第
二
百
二
十
四
条

﹇
同
上
﹈

第
四
節

は
し
ご
ク
レ
ー
ン
救
助
操
法

第
四
節

﹇
同
上
﹈

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
二
百
四
十
五
条

第
百
九
十
六
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、は
し
ご
ク
レ
ー
ン
救
助
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
百
二
十
五
条

第
百
七
十
六
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、は
し
ご
ク
レ
ー
ン
救
助
操
法
を
実
施
す
る
と
き
は
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
一
〜
四

略
﹈

﹇
一
〜
四

同
上
﹈
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（
操
法
の
開
始
）

（
操
法
の
開
始
）

第
二
百
四
十
六
条

は
し
ご
ク
レ
ー
ン
救
助
操
法
を
開
始
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
二
百
二
十
六
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
目
標
〇
〇
、
操
作
始
め
」
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
六
十
一
条
第
二
号
に
定

め
る
要
領
で
目
標
位
置
ま
で
搬
送
し
、
前
号
の
「
は
し
ご
ク
レ
ー
ン
作
成
」
の
号
令
で
小
綱
を
二
つ
折
り
に

し
て
は
し
ご
背
面
側
上
部
の
横
さ
ん
中
央
に
巻
き
結
び
、
半
結
び
で
結
着
し
、
こ
れ
に
補
強
用
カ
ラ
ビ
ナ
を

か
け
「
上
部
固
定
滑
車
よ
し
」
と
合
図
し
、
前
号
の
「
救
助
ロ
ー
プ
用
意
」
の
号
令
で
動
滑
車
及
び
救
助
用

縛
帯
を
準
備
し
、
二
番
員
の
「
よ
し
」
の
合
図
に
よ
り
、
救
助
ロ
ー
プ
に
動
滑
車
を
取
り
付
け
、
さ
ら
に
こ

れ
に
救
助
用
縛
帯
を
取
り
付
け
、「
動
滑
車
取
付
け
よ
し
」
と
合
図
し
、
前
号
の「
は
し
ご
お
こ
せ
、確
保
ロ
ー

プ
引
け
」
の
号
令
で
、
は
し
ご
中
央
部
左
側
で
は
し
ご
に
正
対
し
、
二
番
員
と
協
力
し
て
は
し
ご
を
約
七
十

度
の
角
度
に
立
て
な
が
ら
、
上
端
部
が
目
標
点
（
線
）
に
出
る
ま
で
前
進
す
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
目
標
〇
〇
、
操
作
始
め
」
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
四
十
一
条
第
二
号
に
定

め
る
要
領
で
目
標
位
置
ま
で
搬
送
し
、
前
号
の
「
は
し
ご
ク
レ
ー
ン
作
成
」
の
号
令
で
小
綱
を
二
つ
折
り
に

し
て
は
し
ご
背
面
側
上
部
の
横
さ
ん
中
央
に
巻
き
結
び
、
半
結
び
で
結
着
し
、
こ
れ
に
補
強
用
カ
ラ
ビ
ナ
を

か
け
「
上
部
固
定
滑
車
よ
し
」
と
合
図
し
、
前
号
の
「
救
助
ロ
ー
プ
用
意
」
の
号
令
で
動
滑
車
及
び
救
助
用

縛
帯
を
準
備
し
、
二
番
員
の
「
よ
し
」
の
合
図
に
よ
り
、
救
助
ロ
ー
プ
に
動
滑
車
を
取
り
付
け
、
さ
ら
に
こ

れ
に
救
助
用
縛
帯
を
取
り
付
け
、「
動
滑
車
取
付
け
よ
し
」
と
合
図
し
、
前
号
の「
は
し
ご
お
こ
せ
、確
保
ロ
ー

プ
引
け
」
の
号
令
で
、
は
し
ご
中
央
部
左
側
で
は
し
ご
に
正
対
し
、
二
番
員
と
協
力
し
て
は
し
ご
を
約
七
十

度
の
角
度
に
立
て
な
が
ら
、
上
端
部
が
目
標
点
（
線
）
に
出
る
ま
で
前
進
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
目
標
〇
〇
、
操
作
始
め
」
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
六
十
一
条
第
三
号
に

定
め
る
要
領
で
目
標
位
置
の
や
や
手
前
ま
で
搬
送
し
、
同
号
の
「
は
し
ご
ク
レ
ー
ン
作
成
」
の
号
令
で
小
綱

を
二
つ
折
り
に
し
て
は
し
ご
表
面
側
下
部
の
横
さ
ん
中
央
に
巻
き
結
び
、
半
結
び
で
結
着
し
、
こ
れ
に
滑
車

及
び
補
強
用
カ
ラ
ビ
ナ
を
か
け
「
下
部
固
定
滑
車
よ
し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
救
助
ロ
ー
プ
用
意
」
の
号

令
で
救
助
ロ
ー
プ
を
解
き
、
下
部
固
定
滑
車
か
ら
上
部
固
定
滑
車
に
通
し
、
端
末
を
は
し
ご
上
端
横
さ
ん
に

結
着
し
て
「
よ
し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
は
し
ご
お
こ
せ
、
確
保
ロ
ー
プ
引
け
」
の
号
令
で
は
し
ご
中
央

部
右
側
で
は
し
ご
に
正
対
し
、
一
番
員
と
協
力
し
て
は
し
ご
を
約
七
十
度
の
角
度
に
立
て
な
が
ら
、
上
端
部

が
目
標
点
（
線
）
に
出
る
ま
で
前
進
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
目
標
〇
〇
、
操
作
始
め
」
の
号
令
で
三
連
は
し
ご
を
第
百
四
十
一
条
第
三
号
に

定
め
る
要
領
で
目
標
位
置
の
や
や
手
前
ま
で
搬
送
し
、
同
号
の
「
は
し
ご
ク
レ
ー
ン
作
成
」
の
号
令
で
小
綱

を
二
つ
折
り
に
し
て
は
し
ご
表
面
側
下
部
の
横
さ
ん
中
央
に
巻
き
結
び
、
半
結
び
で
結
着
し
、
こ
れ
に
滑
車

及
び
補
強
用
カ
ラ
ビ
ナ
を
か
け
「
下
部
固
定
滑
車
よ
し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
救
助
ロ
ー
プ
用
意
」
の
号

令
で
救
助
ロ
ー
プ
を
解
き
、
下
部
固
定
滑
車
か
ら
上
部
固
定
滑
車
に
通
し
、
端
末
を
は
し
ご
上
端
横
さ
ん
に

結
着
し
て
「
よ
し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
は
し
ご
お
こ
せ
、
確
保
ロ
ー
プ
引
け
」
の
号
令
で
は
し
ご
中
央

部
右
側
で
は
し
ご
に
正
対
し
、
一
番
員
と
協
力
し
て
は
し
ご
を
約
七
十
度
の
角
度
に
立
て
な
が
ら
、
上
端
部

が
目
標
点
（
線
）
に
出
る
ま
で
前
進
す
る
。

﹇
四
・
五

略
﹈

﹇
四
・
五

同
上
﹈

第
二
百
四
十
七
条

﹇
略
﹈

第
二
百
二
十
七
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
四
十
八
条

﹇
略
﹈

第
二
百
二
十
八
条

﹇
同
上
﹈

第
五
節

﹇
略
﹈

第
五
節

﹇
同
上
﹈

第
二
百
四
十
九
条
〜
第
二
百
五
十
五
条

﹇
略
﹈

第
二
百
二
十
八
条
の
二
〜
第
二
百
二
十
八
条
の
八

﹇
同
上
﹈

第
四
章

濃
煙
中
救
助
操
法

第
四
章

﹇
同
上
﹈

第
一
節

﹇
略
﹈

第
一
節

﹇
同
上
﹈

第
二
百
五
十
六
条

﹇
略
﹈

第
二
百
二
十
九
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
五
十
七
条

﹇
略
﹈

第
二
百
三
十
条

﹇
同
上
﹈

第
４
２
図
〜
第
４
５
図

﹇
略
﹈

第
４
０
図
〜
第
４
３
図

﹇
同
上
﹈

第
二
節

﹇
略
﹈

第
二
節

﹇
同
上
﹈

第
二
百
五
十
八
条
〜
第
二
百
六
十
二
条

﹇
略
﹈

第
二
百
三
十
一
条
〜
第
二
百
三
十
五
条

﹇
同
上
﹈

第
三
節

検
索
救
助
操
法
（
二
）

第
三
節

﹇
同
上
﹈

（
操
法
の
開
始
）

（
操
法
の
開
始
）

第
二
百
六
十
三
条

検
索
救
助
操
法
（
二
）
を
開
始
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
二
百
三
十
六
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
第
二
百
五
十
八
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
に
よ
り
同
号
に
定
め
る
操
作
及
び

合
図
を
行
い
、
進
入
の
姿
勢
を
と
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
第
二
百
三
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
に
よ
り
同
号
に
定
め
る
操
作
及
び

合
図
を
行
い
、
進
入
の
姿
勢
を
と
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
二
百
五
十
八
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
に
よ
り
同
号
に
定
め
る
操
作
及

び
合
図
を
行
い
、
進
入
の
姿
勢
を
と
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
二
百
三
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
に
よ
り
同
号
に
定
め
る
操
作
及

び
合
図
を
行
い
、
進
入
の
姿
勢
を
と
る
。
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四

三
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
二
百
五
十
八
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
命
綱
の
カ
ラ
ビ
ナ
を
二
番
員

の
確
保
ロ
ー
プ
に
か
け
、
安
全
環
を
確
実
に
し
め
た
の
ち
、
進
入
の
姿
勢
を
と
る
。

四

三
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
第
二
百
三
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
命
綱
の
カ
ラ
ビ
ナ
を
二
番
員

の
確
保
ロ
ー
プ
に
か
け
、
安
全
環
を
確
実
に
し
め
た
の
ち
、
進
入
の
姿
勢
を
と
る
。

﹇
五

略
﹈

﹇
五

同
上
﹈

第
二
百
六
十
四
条

﹇
略
﹈

第
二
百
三
十
七
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
六
十
五
条

﹇
略
﹈

第
二
百
三
十
八
条

﹇
同
上
﹈

（
第
二
次
進
入
）

（
第
二
次
進
入
）

第
二
百
六
十
六
条

第
二
次
進
入
を
行
う
に
は
、
次
の
要
領
に
よ
る
。

第
二
百
三
十
九
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
及
び
二
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
、
第
二
百
六
十
四
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
進
入
す
る
。

二

一
番
員
及
び
二
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
、
第
二
百
三
十
七
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
進
入
す
る
。

三

三
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
、
第
二
百
六
十
四
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
進
入
す
る
。

三

三
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
、
第
二
百
三
十
七
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
進
入
す
る
。

四

四
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
、第
二
百
六
十
四
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
確
保
ロ
ー
プ
を
操
作
す
る
。

四

四
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
、第
二
百
三
十
七
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
確
保
ロ
ー
プ
を
操
作
す
る
。

第
二
百
六
十
七
条

﹇
略
﹈

第
二
百
四
十
条

﹇
同
上
﹈

（
救
出
）

（
救
出
）

第
二
百
六
十
八
条

要
救
助
者
を
救
出
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
二
百
四
十
一
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
及
び
二
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
第
二
百
六
十
一
条
第
二
号
及
び
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
救
出

す
る
。

二

一
番
員
及
び
二
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
第
二
百
三
十
四
条
第
二
号
及
び
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
救
出

す
る
。

﹇
三
・
四

略
﹈

﹇
三
・
四

同
上
﹈

（
屋
外
搬
出
）

（
屋
外
搬
出
）

第
二
百
六
十
九
条

救
出
し
た
要
救
助
者
を
屋
外
に
搬
出
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
二
百
四
十
二
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
搬
送
用
意
」
の
号
令
で
、
第
二
百
七
十
六
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者

の
上
体
を
も
ち
、
前
号
の
「
搬
送
始
め
」
の
号
令
で
第
二
百
七
十
七
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者

を
搬
送
す
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
「
搬
送
用
意
」
の
号
令
で
、
第
二
百
四
十
九
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者

の
上
体
を
も
ち
、
前
号
の
「
搬
送
始
め
」
の
号
令
で
第
二
百
五
十
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者
を

搬
送
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
搬
送
用
意
」
の
号
令
で
第
二
百
七
十
六
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者

の
足
部
を
も
ち
、
第
一
号
の
「
搬
送
始
め
」
の
号
令
で
第
二
百
七
十
七
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助

者
を
搬
送
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
「
搬
送
用
意
」
の
号
令
で
第
二
百
四
十
九
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者

の
足
部
を
も
ち
、
第
一
号
の
「
搬
送
始
め
」
の
号
令
で
第
二
百
五
十
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者

を
搬
送
す
る
。

四

三
番
員
は
、
第
一
号
の
「
搬
送
用
意
」
の
号
令
で
第
二
百
七
十
六
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者

の
足
部
前
方
に
位
置
し
、
第
一
号
の
「
搬
送
始
め
」
の
号
令
で
第
二
百
七
十
七
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で

要
救
助
者
の
搬
送
を
誘
導
す
る
。

四

三
番
員
は
、
第
一
号
の
「
搬
送
用
意
」
の
号
令
で
第
二
百
四
十
九
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者

の
足
部
前
方
に
位
置
し
、
第
一
号
の
「
搬
送
始
め
」
の
号
令
で
第
二
百
五
十
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
要

救
助
者
の
搬
送
を
誘
導
す
る
。

五

四
番
員
は
、
第
一
号
の
「
搬
送
用
意
」
の
号
令
で
確
保
ロ
ー
プ
を
整
理
し
て
左
手
に
も
ち
、
要
救
助
者
の

足
部
前
方
に
位
置
し
て
「
よ
し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
搬
送
始
め
」
の
号
令
で
第
二
百
七
十
七
条
第
四
号

に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者
の
搬
送
を
誘
導
す
る
。

五

四
番
員
は
、
第
一
号
の
「
搬
送
用
意
」
の
号
令
で
確
保
ロ
ー
プ
を
整
理
し
て
左
手
に
も
ち
、
要
救
助
者
の

足
部
前
方
に
位
置
し
て
「
よ
し
」
と
合
図
し
、
同
号
の
「
搬
送
始
め
」
の
号
令
で
第
二
百
五
十
条
第
四
号
に

定
め
る
要
領
で
要
救
助
者
の
搬
送
を
誘
導
す
る
。

（
収
納
）

（
収
納
）

第
二
百
七
十
条

要
救
助
者
を
屋
外
搬
出
し
た
の
ち
、
器
具
を
収
納
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
二
百
四
十
三
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
、第
二
百
七
十
八
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者
を
お
ろ
し
た
の
ち
、

第
二
百
六
十
二
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
器
具
を
整
理
し
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
、第
二
百
五
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者
を
お
ろ
し
た
の
ち
、

第
二
百
三
十
五
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
器
具
を
整
理
し
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
、
第
二
百
七
十
八
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者
を
お
ろ
し
た
の

ち
、
第
二
百
六
十
二
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
器
具
を
整
理
し
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
、
第
二
百
五
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
要
救
助
者
を
お
ろ
し
た
の

ち
、
第
二
百
三
十
五
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
器
具
を
整
理
し
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

四

三
番
員
及
び
四
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
、
第
二
百
六
十
二
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
器
具
を
整
理

し
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

四

三
番
員
及
び
四
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
、
第
二
百
三
十
五
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
器
具
を
整
理

し
、
集
合
線
に
も
ど
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



〇

〇

第
四
節

緊
急
救
助
操
法

第
四
節

﹇
同
上
﹈

第
二
百
七
十
一
条

﹇
略
﹈

第
二
百
四
十
四
条

﹇
同
上
﹈

（
進
入
）

（
進
入
）

第
二
百
七
十
二
条

進
入
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
二
百
四
十
五
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
及
び
二
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
第
二
百
五
十
九
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
進
入
す
る
。

二

一
番
員
及
び
二
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
第
二
百
三
十
二
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
進
入
す
る
。

三

三
番
員
は
、
第
二
百
五
十
九
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
確
保
ロ
ー
プ
を
操
作
す
る
。

三

三
番
員
は
、
第
二
百
三
十
二
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
確
保
ロ
ー
プ
を
操
作
す
る
。

（
要
救
助
者
発
見
時
の
処
置
）

（
要
救
助
者
発
見
時
の
処
置
）

第
二
百
七
十
三
条

要
救
助
者
を
発
見
し
た
と
き
は
、
次
の
要
領
に
よ
る
。

第
二
百
四
十
六
条

﹇
同
上
﹈

一

一
番
員
及
び
二
番
員
は
、
第
二
百
六
十
条
第
一
号
に
定
め
る
要
領
に
よ
り
合
図
を
行
う
。

一

一
番
員
及
び
二
番
員
は
、
第
二
百
三
十
三
条
第
一
号
に
定
め
る
要
領
に
よ
り
合
図
を
行
う
。

二

三
番
員
は
、
第
二
百
六
十
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
に
よ
り
合
図
を
行
う
。

二

三
番
員
は
、
第
二
百
三
十
三
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
に
よ
り
合
図
を
行
う
。

（
救
出
）

（
救
出
）

第
二
百
七
十
四
条

要
救
助
者
を
救
出
す
る
に
は
、
次
の
号
令
及
び
要
領
に
よ
る
。

第
二
百
四
十
七
条

﹇
同
上
﹈

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
、
第
二
百
六
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
救
出
す
る
。

二

一
番
員
は
、
前
号
の
号
令
で
、
第
二
百
三
十
四
条
第
二
号
に
定
め
る
要
領
で
救
出
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
、
第
二
百
六
十
一
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
救
出
す
る
。

三

二
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
、
第
二
百
三
十
四
条
第
三
号
に
定
め
る
要
領
で
救
出
す
る
。

四

三
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
、第
二
百
六
十
一
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
確
保
ロ
ー
プ
を
操
作
す
る
。

四

三
番
員
は
、
第
一
号
の
号
令
で
、第
二
百
三
十
四
条
第
四
号
に
定
め
る
要
領
で
確
保
ロ
ー
プ
を
操
作
す
る
。

第
二
百
七
十
五
条

﹇
略
﹈

第
二
百
四
十
八
条

﹇
同
上
﹈

第
五
節

﹇
略
﹈

第
五
節

﹇
同
上
﹈

第
二
百
七
十
六
条

﹇
略
﹈

第
二
百
四
十
九
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
七
十
七
条

﹇
略
﹈

第
二
百
五
十
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
七
十
八
条

﹇
略
﹈

第
二
百
五
十
一
条

﹇
同
上
﹈

第
五
章

座
屈
・
倒
壊
建
物
救
助
操
法

第
五
章

﹇
同
上
﹈

第
一
節

通
則

第
一
節

﹇
同
上
﹈

第
二
百
七
十
九
条

﹇
略
﹈

第
二
百
五
十
二
条

﹇
同
上
﹈

第
二
百
八
十
条

﹇
略
﹈

第
二
百
五
十
三
条

﹇
同
上
﹈

第
４
６
図

﹇
略
﹈

第
４
４
図

﹇
同
上
﹈

第
４
７
図

﹇
略
﹈

第
４
５
図

﹇
同
上
﹈

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

（
操
法
実
施
上
の
留
意
事
項
）

第
二
百
八
十
一
条

第
三
十
四
条
、
第
四
十
一
条
、
第
七
十
六
条
、
第
八
十
九
条
、
第
九
十
四
条
の
三
、
第
百
六

条
の
三
、
第
百
六
条
の
十
及
び
第
百
九
十
六
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
座
屈
・
倒
壊
建
物
救
助
操
法
を
実
施

す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
百
五
十
四
条

第
三
十
四
条
、
第
四
十
一
条
、
第
七
十
六
条
、
第
八
十
九
条
、
第
九
十
四
条
の
三
、
第
百
六

条
の
三
、
第
百
六
条
の
十
及
び
第
百
七
十
六
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
座
屈
・
倒
壊
建
物
救
助
操
法
を
実
施

す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
一
〜
五

略
﹈

﹇
一
〜
五

同
上
﹈

第
二
節

﹇
略
﹈

第
二
節

﹇
同
上
﹈

第
二
百
八
十
二
条
〜
第
二
百
八
十
九
条

﹇
略
﹈

第
二
百
五
十
五
条
〜
第
二
百
六
十
二
条

﹇
同
上
﹈

第
三
節

﹇
略
﹈

第
三
節

﹇
同
上
﹈

第
二
百
九
十
条
〜
第
二
百
九
十
五
条

﹇
略
﹈

第
二
百
六
十
三
条
〜
第
二
百
六
十
八
条

﹇
同
上
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

こ
の
告
示
は
、
令
和
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 (分冊の)



次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 （ 以 下 「 傍 線 部 分 」 と い う 。 ） で こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 部 分 が あ る も の は 、 こ れ を 当 該 傍 線 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 後 欄 に

掲 げ る 規 定 の 傍 線 部 分 で こ れ に 対 応 す る 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 部 分 が な い も の は 、 こ れ を 加 え 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 部 分 で こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 部 分 が な い も の は 、

こ れ を 削 る 。

改 正 後 改 正 前

第１ 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進による農山漁
村の活性化の意義及び目標に関する事項

第１ 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進による農山漁
村の活性化の意義及び目標に関する事項

１ 意義 １ 意義
（略） （略）
以上を踏まえ、農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電は、地域の農林漁業の健
全な発展と調和をとりながら促進する必要がある。また、東日本大震災の津波による被害を
受けた市町村や東京電力福島第一原子力発電所の事故による避難指示の対象となった市町村
（以下「被災市町村」という。）の多くが農山漁村であることに鑑み、農林漁業の健全な発展
と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律（平成25年法律第81号。


以下「法」という。）の運用に当たっては、被災市町村の復興の加速化にも資するよう、手続
の円滑化等に配慮する必要がある。

以上を踏まえ、農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電は、地域の農林漁業の健
全な発展と調和をとりながら促進する必要がある。また、東日本大震災の津波による被害を
受けた市町村や東京電力福島第一原子力発電所の事故による避難指示の対象となった市町村
（以下「被災市町村」という。）の多くが農山漁村であることに鑑み、農林漁業の健全な発展
と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律（以下「法」という。）の
運用に当たっては、被災市町村の復興の加速化にも資するよう、手続の円滑化等に配慮する
必要がある。

（略） （略）
法の運用開始後、平成27年に地球規模の環境危機を反映し、持続可能な開発目標（ＳＤＧ
ｓ）を掲げる「持続可能な開発のための2030アジェンダ」や「パリ協定」が採択された。「パ
リ協定」の発効を契機に世界が脱炭素社会に向けて舵を切り、ＥＳＧ投資などの動きが拡大
している。そうした中で持続可能な社会の実現に向けた貢献として、農山漁村等で発電され
た再生可能エネルギー電気に価値を見いだす企業や消費者等が現れており、この動きは再生
可能エネルギー発電事業による農山漁村活性化を支援するものである。昨今、小売電気事業
において、電気の調達先を明らかにする他にも、ブロックチェーン技術やＩｏＴ技術を活用
し、どの発電所で発電した電気か分かるように農山漁村等で発電した再生可能エネルギー電
気を企業や消費者等へ供給する取組も生まれており、発電所の特色を踏まえた電気の差別化
の取組の進展が期待される。農山漁村で発電された再生可能エネルギー電気の安定的な需要
家を確保し、地域との共生を図りつつ自立化に向かう上でも、電気の差別化や消費者に対す
る価値の訴求に向けた取組は重要である。また、事業者が需要家と直接電力購入契約を結ぶ
ＰＰＡ（Power Purchase Agreement）モデルの取組も行われており、再生可能エネルギー


電気を調達する需要家の役割の重要性は増してきている


。このほか、地域の農林漁業施設に
再生可能エネルギーを供給し、再生可能エネルギーの地産地消と農林水産業のＣＯ２ゼロエ
ミッション化の両立を目指す取組も進んでいる。

法の運用開始後、平成27年に地球規模の環境危機を反映し、持続可能な開発目標（ＳＤＧ
ｓ）を掲げる「持続可能な開発のための2030アジェンダ」や「パリ協定」が採択された。「パ
リ協定」の発効を契機に世界が脱炭素社会に向けて舵を切り、ＥＳＧ投資などの動きが拡大
している。そうした中で持続可能な社会の実現に向けた貢献として、農山漁村等で発電され
た再生可能エネルギー電気に価値を見いだす企業や消費者等が現れており、この動きは再生
可能エネルギー発電事業による農山漁村活性化を支援するものである。昨今、小売電気事業
において、電気の調達先を明らかにする他にも、ブロックチェーン技術やＩｏＴ技術を活用
し、どの発電所で発電した電気か分かるように農山漁村等で発電した再生可能エネルギー電
気を企業や消費者等へ供給する取組も生まれており、発電所の特色を踏まえた電気の差別化
の取組の進展が期待される。農山漁村で発電された再生可能エネルギー電気の安定的な需要
家を確保し、地域との共生を図りつつ自立化に向かう上でも、電気の差別化や消費者に対す
る価値の訴求に向けた取組は重要である。また、事業者が需要家と直接電力購入契約を結ぶ
ＰＰＡ（Power Purchase Agreement）モデルの取組も行われている


。このほか、地域の農

林漁業施設に再生可能エネルギーを供給し、再生可能エネルギーの地産地消と農林水産業の
ＣＯ２ゼロエミッション化の両立を目指す取組も進んでいる。
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農 林 水 産 省

経 済 産 業 省

環 境 省
告 示 第 五 号

農 林 漁 業 の 健 全 な 発 展 と 調 和 の と れ た 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 電 気 の 発 電 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 五 年 法 律 第 八 十 一 号 ） 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 農 林 漁 業 の 健 全 な 発 展 と 調 和 の と れ た 再 生 可 能

エ ネ ル ギ ー 電 気 の 発 電 の 促 進 に よ る 農 山 漁 村 の 活 性 化 に 関 す る 基 本 的 な 方 針 （ 平 成 二 十 六 年
農 林 水 産 省

経 済 産 業 省

環 境 省
告 示 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 変 更 し た の で 、 同 法 第 四 条 第 六 項 に お い て 準 用 す る 同 条 第 五 項 の 規

定 に 基 づ き 公 表 す る 。

令 和 八 年 十 月 九 日 農 林 水 産 大 臣 簗 和 生

経 済 産 業 大 臣 赤 澤 亮 正

環 境 大 臣 笹 川 博 義






さらに、近年は令和６年能登半島地震や令和６年台風第10号などの自然災害が相次ぎ、大
規模な停電も発生した。今後も、気候変動による短時間強雨の頻度の増加や強い台風の増加
等により被害を受ける可能性がある中で、蓄電池を活用した再生可能エネルギー電気の非常
用電源としての確保や、非常時に備えた農林漁業、食料産業や農山漁村におけるエネルギー
源の多層化の手段として、再生可能エネルギーを用いた分散型エネルギーシステムの構築の
重要性が高まりつつある。

さらに、近年は令和６年能登半島地震や令和６年台風第10号などの自然災害が相次ぎ、大
規模な停電も発生した。今後も、気候変動による短時間強雨の頻度の増加や強い台風の増加
等により被害を受ける可能性がある中で、蓄電池を活用した再生可能エネルギー電気の非常
用電源としての確保や、非常時に備えた農林漁業、食料産業や農山漁村におけるエネルギー
源の多層化の手段として、再生可能エネルギーを用いた分散型エネルギーシステムの構築の
重要性が高まりつつある。

また、大規模太陽光発電事業に関する関係閣僚会議（令和７年12月23日）において、大規

模太陽光発電事業（メガソーラー）に関する対策パッケージが決定された。その中で、「営農

型太陽光発電については、農業との両立が図られる望ましい取組を明確化するとともに、地

方公共団体等の関与の下、地域活性化に資する形で推進する。あわせて、農業との両立が図

られない等の不適切な取組に対しては厳格に対応する。」とされている。

このような状況の変化を踏まえながら、自然災害時等のレジリエンス強化や地方創生に資
するエネルギーの地産地消など、新たな時代にふさわしい地域と共生する質の高い再生可能
エネルギー発電事業の促進を図り、農山漁村、地域の活性化を図ることが重要である。

このような状況の変化を踏まえながら、自然災害時等のレジリエンス強化や地方創生に資
するエネルギーの地産地消など、新たな時代にふさわしい地域と共生する質の高い再生可能
エネルギー発電事業の促進を図り、農山漁村、地域の活性化を図ることが重要である。

２ （略） ２ （略）
第２ 農山漁村における農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の
促進のための施策に関する基本的事項

第２ 農山漁村における農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の
促進のための施策に関する基本的事項

１ 国による施策の総合的な推進 １ 国による施策の総合的な推進
（略） （略）
 市町村による基本計画の作成の促進  市町村による基本計画の作成の促進
（略） （略）
このため、国は、モデル事例のノウハウの共有化及び他地域への展開をはじめとする農
山漁村において再生可能エネルギー電気の発電の導入を促進するための国の各種施策の充
実、基本計画の作成に当たり重要な役割を果たすことが期待される協議会（法第６条第１
項に規定する協議会をいう。以下同じ。）の設置・運営に対する助言や必要に応じてオブ


ザーバーとしての参加


等の援助を行う。

このため、国は、モデル事例のノウハウの共有化及び他地域への展開をはじめとする農
山漁村において再生可能エネルギー電気の発電の導入を促進するための国の各種施策の充
実、基本計画の作成に当たり重要な役割を果たすことが期待される協議会（法第６条第１
項に規定する協議会をいう。以下同じ。）の設置・運営に対する助言等の援助を行う。

・ （略） ・ （略）
 再生可能エネルギーの主力電源化に向けた取組  再生可能エネルギーの主力電源化に向けた取組
再生可能エネルギーは、世界的に発電コストが急速に低減し、コスト競争力のある電源
となってきており、導入量が急増している。我が国においても、平成24年７月のＦＩＴ制
度の導入以降、当時10％であった電源構成に占める再生可能エネルギー比率は令和６年度


には約23％


にまで拡大した。特に、我が国は、陸上の平地面積が小さく、洋上は急峻な海
底地形であるなど、地理的制約がある中で、導入容量は再生可能エネルギー全体で世界第
６位となるなど、導入が着実に進展している。

再生可能エネルギーは、世界的に発電コストが急速に低減し、コスト競争力のある電源
となってきており、導入量が急増している。我が国においても、平成24年７月のＦＩＴ制
度の導入以降、当時10％であった電源構成に占める再生可能エネルギー比率は令和４年度


には約22％


にまで拡大した。特に、我が国は、陸上の平地面積が小さく、洋上は急峻な海
底地形であるなど、地理的制約がある中で、導入容量は再生可能エネルギー全体で世界第
６位となるなど、導入が着実に進展している。

（略） （略）
 地域との共生  地域との共生
ＦＩＴ制度の導入を契機とした再生可能エネルギーの急速な導入拡大に伴い、様々な
事業者の参入が進んだ結果、安全面、防災面、景観、生物多様性等の観点における環境
への影響や将来の廃棄等に対する地域の懸念が高まっている。また、太陽光パネルにつ
いては、2030年代後半以降に排出量が顕著に増加すると想定され、計画的な対応が必要

ＦＩＴ制度の導入を契機とした再生可能エネルギーの急速な導入拡大に伴い、様々な
事業者の参入が進んだ結果、安全面、防災面、景観、生物多様性等の観点における環境
への影響や将来の廃棄等に対する地域の懸念が高まっている。また、太陽光パネルにつ
いては、2030年代後半以降に排出量が顕著に増加すると想定され、計画的な対応が必要
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となる。再生可能エネルギーが長期にわたり安定的に発電する電源として、地域や社会
に受け入れられるよう、地域の理解の促進や適正な事業規律の確保に取り組むことが重
要である。

となる。再生可能エネルギーが長期にわたり安定的に発電する電源として、地域や社会
に受け入れられるよう、地域の理解の促進や適正な事業規律の確保に取り組むことが重
要である。

また、大規模太陽光発電事業（メガソーラー）に関する対策パッケージに基づき、関

係省庁連携の下、速やかに施策の実行を進める必要がある。

・ （略） ・ （略）
 木質バイオマス発電等の農山漁村固有の資源を活用した再生可能エネルギーの導入の推
進

 木質バイオマス発電や営農型太陽光発電


等の農山漁村固有の資源を活用した再生可能エ
ネルギーの導入の推進

（略） （略）
このため、土地改良区等が行う小水力発電の導入に関する支援を行い、農村における小
水力発電の普及を図る。

このため、土地改良区等が行う小水力発電の導入に関する支援を行い、農村における小
水力発電の普及を図る。
農地に簡易な構造で、かつ、容易に撤去できる支柱を立てて、一時的に農地を転用し、

上部空間に太陽光発電設備を設置し、営農を継続しながら発電を行うことを営農型太陽光

発電という。営農型太陽光発電は、本来の目的に即して取り組むことで、売電収益由来の

収入、電力の自家消費による光熱費削減等によって農業者の所得が向上し、地域の農業の

振興に資することが期待される。今後とも適切な営農の確保を前提に地域活性化に資する

形でこうした望ましい営農型太陽光発電について導入を進めていく。また、発電設備下に

おける最適な栽培体系の実証や電力の地産地消を含めたモデル的な取組の支援のほか、望

ましい営農型太陽光発電のあり方について、具体的に整理を行う。

一方、営農が適切に行われないなど、営農型太陽光発電の本来の目的から外れている事

例も見られ、農村地域で問題化している。この状況を踏まえ、営農型太陽光発電に係る運

用の厳格化を図るため、令和６年４月に一時転用許可の基準や提出資料等を定めた農地法

施行規則の一部を改正する省令（令和６年農林水産省令第９号）を施行するとともに、制

度の目的、趣旨や具体的な考え方を記載した「営農型太陽光発電に係る農地転用許可制度

上の取扱いに関するガイドライン」（令和６年３月25日付け５農振第2825号農林水産省農村

振興局長通知）を制定したところであり、これら農地法令等に基づき、関係省庁で連携し

ながら、不適切な営農型太陽光発電の解消を図っていく。




営農型太陽光発電の適正化


（新設）
農地に簡易な構造で、かつ、容易に撤去できる支柱を立てて、一時的に農地を農地以外

のものにし、営農が行われる農地の上部空間に設置される太陽光を電気に変換する設備（以

下「営農型太陽光発電設備」という。）を設置し、営農を継続しながら発電を行うことを営

農型太陽光発電という。営農型太陽光発電は、本来、太陽光発電の一種として、エネルギー

の安定的かつ適切な供給の確保及びエネルギーの供給に係る環境への負荷の低減に資する

ことが期待されるとともに、適切な営農の継続が確保されることにより、売電収益、電力

の自家消費による光熱費削減等による農業者の所得向上や、地域農業の振興に資すること

が期待されているものである。このように、地域と共生し、農業との両立が図られる望ま

しい営農型太陽光発電については、地方公共団体等の関与の下、地域活性化に資する形で

推進する。

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一方、既に設置されている営農型太陽光発電設備において、営農が適切に行われないな

ど、営農型太陽光発電の本来の目的からみて不適切な事案も見受けられ、こうした事案は

農村地域で問題化している。このような不適切な事案については、関係省庁で連携しなが

ら、農地法（昭和27年法律第229号）に基づく指導、勧告、命令等の判断基準を明確化す

る、国が確認した不適切な事案について当該勧告、命令等をすることが相当であることを

自治体に通知する等により、不適切な営農型太陽光発電の適正化を図っていく。

このため、国として、営農型太陽光発電の基本理念及び基本理念の実現のために求めら

れる営農型太陽光発電に係る設備の形状・実施の形態を以下のとおり定めることとし、市

町村は、営農型太陽光発電設備を基本計画に位置づける場合は、原則としてこれらを基本

計画に明記するものとする。



営農型太陽光発電の基本理念

営農型太陽光発電は、適切な営農の継続を前提として、農地に簡易な構造で、かつ、

容易に撤去できる支柱を立てて、一時的に農地を農地以外のものにし、営農が行われる

農地の上部空間に太陽光発電設備を設置するものである。このため、営農型太陽光発電

設備の下部の農地（以下「下部の農地」という。）において栽培する農作物の単位面積当

たりの収穫量（以下「単収」という。）が、同じ年産の当該農地が所在する市町村の区域

内の平均的な単収と比較しておおむね２割以上減少するおそれがないものとする必要が

ある（農地法第32条第１項第１号に掲げる農地を利用する場合を除く。）。加えて、次に

掲げる取組とする必要がある。

ア

将来にわたって、食料生産の基盤である農地の機能が維持され、食料安全保障にも

資する取組であること。

イ

発電事業者だけでなく、農業者の所得向上や経営発展に資する取組であること。


ウ

地域と共生し、地域活性化に資する取組であること。




基本理念の実現のために求められる営農型太陽光発電に係る設備の形状・実施の形態

ア

営農に関すること



営農者



地域計画（農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第19条第１項に規

定する地域計画をいう。以下同じ。）の区域内に設置する場合は、営農者が地域計

画に農業を担う者として記載されていること。



栽培に必要な労働力が確実に確保されていること。




下部の農地において栽培する農作物について、年間50万円以上の生産・販売実

績等を有しているなど、業としての農業の持続性が確保されていること。




品目



下部の農地において栽培する農作物が、地域で一般的に栽培され、一般的な販

路が確立されている品目であること。また、「一般的な販路」には一般的に市場価

値が認められないものを発電事業者等が買い取る場合は含まれないことに留意す

ること。なお、これまでの実証研究等によると、米、麦、大豆は、イに掲げる

遮光環境下であっても、適切な栽培管理を前提に、に掲げる単収を確保するこ

とが可能である。



下部の農地において栽培する農作物が、原則として初年度から毎年収穫するこ

とが可能な品目であること。農作物の性質上やむを得ない場合であっても、３年

以内に計画収量を確保できる品目であること。


令
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
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

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
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外
第

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
号
)

官
報






イ

営農型太陽光発電設備に関すること



営農型太陽光発電設備の遮光率（設備直下の農地の面積に対する営農型太陽光発

電設備の投影面積の割合をいう。以下同じ。）が30％未満であること。ただし、当該

設備が遮光率での判定が困難な設備である場合は、下部の農地において栽培する農

作物の生育期間を通じてほ場の全ての地点で日射量の減少率が20％未満であるこ

と。



ほ場からの最低地上高がおおむね３ｍ以上、かつ、農業機械の通路の幅がおおむ

ね４ｍ以上確保されるよう支柱が設置されており、耕作者が農作業を効率的に行う

ことができる空間が確保できていること。



営農型太陽光発電設備の設置により、下部の農地において栽培する農作物の品質

を著しく劣化させるおそれがないこと。


ウ

地域との共生に関すること



協議会が組織されているときは、適切な営農の継続が確保されることにより、地

域農業の振興に資する内容となっているか、当該協議会において協議が調っている

こと。この場合において、当該地域が地域計画の区域内であるときは、当該地域計

画に係る協議の場において、農地の利用の集積その他の農業上の効率的かつ総合的

な利用の確保に支障を生ずるおそれがないとして、営農型太陽光発電の実施につい

て協議が調っていること。



営農者以外の者が発電事業を行う場合において、発電事業者が営農者（当該営農

型太陽光発電における営農者と下部の農地の地権者が異なる場合は、営農者及び地

権者）と合意の上、発電事業者から営農者等に対し、適正な利益還元が行われるこ

と。



保険への加入や自己資金での対応等、営農型太陽光発電設備の損壊等による第三

者への損害に対する補償の方針が明確であること。



土地改良事業の施行や農業経営の規模拡大等の施策の妨げになるおそれがないこ

と。



営農型太陽光発電設備の撤去費用の確保が確実であること。




・

（略） 


・

（略）



国の相談窓口の設置 


国の相談窓口の設置

国は、市町村をはじめとする農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電の関係者
に対し、現場の実情に応じたきめ細やかな援助を行うため、地方農政局、北海道農政事務
所及び内閣府沖縄総合事務局（以下「地方農政局等」という。）に相談窓口を設ける。地方
農政局等は、経済産業局及び地方環境局


と連携を強化しつつ、地域脱炭素ロードマップ（令

和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議決定）等の国の施策について、市町村や設備整備
者等に対し、必要な情報提供や助言等を行う。特に、技術的知見が求められる営農型太陽


光発電に関する取組が行われる場合は、国は、相談窓口を通じたきめ細やかな情報提供や

助言等に努めるものとする。


国は、市町村をはじめとする農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電の関係者
に対し、現場の実情に応じたきめ細やかな援助を行うため、地方農政局、北海道農政事務
所及び内閣府沖縄総合事務局（以下「地方農政局等」という。）に相談窓口を設ける。地方
農政局等は、経済産業局及び地方環境局等の国の地方支分部局


と連携を強化しつつ、地域

脱炭素ロードマップ（令和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議決定）等の国の施策につ
いて、市町村や設備整備者等に対し、必要な情報提供や助言等を行う。



被災市町村の復興に資する取組の実施 


被災市町村の復興に資する取組の実施

（略） （略）
また、福島新エネ社会構想（平成28年９月７日福島新エネ社会構想実現会議決定）につ
いては、福島新エネ社会構想加速化プラン2026


（令和８年９月14日


福島新エネ社会構想実
現会議決定）に基づき、再生可能エネルギーの導入拡大や水素の社会実装に向けた取組を
更に加速していく。

また、福島新エネ社会構想（平成28年９月７日福島新エネ社会構想実現会議決定）につ
いては、福島新エネ社会構想加速化プラン20


（令和６年９月10日


福島新エネ社会構想実
現会議決定）に基づき、再生可能エネルギーの導入拡大や水素の社会実装に向けた取組を
更に加速していく。
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

新たな技術の地域における実装等 


新たな技術の地域における実装等

（略） （略）
脱炭素社会に向けて、新たな脱炭素型製品・技術が開発・実証されており、こうした技
術の社会実装を通じて、地域活性化が促進されていくことが期待される。

脱炭素社会に向けて、新たな脱炭素型製品・技術が開発・実証されており、こうした技
術の社会実装を通じて、地域活性化が促進されていくことが期待される。

また、国は、営農型太陽光発電に関し、新たな技術を含む更なる知見の収集・検証や、
その情報提供等に努めるものとする。
２ （略） ２ （略）

第３ 農林地並びに漁港及びその周辺の水域の農林漁業上の利用と再生可能エネルギー電気の発
電のための利用との調整に関する基本的事項

第３ 農林地並びに漁港及びその周辺の水域の農林漁業上の利用と再生可能エネルギー電気の発
電のための利用との調整に関する基本的事項

（略） （略）
１ 基本的事項 １ 基本的事項
 （略）  （略）
 （略）  （略）
ア～ウ （略） ア～ウ （略）
エ 農地法、酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律（昭和29年法律第182号）、森林法、
漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和25年法律第137号）、海岸法（昭和31年法律第
101号）、自然公園法（昭和32年法律第161号）又は温泉法（昭和23年法律第125号）に基
づく許可又は届出の手続の特例措置を円滑かつ適正に進める観点から、必要に応じ、こ
れらに関する行政事務を所掌する国及び都道府県の担当部局と事前に調整を行うこと。

エ 農地法（昭和27年法律第229号


）、酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律（昭和29年
法律第182号）、森林法、漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和25年法律第137号）、
海岸法（昭和31年法律第101号）、自然公園法（昭和32年法律第161号）又は温泉法（昭
和23年法律第125号）に基づく許可又は届出の手続の特例措置を円滑かつ適正に進める
観点から、必要に応じ、これらに関する行政事務を所掌する国及び都道府県の担当部局
と事前に調整を行うこと。

２ 個別事項 ２ 個別事項
 （略）  （略）
・ （略） ・ （略）


営農型太陽光発電設備の取扱い


（新設）
営農型太陽光発電設備については、農地に簡易な構造で、かつ、容易に撤去できる支
柱を立てて、一時的に農地を農地以外のものにし、営農が行われる農地の上部空間に太
陽光を電気に変換する設備を設置することで、営農を継続しながら発電を行う形態であ
ることを踏まえ、営農型太陽光発電設備の用に供する農用地については、ア及びイに
かかわらず、設備整備区域に含めることを可能とする。
・ （略） ・ （略）

３ （略） ３ （略）
第４ 再生可能エネルギー発電設備の整備と併せて行う農林地の農林業上の効率的かつ総合的な
利用の確保その他の農林漁業の健全な発展に資する取組の促進に関する基本的事項

第４ 再生可能エネルギー発電設備の整備と併せて行う農林地の農林業上の効率的かつ総合的な
利用の確保その他の農林漁業の健全な発展に資する取組の促進に関する基本的事項

１ （略） １ （略）
２ 農林漁業の健全な発展に資する取組の具体例 ２ 農林漁業の健全な発展に資する取組の具体例
基本計画に定める農林漁業の健全な発展に資する取組については、市町村がそれぞれの実
情に応じて個別具体的に定めるものであるが、参考になる取組の例として、以下の取組が挙
げられる。

基本計画に定める農林漁業の健全な発展に資する取組については、市町村がそれぞれの実
情に応じて個別具体的に定めるものであるが、参考になる取組の例として、以下の取組が挙
げられる。

 再生可能エネルギー発電の導入による売電収益等を活用した地域活性化に資する取組  再生可能エネルギー発電の導入による売電収益等を活用した地域活性化に資する取組
 農林地の農林業上の効率的かつ総合的な利用の確保  農林地の農林業上の効率的かつ総合的な利用の確保
（略） （略）
・ 営農型太陽光発電による売電収益の一部を活用した、荒廃農地の再生を促進する取
組

等


・ 発電事業者が売電収益の一部を活用して、太陽光発電設備が整備される区域が含ま
れる地域において無農薬で栽培されるなど特色のある米の販売を都市部において促進
する取組


等
～ （略） ～ （略）

令
和

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

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
日
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日
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
号
)
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報






 地産地消型の再生可能エネルギー導入を促進する取組  地産地消型の再生可能エネルギー導入を促進する取組
（略） （略）
・ 再生可能エネルギー発電設備の整備に併せて蓄電池、地域マイクログリッド、ＶＥＭ
Ｓ等を整備し、平常時は農林漁業関連施設へ発電した電力を供給することで施設の電気
料金の削減や脱炭素化を推進するとともに、災害等による大規模停電時には避難所等に
も電力を供給する取組

・ 再生可能エネルギー発電設備の整備に併せて蓄電池、地域マイクログリッド、ＶＥＭ
Ｓ等を整備し、平常時は農林漁業関連施設へ発電した電力を供給することで施設の電気
料金の削減や脱炭素化を推進するとともに、災害等による大規模停電時には避難所等に
も電力を供給する取組 等


・

営農型太陽光発電により発電した電力を隣接する農業用ハウス、植物工場等に供給し、

営農コストの削減や脱炭素化に資する取組


等


３ 農林地の農林業上の効率的かつ総合的な利用の確保を図る区域を定める場合の留意事項 ３ 農林地の農林業上の効率的かつ総合的な利用の確保を図る区域を定める場合の留意事項
市町村は、農林漁業の健全な発展に資する取組として、再生可能エネルギー発電設備の整
備と併せて農林地の農林業上の効率的かつ総合的な利用の確保を図る区域を定める場合に
は、地域計画


との整合性を図るなど、当該市町村の農林業の発展方向を踏まえつつ、当該区
域の設定及び当該区域において実施する具体的な取組の決定を行うものとする。

市町村は、農林漁業の健全な発展に資する取組として、再生可能エネルギー発電設備の整
備と併せて農林地の農林業上の効率的かつ総合的な利用の確保を図る区域を定める場合に
は、農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第19条第１項に規定する地域計画（以


下「地域計画」という。


）との整合性を図るなど、当該市町村の農林業の発展方向を踏まえつ
つ、当該区域の設定及び当該区域において実施する具体的な取組の決定を行うものとする。

４ （略） ４ （略）
第５ その他の基本計画の作成に関する基本的事項 第５ その他の基本計画の作成に関する基本的事項
１ 基本計画の作成に関する留意事項 １ 基本計画の作成に関する留意事項
第１から第４までに定めるもののほか、市町村は、基本計画の作成（基本計画の変更を含
む。以下同じ。）に当たっては、以下の事項に留意するものとする。

第１から第４までに定めるもののほか、市町村は、基本計画の作成（基本計画の変更を含
む。以下同じ。）に当たっては、以下の事項に留意するものとする。

 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進による農山
漁村の活性化に関する方針

 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進による農山
漁村の活性化に関する方針

当該市町村の未利用資源の賦存状況や土地の利用状況、再生可能エネルギー電気の発電
の導入可能性、農林漁業の生産活動への影響、自然環境の保全や景観との調和への配慮の
必要性等を踏まえ、地域の関係者の理解を得ながら適切に定めるものとする。また、農山
漁村に存在する未利用資源を活用した農山漁村の活性化に向けた他の方策との整合性の確
保を図るよう努めるものとする。

当該市町村の未利用資源の賦存状況や土地の利用状況、再生可能エネルギー電気の発電
の導入可能性、農林漁業の生産活動への影響、自然環境の保全や景観との調和への配慮の
必要性等を踏まえ、地域の関係者の理解を得ながら適切に定めるものとする。また、農山
漁村に存在する未利用資源を活用した農山漁村の活性化に向けた他の方策との整合性の確
保を図るよう努めるものとする。

なお、基本計画に位置付ける再生可能エネルギー発電設備が営農型太陽光発電設備であ

る場合、第２の１及びに従い、当該市町村における営農型太陽光発電の基本理念及

び基本理念の実現のために求められる営農型太陽光発電に係る設備の形状・実施の形態に

ついて記載することとする。なお、複数年の試験栽培結果等から公的機関及び大学並びに

それらが設置する研究機関が得た科学的根拠に基づき基本理念の着実な実現が確保される

場合には、国及び都道府県の助言に基づき、基本理念の実現のために求められる営農型太

陽光発電に係る設備の形状・実施の形態（第２の１ウを除く。）について、市町村が農

業・農村の振興の方針や経営形態の特色・多様性に応じて特例的な対応を定めることがで

きる。また、都道府県の機関と試験的栽培を行う場合も、同様に特例を設けることができ

る。


令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






 設備整備区域  設備整備区域
（略） （略）
また、設備整備区域に漁港区域以外の水域を含めようとするときは、船舶の交通の確保
やその水域周辺の適正な利用の確保又は国土の保全の観点から、港湾、海岸及び河川の行
政事務を所掌する国及び地方公共団体の担当部局と事前に調整を行うよう努めるととも
に、再生可能エネルギー発電設備の整備をするに当たり必要最小限の範囲とするものとす
る。

また、設備整備区域に漁港区域以外の水域を含めようとするときは、船舶の交通の確保
やその水域周辺の適正な利用の確保又は国土の保全の観点から、港湾、海岸及び河川の行
政事務を所掌する国及び地方公共団体の担当部局と事前に調整を行うよう努めるととも
に、再生可能エネルギー発電設備の整備をするに当たり必要最小限の範囲とするものとす
る。

基本計画に位置付ける再生可能エネルギー発電設備が営農型太陽光発電設備の場合の設

備整備区域の設定に当たっては、位置等からみて、営農型太陽光発電設備の周辺の農地の

効率的な利用、農業用用排水施設の機能等に支障を及ぼすおそれがないと認められる区域

とするものとする。特に農用地区域内の農用地においては、農業振興地域整備計画（農業

振興地域の整備に関する法律第８条第１項又は第９条第１項の規定により定められた農業

振興地域整備計画をいう。以下同じ。）の達成に支障を及ぼすおそれがないよう、以下の事

項に留意するものとする。



農用地区域内における農用地の集団化、農作業の効率化その他土地の農業上の効率的

かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがないこと。



農業振興地域整備計画に位置付けられた土地改良事業の施行や農業経営の規模拡大等

の施策の妨げになるおそれがないこと。

また、営農型太陽光発電はこれが不適切に実施された場合、単収及び作業効率の一定以

上の低下を招くおそれや、将来的な土地改良事業の施行や農業経営の規模拡大等の施策の

妨げになるおそれがあることなどを踏まえ、良好な営農条件を備えた農地を確保する観点

等から、営農型太陽光発電設備の設置が適当でないと市町村が判断した農用地区域内の農

用地については、設備整備区域に含めることはできない。

～ （略） ～ （略）
２ 基本計画の作成についての提案に関する留意事項 ２ 基本計画の作成についての提案に関する留意事項

市町村に対し基本計画の作成について提案しようとする設備整備者は、再生可能エネル
ギー発電設備の整備を行おうとする地域、発電設備の種類、規模、提案しようとする発電設


備が営農型太陽光発電設備の場合は下部の農地において栽培する農作物


等の当該整備の内容
及び当該整備と併せて行う農林漁業の健全な発展に資する取組の内容並びに基本計画の作成
を提案する理由を書面により明らかにした上で、提案を行うものとする。

市町村に対し基本計画の作成について提案しようとする設備整備者は、再生可能エネル
ギー発電設備の整備を行おうとする地域、発電設備の種類、規模等の当該整備の内容及び当
該整備と併せて行う農林漁業の健全な発展に資する取組の内容並びに基本計画の作成を提案
する理由を書面により明らかにした上で、提案を行うものとする。

（略） （略）
３・４ （略） ３・４ （略）
５ 基本計画の公表に関する留意事項 ５ 基本計画の公表に関する留意事項
市町村は、基本計画を作成したときは、当該市町村の公報やホームページへの掲載等によ
り、遅滞なく、これを公表するよう努めなければならない。また、基本計画の内容について、
広く関係者への周知を行うよう努めるものとする。

市町村は、基本計画を作成したときは、当該市町村の公報やホームページへの掲載等によ
り、遅滞なく、これを公表するよう努めなければならない。また、基本計画の内容について、
広く関係者への周知を行うよう努めるものとする。

なお、基本計画に位置付ける再生可能エネルギー発電設備が営農型太陽光発電設備の場合、

基本計画に営農型太陽光発電の基本理念及び基本理念の実現のために求められる営農型太陽

光発電に係る設備の形状・実施の形態を示すこととなることから、遅滞なく公表することに

つき特に留意するものとする。

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６ 協議会の運営に関する留意事項 ６ 協議会の運営に関する留意事項
（略） （略）
 （略）  （略）
 協議会の主な協議事項  協議会の主な協議事項
・ （略） ・ （略）
 （略）  （略）
ア （略） ア （略）
イ 再生可能エネルギー発電事業への農林漁業者等、地域住民、地元の施工業者等の参
加（例：地域の再生可能エネルギーファンドへの出資、地元企業による発電設備の設
置工事やメンテナンスの請負等）

イ 再生可能エネルギー発電事業への農林漁業者等、地域住民、地元の施工業者等の参
加（例：地域の再生可能エネルギーファンドへの出資、営農型太陽光発電設備の下部


の農地における営農の適切な継続


、地元企業による発電設備の設置工事やメンテナン
スの請負等）

ウ （略） ウ （略）
エ

基本計画に位置付ける再生可能エネルギー発電設備が営農型太陽光発電設備である

場合にあっては、適切な営農の継続が確保されることによる地域農業の振興（例：下

部の農地における営農の状況、営農者等への利益還元の状況、利益還元を活用した地

域の取組等）


（新設）

 （略）  （略）
 （略）  （略）
７ 設備整備計画の認定に関する留意事項 ７ 設備整備計画の認定に関する留意事項
 （略）  （略）
 認定手続  認定手続
（略） （略）
 （略）  （略）
 計画作成市町村による認定  計画作成市町村による認定
計画作成市町村は、設備整備計画の認定の申請があった場合には、
・

当該設備整備計画の内容が基本計画に適合するものであるか


・

必要な資金の確保、設備整備計画に関係する地権者の同意の取付けがなされている

か

・

申請に係る事業が電気事業法第２条第１項第17号に規定する電気事業者の電力系統

に連系する場合は、連系に係る契約を締結する見込みがあるか

・

ＦＩＴ制度及びＦＩＰ制度における事業計画認定等がなされているか（ただし、設

備整備計画の申請が出力10以上の太陽光発電設備の整備に関するものである場合を

除く。


）
などについて確認することにより、当該設備整備計画


が実施される見込みが確実である
かを判断した上で、認定の是非を判断するものとする。
特に、設備整備計画の申請が営農型太陽光発電設備の整備に関するものである場合は、

・

営農型太陽光発電設備の設置により、下部の農地において栽培する農作物の品質を

著しく劣化させるおそれがないか


計画作成市町村は、設備整備計画の認定の申請があった場合には、当該設備整備計画


の内容が基本計画に適合するものであるか、また、必要な資金の確保、設備整備計画に

関係する地権者の同意の取付け、ＦＩＴ制度及びＦＩＰ制度における事業計画認定等の

状況について確認するなどにより当該設備整備計画


が実施される見込みが確実であるか
を判断した上で、認定の是非を判断するものとする。なお、の都道府県知事等に対す


る協議、同意等を経て認定された設備整備計画（以下「


認定設備整備計画」という。


）に
従って農地を農地以外のものにする場合や、開発行為を行う場合等には、各個別法の許
可があったものとみなされることに留意するものとする。ただし、計画作成市町村が農
地法第４条第１項に規定する指定市町村である場合は、都道府県知事の同意を得ていな
くても、法第７条第４項第１号に掲げる行為が記載された設備整備計画については、当
該計画作成市町村の認定をもって、農地法の許可があったものとみなされる。この場合
において、当該計画作成市町村は、当該設備整備計画を認定しようとするときは、農業
委員会の意見を聴かなければならないことに留意する必要がある。

令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






・

営農型太陽光発電設備の撤去費用の確保が書面により確実となっているか


・

毎年、営農型太陽光発電設備に係る認定設備整備計画（の都道府県知事等に対す

る協議、同意等を経て認定された設備整備計画をいう。以下同じ。）の実施状況に関す

る報告書が確実かつ適切に提出されるか

についても確認した上で認定の是非を判断するものとする。なお、設備整備計画の認定

に際し、必要に応じて国及び都道府県の助言等を受けることができる。

営農型太陽光発電に係る設備整備計画の認定に当たっては、当該設備整備計画を実施

すべき期間（以下「認定実施期間」という。）を定めるものとする。また、設備整備者が

認定実施期間満了後も継続して発電事業を行おうとする場合は、改めて設備整備計画を

作成し、期間満了までに市町村の認定を受ける必要があることに留意するものとする。

ただし、当該設備整備者が市町村からの指導を受けたにもかかわらず必要な改善措置

が講じられず、又は改善されていない場合において、当該設備整備者による既存の設備

整備計画についての改めての認定の申請があったときは、当該設備整備計画の認定をし

ないものとする。

なお、認定設備整備計画に従って農地を農地以外のものにする場合や、開発行為を行
う場合等には、各個別法の許可があったものとみなされることに留意するものとする。
ただし、計画作成市町村が農地法第４条第１項に規定する指定市町村である場合は、都
道府県知事の同意を得ていなくても、法第７条第４項第１号に掲げる行為が記載された
設備整備計画については、当該計画作成市町村の認定をもって、農地法の許可があった
ものとみなされる。この場合において、当該計画作成市町村は、当該設備整備計画を認
定しようとするときは、農業委員会の意見を聴かなければならないことに留意する必要
がある。

 認定の取消し  認定の取消し
計画作成市町村は、設備整備計画の認定を受けた者（以下「認定設備整備者」という。）
が認定設備整備計画に従って再生可能エネルギー発電設備の整備や農林漁業関連施設の整
備を行っていないと認める場合には、その認定を取り消すことができる。また、農林漁業
関連施設の整備以外の農林漁業の健全な発展に資する取組を十分実施していないと認める
場合や、認定設備整備計画に故意又は重大な過失により虚偽の記載が行われた場合、営農


型太陽光発電設備に係る認定設備整備計画にあってはの指導等にもかかわらず必要な改

善措置が講じられず、又は改善されていない場合、認定実施期間満了後、設備整備計画の

再認定が行われなかった場合等


、認定設備整備計画の確実な実施が見込まれないなどによ
り認定の根拠が失われたと認める場合には、必要に応じ農業委員会等関係者の意見を聴取


した上で、法第８条第３項に基づき


、その認定を取り消すことができる。

計画作成市町村は、設備整備計画の認定を受けた者（以下「認定設備整備者」という。）
が認定設備整備計画に従って再生可能エネルギー発電設備の整備や農林漁業関連施設の整
備を行っていないと認める場合には、その認定を取り消すことができる。また、これ以外


の場合において


、農林漁業関連施設の整備以外の農林漁業の健全な発展に資する取組を十
分実施していないと認める場合や、認定設備整備計画に故意又は重大な過失により虚偽の
記載が行われた場合をはじめ


、認定設備整備計画の確実な実施が見込まれないなどにより

認定の根拠が失われたと認める場合には、その認定を取り消すことができる。

 認定設備整備者に対する指導及び助言  認定設備整備者に対する指導及び助言
計画作成市町村は、認定設備整備者に対し、認定設備整備計画に従って行われる再生可
能エネルギー発電設備の整備及び農林漁業の健全な発展に資する取組の適確な実施に関し
必要な指導及び助言を行うものとする。また、下部の農地において栽培する農作物の単収


が、同じ年産の当該農地が所在する市町村の区域内の平均的な単収と比較して、おおむね

２割以上減少している場合や、下部の農地において栽培する農作物と同一品目の生育段階

と比較して生育状況に支障がみられる場合等、営農の適切な継続が確保されなくなったと

き、又はこれが確保されないと見込まれるときには、認定設備整備者に対して、必要な改

善措置を講ずるよう指導を行うものとする。


計画作成市町村は、認定設備整備者に対し、認定設備整備計画に従って行われる再生可
能エネルギー発電設備の整備及び農林漁業の健全な発展に資する取組の適確な実施に関し
必要な指導及び助言を行うものとする。
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近
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、
台
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の
接
近
や
上
陸
、
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中
豪
雨
、
大
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模
地
震
等
に
よ
る
自
然
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が
多
発
し
て
い
る
中
で
、

自
然
条
件
の
厳
し
い
農
山
漁
村
は
自
然
災
害
に
脆
弱
で
あ
り
、
発
電
設
備
の
設
置
に
当
た
っ
て
は
、
気
象
条

件
や
土
地
条
件
、
既
設
の
建
造
物
や
土
木
構
造
物
等
を
利
用
す
る
場
合
は
そ
の
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久
性
や
健
全
性
を
十
分
に

把
握
し
た
上
で
、
関
係
す
る
法
令
や
基
準
に
合
致
し
た
も
の
と
す
る
。
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設
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ま
た
、
災
害
発
生
の
リ
ス
ク
を
想
定
し
た
対
応
を
あ
ら
か
じ
め
定
め
て
お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
。

ま
た
、
災
害
発
生
の
リ
ス
ク
を
想
定
し
た
対
応
を
あ
ら
か
じ
め
定
め
て
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く
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特
に
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太
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発
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で
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な
お
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去
に
係
る
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用
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ま
え
、
適
正
な
額
を
算
定
す
る
も
の
と
す
る
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ま
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一
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第
二
号
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二
、
第
二
号
の
四
、
第
二
号
の
六
関
係
）

別
表
第
一
（
第
二
号
の
二
、
第
二
号
の
四
、
第
二
号
の
六
関
係
）

一
〜
五
十
二

（
略
）

一
〜
五
十
二

（
略
）

五
十
三

プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
っ
て
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の

五
十
三

プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
っ
て
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の

イ
・
ロ

（
略
）

イ
・
ロ

（
略
）

ハ

関
税
定
率
法
別
表
第
八
四
・
五
六
項
、
八
四
・
五
七
項
、
第
八
四
・
五
八
項
、
第
八
四
・
五
九
項
、
第

八
四
・
六
〇
項
、
第
八
四
・
六
一
項
、
第
八
四
・
六
二
項
、
第
八
四
・
六
三
項
、
第
八
四
・
六
四
項
又
は

第
八
四
・
六
五
項
に
該
当
す
る
貨
物
の
数
値
制
御
に
用
い
ら
れ
る
も
の
（
第
二
十
九
号
又
は
第
四
十
五
号

に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）

（
新
設
）

附

則

こ
の
告
示
は
、
令
和
八
年
十
月
十
六
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
こ
の
告
示
に
よ
る
改
正
後
の
平
成
二
十
二
年
経
済
産
業
省
告
示
第
九
十
三
号
別
表
第
一
の
第
五
十
三
号
ハ
の
規
定
に
つ
い
て
は
、
こ
の
告
示
の
施
行
の
日
以
後
に
開
始
さ

れ
る
役
務
取
引
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

そ

の

他

告

示

防
災
庁
の
庁
舎

対
象
施
設
の
敷
地

東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
一
丁
目
六
番
（
次
の
図
面
に
示
す
部
分
に
限
る
。）

対
象
施
設
に
係
る
対

象
施
設
周
辺
地
域

東
京
都
千
代
田
区

平
河
町
二
丁
目
、
隼
町
、
永
田
町
一
丁
目
及
び
二
丁
目
、
霞
が
関

一
丁
目
か
ら
三
丁
目
ま
で
、
日
比
谷
公
園
並
び
に
内
幸
町
二
丁
目

東
京
都
港
区

西
新
橋
一
丁
目
及
び
二
丁
目
、
愛
宕
一
丁
目
及
び
二
丁
目
、
虎
ノ

門
一
丁
目
、二
丁
目
、三
丁
目（
次
の
図
面
に
示
す
部
分
に
限
る
。）、

四
丁
目
及
び
五
丁
目
（
次
の
図
面
に
示
す
部
分
に
限
る
。）、
六
本

木
一
丁
目
、
二
丁
目
及
び
三
丁
目
（
次
の
図
面
に
示
す
部
分
に
限

る
。）、
赤
坂
一
丁
目
か
ら
五
丁
目
ま
で
及
び
六
丁
目
（
次
の
図
面

に
示
す
部
分
に
限
る
。）並
び
に
元
赤
坂
一
丁
目
（
次
の
図
面
に
示

す
部
分
に
限
る
。）

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
〇
内
閣
官
房
告
示
第
三
号

重
要
施
設
の
周
辺
地
域
の
上
空
に
お
け
る
小
型
無
人
機
等
の
飛
行
の
禁
止
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第

九
号
）
第
三
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
対
象
施
設
の
敷
地
及
び
当
該
対
象
施
設
に
係
る
対
象
施
設
周

辺
地
域
を
次
の
と
お
り
指
定
す
る
。

令
和
八
年
十
月
九
日

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

〇
経
済
産
業
省
告
示
第
百
三
十
一
号

外
国
為
替
令
（
昭
和
五
十
五
年
政
令
第
二
百
六
十
号
）
第
十
八
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
二
年
経
済
産
業
省
告
示
第
九
十
三
号
（
外
国
為
替
令
第
十
八
条
第
三
項
の
経
済
産
業
大
臣
が
指
定
す
る
役
務
取
引
等
）
の
一
部
を
次

の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

令
和
八
年
十
月
九
日

経
済
産
業
大
臣

赤
澤

亮
正





備 考
一 「 次 の 図 面 」 は 省 略 し 、 そ の 図 面 を 防 災 庁 に 備 え 置 い て 縦 覧 に 供 す る と と も に 、 イ ン

タ ー ネ ッ ト の 利 用 に よ り 公 表 す る 。

二 側 端 の 一 方 の み が こ の 表 の 対 象 施 設 に 係 る 対 象 施 設 周 辺 地 域 の 項 下 欄 に 掲 げ る 区 域 に

含 ま れ る 道 路 （ 道 路 交 通 法 （ 昭 和 三 十 五 年 法 律 第 百 五 号 ） 第 二 条 第 一 項 第 一 号 に 規 定 す

る 道 路 を い う 。 以 下 こ の 号 に お い て 同 じ 。 ） の 区 間 の う ち 当 該 区 域 に 含 ま れ な い 道 路 の 部

分 及 び 側 端 の 少 な く と も 一 方 が 当 該 区 域 に 接 す る 道 路 の 区 間 並 び に こ れ ら の 道 路 の 区 間

に 接 す る 交 差 点 は 、 対 象 施 設 周 辺 地 域 に 含 ま れ る も の と す る 。

三 側 端 の 少 な く と も 一 方 が こ の 表 の 対 象 施 設 に 係 る 対 象 施 設 周 辺 地 域 の 項 下 欄 に 掲 げ る

区 域 に 接 す る 水 面 及 び 線 路 敷 の 区 間 は 、 対 象 施 設 周 辺 地 域 に 含 ま れ る も の と す る 。

四 こ の 表 下 欄 に 掲 げ る 行 政 区 画 そ の 他 の 区 域 に 変 更 が あ っ て も 、 対 象 施 設 の 敷 地 及 び 対

象 施 設 に 係 る 対 象 施 設 周 辺 地 域 は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

附 則

こ の 告 示 は 、 防 災 庁 設 置 法 （ 令 和 八 年 法 律 第 六 十 一 号 ） の 施 行 の 日 （ 令 和 八 年 十 一 月 二 日 ） か ら 施

行 す る 。

１ 電気通信業務用伝搬障害防止区域

区分
伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

１  千葉県茂原市茂原533１
（8150）

北緯35度25分38秒東経140度17分47秒の地点と北緯35
度21分33秒東経140度21分30秒の地点を結ぶ直線を中
心線として、その両側それぞれ50メートル以内の区域
及び北緯35度21分29秒東経140度21分33秒の地点と北
緯35度21分07秒東経140度21分54秒の地点を結ぶ直線
を中心線として、その両側それぞれ50メートル以内の
区域

 千葉県長生郡一宮町大字一
宮字爪切6528 （10760）

２  奈良県吉野郡十津川村大字
旭575３ （52350）

北緯34度06分40秒東経135度49分31秒の地点と北緯34
度06分24秒東経135度49分44秒の地点を結ぶ直線を中
心線として、その両側それぞれ50メートル以内の区域

 奈良県吉野郡十津川村大字
旭577１ （103850）

３  奈良県吉野郡十津川村大字
旭577１ （103850）

北緯34度06分22秒東経135度49分46秒の地点と北緯34
度08分27秒東経135度49分32秒の地点を結ぶ直線を中
心線として、その両側それぞれ50メートル以内の区域

 奈良県吉野郡十津川村大字
旭702 （131400）

４  奈良県高市郡明日香村大字
冬野338 （70300）

北緯34度27分24秒東経135度51分30秒の地点と北緯34
度08分33秒東経135度49分32秒の地点を結ぶ直線を中
心線として、その両側それぞれ50メートル以内の区域

 奈良県吉野郡十津川村大字
旭702 （131350）

５  大阪府和泉市室堂町675
（14300）

北緯34度28分04秒東経135度28分17秒の地点と北緯34
度32分59秒東経135度24分34秒の地点を結ぶ直線を中
心線として、その両側それぞれ50メートル以内の区域 大阪府高石市高砂３１

（5200）

２ 放送業務用伝搬障害防止区域

区分
伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

１  東京都港区六本木６９
１ （27400）

北緯35度39分39秒東経139度43分46秒の地点と北緯35
度43分46秒東経139度43分06秒の地点を結ぶ直線を中
心線として、その両側それぞれ50メートル以内の区域 東京都豊島区東池袋３１

（27050）

２  東京都豊島区東池袋３１
（27050）

北緯35度43分46秒東経139度43分06秒の地点と北緯35
度42分36秒東経139度48分38秒の地点を結ぶ直線を中
心線として、その両側それぞれ50メートル以内の区域 東京都墨田区押上１１

２ （43450）

３ 人命・財産の保護用伝搬障害防止区域

区分
伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

１  東京都新宿区市谷本村町
５１ （22700）

北緯35度41分36秒東経139度43分36秒の地点と北緯35
度39分58秒東経139度41分46秒の地点を結ぶ直線を中
心線として、その両側それぞれ50メートル以内の区域 東京都渋谷区神南２２

１ （12520）

２  広島県呉市西中央１３
25 （5100）

北緯34度14分48秒東経132度33分25秒の地点と北緯34
度14分57秒東経132度34分22秒の地点を結ぶ直線を中
心線として、その両側それぞれ50メートル以内の区域 広島県呉市広町字馬離場

2123727及び広町字馬離場
21237115 （83700）

４ 電気供給業務用伝搬障害防止区域

区分
伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

１  広島県広島市中区小町４
33 （8940）

北緯34度23分19秒東経132度27分21秒の地点と北緯34
度25分27秒東経132度32分36秒の地点を結ぶ直線を中
心線として、その両側それぞれ50メートル以内の区域 広島県広島市東区馬木町字

釜ノ上10846 （62860）

２  広島県広島市東区馬木８
508５ （22320）

北緯34度26分20秒東経132度32分16秒の地点と北緯34
度25分38秒東経132度32分35秒の地点を結ぶ直線を中
心線として、その両側それぞれ50メートル以内の区域 広島県広島市東区馬木町字

釜ノ上10846 （62860）

令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

〇 総 務 省 告 示 第 三 百 八 十 一 号

電 波 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 百 三 十 一 号 ） 第 百 二 条 の 二 第 二 項 及 び 電 波 法 施 行 令 （ 平 成 十 三 年 政 令

第 二 百 四 十 五 号 ） 第 八 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 次 の と お り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 。

令 和 八 年 十 月 九 日 総 務 大 臣 藤 井 比 早 之






一

昭
和
五
十
六
年
郵
政
省
告
示
第
三
百
二
号
（
伝
搬
障
害
防
止
区
域
を
指
定
す
る
件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

公
衆
通
信
障
害
防
止
区
域
以
外
の
伝
搬
障
害
防
止
区
域

﹇
同
上
﹈

当
該
伝
搬
障
害
防
止
区
域
の
範
囲

当
該
伝
搬
障
害
防
止
区
域
の
範
囲

区
別

重
要

無
線

通
信

の
種

類

当
該
伝
搬
障
害
防

止
区
域
に
係
る
無

線
局
の
空
中
線
又

は
無
給
電
中
継
装

置
の
設
置
場
所
及

び
海
抜
高
（
メ
ー

ト
ル
）（
海
抜
高
は

括
弧
内
に
示
す
。）

電
波
伝
搬
路

の
地
上
投
影

面
の
中
心
線

と
防
止
区
域

の
外
縁
と
の

交
点
の
位
置

（
中
心
線
上
、

上
の
欄
の

に
掲
げ
る
空

中
線
又
は
無

給
電
中
継
装

置
か
ら
の
平

面
距
離
（
キ

ロ
メ
ー
ト

ル
）
で
示

す
。）

上
の
欄

に
掲
げ

る
交
点

を
結
ぶ

線
分
の

両
側
そ

れ
ぞ
れ

の
幅
（

メ
ー
ト

ル
）

当
該
区
域
に
係
る
地
域
の
名
称

区
別

重
要

無
線

通
信

の
種

類

当
該
伝
搬
障
害
防

止
区
域
に
係
る
無

線
局
の
空
中
線
又

は
無
給
電
中
継
装

置
の
設
置
場
所
及

び
海
抜
高
（
メ
ー

ト
ル
）（
海
抜
高
は

括
弧
内
に
示
す
。）

電
波
伝
搬
路

の
地
上
投
影

面
の
中
心
線

と
防
止
区
域

の
外
縁
と
の

交
点
の
位
置

（
中
心
線
上
、

上
の
欄
の

に
掲
げ
る
空

中
線
又
は
無

給
電
中
継
装

置
か
ら
の
平

面
距
離
（
キ

ロ
メ
ー
ト

ル
）
で
示

す
。）

上
の
欄

に
掲
げ

る
交
点

を
結
ぶ

線
分
の

両
側
そ

れ
ぞ
れ

の
幅
（

メ
ー
ト

ル
）

当
該
区
域
に
係
る
地
域
の
名
称

一

削
除

一

放
送

業
務

用

長
野
県
松
本

市
深
志
一
丁
目

二
番
一
一
号

（
六
四
〇
・
三
）

長
野
県
松
本

市
大
字
岡
田
町

字
田
溝
田
溝
入

八
六
八

（
八
六
五
・
五
）

〇二

五
〇

長
野
県

松
本
市

深
志
一
丁
目
、中
央
一
丁
目
、

大
手
二
丁
目
、
城
西
一
丁
目
、
同
二

丁
目
、
蟻
ケ
崎
一
丁
目
、同
二
丁
目
、

同
四
丁
目

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
〇
総
務
省
告
示
第
三
百
八
十
二
号

電
波
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）
第
百
二
条
の
二
第
四
項
及
び
電
波
法
施
行
令
（
平
成
十
三
年
政
令
第
二
百
四
十
五
号
）
第
八
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
昭
和
五
十
六
年
郵
政
省
告
示
第
三
百
二
号
（
伝
搬
障
害
防
止
区

域
を
指
定
す
る
件
）
等
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

令
和
八
年
十
月
九
日

総
務
大
臣

藤
井
比
早
之





﹇
二
・
三

略
﹈

﹇
二
・
三

同
上
﹈

四

電
気

供
給

業
務

用

長
野
県
松
本

市
中
央
四
丁
目

一
番
一
七
号

（
六
四
二
・
五
）

長
野
県
東
筑

摩
郡
朝
日
村
古

見
三
二
四
六

（
八
三
九
）

〇五

五
〇

長
野
県

松
本
市

中
央
三
丁
目
、
同
四
丁
目
、

埋
橋
一
丁
目
、
深
志
三
丁
目
、
本
庄

一
丁
目
、
同
二
丁
目
、庄
内
一
丁
目
、

中
条
、
筑
摩
井
川
城
、
鎌
田
、
征
矢

野
、
高
宮
、
石
芝
町
東
、石
芝
町
西
、

笹
賀
下
二
子

四

電
気

供
給

業
務

用

長
野
県
松
本

市
中
央
四
丁
目

一
番
一
七
号

（
六
四
二
・
五
）

長
野
県
東
筑

摩
郡
朝
日
村
古

見
三
二
四
六

（
八
三
九
）

〇五

五
〇

長
野
県

松
本
市

中
央
三
丁
目
、
同
四
丁
目
、

埋
橋
一
丁
目
、
深
志
三
丁
目
、
本
庄

一
丁
目
、
同
二
丁
目
、庄
内
一
丁
目
、

中
条
、
筑
摩
井
川
城
、
鎌
田
、
征
矢

野
、
高
宮
、
石
芝
町
東
、石
芝
町
西
、

笹
賀
下
二
子

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

五

削
除

二

昭
和
五
十
七
年
郵
政
省
告
示
第
三
百
六
号
（
電
波
法
等
の
規
定
に
よ
り
伝
搬
障
害
防
止
区
域
を
指
定
す
る
件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

公
衆
通
信
障
害
防
止
区
域
以
外
の
伝
搬
障
害
防
止
区
域

二

﹇
同
上
﹈

当
該
伝
搬
障
害
防
止
区
域
の
範
囲

当
該
伝
搬
障
害
防
止
区
域
の
範
囲

区
別

重
要

無
線

通
信

の
種

類

当
該
伝
搬
障
害
防

止
区
域
に
係
る
無

線
局
の
空
中
線
又

は
無
給
電
中
継
装

置
の
設
置
場
所
及

び
海
抜
高
（
メ
ー

ト
ル
）（
海
抜
高
は

括
弧
内
に
示
す
。）

電
波
伝
搬
路

の
地
上
投
影

面
の
中
心
線

と
防
止
区
域

の
外
縁
と
の

交
点
の
位
置

（
中
心
線
上
、

上
の
欄
の

に
掲
げ
る
空

中
線
又
は
無

給
電
中
継
装

置
か
ら
の
平

面
距
離
（
キ

ロ
メ
ー
ト

ル
）
で
示

す
。）

上
の
欄

に
掲
げ

る
交
点

を
結
ぶ

線
分
の

両
側
そ

れ
ぞ
れ

の
幅
（

メ
ー
ト

ル
）

当
該
区
域
に
係
る
地
域
の
名
称

区
別

重
要

無
線

通
信

の
種

類

当
該
伝
搬
障
害
防

止
区
域
に
係
る
無

線
局
の
空
中
線
又

は
無
給
電
中
継
装

置
の
設
置
場
所
及

び
海
抜
高
（
メ
ー

ト
ル
）（
海
抜
高
は

括
弧
内
に
示
す
。）

電
波
伝
搬
路

の
地
上
投
影

面
の
中
心
線

と
防
止
区
域

の
外
縁
と
の

交
点
の
位
置

（
中
心
線
上
、

上
の
欄
の

に
掲
げ
る
空

中
線
又
は
無

給
電
中
継
装

置
か
ら
の
平

面
距
離
（
キ

ロ
メ
ー
ト

ル
）
で
示

す
。）

上
の
欄

に
掲
げ

る
交
点

を
結
ぶ

線
分
の

両
側
そ

れ
ぞ
れ

の
幅
（

メ
ー
ト

ル
）

当
該
区
域
に
係
る
地
域
の
名
称

﹇
一
〜
七

略
﹈

﹇
一
〜
七

同
上
﹈

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



八

削
除

八

警
察

業
務

用

山
形
県
山
形

市
松
波
二
丁
目

八
番
一
号

（
二
三
一
・
三
）

山
形
県
西
村

山
郡
西
川
町
大

字
月
山
沢
外
三

字
月
山
外
一
八

国
有
林

（
一
〇
四
二
）

〇五

五
〇

山
形
県

山
形
市

松
波
二
丁
目
、
あ
さ
ひ
町
、

小
白
川
町
一
丁
目
、
同
二
丁
目
、
同

四
丁
目
、
緑
町
三
丁
目
、同
四
丁
目
、

七
日
町
三
丁
目
、
同
四
丁
目
、
旅
篭

町
二
丁
目
、
同
三
丁
目
、
相
生
町
、

錦
町
、
肴
町
、
北
山
形
一
丁
目
、
同

二
丁
目
、
下
条
町
三
丁
目
、
同
四
丁

目

﹇
九
〜
一
六

略
﹈

﹇
九
〜
一
六

同
上
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

三

平
成
九
年
郵
政
省
告
示
第
六
百
四
十
六
号
（
電
波
法
等
の
規
定
に
よ
り
伝
搬
障
害
防
止
区
域
を
指
定
す
る
件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

電
気
通
信
業
務
障
害
防
止
区
域
以
外
の
伝
搬
障
害
防
止
区
域

二

﹇
同
上
﹈

当
該
伝
搬
障
害
防
止
区
域
の
範
囲

当
該
伝
搬
障
害
防
止
区
域
の
範
囲

区
分

重
要

無
線

通
信

の
種

類

当
該
伝
搬
障
害
防

止
区
域
に
係
る
無

線
局
の
空
中
線
又

は
無
給
電
中
継
装

置
の
設
置
場
所
及

び
海
抜
高
（
メ
ー

ト
ル
）（
海
抜
高
は

括
弧
内
に
示
す
。）

電
波
伝
搬
路

の
地
上
投
影

面
の
中
心
線

と
防
止
区
域

の
外
縁
と
の

交
点
の
位
置

（
中
心
線
上
、

上
の
欄
の

に
掲
げ
る
空

中
線
又
は
無

給
電
中
継
装

置
か
ら
の
平

面
距
離
（
キ

ロ
メ
ー
ト

ル
）
で
示

す
。）

上
の
欄

に
掲
げ

る
交
点

を
結
ぶ

線
分
の

両
側
そ

れ
ぞ
れ

の
幅
（

メ
ー
ト

ル
）

当
該
区
域
に
係
る
地
域
の
名
称

区
分

重
要

無
線

通
信

の
種

類

当
該
伝
搬
障
害
防

止
区
域
に
係
る
無

線
局
の
空
中
線
又

は
無
給
電
中
継
装

置
の
設
置
場
所
及

び
海
抜
高
（
メ
ー

ト
ル
）（
海
抜
高
は

括
弧
内
に
示
す
。）

電
波
伝
搬
路

の
地
上
投
影

面
の
中
心
線

と
防
止
区
域

の
外
縁
と
の

交
点
の
位
置

（
中
心
線
上
、

上
の
欄
の

に
掲
げ
る
空

中
線
又
は
無

給
電
中
継
装

置
か
ら
の
平

面
距
離
（
キ

ロ
メ
ー
ト

ル
）
で
示

す
。）

上
の
欄

に
掲
げ

る
交
点

を
結
ぶ

線
分
の

両
側
そ

れ
ぞ
れ

の
幅
（

メ
ー
ト

ル
）

当
該
区
域
に
係
る
地
域
の
名
称

﹇
一
〜
四
五

略
﹈

﹇
一
〜
四
五

同
上
﹈

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



四
六

削
除

四
六

同
右

広
島
県
呉
市

西
中
央
一

三

二
五

（
五
一
）

広
島
県
呉
市

広
町
字
馬
離
場

一
二
三
七

二

七
（
八
三
〇
）

〇

一
・
五

五
〇

広
島
県

呉
市

西
中
央
、
中
央
、
東
中
央
、
中

通
、
本
通

﹇
四
七
〜
五
四

略
﹈

﹇
四
七
〜
五
四

同
上
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

四

平
成
十
二
年
郵
政
省
告
示
第
三
百
二
十
四
号
（
電
波
法
等
の
規
定
に
よ
り
伝
搬
障
害
防
止
区
域
を
指
定
す
る
件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

電
気
通
信
業
務
障
害
防
止
区
域
以
外
の
伝
搬
障
害
防
止
区
域

二

﹇
同
上
﹈

当
該
伝
搬
障
害
防
止
区
域
の
範
囲

当
該
伝
搬
障
害
防
止
区
域
の
範
囲

区
分

重
要

無
線

通
信

の
種

類

当
該
伝
搬
障
害
防

止
区
域
に
係
る
無

線
局
の
空
中
線
又

は
無
給
電
中
継
装

置
の
設
置
場
所
及

び
海
抜
高
（
メ
ー

ト
ル
）（
海
抜
高
は

括
弧
内
に
示
す
。）

電
波
伝
搬
路

の
地
上
投
影

面
の
中
心
線

と
防
止
区
域

の
外
縁
と
の

交
点
の
位
置

（
中
心
線
上
、

上
の
欄
の

に
掲
げ
る
空

中
線
又
は
無

給
電
中
継
装

置
か
ら
の
平

面
距
離
（
キ

ロ
メ
ー
ト

ル
）
で
示

す
。）

上
の
欄

に
掲
げ

る
交
点

を
結
ぶ

線
分
の

両
側
そ

れ
ぞ
れ

の
幅
（

メ
ー
ト

ル
）

当
該
区
域
に
係
る
地
域
の
名
称

区
分

重
要

無
線

通
信

の
種

類

当
該
伝
搬
障
害
防

止
区
域
に
係
る
無

線
局
の
空
中
線
又

は
無
給
電
中
継
装

置
の
設
置
場
所
及

び
海
抜
高
（
メ
ー

ト
ル
）（
海
抜
高
は

括
弧
内
に
示
す
。）

電
波
伝
搬
路

の
地
上
投
影

面
の
中
心
線

と
防
止
区
域

の
外
縁
と
の

交
点
の
位
置

（
中
心
線
上
、

上
の
欄
の

に
掲
げ
る
空

中
線
又
は
無

給
電
中
継
装

置
か
ら
の
平

面
距
離
（
キ

ロ
メ
ー
ト

ル
）
で
示

す
。）

上
の
欄

に
掲
げ

る
交
点

を
結
ぶ

線
分
の

両
側
そ

れ
ぞ
れ

の
幅
（

メ
ー
ト

ル
）

当
該
区
域
に
係
る
地
域
の
名
称

﹇
一
〜
六

略
﹈

﹇
一
〜
六

同
上
﹈

七

削
除

七

放
送

業
務

用

福
島
県
郡
山

市
堂
前
町
五

一
六

（
二
九
四
・
一
）

〇二

五
〇

福
島
県

郡
山
市

中
町
、
駅
前
一
丁
目
、
字
燧

田
、
谷
島
町
、
横
塚
二
丁
目

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



﹇
八
〜
三
二

略
﹈

﹇
八
〜
三
二

同
上
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

福
島
県
田
村

郡
船
引
町
大
字

船
引
字
平
背
戸

二
〇
七

一

（
七
三
七
・
五
）

五

平
成
十
五
年
総
務
省
告
示
第
七
百
十
一
号
（
電
波
法
等
の
規
定
に
よ
り
伝
搬
障
害
防
止
区
域
を
指
定
す
る
件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

電
気
通
信
業
務
障
害
防
止
区
域
以
外
の
伝
搬
障
害
防
止
区
域

二

﹇
同
上
﹈

当
該
伝
搬
障
害
防
止
区
域
の
範
囲

当
該
伝
搬
障
害
防
止
区
域
の
範
囲

区
分

重
要

無
線

通
信

の
種

類

当
該
伝
搬
障
害
防

止
区
域
に
係
る
無

線
局
の
空
中
線
又

は
無
給
電
中
継
装

置
の
設
置
場
所
及

び
海
抜
高
（
メ
ー

ト
ル
）（
海
抜
高
は

括
弧
内
に
示
す
。）

電
波
伝
搬
路

の
地
上
投
影

面
の
中
心
線

と
当
該
防
止

区
域
の
外
縁

と
の
交
点
の

位
置
（
中
心

線
上
、
上
の

欄
の

に
掲

げ
る
空
中
線

又
は
無
給
電

中
継
装
置
か

ら
の
平
面
距

離
（
キ
ロ

メ
ー
ト
ル
）

で
示
す
。）

上
の
欄

に
掲
げ

る
交
点

を
結
ぶ

線
分
の

両
側
そ

れ
ぞ
れ

の
幅
（

メ
ー
ト

ル
）

当
該
防
止
区
域
に
係
る
地
域
の
名
称

区
分

重
要

無
線

通
信

の
種

類

当
該
伝
搬
障
害
防

止
区
域
に
係
る
無

線
局
の
空
中
線
又

は
無
給
電
中
継
装

置
の
設
置
場
所
及

び
海
抜
高
（
メ
ー

ト
ル
）（
海
抜
高
は

括
弧
内
に
示
す
。）

電
波
伝
搬
路

の
地
上
投
影

面
の
中
心
線

と
当
該
防
止

区
域
の
外
縁

と
の
交
点
の

位
置
（
中
心

線
上
、
上
の

欄
の

に
掲

げ
る
空
中
線

又
は
無
給
電

中
継
装
置
か

ら
の
平
面
距

離
（
キ
ロ

メ
ー
ト
ル
）

で
示
す
。）

上
の
欄

に
掲
げ

る
交
点

を
結
ぶ

線
分
の

両
側
そ

れ
ぞ
れ

の
幅
（

メ
ー
ト

ル
）

当
該
防
止
区
域
に
係
る
地
域
の
名
称

﹇
一
〜
一
四

略
﹈

﹇
一
〜
一
四

同
上
﹈

一
五

人
命

・
財

産
の

保
護

用

滋
賀
県
彦
根

市
外
町
字
東
外

町
七
八
番
地

（
一
三
七
）

滋
賀
県
栗
東

市
観
音
寺
字
亀

谷
三
七
四
番
地

（
六
九
一
・
八
）

〇

八
・
七

五
〇

滋
賀
県

彦
根
市

外
町
、
幸
町
、
芹
川
町
、
西

沼
波
町
、
東
沼
波
町
、
小
泉
町
、
高

宮
町
、
犬
方
町
、
金
剛
寺
町
、
森
堂

町
、
極
楽
寺
町
、
西
葛
籠
町
、
川
瀬

馬
場
町
、
野
口
町
、
南
川
瀬
町

犬
上
郡

豊
郷
町

安
食
西
、
安
食
南
、
三
ツ

池
、
大
町
、
高
野
瀬
、
沢
、
下
枝

一
五

人
命

・
財

産
の

保
護

用

滋
賀
県
彦
根

市
外
町
字
東
外

町
七
八
番
地

（
一
三
七
）

滋
賀
県
栗
東

市
観
音
寺
字
亀

谷
三
七
四
番
地

（
六
九
一
・
八
）

〇

八
・
七

五
〇

滋
賀
県

彦
根
市

外
町
、
幸
町
、
芹
川
町
、
西

沼
波
町
、
東
沼
波
町
、
小
泉
町
、
高

宮
町
、
犬
方
町
、
金
剛
寺
町
、
森
堂

町
、
極
楽
寺
町
、
西
葛
籠
町
、
川
瀬

馬
場
町
、
野
口
町
、
南
川
瀬
町

犬
上
郡

豊
郷
町

安
食
西
、
安
食
南
、
三
ツ

池
、
大
町
、
高
野
瀬
、
沢
、
下
枝

一
六

削
除

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



一
八

人
命

・
財

産
の

保
護

用

鳥
取
県
鳥
取

市
東
町
一
丁
目

二
七
一
番
地

（
五
三
・
八
）

鳥
取
県
鳥
取

市
八
坂
字
大
平

ル
三
八
二
番
地

二（二
二
二
・
五
）

〇

三
・
四

五
〇

鳥
取
県

鳥
取
市

東
町
一
丁
目
、
栗
谷
町
、
江

崎
町
、
尚
徳
町
、
庖
丁
人
町
、
掛
出

町
、
元
大
工
町
、
大
工
町
頭
、寺
町
、

御
弓
町
、
吉
方
温
泉
一
丁
目
、
吉
方

温
泉
二
丁
目
、
吉
方
温
泉
三
丁
目
、

吉
方
、
南
吉
方
一
丁
目
、
南
吉
方
二

丁
目
、
興
南
町
、
吉
成
、
大
覚
寺
、

的
場
、
的
場
二
丁
目
、
的
場
三
丁
目

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

一
七

削
除

六

平
成
十
八
年
総
務
省
告
示
第
二
百
四
十
七
号
（
電
波
法
等
の
規
定
に
よ
り
伝
搬
障
害
防
止
区
域
を
指
定
す
る
件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

﹇
一

略
﹈

﹇
一

同
上
﹈

二

放
送
業
務
用
伝
搬
障
害
防
止
区
域

二

﹇
同
上
﹈

﹇
一
〜
七

略
﹈

﹇
一
〜
七

同
上
﹈

﹇
九
〜
一
九

略
﹈

﹇
九
〜
一
九

同
上
﹈

﹇
三

略
﹈

﹇
三

同
上
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

八

削
除

八

東
京
都
豊
島

区
東
池
袋
三

一（
二
七
〇
・
五

〇
）

〇
・
〇
〇

七
・
七
〇

五
〇

東
京
都

豊
島
区

東
池
袋
三
丁
目
、
東
池
袋
四

丁
目
、
南
池
袋
二
丁
目
、
南
池
袋
四

丁
目
、
雑
司
が
谷
一
丁
目
、
高
田
一

丁
目

港
区

元
赤
坂
二
丁
目
、赤
坂
八
丁
目
、

赤
坂
九
丁
目
、
六
本
木
六
丁
目
、
六

本
木
七
丁
目

東
京
都
港
区

六
本
木
六

九

一

（
二
七
四
・
〇

〇
）

文
京
区

目
白
台
一
丁
目
、
目
白
台
二

丁
目

新
宿
区

西
早
稲
田
一
丁
目
、
戸
塚
町

一
丁
目
、
早
稲
田
鶴
巻
町
、
早
稲
田

町
、
早
稲
田
南
町
、
喜
久
井
町
、
原

町
一
丁
目
、
原
町
二
丁
目
、
原
町
三

丁
目
、
河
田
町
、
市
谷
薬
王
寺
町
、

市
谷
仲
之
町
、
住
吉
町
、
市
谷
本
村

町
、
片
町
、
坂
町
、
荒
木
町
、
三
栄

町
、
四
谷
二
丁
目
、
若
葉
一
丁
目
、

若
葉
二
丁
目
、
若
葉
三
丁
目
、
南
元

町

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



七 平 成 十 九 年 総 務 省 告 示 第 百 六 十 一 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

１ 電気通信業務用伝搬障害防止区域 １ ［同左］

区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲 区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

［１～877 略］ ［１～877 同左］

878 削除 878  栃木県小山市本郷町３
５12 （10270）
 栃木県下都賀郡野木町丸林
397８ （4260）

北緯36度19分05秒東経139度48分28秒の地点と北
緯36度16分57秒東経139度46分39秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域

［879・880 略］ ［879・880 同左］

２ 放送業務用伝搬障害防止区域 ２ ［同左］

［１ 略］ ［１ 同左］

２ 削除 ２  東京都港区赤坂５３６
（11830）

 東京都港区芝公園４２
８ （18940）

北緯35度40分19秒東経139度44分04秒の地点と北
緯35度39分31秒東経139度44分43秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域

［３～５ 略］ ［３～５ 同左］

［３・４ 略］ ［３・４ 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

八 平 成 二 十 年 総 務 省 告 示 第 六 百 二 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

１ 電気通信業務用伝搬障害防止区域 １ ［同左］

区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲 区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

［１～11 略］ ［１～11 同左］

12 削除 12  北海道恵庭市本町１番地
（8030）

 北海道夕張郡長沼町馬追原
野3079 （4910）

北緯42度52分56秒東経141度34分31秒の地点と北
緯42度55分31秒東経141度39分54秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域

令
和

年


月

日
金
曜
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外
第



号
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［13～119 略］ ［13～119 同左］

120 削除 120  千葉県茂原市茂原533１

（8100）

 千葉県長生郡一宮町大字一

宮字爪切6528 （10770）

北緯35度25分38秒東経140度17分47秒の地点と北

緯35度21分36秒東経140度21分28秒の地点を結ぶ

直線を中心線として、その両側それぞれ50メート

ル以内の区域、北緯35度21分34秒東経140度21分

29秒の地点と北緯35度21分32秒東経140度21分31

秒の地点を結ぶ直線を中心線として、その両側そ

れぞれ50メートル以内の区域、北緯35度21分30秒

東経140度21分33秒の地点と北緯35度21分18秒東

経140度21分43秒の地点を結ぶ直線を中心線とし

て、その両側それぞれ50メートル以内の区域及び

北緯35度21分15秒東経140度21分46秒の地点と北

緯35度21分06秒東経140度21分55秒の地点を結ぶ

直線を中心線として、その両側それぞれ50メート

ル以内の区域

［121～219 略］ ［121～219 同左］

［２・３ 略］ ［２・３ 同左］

４ 電力供給業務用伝搬障害防止区域 ４ ［同左］

［１・２ 略］ ［１・２ 同左］

３ 削除 ３  秋田県秋田市山王５15

６ （7990）

 秋田県秋田市飯島字古道下

川端217６ （6960）

北緯39度42分56秒東経140度06分29秒の地点と北

緯39度44分20秒東経140度05分18秒の地点を結ぶ

直線を中心線として、その両側それぞれ50メート

ル以内の区域及び北緯39度44分42秒東経140度05

分00秒の地点と北緯39度47分03秒東経140度03分

00秒の地点を結ぶ直線を中心線として、その両側

それぞれ50メートル以内の区域

［４～６ 略］ ［４～６ 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。
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九 平 成 二 十 一 年 総 務 省 告 示 第 二 百 七 十 三 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

１ 電気通信業務用伝搬障害防止区域 １ ［同左］

区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲 区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

［１～５ 略］ ［１～５ 同左］

６ 削除 ６  北海道北見市中央町２番２
号 （16210）
 北海道常呂郡訓子府町字柏
丘214番地２ （21010）

北緯43度48分35秒東経143度53分21秒の地点と北
緯43度46分46秒東経143度49分18秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域

［７～11 略］ ［７～11 同左］

12 削除 12  北海道千歳市千代田町２丁
目 （6560）
 北海道千歳市中央855番地
1034 （13910）

北緯42度49分28秒東経141度38分43秒の地点と北
緯42度52分31秒東経141度44分16秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域

［13～130 略］ ［13～130 同左］

［２・３ 略］ ［２・３ 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

十 平 成 二 十 二 年 総 務 省 告 示 第 五 十 七 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

１ 電気通信業務用伝搬障害防止区域 １ ［同左］

区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲 区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

［１～61 略］ ［１～61 同左］

62 削除 62  茨城県稲敷市中山1627
（6730）

 茨城県稲敷市高田字矢ノ上
2843１ （4260）

北緯35度54分46秒東経140度16分58秒の地点と北
緯35度56分33秒東経140度18分58秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域及び北緯35度56分43秒東経140度19

令
和

年


月

日
金
曜
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


号
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分09秒の地点と北緯35度56分51秒東経140度19分
19秒の地点を結ぶ直線を中心線として、その両側
それぞれ50メートル以内の区域

［63～73 略］ ［63～73 同左］

［２～４ 略］ ［２～４ 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

十 一 平 成 二 十 二 年 総 務 省 告 示 第 二 百 一 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

［１ 略］ ［１ 同左］
２ 放送業務用伝搬障害防止区域 ２ ［同左］

１ 削除 １  秋田県秋田市浜田字大森山
29７ （14000）
 秋田県南秋田郡大潟村字西
野31 （4700）

北緯39度39分59秒東経140度04分29秒の地点と北
緯39度41分46秒東経140度03分37秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域及び北緯39度52分44秒東経139度58
分18秒の地点と北緯39度57分01秒東経139度56分
12秒の地点を結ぶ直線を中心線として、その両側
それぞれ50メートル以内の区域

［２～６ 略］ ［２～６ 同左］

［３・４ 略］ ［３・４ 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

十 二 平 成 二 十 四 年 総 務 省 告 示 第 三 百 八 十 三 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

［１・２ 略］ ［１・２ 同左］
３ 人命・財産の保護用伝搬障害防止区域 ３ ［同左］

［１～５ 略］ ［１～５ 同左］

６ 削除 ６  岡山県岡山市北区野殿西町
427１ （5700）
 岡山県倉敷市粒江字真菰谷
1858３ （28500）

北緯34度39分30秒東経133度52分44秒の地点と北
緯34度38分31秒東経133度51分56秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域及び北緯34度36分32秒東経133度50

令
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［７～18 略］ ［７～18 同左］

［４ 略］ ［４ 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

分17秒の地点と北緯34度36分22秒東経133度50分
10秒の地点を結ぶ直線を中心線として、その両側
それぞれ50メートル以内の区域

十 三 平 成 二 十 五 年 総 務 省 告 示 第 四 百 六 十 三 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

［１ 略］ ［１ 同左］
２ 放送業務用伝搬障害防止区域 ２ ［同左］

［１ 略］ ［１ 同左］

２ 削除 ２  東京都港区六本木６９
１ （27380）
 東京都墨田区押上１１
２ （43450）

北緯35度39分38秒東経139度43分46秒の地点と北
緯35度42分36秒東経139度48分38秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域

［３～９ 略］ ［３～９ 同左］

［３・４ 略］ ［３・４ 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

十 四 平 成 二 十 八 年 総 務 省 告 示 第 三 百 八 十 六 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

［１～３ 略］ ［１～３ 同左］
４ 電気供給業務用伝搬障害防止区域 ４ ［同左］

区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲 区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

［１～８ 略］ ［１～８ 同左］

９ 削除 ９  神奈川県横浜市泉区和泉町
6101 （14630）
 神奈川県綾瀬市吉岡2640

（11780）

北緯35度25分47秒東経139度30分03秒の地点と北
緯35度25分04秒東経139度24分35秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域

［10～93 略］ ［10～93 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。
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十 五 平 成 三 十 年 総 務 省 告 示 第 三 百 十 四 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

［１～３ 略］ ［１～３ 同左］
４ 電気供給業務用伝搬障害防止区域 ４ ［同左］

区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲 区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

［１～８ 略］ ［１～８ 同左］

９  神奈川県横須賀市久里浜
９２１ （13310）
 神奈川県厚木市七沢字奥山
3067ロ （125870）

９  神奈川県横須賀市久里浜
９２１ （13310）
 神奈川県厚木市七沢字奥山
3067ロ （125870）

北緯35度12分47秒東経139度42分58秒の地点と北
緯35度17分05秒東経139度33分53秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域及び北緯35度18分08秒東経139度31
分38秒の地点と北緯35度26分27秒東経139度13分
56秒の地点を結ぶ直線を中心線として、その両側
それぞれ50メートル以内の区域

北緯35度12分47秒東経139度42分58秒の地点と北
緯35度17分05秒東経139度33分53秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域及び北緯35度18分08秒東経139度31
分38秒の地点と北緯35度26分27秒東経139度13分
56秒の地点を結ぶ直線を中心線として、その両側
それぞれ50メートル以内の区域

10  神奈川県逗子市池子４
903３ （13800）
 神奈川県横浜市磯子区新磯
子町37１ （11690）

北緯35度18分39秒東経139度36分24秒の地点と北
緯35度18分44秒東経139度36分25秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域、北緯35度18分47秒東経139度36分
27秒の地点と北緯35度23分01秒東経139度37分52
秒の地点を結ぶ直線を中心線として、その両側そ
れぞれ50メートル以内の区域、北緯35度23分17秒
東経139度37分57秒の地点と北緯35度23分42秒東
経139度38分06秒の地点を結ぶ直線を中心線とし
て、その両側それぞれ50メートル以内の区域及び
北緯35度24分04秒東経139度38分13秒の地点と北
緯35度24分17秒東経139度38分18秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

十 六 平 成 三 十 一 年 総 務 省 告 示 第 九 十 六 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

電気通信業務用伝搬障害防止区域 ［同左］

区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲 区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

［１～94 略］ ［１～94 同左］
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95 削除 95  大阪府和泉市室堂町675
（14300）

 大阪府高石市高砂３１
（5300）

北緯34度28分03秒東経135度28分17秒の地点と北
緯34度32分15秒東経135度24分10秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域

［96 同左］

97 削除 97  大阪府大東市中垣内５
３１ （5160）
 大阪府東大阪市上石切町
２145123 （60750）

北緯34度42分18秒東経135度38分30秒の地点と北
緯34度41分23秒東経135度40分23秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域

［98～204 略］ ［98～204 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

［96 略］

十 七 令 和 五 年 総 務 省 告 示 第 三 百 十 七 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

１ 電気通信業務用伝搬障害防止区域 １ ［同左］

区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲 区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

１ 削除 １  北海道函館市銚子町18１
（6570）

 北海道函館市新八幡町149
（5880）

北緯41度50分46秒東経141度08分32秒の地点と北
緯41度49分51秒東経141度08分29秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域

［２～12 略］ ［２～12 同左］

［２～４ 略］ ［２～４ 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

十 八 令 和 六 年 総 務 省 告 示 第 百 二 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

［１・２ 略］ ［１・２ 同左］
３ 人命・財産の保護用伝搬障害防止区域 ３ ［同左］

区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲 区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

［１～59 略］ ［１～59 同左］
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60 削除 60  北海道函館市大町10番３号
（3210）

 北海道亀田郡七飯町字大川
7904番地 （113800）

北緯41度46分14秒東経140度42分49秒の地点と北
緯41度46分22秒東経140度42分52秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域及び北緯41度47分41秒東経140度43
分24秒の地点と北緯41度55分34秒東経140度46分
33秒の地点を結ぶ直線を中心線として、その両側
それぞれ50メートル以内の区域

［61～68 略］ ［61～68 同左］

［４ 略］ ［４ 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

十 九 令 和 七 年 総 務 省 告 示 第 八 十 一 号 （ 電 波 法 等 の 規 定 に よ り 伝 搬 障 害 防 止 区 域 を 指 定 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

１ 電気通信業務用伝搬障害防止区域 １ ［同左］

区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲 区分

伝搬障害防止区域に係る無線局
の空中線又は無給電中継装置の
設置場所（括弧内の数値は、海
抜高（メートル）を示す。）

伝搬障害防止区域の範囲

［１～８ 略］ ［１～８ 同左］

９ 削除 ９  北海道河東郡音更町字西中
音更北19線７７

（30990）
 北海道河東郡鹿追町幌内
13２ （29810）

北緯43度08分02秒東経143度02分33秒の地点と北
緯43度06分16秒東経142度58分12秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域

［11～17 略］ ［11～17 同左］

［２～４ 略］ ［２～４ 同左］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

10 削除 10  北海道目梨郡羅臼町海岸町
20２ （10620）
 北海道目梨郡羅臼町礼文町
８ （27700）

北緯44度02分13秒東経145度13分07秒の地点と北
緯44度01分43秒東経145度12分01秒の地点を結ぶ
直線を中心線として、その両側それぞれ50メート
ル以内の区域及び北緯44度01分34秒東経145度11
分42秒の地点と北緯44度01分07秒東経145度10分
42秒の地点を結ぶ直線を中心線として、その両側
それぞれ50メートル以内の区域
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49．ジョン・イマニ・ンゼンゼ
JOHN IMANI NZENZE

国連参照番号：CDi. 049
役職：大佐；エム・ヴァントロワ（M23）（CDe. 006）情報部門責任者
Colonel ; M23 intelligence chief (CDe. 006)

生年月日：1978/8/6

〇 外 務 省 告 示 第 三 百 十 七 号

国 際 連 合 安 全 保 障 理 事 会 決 議 第 千 五 百 三 十 三 号 に 基 づ き 設 立 さ れ た 同 理 事 会 の 委 員 会 が 令 和 八 年 七

月 十 六 日 に 発 出 し た 情 報 に 基 づ き 、 国 際 連 合 安 全 保 障 理 事 会 決 議 に 基 づ く 移 動 の 制 限 及 び 資 産 凍 結 等

の 措 置 の 対 象 と な る コ ン ゴ 民 主 共 和 国 に 対 す る 武 器 禁 輸 措 置 等 に 違 反 し た 者 等 を 指 定 す る 件 （ 平 成 十

七 年 外 務 省 告 示 第 千 百 一 号 ） の 一 部 を 次 の と お り 改 正 す る 。

令 和 八 年 十 月 九 日 外 務 大 臣 茂 木 敏 充

別 表 の Ａ ． 及 び Ｂ ． に 次 の よ う に 加 え る 。

（別表）
Ａ．個人
45．コルネイユ・ナンガー・ヨブルオ
CORNEILLE NANGAA YOBELUO

国連参照番号：CDi. 045
役職：アリアンス・フルーヴ・コンゴ（AFC）（CDe. 010）指導者
Leader of the Alliance Fleuve Congo (AFC) (CDe. 010)

生年月日：1970/7/9
出生地：Bagboya, Haut‑Uele, Democratic Republic of the Congo
別名：コルネイユ・ナンガー；コルネイユ・ヨブルオ
CORNEILLE NANGAA ; CORNEILLE YOBELUO

国籍：コンゴ民主共和国
Democratic Republic of the Congo

旅券番号：コンゴ民主共和国旅券 OP1097934；コンゴ民主共和国旅券 DP0000149；コンゴ民主共
和国旅券 DP0003850

住所等：Boulevard Biangala, No. 36 Q, Salongo Sud C, Lemba, Kinshasa, Democratic Republic of
the Congo ; North Kivu, Democratic Republic of the Congo

リスト掲載日：2026年７月14日
その他の情報：性別：男性。国連制裁対象であるエム・ヴァントロワ／コンゴ革命軍（M23／ARC）
（Ｂ．６．に指定した団体）と同盟関係にある政治・軍事運動、アリアンス・フルーヴ・コンゴ
（AFC）（Ｂ．10．に指定した団体）の指導者。同人に対するインターポール（国際警察刑事機構）・
国連安全保障理事会特別手配書のウェブ・リンク：https://www.interpol.int/en/How-we-work/
Notices/View-UN-Notices-Individuals
46．セバスチャン・ウウィムババジ
SEBASTIEN UWIMBABAZI

国連参照番号：CDi. 046
役職：ルワンダ解放民主勢力（FDLR）（CDe. 005）准将及び指導者
Brigadier General and Leader of the Democratic Forces for the Liberation of Rwanda (FDLR)

(CDe. 005)

生年月日：1968年
出生地：Gatoki Cell, Murunda Sector, Rutsiro Commune, Kibuye Prefecture, Rwanda
確定に十分でない別名：ジルベール・キメンイ；ニェンボ・キメンイ
GILBERT KIMENYI ; NYEMBO KIMENYI

国籍：ルワンダ
Rwanda

住所等：Rutshuru, North Kivu, Democratic Republic of the Congo
リスト掲載日：2026年７月14日
その他の情報：性別：男性。コンゴ民主共和国の平和と安定、安全を阻害する行為への関与又は支援
を継続している。同人に対するインターポール（国際警察刑事機構）・国連安全保障理事会特別手配
書のウェブ・リンク： https://www.interpol.int/en/How-we-work/Notices/View-UN-Notices-
Individuals

48．シャルル・セマタマ
CHARLES SEMATAMA

国連参照番号：CDi. 048
役職：大佐；トゥイルワネホ（CDe. 011）司令官及び軍事指導者
Colonel ; Commander and military leader of Twirwaneho（CDe. 011）
生年月日：1975年
出生地：Kalunyo Village, Kamombo Localities, South Kivu, Democratic Republic of the Congo
別名：セバンヤナ
SEBANYANA

国籍：コンゴ民主共和国
Democratic Republic of the Congo

住所等：Hauts Plateaux, South Kivu, Democratic Republic of the Congo
リスト掲載日：2026年７月14日
その他の情報：性別：男性。同人に対するインターポール（国際警察刑事機構）・国連安全保障理事
会特別手配書のウェブ・リンク：https://www.interpol.int/en/How-we-work/Notices/View-UN-
Notices-Individuals

47．ムハンメド・ルミサ
MUHAMMED LUMISA

国連参照番号：CDi. 047
役職：民主同盟軍（ADF）（CDe. 001）司令官、医師及び対外兵站責任者
Commander, doctor and head of external logistics of the Allied Democratic Forces (ADF) (CDe.

001)

生年月日：1959年から1965年の間
出生地：Kampala District, Central Region, Uganda
別名：ルミサ・ムハマド
LUMISA, MUHAMAD

確定に十分でない別名：L・カトー；ルミンサ；ルムウィンサ；ムカデ；ムカケ
L. KATO ; LUMINSA ; LUMWINSA ; MUKADE ; MUKAKE

国籍：ウガンダ
Uganda

住所等：Democratic Republic of the Congo
リスト掲載日：2026年７月14日
その他の情報：性別：男性。民主同盟軍（ADF）（Ｂ．１．に指定した団体）の司令官の一人として、
その活動の計画、普及、支援に関与し、対外兵站も統括。同人に対するインターポール（国際警察刑
事機構）・国連安全保障理事会特別手配書のウェブ・リンク：https://www.interpol.int/en/How-we-
work/Notices/View-UN-Notices-Individuals
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指 定 を し た 海 外 の 美 術 品 等 （ 以 下 「 指 定

美 術 品 等 」 と い う 。 ） の 名 称 指 定 を し た 日 指 定 の 有 効 期 間

指 定 美 術 品 等 を 公 開 し よ う と す る 者 の 氏

名 又 は 名 称 及 び 住 所 並 び に 法 人 に あ っ て

は 、 そ の 代 表 者 の 氏 名

指 定 美 術 品 等 を 公 開 す る 予 定 の 施 設 の 名 称 及 び 所 在 地 並 び

に 指 定 美 術 品 等 を 公 開 す る 予 定 の 期 間

諸 芸 術 の 寓 意 と し て の 女 性 像 令 和 八 年 九 月 二 日 令 和 八 年 九 月 十 一 日 か ら

令 和 九 年 十 月 二 十 五 日

株 式 会 社 中 日 新 聞 社

名 古 屋 本 社 事 業 局 長 足 立 晋

愛 知 県 名 古 屋 市 中 区 三 の 丸 一 六 一

株 式 会 社 フ ジ テ レ ビ ジ ョ ン

ラ イ ブ エ ン タ テ イ ン メ ン ト 局 長

宮 道 治 朗

東 京 都 港 区 台 場 二 四 八

公 益 財 団 法 人 日 本 美 術 協 会 上 野 の 森 美

術 館
館 長 久 保 田 榮 一

東 京 都 台 東 区 上 野 公 園 一 二

富 山 県 美 術 館

館 長 荻 布 佳 子

富 山 県 富 山 市 木 場 町 三 二 〇

上 野 の 森 美 術 館

東 京 都 台 東 区 上 野 公 園 一 二

令 和 八 年 十 月 十 日 か ら 令 和 九 年 一 月 十 日

富 山 県 美 術 館

富 山 県 富 山 市 木 場 町 三 二 〇

令 和 九 年 一 月 二 十 三 日 か ら 同 年 四 月 十 一 日

名 古 屋 市 美 術 館

愛 知 県 名 古 屋 市 中 区 栄 二 一 七 二 五 芸 術 と 科 学 の 杜 ・

白 川 公 園 内

令 和 九 年 四 月 二 十 三 日 か ら 同 年 七 月 四 日

大 阪 市 立 美 術 館

大 阪 府 大 阪 市 天 王 寺 区 茶 臼 山 町 一 八 二

令 和 九 年 七 月 十 七 日 か ら 同 年 九 月 二 十 六 日
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国籍：コンゴ民主共和国；ルワンダ
Democratic Republic of the Congo ; Rwanda

旅券番号：コンゴ民主共和国旅券 OP0204168（2022年７月５日失効）；コンゴ民主共和国旅券
OB0072391（2014年12月28日失効）
身分登録番号：ルワンダ身分登録番号1 1978 8 0137555 3 27
住所等：North Kivu, Democratic Republic of the Congo
リスト掲載日：2026年７月14日
その他の情報：性別：男性。エム・ヴァントロワ（M23）（Ｂ.６.に指定した団体）の指導者として、
その活動の計画、普及及び支援に関与。同人に対するインターポール（国際警察刑事機構）・国連安
全保障理事会特別手配書のウェブ・リンク：https://www.interpol.int/en/How-we-work/Notices/
View-UN-Notices-Individuals
50．ギュスタヴ・クブワヨ
GUSTAVE KUBWAYO

国連参照番号：CDi. 050
役職：大佐；ルワンダ解放民主勢力・アバクングズィ戦闘勢力（FDLR‑FOCA）（CDe. 005）司令官
Colonel ; Commander of FDLR‑FOCA (CDe. 005)

生年月日：1969年
出生地：Karago municipality, Gisenyi prefecture, Rwanda ; Nyabihu District, Western province,
Rwanda

別名：シルコーフ；シュルクフ
SIRKOOF ; SURCOUF

確定に十分でない別名：シュルコフ
SURKOF

国籍：ルワンダ
Rwanda

住所等：Democratic Republic of the Congo

リスト掲載日：2026年７月14日
その他の情報：性別：男性。ルワンダ解放民主勢力・アバクングズィ戦闘勢力（FDLR‑FOCA）
（Ｂ．５．に指定した団体）の主要な司令官の一人及びその特別部隊Commando de Recherche et
d'Action en Profondeur（CRAP）の新司令官として、民間人への攻撃、身代金目的の誘拐及び天然
資源の違法採掘といった活動の計画、普及及び支援に関与。同人に対するインターポール（国際警
察刑事機構）・国連安全保障理事会特別手配書のウェブ・リンク：https://www.interpol.int/en/How-
we-work/Notices/View-UN-Notices-Individuals
Ｂ．団体とその他のグループ
10．アリアンス・フルーヴ・コンゴ
ALLIANCE FLEUVE CONGO (AFC)

国連参照番号：CDe. 010
所在地：eastern Democratic Republic of the Congo
リスト掲載日：2026年７月14日
その他の情報：2023年設立。同団体に対するインターポール（国際警察刑事機構）・国連安全保障理
事会特別手配書のウェブ・リンク：https://www.interpol.int/en/How-we-work/Notices/View-UN-
Notices-Entities
11．トゥイルワネホ
TWIRWANEHO

国連参照番号：CDe. 011
所在地：Hauts Plateaux, South Kivu, Democratic Republic of the Congo
リスト掲載日：2026年７月14日
その他の情報：コンゴ民主共和国の武装組織。2008年から2010年初頭にかけて結成。民間人の殺害、
子どもの徴募及びコンゴ民主共和国の人々の平和と安全を脅かす活動を含む、同国南キヴ州における
残虐行為に関与してきた。同団体に対するインターポール（国際警察刑事機構）・国連安全保障理
事会特別手配書のウェブ・リンク：https://www.interpol.int/en/How-we-work/Notices/View-UN-
Notices-Entities

〇 文 部 科 学 省 告 示 第 百 十 六 号

海 外 の 美 術 品 等 の 我 が 国 に お け る 公 開 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 三 年 法 律 第 十 五 号 ） 第 三 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 強 制 執 行 、 仮 差 押 え 及 び 仮 処 分 を す る こ と が で き な い 海 外 の 美 術 品 等 を 次 の と お

り 指 定 し た の で 、 同 条 第 四 項 の 規 定 に 基 づ き 公 示 す る 。

令 和 八 年 十 月 九 日 文 部 科 学 大 臣 関 芳 弘
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館
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長

内
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栄

大
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府
大
阪
市
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区
茶
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山
町
一

八
二

ル
イ
ー
ジ
・
ケ
ル
ビ
ー
ニ

同
右

同
右

同
右

同
右

彫
刻
家
ト
ビ
ア
ス
・
ヴ
ァ
イ
ス
の
肖
像

同
右

同
右

同
右

同
右

マ
ッ
ク
ス
・
ジ
ャ
コ
ブ

同
右

同
右

同
右

同
右

ウ
ォ
ー
タ
ー
ル
ー
橋

同
右

同
右

同
右

同
右

月
光
に
照
ら
さ
れ
た
城
の
あ
る
風
景

同
右

同
右

同
右

同
右

男
の
肖
像

同
右

同
右

同
右

同
右

笛
吹
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習
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同
右

同
右

同
右

同
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ハ
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ツ
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ら
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ハ
イ
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ヒ
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世
の
脱

出

同
右

同
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同
右

同
右
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本
の
工
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眺
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る
娘
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右

同
右

同
右

同
右

習
作

同
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同
右

同
右

同
右

奴
隷
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場

同
右

同
右

同
右

同
右

ジ
リ
ュ
ー
の
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同
右

同
右

同
右

同
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ピ
エ
ー
ル
フ
ォ
ン
城
の
廃
墟

同
右

同
右

同
右

同
右

セ
ー
ブ
ル
の
白
い
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同
右

同
右

同
右

同
右

ポ
ー
ル
＝
マ
ル
リ
、
セ
ー
ヌ
河
の
湾
曲
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同
右

同
右

同
右

同
右

朝
の
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の
情
景

同
右

同
右
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右

同
右

夏
の
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同
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同
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渓
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同
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同
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同
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同
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地
中
海
岸
辺
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同
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同
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同
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同
右

仕
事
に
出
か
け
る
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同
右

同
右

同
右

同
右

岩
の
上
に
座
る
女
羊
飼
い
（
編
み
物
を
す
る
女

性
）

同
右

同
右

同
右

同
右

粥
を
食
べ
る
少
女

同
右

同
右

同
右

同
右
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婦
の
頭
部

同
右

同
右

同
右

同
右

羊
飼
い
と
羊
た
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同
右

同
右

同
右

同
右

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



ボ
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同
右

同
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右
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右
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右
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同
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冬
の
森
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右
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右
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右
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右
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ュ
ラ
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右
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右
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右
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ヴ
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）
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右
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同
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同
右

ポ
ン
ト
ワ
ー
ズ
、
エ
ル
ミ
タ
ー
ジ
ュ
地
区
の

キ
ャ
ベ
ツ
の
収
穫

同
右

同
右

同
右

同
右

ヴ
ァ
ラ
ン
ジ
ュ
ヴ
ィ
ル
、
ア
ン
ゴ
館
の
果
樹
園

と
鶏

同
右

同
右

同
右

同
右

ブ
ー
ジ
ヴ
ァ
ル

同
右

同
右

同
右

同
右

モ
レ
の
夕
暮
れ

同
右

同
右

同
右

同
右

ガ
ー
ン
ジ
ー
島
の
霧

同
右

同
右

同
右

同
右

ベ
リ
ー
ル
の
岩
場
、
ポ
ー
ル
＝
ド
モ
ワ

同
右

同
右

同
右

同
右

ト
ゥ
ル
ー
ヴ
ィ
ル

同
右

同
右

同
右

同
右

休
息

同
右

同
右

同
右

同
右

タ
イ
ツ
の
ひ
も
を
結
ぶ
踊
り
子

同
右

同
右

同
右

同
右

左
脚
で
立
つ
第
４
ポ
ジ
シ
ョ
ン

同
右

同
右

同
右

同
右

ポ
プ
ラ
林
の
中
の
二
人

同
右

同
右

同
右

同
右

マ
ハ
ナ
・
マ
ア

同
右

同
右

同
右

同
右

樹
下
の
道

同
右

同
右

同
右

同
右

フ
ァ
ウ
ヌ
ス
の
い
る
風
景

同
右

同
右

同
右

同
右

女
性
像
の
習
作

同
右

同
右

同
右

同
右

シ
ョ
ー
ト
ブ
ー
ツ
の
ひ
も
を
結
ぶ

同
右

同
右

同
右

同
右

バ
レ
ン
シ
ア
港

同
右

同
右

同
右

同
右

小
さ
な
孫
娘

同
右

同
右

同
右

同
右

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



人
物
と
樹
木
の
あ
る
風
景

同
右

同
右

同
右

同
右

バ
ウ
ム
ガ
ル
テ
ン
ブ
リ
ュ
ッ
ク
の
ハ
ー
フ
ェ
ル

川
に
架
か
る
橋

同
右

同
右

同
右

同
右

シ
ャ
ペ
ル
大
通
り
の
赤
い
壁

同
右

同
右

同
右

同
右

セ
レ
の
風
景

同
右

同
右

同
右

同
右

ル
ツ
ェ
ル
ン
湖

Ⅰ

同
右

同
右

同
右

同
右

「
セ
ー
ヌ
河
口
、
ル
・
ア
ー
ヴ
ル
」
の
た
め
の

習
作

同
右

同
右

同
右

同
右

ノ
ク
タ
ー
ン

同
右

同
右

同
右

同
右

花
の
あ
る
静
物

同
右

同
右

同
右

同
右

モ
ン
テ
ス
キ
ュ
ー
＝
フ
ェ
ザ
ン
サ
ッ
ク
公
爵
夫

人

同
右

同
右

同
右

同
右

座
る
女

同
右

同
右

同
右

同
右

道
化

同
右

同
右

同
右

同
右

赤
い
雄
鶏

同
右

同
右

同
右

同
右

グ
ラ
ス
と
レ
モ
ン
の
あ
る
静
物

同
右

同
右

同
右

同
右

ヴ
ァ
イ
オ
リ
ン
と
楽
譜
の
あ
る
静
物

同
右

同
右

同
右

同
右

ビ
ル
の
建
設

同
右

同
右

同
右

同
右

静
物

ａ

同
右

同
右

同
右

同
右

コ
ン
ポ
ー
ト
と
パ
ン
と
チ
ー
ズ

同
右

同
右

同
右

同
右

静
物

ｂ

同
右

同
右

同
右

同
右

コ
ン
ポ
ジ
シ
ョ
ン

の
ヴ
ァ
リ
エ
ー
シ
ョ
ン

同
右

同
右

同
右

同
右

車
輪

同
右

同
右

同
右

同
右

夕
日
に
照
ら
さ
れ
る
木
々

同
右

同
右

同
右

同
右

抽
象

同
右

同
右

同
右

同
右

聖
な
る
時
間

同
右

同
右

同
右

同
右

ピ
ア
ノ
の
前
の
女
性
た
ち

同
右

同
右

同
右

同
右

女
性
像

同
右

同
右

同
右

同
右

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



若
い
女
性

同
右

同
右

同
右

同
右

抽
象
（
頭
部
）

同
右

同
右

同
右

同
右

座
る
裸
婦
（
ト
ラ
ウ
テ
・
ロ
ー
ズ
）

同
右

同
右

同
右

同
右

３
つ
の
バ
ス
ケ
ッ
ト

同
右

同
右

同
右

同
右

馬

同
右

同
右

同
右

同
右

男
の
胸
部
（
キ
ア
ヴ
ェ
ン
ナ

ｌ
）

同
右

同
右

同
右

同
右

備
考

指
定
美
術
品
等
の
関
係
書
類
を
文
化
庁
企
画
調
整
課
に
備
え
置
い
て
縦
覧
に
供
す
る
と
と
も
に
、
文
化
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
す
る
。

一

設
置
者
の
氏
名
及
び
住
所
、
航
空
灯
火
の
種
類
及
び
名
称
、
航
空
灯
火
の
位
置
及
び
所
在
地
並
び
に
期
日

設
置
者
の

氏
名
及
び
住
所

航
空
灯
火
の

種
類
及
び
名
称

航
空
灯
火
の

位
置
及
び
所
在
地

期

日

沖
縄
県

沖
縄
県
那
覇
市
泉
崎

一
丁
目
二
番
二
号

飛
行
場
灯
火

粟
国
空
港
照
明
施
設

粟
国
空
港
内

沖
縄
県
島
尻
郡
粟
国
村

変
更
し
た
事
項
に
係

る
供
用
開
始
の
予
定

期
日

令
和
八
年
十
月
十
三

日

飛
行
場
灯
火

宮
古
空
港
照
明
施
設

宮
古
空
港
内
及
び
そ
の
周
辺

沖
縄
県
宮
古
島
市

二

変
更
し
た
事
項

次
の
表
に
よ
り
、
変
更
前
欄
に
掲
げ
る
事
項
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
変
更
後
欄
に
掲
げ
る
事
項
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
変
更
す
る
。

変

更

後

変

更

前

（
粟
国
空
港
）

（
粟
国
空
港
）

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

進
入
角
指
示
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
上

層
航
空
白
、
下
層
航
空

赤
の
不
動
光

航
空
白
最
大
七
万
九
千

カ
ン
デ
ラ
、
航
空
赤
最

大
二
万
千
カ
ン
デ
ラ

着
陸
し
よ
う
と
す
る
航
空
機
か
ら

見
て
滑
走
路
接
地
帯
の
左
外
側
に

一
灯
列
二
個

進
入
角
指
示
灯

白
熱
電
灯
、
上
層
航
空

白
、
下
層
航
空
赤
の
不

動
光

航
空
白
最
大
十
万
カ
ン

デ
ラ
、
航
空
赤
最
大
一

万
七
千
カ
ン
デ
ラ

着
陸
し
よ
う
と
す
る
航
空
機
か
ら

見
て
滑
走
路
接
地
帯
の
左
外
側
に

一
灯
列
二
個

滑
走
路
末
端
識

別
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
白
の
閃せ

ん

光
、
毎
秒
二

閃せ
ん

光

実
効
光
度
七
千
百
カ
ン

デ
ラ

滑
走
路
末
端
の
両
外
側

滑
走
路
末
端
識

別
灯

キ
セ
ノ
ン
放
電
灯
、
航

空
白
の
閃せ

ん

光
、
毎
秒
二

閃せ
ん

光

実
効
光
度
一
万
千
カ
ン

デ
ラ

滑
走
路
末
端
の
両
外
側

（
宮
古
空
港
）

（
宮
古
空
港
）

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

灯
質
、
光
度
、
配
置
そ
の
他
航
空
灯
火
の
性
能
に
関
す
る
重
要
事
項

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

航
空
灯
火

灯

質

光

度

配

置

等

進
入
灯
（
簡
易

式
）

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
可
変
白
の
不
動
光

航
空
白
最
大
二
万
千
カ

ン
デ
ラ

滑
走
路
04
側
末
端
か
ら
滑
走
路
中

心
線
の
延
長
線
上
四
百
二
十
メ
ー

ト
ル
ま
で
の
間

進
入
灯
（
簡
易

式
）

白
熱
電
灯
、
航
空
可
変

白
の
不
動
光

航
空
白
最
大
二
万
二
千

カ
ン
デ
ラ

滑
走
路
04
側
末
端
か
ら
滑
走
路
中

心
線
の
延
長
線
上
四
百
二
十
メ
ー

ト
ル
ま
で
の
間

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
〇
国
土
交
通
省
告
示
第
千
二
百
十
五
号

粟
国
空
港
及
び
宮
古
空
港
の
航
空
灯
火
に
つ
い
て
告
示
し
た
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
の
で
、
航
空
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
三
十
一
号
）
第
四
十
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

令
和
八
年
十
月
九
日

国
土
交
通
大
臣

井
林

辰
憲





進
入
灯
台

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
白
の
閃せ
ん

光
、
毎
分
六

十
閃せ
ん

光

実
効
光
度
十
三
万
カ
ン

デ
ラ

滑
走
路
04
側
末
端
か
ら
滑
走
路
中

心
線
の
延
長
線
上
六
百
メ
ー
ト
ル

及
び
九
百
メ
ー
ト
ル
の
位
置

進
入
灯
台

白
熱
電
灯
、
航
空
白
の

閃せ
ん

光
、
毎
分
六
十
閃せ
ん

光

実
効
光
度
十
一
万
カ
ン

デ
ラ

滑
走
路
04
側
末
端
か
ら
滑
走
路
中

心
線
の
延
長
線
上
六
百
メ
ー
ト
ル

及
び
九
百
メ
ー
ト
ル
の
位
置

誘
導
路
灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
青
の
不
動
光

誘
導
路
の
両
外
側
及
び
エ
プ
ロ
ン

の
外
側

誘
導
路
灯

白
熱
電
灯
、
航
空
青
の

不
動
光

誘
導
路
の
両
外
側
及
び
エ
プ
ロ
ン

の
外
側

誘
導
路
灯
列
の
灯
列
線
上
で
誘
導

路
の
出
入
口

蛍
光
放
電
灯
、
航
空
青

の
不
動
光

誘
導
路
灯
列
の
灯
列
線
上
で
誘
導

路
の
出
入
口

誘
導
路
中
心
線

灯

発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
、
航

空
緑
、
航
空
黄
の
不
動

光

航
空
緑
最
大
五
十
カ
ン

デ
ラ
、
航
空
黄
最
大
五

十
カ
ン
デ
ラ

誘
導
路
中
心
線
上
及
び
滑
走
路
へ

の
出
入
経
路
上

誘
導
路
中
心
線

灯

白
熱
電
灯
、
航
空
緑
、

航
空
黄
の
不
動
光

航
空
緑
最
大
六
十
カ
ン

デ
ラ
、
航
空
黄
最
大
六

十
カ
ン
デ
ラ

誘
導
路
中
心
線
上
及
び
滑
走
路
へ

の
出
入
経
路
上

最
大
五
カ
ン
デ
ラ

最
大
二
十
カ
ン
デ
ラ

最
大
七
カ
ン
デ
ラ

最
大
十
二
カ
ン
デ
ラ

海
上
保
安
庁
の
船
舶
の
番
号
及
び
標
識
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

改

正

後

改

正

前

別
表

別
表

巡
視
船

巡
視
船

番
号

船

名

番
号

船

名

（
略
）

（
略
）

CL
17

な
ち
か
ぜ

CL
17

な
ち
か
ぜ

CL
48

し
お
か
ぜ

（
略
）

（
略
）

第
一
条

海
上
保
安
庁
の
船
舶
の
番
号
及
び
標
識
（
昭
和
二
十
四
年
海
上
保
安
庁
告
示
第
三
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
破

線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
略
）

（
略
）

第
二
条

海
上
保
安
庁
の
船
舶
の
番
号
及
び
標
識
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規

定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

別
表

別
表

巡
視
船

巡
視
船

番
号

船

名

番
号

船

名

（
略
）

（
略
）

PM
98

ほ
ろ
べ
つ

PM
98

ほ
ろ
べ
つ

PS
06

ら
い
ざ
ん

（
略
）

（
略
）

改

正

後

改

正

前

別
表

別
表

巡
視
船

巡
視
船

番
号

船

名

番
号

船

名

（
略
）

（
略
）

PS
41

か

む

い

PS
41

か

む

い

PS
42

し
ら
た
け

（
略
）

（
略
）

第
三
条

海
上
保
安
庁
の
船
舶
の
番
号
及
び
標
識
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規

定
の
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報

附

則

こ
の
告
示
は
、
令
和
八
年
十
月
十
四
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定

め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一

第
二
条
の
規
定

令
和
八
年
十
月
三
十
日

二

第
三
条
の
規
定

令
和
八
年
十
一
月
二
十
七
日

〇
海
上
保
安
庁
告
示
第
三
十
七
号

海
上
保
安
庁
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
三
年
政
令
第
九
十
六
号
）
第
二
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
海
上
保
安
庁
の
船
舶
の

番
号
及
び
標
識
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
十
月
九
日

海
上
保
安
庁
長
官

宮
澤

康
一





公 告

令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

諸 事 項






令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続開始・破産手続廃止
及び免責許可申立てに関する
意見申述期間






令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報







令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報







令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報







令
和

年

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
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金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報







令
和

年


月

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金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報







令
和

年


月

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金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報







令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報







令
和

年


月

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金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報




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
年


月

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金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報



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令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報







令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報




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和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報







令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続廃止及び免責許可決定



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和

年


月

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金
曜
日
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外
第



号
)

官
報




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
年


月

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金
曜
日
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外
第



号
)

官
報







令
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
年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報




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和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続終結及び免責許可決定

免責許可決定




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年
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
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
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金
曜
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外
第



号
)

官
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
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
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
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曜
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号
)
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報
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
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年


月

日
金
曜
日
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外
第



号
)

官
報







貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日） （単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 127867787116
有価証券 77507321600
貯蔵品 14884877706
核物質 5828331797
前払金 4315329694
前払費用 526398610
未収収益 14896062
未収金 13695195049
契約資産 43024308
賞与引当金見
返

2941485443

放射性廃棄物
引当金見返

10443558201

環境対策引当
金見返

54750800


流動資産
合計

258122956386

Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産
建物 254646783412
減価償却累
計額

 129141928439

減損損失累
計額

 19838966840


105665888133

構築物 109488042664
減価償却累
計額

 49778756205

減損損失累
計額

 5204890784


54504395675

機械・装置 392447121510
減価償却累
計額

 327642101029

減損損失累
計額

 28220230072


36584790409

装荷核燃料 3933977022
減損損失累
計額

 224700121


3709276901

船舶 1668150
減価償却累
計額

 1210965


457185

車両・運搬具 2476052659
減価償却累
計額

 2155875047

減損損失累
計額

 5734098


314443514

工具・器具・
備品

103672466605

減価償却累
計額

 78448062339

減損損失累
計額

 415114386


24809289880

放射性物質 686415199
減価償却累
計額

 532563009

減損損失累
計額

 10245510


143606680

土地 57857230820
減損損失累
計額

 1305407288


56551823532

建設仮勘定 148697818177


有形固定資
産合計

430981790086

２ 無形固定資産
特許権 94577192
借地権 540914821
ソフトウェア 1589049126
工業所有権仮
勘定

78256958

その他の無形
固定資産

28475180


無形固定資
産合計

2331273277

３ 投資その他の
資産
長期前払費用 11557006
敷金・保証金 56564678
退職給付引当
金見返

39603288743

令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構令和７事業年度財務
諸表に関する公告

独立行政法人通則法（平成11年７月16日法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、令和７事業
年度国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の財務諸表について次のとおり公告します。
なお、勘定別財務諸表につきましては、当機構のホームページ（http://www.jaea.go.jp/about_

JAEA/financial/）に掲載しております。
令和８年 10 月９日 茨城県那珂郡東海村大字舟石川765番地１

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
理事長 小口 正範







前払年金費用 9626549788
放射性廃棄物
引当金見返

132853352528

環境対策引当
金見返

41844300

その他の資産 1877650058


投資その他
の資産合計

184070807101


固定資産
合計

617383870464


資産合
計

875506826850


負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付金
債務

27295818134

預り補助金等


392670708

預り寄附金 71928187
未払金 77260513546
未払費用 1335768721
未払法人税等 49854000
未払消費税等 423910400
前受金 3678017352
放射性廃棄物
処理処分前受
金

12569747

預り金 2144745758
引当金
賞与引当金 2941485443
放射性廃棄
物引当金

13619525358

環境対策引
当金

54750800


16615761601

短期リース債
務

1014672364

資産除去債務 1861199559
ＰＦＩ債務 1378654610


流動負債
合計

133536084687

Ⅱ 固定負債
資産見返負債

資産見返運
営費交付金

82148184938

資産見返補
助金等

12481614729

資産見返寄
附金

1222527660

資産見返廃
棄物処理処
分負担金

419184350

資産見返埋
設処分業務

5234254

建設仮勘定
見返運営費
交付金

20337190058

建設仮勘定
見返施設費

64102500880

建設仮勘定
見返補助金
等

306985875

建設仮勘定
見返寄附金

4440317266

建設仮勘定
見返廃棄物
処理処分負
担金

949395982


186413135992

長期預り寄附
金

40536278

放射性廃棄物
処理処分長期
前受金

280090564

長期廃棄物処
理処分負担金


10380034294

引当金
退職給付引
当金

39603288743

放射性廃棄
物引当金

164613024098

環境対策引
当金

41844300


204258157141

長期リース債
務

1428471092

資産除去債務 2968447819
ＰＦＩ債務 3296125857
前払年金費用
見返

9626549788


固定負債
合計

418691548825


負債合
計

552227633512
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純資産の部
Ⅰ 資本金

政府出資金 813631004899
民間出資金 16271291464


資本金合
計

829902296363

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 118885548477
その他行政コ
スト累計額
減価償却相
当累計額

 449013453886

減損損失相
当累計額

 44144111282

利息費用相
当累計額

 94126962

承継資産に
係る費用相
当累計額

 24307941522

除売却差額
相当累計額

 89861411337


 607421044989

資本剰余
金合計

 488535496512

Ⅲ 繰越欠損金
繰越欠損
金合計

18087606513


純資産
合計

323279193338


負債・
純資産
合計

875506826850


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
行 政 コ ス ト 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用
業務費 165552838012
受託費 54710204931
一般管理費 5518149575
財務費用 828934503
雑損 88197447
臨時損失 62735317434
法人税、住民税及び事業税 49854000


損益計算書上の費用合
計

289483495902


Ⅱ その他行政コスト
減価償却相当額 9388670320
減損損失相当額 204164977
利息費用相当額 21815658
承継資産に係る費用相当額


1432610468

除売却差額相当額  3014455775


その他行政コスト合計 8032805648


Ⅲ 行政コスト 297516301550


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
損 益 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：円）

経常費用
業務費
職員等給与費 23923538156
雑給 3988951714
法定福利費 4040419570
賞与引当金繰入 2746363662
退職給付費用 4381990167
退職金 50993800
修繕費 21917930621
水道光熱費 11290510439
運転委託費 7416837714
消耗品費 3479662436
役務費 32551619327
放射性廃棄物引当金繰入 21008812408
環境対策引当金繰入  239249974
海外製錬引当金繰入  5100980
減価償却費 11097289053
その他 17902269899


165552838012

受託費
職員等給与費 55728480
雑給 387685927
法定福利費 59820599
退職金 1402500
修繕費 5661367931
研究委託費 21146458765
役務費 18476230610
消耗品費 6787911108
減価償却費 199442617
その他 1934156394


54710204931
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一般管理費
役員給与費 161438991
職員等給与費 1629392065
雑給 490843112
法定福利費 328146214
賞与引当金繰入 195121781
退職給付費用 360077071
役務費 286528026
賃借料 365651164
租税公課 97092155
減価償却費 94155392
その他 1509703604


5518149575

財務費用
支払利息 259573003
有価証券評価損 569361500


828934503

雑損 88197447


経常費用合計 226698324468


経常収益
運営費交付金収益 103117128951
政府受託研究収入 52897167485
民間受託研究収入 2056561573
共同施設利用収入 1571845549
廃棄物処理事業収入 29391556
研修授業料収入 20845573
特許許諾利用収入 8488842
ガラス固化技術開発施設収入 1535193036
放射性廃棄物処理処分収入 45952691
研究施設等廃棄物処分収入 815431
廃棄物処理処分負担金収益 4751713082
施設費収益 1116664942
補助金等収益 19247639646
寄附金収益 40808940
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 7929641488
資産見返補助金等戻入 3795439435
資産見返寄附金戻入 270065349
資産見返廃棄物処理処分負
担金戻入

56622068

資産見返埋設処分業務戻入 1595144


12053363484
賞与引当金見返に係る収益 2941485443

退職給付引当金見返に係る収
益

4881936815

前払年金費用見返に係る収益


 139869577

放射性廃棄物引当金見返に係
る収益

16938830024

環境対策引当金見返に係る収
益

 239249974

海外製錬引当金見返に係る収
益

 5100980

財務収益
受取利息 11146388
有価証券利息 198416818
為替差益 58881512


268444718

雑益 1251614474


経常収益合計 224391671724


経常損失 2306652744
臨時損失
固定資産除却損 1584576964
減損損失 61150740470


臨時損失合計 62735317434

臨時利益
固定資産売却益 403305
運営費交付金収益 1386020359
施設費収益 120341216
補助金等収益 34785385
廃棄物処理処分負担金収益 6171266
資産見返運営費交付金戻入 220889533
資産見返補助金等戻入 42709811
資産見返寄附金戻入 5540686
資産見返廃棄物処理処分負担
金戻入

10986

その他の臨時利益 320000000


臨時利益合計 2136872547
税引前当期純損失 62905097631
法人税、住民税及び事業税 49854000


当期純損失 62954951631


前中長期目標期間繰越積立金取崩
額

1951113970


当期総損失 61003837661


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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純 資 産 変 動 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金

政府出資金 民間出資金 資本金合計 資本剰余金

その他行政コスト累計額

資本剰余金合計減価償却相当累
計額（－）

減損損失相当累
計額（－）

利息費用相当累
計額（－）

承継資産に係る
費用相当累計額
（－）

除売却差額相当
累計額（－）

当期首残高 809031004899 16271291464 825302296363 116721788005441868103698 45448890777 72311304 22875331054 89123602508482666451336

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額 4600000000 4600000000

出資金の受入 4600000000 4600000000

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額 2163760472 7145350188 1304779495 21815658 1432610468 737808829 5869045176

固定資産の取得 2163760472 2163760472

固定資産の除売却 2243320132 1508944472 737808829 3014455775

減価償却 9541174246 9541174246

固定資産の減損 1389085370 1389085370

時の経過による資産除去債
務の増加

21815658 21815658

資産除去債務の履行に伴う
取崩し

152503926 1184920393 1337424319

承継資産の使用等 1432610468 1432610468

Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）
の当期変動額（純額）

Ⅳ 評価・投資差額等の当期変動
額（純額）

当期変動額合計 4600000000 4600000000 2163760472 7145350188 1304779495 21815658 1432610468 737808829 5869045176

当期末残高 813631004899 16271291464 829902296363 118885548477449013453886 44144111282 94126962 24307941522 89861411337488535496512
（単位：円）

Ⅲ 利益剰余金

Ⅳ 評価・換算
差額等

Ⅳ 評価・換算
差額等 純資産合計

繰延ヘッジ損益

44867345118 1131147 1131147 387502058998
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4600000000

4600000000

5869045176

2163760472

3014455775

9541174246

1389085370

21815658

1337424319

1432610468

62954951631 62954951631

1131147 1131147 1131147

62954951631 1131147 1131147 64222865660

18087606513 0 0 323279193338

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出  5358533297
定期預金の払戻による収入 5358533297
有価証券の取得による支出  50424370000
有価証券の償還による収入 76749696000

キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
研究開発活動に伴う支出  134698745851
人件費支出  42244350194
その他業務支出  3443543060
運営費交付金収入 137220200000
業務収入 3270317890
研究施設等廃棄物処分収入 540433
受託収入 64298647940
補助金等収入 23521518254
補助金等の精算による返還金の支出  357847507

寄附金収入 52039355
その他収入 1594279059


小計 49213056319

利息の受取額 212579246
利息の支払額  260754291
法人税等の支払額  44566000


業務活動によるキャッシュ・フロー 49120315274
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核物質の売却による収入 3780
有形固定資産の取得による支出  36003355080
有形固定資産の売却による収入 28522623
無形固定資産の取得による支出  608541467
無形固定資産の売却による収入 241162
施設費による収入 22435496313
施設費の精算による返還金の支出  202663471
資産除去債務の履行による支出  660025517
投資その他の資産の取得による支出  266066
投資その他の資産の精算による収入 51669118


投資活動によるキャッシュ・フロー 11366407395

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
金銭出資の受入れによる収入 4600000000
リース債務の返済による支出  1182432956
ＰＦＩ債務償還による支出  38755140


財務活動によるキャッシュ・フロー 3378811904

Ⅳ 資金増加額 63865534573
Ⅴ 資金期首残高 64002252543


Ⅵ 資金期末残高 127867787116


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注 記 事 項
Ⅰ 重要な会計方針

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月21日改訂）並びに
「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月
最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しておりま
す。
１．運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。
なお、管理部門の活動については期間進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産（リース資産を除く。）

定額法を採用しております。
主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～50年
構築物 ７～60年
機械・装置 ４～17年
工具・器具・備品 ２～20年
なお、装荷核燃料については、燃焼度合による減損を計上しております。
特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）及び資産除去債務に対応する特定の
除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価償
却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

 無形固定資産（リース資産を除く。）
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（２～５年）
に基づいております。

 リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．特定の承継資産（独立行政法人会計基準第87第２項）の会計処理方法
個別法に基づく承継資産のうち、現金及び預金、貯蔵品、核物質、前払金、前払費用、未収
金、敷金・保証金並びにその他の資産に係る費用相当額については、承継資産に係る費用相当
累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

４．賞与引当金の計上基準
役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を
計上しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金等により財源措置がなされ
る見込みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。

５．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法
役職員等の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当該事業年度末までの期間に帰属させる方
法については期間定額基準によっております。
過去勤務費用は、発生時に一括費用処理しております。
数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括費用処理しております。
なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給
付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。
また、運営費交付金等により、掛金及び年金基金積立不足額に対して財源措置がなされる見
込みである確定給付企業年金については、退職給付引当金（前払年金費用）と同額を退職給付
引当金見返（前払年金費用見返）として計上しております。

６．放射性廃棄物引当金の計上基準
放射性廃棄物の処分に係る拠出金及び使用済燃料の再処理費用等に充てるため、当事業年度
末後に要する放射性廃棄物の処分に係る拠出金及び使用済燃料の再処理費用等の見積額を計上
しております。なお、放射性廃棄物の処分に係る拠出金及び使用済燃料の再処理費用等のうち、
運営費交付金で財源措置がなされる見込額については、放射性廃棄物引当金と同額を放射性廃
棄物引当金見返として計上しております。

７．環境対策引当金の計上基準
ＰＣＢ廃棄物の処理費用に充てるため、当事業年度末後に要するＰＣＢ廃棄物の処理費用の
見積額を計上しております。なお、ＰＣＢ廃棄物の処理費用については、運営費交付金により
財源措置がなされる見込みであるため、環境対策引当金と同額を環境対策引当金見返として計
上しております。

８．有価証券の評価基準及び評価方法
 売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）
９．棚卸資産の評価基準及び評価方法
 貯蔵品

個別法による低価法を採用しております。
 核物質

移動平均法による低価法を採用しております。
ただし、再処理燃料、照射用核物質等で個別に取得価額が特定できる核物質等については、
個別法による低価法を採用しております。







令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

10．収益及び費用の計上基準
 受託研究に係る収益

受託研究に係る収益は、主に国又は地方公共団体から支出された委託費であり、委託契約
等に基づいてサービス等を提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、当機構が
顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受することで充足されると
判断し、履行義務の充足に係る進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき収益を一定の期間に
わたり認識しております。
なお、契約期間が複数年度にわたる契約のうち、研究の進捗に応じた報告書を提出する契
約については報告書を提出した時点で、各年度にて収益を認識しております。

 ガラス固化技術開発施設収入に係る収益
ガラス固化技術開発施設収入に係る収益は、顧客との契約に基づいてガラス固化処理等の
業務を行う履行義務を負っております。当該履行義務は、当機構が顧客との契約における義
務を履行するにつれて、顧客が便益を享受することで充足されると判断し、履行義務の充足
に係る進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。

 日本原電廃棄物処理等収入に係る収益
日本原電廃棄物処理等収入に係る収益は、顧客との契約に基づいて放射性廃棄物の最終処
分のために必要な業務を行う履行義務を負っております。当該履行義務は、当機構が顧客と
の契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受することで充足されると判断し、
履行義務の充足に係る進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認
識しております。

11．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。

12．長期廃棄物処理処分負担金の会計処理
「長期廃棄物処理処分負担金」は、独立行政法人会計基準第85第１項の寄附金の会計処理
によっております。

13．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

14．資産見返負債の会計処理
埋設処分業務勘定における資産見返負債の計上は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機
構の監査報告の作成、監事の調査の対象となる書類、会計の原則、短期借入金の認可の申請手
続、埋設処分業務に係る財務及び会計、内部組織並びに管理又は監督の地位等に関する省令（平
成17年文部科学省令第44号）第７条第２項の規定によっております。
（参考）
〇国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の監査報告の作成、監事の調査の対象となる書
類、会計の原則、短期借入金の認可の申請手続、埋設処分業務に係る財務及び会計、内部
組織並びに管理又は監督の地位等に関する省令（平成17年文部科学省令第44号）
（埋設処分業務等に関する会計処理）
第７条第２項
機構は、埋設処分業務等に係る償却資産を取得したときは、埋設処分業務等に係る勘定
において、当該償却資産の価額に相当する金額を資産見返負債として貸借対照表の負債の
部に計上するものとする。

15．重要な会計上の見積り
 減損会計
１）当該事業年度の財務諸表に計上した金額
減損損失 61150740470円
減損損失相当額 1389085370円

有形固定資産 430981790086円
無形固定資産 2331273277円
※減損損失相当額1389085370円は、当事業年度に減損を認識した金額であり、行政コス
ト計算書上の減損損失相当額204164977円には資産除去債務の履行に伴う取崩しへの振
替1184920393円が含まれているため、一致しておりません。

２）会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報
当該事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法
減損の兆候は、当該資産の使用可能性を著しく低下させる変化が生じたか、あるいは生
ずる見込みであること、当該資産を使用しないことの決定又は廃止措置計画の申請等によ
り把握しています。
減損の認識は、当該資産を使用していないこと又は廃止措置計画の認可等により行って
います。
減損の測定は、回収可能サービス価額に基づいて行っております。回収可能サービス価
額は、減損の認識事由に応じて、使用価値又は正味売却価額を用いています。
当該事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
施設の廃止等により、当該資産は今後使用しないという仮定に基づき会計上の見積りを
行っています。
翌事業年度の財務諸表に与える影響
将来の事業環境の変化、事業計画の変更等により、減損損失の算定に用いた主要な仮定
に変化が生じた場合、翌事業年度の財務諸表において減損損失が計上される可能性があり
ます。

 資産除去債務
１）当該事業年度の財務諸表に計上した金額
資産除去債務（流動負債） 1861199559円
資産除去債務（固定負債） 2968447819円
２）会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報
当該事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法
有形固定資産の除去に関して法令又は契約で要求される法律上の義務のうち、当該債務
額について合理的な見積りが可能なものについて、負債を計上しています。
算出に当たっては、処分又は原状回復に係る費用の見積額を算定し、割引率は見積り時
の長期国債利回率を採用しています。
当該事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
処分又は原状回復に係る費用について、資産の除去を行う業者等の第三者からの情報や、
過去の実績額等に基づき見積り計算を行う等、一定の仮定を置いて会計上の見積りを行っ
ています。
翌事業年度の財務諸表に与える影響
貸借対照表に計上しているものについては、工事単価の変動、想定していない工事の発
生等により、実際に生じた除去費用が見積金額と異なった場合、翌事業年度の財務諸表に
影響を与える可能性があります。
貸借対照表に計上していないものについては、「Ⅴその他独立行政法人の状況を適切に開
示するために必要な会計情報10．資産除去債務に関する事項資産除去債務のうち貸借対
照表に計上していないもの」に記載のとおり、合理的な見積りができないため、負債を計
上しておりません。翌事業年度に状況が変化し、合理的な見積りが可能となるような事象
が発生した場合には、資産除去債務を計上する可能性があります。

 放射性廃棄物引当金
１）当該事業年度の財務諸表に計上した金額
放射性廃棄物引当金（流動負債） 13619525358円
放射性廃棄物引当金（固定負債） 164613024098円
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) ２）会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報

当該事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法
「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」に基づき、確定した廃棄物量に経済産業
省令で定められた処分単価を乗じて算出しております。また、核燃料の処分費用について
は、処分契約に基づく単価等に体数を乗じて算出しております。
当該事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
当事業年度において経済産業省令で定められた処分単価が、支払期間の最終年度まで継
続するとの仮定に基づき、会計上の見積りを行っています。また、核燃料の処分費用につ
いては、処分を行う業者等の第三者からの情報や、過去の実績額等に基づき見積り計算を
行う等、一定の仮定を置いて会計上の見積りを行っています。なお、廃棄物量は確定して
おり変動することはありません。
翌事業年度の財務諸表に与える影響
貸借対照表に計上しているものについては、処分単価の変動や、新たな契約の締結によ
り、実際に生じた費用が見積金額と異なった場合、翌事業年度の財務諸表に影響を与える
可能性があります。
貸借対照表に計上していないものについては、「Ⅴその他独立行政法人の状況を適切に開
示するために必要な会計情報２．貸借対照表関係貸借対照表に計上していない引当金」
に記載のとおり、合理的な見積りができないため、引当金を計上しておりません。翌事業
年度に状況が変化し、合理的な見積りが可能となるような事象が発生した場合には、放射
性廃棄物引当金を計上する可能性があります。

Ⅱ 重要な債務負担行為
次年度以降に支払いを予定している重要な債務負担行為の額は以下のとおりです。
中性子発生系交換機器等整備（Ⅻ） 79040000円
中性子発生系交換機器等整備（） 280040900円
中性子冷却系交換機器等整備（Ⅷ） 274042000円
日本原子力研究開発機構の研究施設の高度化 2637110382円
人形峠環境技術センターの安全対策 158450000円
大洗研 管理機械棟耐震対策工事 98065000円
原科研 バンク変圧器の更新 402600000円
人形峠六フッ化ウラン対策 12165000000円
ガラス固化処理に必要な施設等の整備 982575000円
大洗原子力工学研究所施設の廃止措置 792058980円

Ⅲ 不要財産に係る国庫納付等
該当事項はありません。

Ⅳ 重要な後発事象
該当事項はありません。

Ⅴ その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
１．区分経理関係

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法（平成16年法律第155号）第20条に基づき、特
別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第85条第５項に規定する電源利用対策に関する業
務に係る経理（電源利用勘定）、埋設処分業務等に係る経理（埋設処分業務勘定）、その他の業
務に係る経理（一般勘定）とに区分して整理しております。

２．貸借対照表関係
 貸借対照表に計上していない引当金
将来支出が見込まれる使用済核燃料、廃棄物の処理費用のうち、それぞれの処理方法が確定
していない処理費用については、これらの費用を合理的に見積もることができないため、引当
金を計上しておりません。
 その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額

516579090621円

３．行政コスト計算書関係
 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 297516301550円
自己収入等  64991591827円
法人税等及び国庫納付額  49854000円
機会費用 9809272419円

           

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 242284128142円
 機会費用の計上方法
 国又は地方公共団体の財源の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算
方法
イ 無償貸付を受けている地方公共団体公有財産に対し、各地方公共団体における算定方
式及びそれらに準じた算定方式により得た賃貸価額を計上しております。
ロ 国から無償貸与を受けている研究用機器等の物品に対し、減価償却を行ったとして得
られた当事業年度減価償却費相当額を計上しております。

 政府出資等の機会費用の計算に使用した率
政府出資金等の機会費用の計算利率については、令和８年３月末現在の10年利付国債（日
本相互証券公表）の利回り2345％を使用しております。

 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行
政法人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参
考に計算しております。

４．損益計算書関係
 ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、78866102円であり、当該影響額を除
いた当期総利益は61082703763円であります。
 オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料
 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 10192930円
 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 1031749895円
 ＰＦＩによるサービス部分の対価の支払予定額
 貸借対照表日後一年以内のＰＦＩ期間に係るＰＦＩ費用 2523576736円
 貸借対照表日後一年を超えるＰＦＩ期間に係るＰＦＩ費用 6427845584円

５．キャッシュ・フロー計算書関係
 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 127867787116円

                                          

資金期末残高 127867787116円

                                          

 重要な非資金取引
 ファイナンス・リースによる資産の取得 493687939円
 重要な資産除去債務の計上 1664359478円

６．退職給付に関する注記
 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度と企業年金基金制度を設けております。
確定給付企業年金制度（積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた
一時金又は年金を支給しております。
退職一時金制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時
金を支給しております。
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 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等は、保有しておりません。また、現金は注記を省略して
おり、預金、未収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか
ら、注記を省略しております。

（単位：円）

勘 定 科 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額

有価証券
売買目的の債券 77507321600 77507321600 0
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７．金融商品に関する注記
 金融商品の状況に関する事項

資金運用については短期的な預金及び公債に限定しております。デリバティブ取引につい
ては、理事長の承認を経た上で実施しております。なお、当該取引は、実需に基づくものを
対象とし、投機的な取引は行っておりません。

 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場
合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の
算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 有価証券
地方債及び政府保証債は相場価格を用いて評価しております。これらは必ずしも活発な
市場で取引されているわけではないため、その時価をレベル２に分類しております。

 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付債務 77645719360円
勤務費用 2419260153円
利息費用 776522877円
数理計算上の差異の当期発生額  14013928180円
退職給付の支払額  3045217581円
制度加入者からの拠出額 168204920円

           期末における退職給付債務 63950561549円

           

 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 46762908111円
期待運用収益 2134259126円
数理計算上の差異の当期発生額 432670438円
事業主からの拠出額 852423398円
退職給付の支払額  1930044781円
制度加入者からの拠出額 168204920円

           期末における年金資産 48420421212円

           

 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調
整表
積立型制度の退職給付債務 32134578620円
年金資産  48420421212円

           積立型制度の未積立退職給付債務  16285842592円
非積立型制度の未積立退職給付債務 31815982929円

           小計 15530140337円
未認識数理計算上の差異 14446598618円

           貸借対照表に計上された負債と資産の純額 29976738955円

           

退職給付引当金 39603288743円
前払年金費用  9626549788円

           貸借対照表に計上された負債と資産の純額 29976738955円
           

 退職給付に関連する損益
勤務費用 2419260153円
利息費用 776522877円
期待運用収益  2134259126円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 3680543334円

           合計 4742067238円

           

 年金資産の主な内訳
年金資産の合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。
債券 590％
株式 234％
現金及び預金 27％
その他 149％

      合計 1000％

      

 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、
年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しており
ます。

 数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。）
割引率 確定給付企業年金制度2790％、退職一時金制度2459％
長期期待運用収益率 4564％

８．収益認識に関する注記
当機構は、以下に記載する内容を除き、会計基準第86における収益に重要性が乏しいため、注
記を省略しております。
 収益の分解情報

附属明細書「11．開示すべきセグメント情報」に記載のとおりであります。
 収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとお
りであります。

 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
 当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、307169102577円
であり、当機構は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて令和８年度から令
和19年度までの間で収益を認識することを見込んでいます。
 契約負債の残高 3677009498円
 契約負債は、貸借対照表上流動負債「前受金」に計上しております。
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９．減損会計に関する事項
 減損の認識 （単位：円）

種 類 用 途 帳簿価額及び減損
計上額 損益計算書計上区分 計 場 所

土地 厚生用 帳簿価額 61791903 茨城県那珂郡東海村、岐阜県瑞浪市

減損計上額 損益計算書に計上した金額 0

損益計算書に計上していない
金額

695084

事業用 帳簿価額 27449781 茨城県那珂市、岐阜県瑞浪市

減損計上額 損益計算書に計上した金額 0

損益計算書に計上していない
金額

445654

建物 厚生用 帳簿価額 165553869 茨城県水戸市、茨城県那珂郡東海村

減損計上額 損益計算書に計上した金額 295290

損益計算書に計上していない
金額

165258579

事業用 帳簿価額 446045219 茨城県那珂郡東海村、岡山県苫田郡鏡野町

減損計上額 損益計算書に計上した金額 2957470

損益計算書に計上していない
金額

443087749

構築物 事業用 帳簿価額 35405910 茨城県那珂郡東海村、岐阜県瑞浪市

減損計上額 損益計算書に計上した金額 312753

損益計算書に計上していない
金額

35093157

機械・装置 事業用 帳簿価額 744505147 福井県敦賀市

減損計上額 損益計算書に計上した金額 0

損益計算書に計上していない
金額

744505147

工具・器具・備品 事業用 帳簿価額 169288 茨城県那珂郡東海村

減損計上額 損益計算書に計上した金額 169288

損益計算書に計上していない
金額

0
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建設仮勘定 事業用 帳簿価額 92544314489 茨城県那珂郡東海村、茨城県東茨城郡大洗町

減損計上額 損益計算書に計上した金額 61147005669

損益計算書に計上していない
金額

0

計 帳簿価額 94025235606

減損計上額 損益計算書に計上した金額 61150740470

損益計算書に計上していない
金額

1389085370

 減損の兆候 （単位：円）

種 類 用 途 帳 簿 価 額 場 所 兆 候 の 概 要 等

土地 厚生用 163300000 岐阜県土岐市、岐阜
県瑞浪市

・東濃地科学センターにおいて、研究機能移転の決定に伴い減損の兆候が認められたものです。なお、研究
機能移転が完了するまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用しているため減損を認識しておりま
せん。

事業用 91800000 岐阜県土岐市 ・東濃地科学センターにおいて、研究機能移転の決定に伴い減損の兆候が認められたものです。なお、研究
機能移転が完了するまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用しているため減損を認識しておりま
せん。

建物 厚生用 485977757 埼玉県さいたま市、
茨城県東茨城郡大洗
町、福井県敦賀市、
福井県三方郡美浜
町、岐阜県瑞浪市、
岡山県苫田郡鏡野町

・宿舎について、今後の入居者増加の具体的な予定がないことから、減損の兆候が認められたものです。な
お、宿舎としての機能は引き続き有しており、現に期末時点において使用しているため減損を認識しており
ません。

厚生用 301257066 岐阜県土岐市、岐阜
県瑞浪市

・東濃地科学センターにおいて、研究機能移転の決定に伴い減損の兆候が認められたものです。なお、研究
機能移転が完了するまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用しているため減損を認識しておりま
せん。
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土地については、市場価格が下落したものについて減損を認識しております。減損額の測定に当たっては、正味売却価額（公示価格）に基づき、帳簿価額を減額しております。
建物については、使用しないという決定をしたものについて減損を認識しております。減損額の測定に当たっては、帳簿価額の全額を減額しております。
使用しないという決定をし閉鎖した宿舎（建物）について減損を認識しております。減損額の測定に当たっては、使用が想定されていないことから帳簿価額全額を減額しております。
「汚染除去場」については、令和７年12月３日に原子力規制委員会に対し「許可使用に関する軽微な変更に係る変更届」を提出し、令和８年２月３日に認可が得られ、廃止措置に移行した施設の関連
資産（建物、構築物、機械・装置、工具・器具・備品）について減損を認識しております。減損額の測定に当たっては、廃止措置に移行することに伴い、放射性同位元素に係る設備の使用を廃止したた
め、帳簿価額の全額を減額しております。
「リサイクル機器試験施設（ＲＥＴＦ）」（建設仮勘定）については、使用可能性が著しく低下したものについて減損を認識しております。減損額の測定に当たっては、帳簿価額の一部を減損しており
ます。
「低放射性廃棄物処理技術開発施設（ＬＷＴＦ）」（建設仮勘定）については、一部が腐食により使用できないことから、その使用目的に従った機能を現に有していないものについて減損を認識してお
ります。減損額の測定に当たっては、帳簿価額の一部を減損しております。
過年度に減損を認識した建物、構築物、機械・装置に関し、当年度に計上した資産除去債務に係る除去費用等について減損を認識しております。減損額の測定に当たっては、帳簿価額の全額を減額し
ております。
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事業用 43347819 茨城県那珂郡東海
村、茨城県東茨城郡
大洗町

・「日本原子力研究開発機構の改革計画」（平成25年９月26日策定）に対応した「日本原子力研究開発機構改
革報告書」（平成26年９月30日策定）において、具体的な廃止措置計画を策定し、廃止措置を進めていくこと
を決定した施設について、減損の兆候が認められたものです。なお、施設が廃止されるまでは引き続き使用
し、現に期末時点において使用しているため、減損を認識しておりません。

事業用 3332152 茨城県那珂郡東海村 ・液体処理場は、令和７年12月に原子力規制委員会に対し、核燃料物質使用変更許可申請を行いました。こ
の使用変更許可申請書において使用しないとしている建物について、減損の兆候が認められたものです。な
お、使用変更許可申請の段階では、運転施設と同等の規制を受ける状況にあること等から減損の認識をして
おりませんが、今後、使用変更の許可が得られた時点で減損の認識を行う予定です。

事業用 1859678 茨城県那珂郡東海村 ・廃棄物埋設施設は、令和７年11月に原子力規制委員会に対し、廃止措置計画の認可申請を行いました。こ
の廃止措置計画認可申請において使用しないとしている建物について、減損の兆候が認められたものです。
なお、廃止措置計画申請の段階では、運転施設と同等の規制を受ける状況にあること等から減損の認識をし
ておりませんが、今後、廃止措置の許可が得られた時点で減損の認識を行う予定です。

事業用 200962 茨城県那珂郡東海村 ・圧縮処理施設は、令和７年12月に原子力規制委員会に対し、核燃料物質使用変更許可申請を行いました。
この使用変更許可申請書において使用しないとしている建物について、減損の兆候が認められたものです。
なお、使用変更許可申請の段階では、運転施設と同等の規制を受ける状況にあること等から減損の認識をし
ておりませんが、今後、使用変更の許可が得られた時点で減損の認識を行う予定です。

事業用 12458 茨城県那珂郡東海村 ・道路建設予定地として干渉するため解体・撤去が決定したモニタリングポストについて、減損の兆候が認
められたものです。なお、解体・撤去工事が開始されるまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用
しているため、減損を認識しておりません。使用しなくなる日が翌事業年度以降であり、使用しなくなる日
における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損見込額を算定することができないことから、表示してお
りません。

事業用 314729325 岐阜県土岐市、岐阜
県瑞浪市

・東濃地科学センターにおいて、研究機能移転の決定に伴い減損の兆候が認められたものです。なお、研究
機能移転が完了するまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用しているため減損を認識しておりま
せん。

構築物 厚生用 21539492 福井県三方郡美浜町 ・宿舎について、今後の入居者増加の具体的な予定がないことから、減損の兆候が認められたものです。な
お、宿舎としての機能は引き続き有しており、現に期末時点において使用しているため減損を認識しており
ません。

厚生用 6898340 岐阜県土岐市、岐阜
県瑞浪市

・東濃地科学センターにおいて、研究機能移転の決定に伴い減損の兆候が認められたものです。なお、研究
機能移転が完了するまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用しているため減損を認識しておりま
せん。

事業用 14521893 茨城県東茨城郡大洗
町

・「日本原子力研究開発機構の改革計画」（平成25年９月26日策定）に対応した「日本原子力研究開発機構改
革報告書」（平成26年９月30日策定）において、具体的な廃止措置計画を策定し、廃止措置を進めていくこと
を決定した施設について、減損の兆候が認められたものです。なお、施設が廃止されるまでは引き続き使用
し、現に期末時点において使用しているため、減損を認識しておりません。

事業用 117268 茨城県那珂郡東海村 ・液体処理場は、令和７年12月に原子力規制委員会に対し、核燃料物質使用変更許可申請を行いました。こ
の使用変更許可申請書において使用しないとしている構築物について、減損の兆候が認められたものです。
なお、使用変更許可申請の段階では、運転施設と同等の規制を受ける状況にあること等から減損の認識をし
ておりませんが、今後、使用変更の許可が得られた時点で減損の認識を行う予定です。

事業用 20272134 茨城県那珂郡東海村 ・廃棄物埋設施設は、令和７年11月に原子力規制委員会に対し、廃止措置計画の認可申請を行いました。こ
の廃止措置計画認可申請において使用しないとしている構築物について、減損の兆候が認められたものです。
なお、廃止措置計画申請の段階では、運転施設と同等の規制を受ける状況にあること等から減損の認識をし
ておりませんが、今後、廃止措置の許可が得られた時点で減損の認識を行う予定です。

事業用 322190 茨城県那珂郡東海村 ・圧縮処理施設は、令和７年12月に原子力規制委員会に対し、核燃料物質使用変更許可申請を行いました。
この使用変更許可申請書において使用しないとしている構築物について、減損の兆候が認められたものです。
なお、使用変更許可申請の段階では、運転施設と同等の規制を受ける状況にあること等から減損の認識をし
ておりませんが、今後、使用変更の許可が得られた時点で減損の認識を行う予定です。

事業用 340180721 岐阜県土岐市、岐阜
県瑞浪市

・東濃地科学センターにおいて、研究機能移転の決定に伴い減損の兆候が認められたものです。なお、研究
機能移転が完了するまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用しているため減損を認識しておりま
せん。
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機械・装置 事業用 12913642 茨城県東茨城郡大洗
町

・「日本原子力研究開発機構の改革計画」（平成25年９月26日策定）に対応した「日本原子力研究開発機構改
革報告書」（平成26年９月30日策定）において、具体的な廃止措置計画を策定し、廃止措置を進めていくこと
を決定した施設について、減損の兆候が認められたものです。なお、施設が廃止されるまでは引き続き使用
し、現に期末時点において使用しているため、減損を認識しておりません。

事業用 1339564 茨城県那珂郡東海村 ・液体処理場は、令和７年12月に原子力規制委員会に対し、核燃料物質使用変更許可申請を行いました。こ
の使用変更許可申請書において使用しないとしている機械・装置について、減損の兆候が認められたもので
す。なお、使用変更許可申請の段階では、運転施設と同等の規制を受ける状況にあること等から減損の認識
をしておりませんが、今後、使用変更の許可が得られた時点で減損の認識を行う予定です。

事業用 99075994 岐阜県土岐市、岐阜
県瑞浪市

・東濃地科学センターにおいて、研究機能移転の決定に伴い減損の兆候が認められたものです。なお、研究
機能移転が完了するまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用しているため減損を認識しておりま
せん。

工具・器具・備品 厚生用 1245306 岐阜県土岐市、岐阜
県瑞浪市

・東濃地科学センターにおいて、研究機能移転の決定に伴い減損の兆候が認められたものです。なお、研究
機能移転が完了するまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用しているため減損を認識しておりま
せん。

事業用 1685648 茨城県那珂郡東海村 ・液体処理場は、令和７年12月に原子力規制委員会に対し、核燃料物質使用変更許可申請を行いました。こ
の使用変更許可申請書において使用しないとしている工具・器具・備品について、減損の兆候が認められた
ものです。なお、使用変更許可申請の段階では、運転施設と同等の規制を受ける状況にあること等から減損
の認識をしておりませんが、今後、使用変更の許可が得られた時点で減損の認識を行う予定です。

事業用 12681 茨城県那珂郡東海村 ・廃棄物埋設施設は、令和７年11月に原子力規制委員会に対し、廃止措置計画の認可申請を行いました。こ
の廃止措置計画認可申請において使用しないとしている工具・器具・備品について、減損の兆候が認められ
たものです。なお、廃止措置計画申請の段階では、運転施設と同等の規制を受ける状況にあること等から減
損の認識をしておりませんが、今後、廃止措置の許可が得られた時点で減損の認識を行う予定です。

事業用 52846639 岐阜県土岐市、岐阜
県瑞浪市

・東濃地科学センターにおいて、研究機能移転の決定に伴い減損の兆候が認められたものです。なお、研究
機能移転が完了するまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用しているため減損を認識しておりま
せん。

車両・運搬具 事業用 43313 茨城県那珂郡東海村 ・液体処理場は、令和７年12月に原子力規制委員会に対し、核燃料物質使用変更許可申請を行いました。こ
の使用変更許可申請書において使用しないとしている車両・運搬具について、減損の兆候が認められたもの
です。なお、使用変更許可申請の段階では、運転施設と同等の規制を受ける状況にあること等から減損の認
識をしておりませんが、今後、使用変更の許可が得られた時点で減損の認識を行う予定です。

事業用 76361 岐阜県土岐市、岐阜
県瑞浪市

・東濃地科学センターにおいて、研究機能移転の決定に伴い減損の兆候が認められたものです。なお、研究
機能移転が完了するまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用しているため減損を認識しておりま
せん。

ソフトウェア 事業用 0 岐阜県土岐市、岐阜
県瑞浪市

・東濃地科学センターにおいて、研究機能移転の決定に伴い減損の兆候が認められたものです。なお、研究
機能移転が完了するまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用しているため減損を認識しておりま
せん。

放射性物質 事業用 0 岐阜県土岐市 ・東濃地科学センターにおいて、研究機能移転の決定に伴い減損の兆候が認められたものです。なお、研究
機能移転が完了するまでは引き続き使用し、現に期末時点において使用しているため減損を認識しておりま
せん。

水道施設利用権 厚生用 5082723 茨城県東茨城郡大洗
町

・宿舎について、今後の入居者増加の具体的な予定がないことから、減損の兆候が認められたものです。な
お、宿舎としての機能は引き続き有しており、現に期末時点において使用しているため減損を認識しており
ません。

装荷核燃料 事業用 154028310 茨城県那珂郡東海村 ・定常臨界実験装置（ＳＴＡＣＹ）の更新に係る原子炉設置変更許可申請が認可されたことに伴いＳＴＡＣ
Ｙで使用しない装荷核燃料について、減損の兆候が認められたものです。なお、当該核燃料は使用できる状
態にありますが、再利用を検討している状況にあるため、減損を認識しておりません。

令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報







貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日） （単位：百万円）

科 目 金 額

資産の部
Ⅰ流動資産
現金及び預金 281712
金銭の信託 66449
１年以内回収予定長期貸付金 411191
未収収益 2804
未収金 406
その他 65
貸倒引当金  2040
賞与引当金見返 223

流動資産合計 760813
Ⅱ固定資産
１有形固定資産
建物 105
減価償却累計額  102 3

車両運搬具 5
減価償却累計額  3 2

工具器具備品 752
減価償却累計額  417 335

有形固定資産合計 340
２無形固定資産
ソフトウェア 6157
電話加入権 1

無形固定資産合計 6158
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10．資産除去債務に関する事項
 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）及び廃棄物処理法（昭和45年法律第137号）並び
に石綿障害予防規則（平成17年２月24日厚生労働省令第21号）に基づき、建物等解体時のア
スベスト除去費用等を見積もり、資産除去債務を計上しております。
 労働安全衛生法及び廃棄物処理法並びにダイオキシン類対策特別措置法（平成11年法律第
105号）に基づき、建物等解体時のダイオキシン除去費用等を見積もり、資産除去債務を計
上しております。
 鉱業法（昭和25年法律第289号）等に定められている鉱山の休閉山において講ずべき鉱害
防止等の義務につき、閉山措置に係る費用を見積もり、資産除去債務を計上しております。
 事業等用地の賃貸借契約等に基づく退去時の原状回復に係る費用を見積もり、資産除去債
務を計上しております。
 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（昭和32年法律第166号）に定
められている事業及び施設の廃止に伴う措置としての解体・除染・廃棄等の講ずべき義務の
うち、解体・撤去の時期や計画及び手順等が決定した設備等の撤去費用等を見積もり、資産
除去債務を計上しております。
 上記からまでの資産除去債務の見積りに当たり、支出までの見込期間は当該資産の取
得時から供用終了予定期間（１年～30年）までによっており、割引率は見積り時の長期国債
利回率を採用しております。
 当該年度における資産除去債務の総額の増減
期首残高 5030075506円
時の経過による調整額 27162602円
見積りの変更に伴う増加額 1637196876円
資産除去債務の履行による減少額 1864787606円
期末残高 4829647378円

 資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの
 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」及び「放射性同位元素等の規
制に関する法律」に定められている事業の廃止に伴う措置としての解体・除染・廃棄等の講
ずべき義務及びあらかじめ原子力規制委員会への届出・認可の義務に基づき、施設の廃止等
に係る債務を有しております。また「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法
律」に基づき作成した「廃止措置実施方針」において、各施設の廃止措置に要する費用等の
概算額を公表しております。
ただし、施設の廃止措置の時期や計画については、原子力規制委員会の認可が必要であり、
当機構のみの判断で決定することはできません。また、廃止措置に関する解体・撤去等の方
法については技術的に確立されていない研究開発途上段階のものがあることや、今までの施
設等の利用状況に伴う影響等を踏まえなければ解体・撤去の手順等を決定できないこと、当
機構の施設は原子炉施設のほか、核燃料使用施設、再処理施設、加工施設、廃棄物管理施設
等と多様であり、それぞれの施設解体実績が十分でないこと等、不確定要素があることから、
これらの債務履行に係る費用を合理的に見積もることができないため、で記載している
ものを除き当該資産に係る資産除去債務を計上しておりません。また、「廃止措置実施方針」
において公表している各施設の廃止措置に要する費用等は概算額であるため、これを合理的
な見積額とみなすことはできません。そのため、当該資産に係る資産除去債務を計上してお
りません。
 事業等用地の賃貸借契約や立地地域との協定等に基づく事業終了時又は退去時の建物等の
原状回復義務を有しておりますが、現時点において原状回復に係る具体的な範囲及び方法が
必ずしも明確でないこと並びに当該資産を使用する事業の終了予定はなく使用期間が明確で
はないことから、これらの債務履行に係る費用を合理的に見積もることができないため、
で記載しているものを除き当該資産に係る資産除去債務を計上しておりません。

11．連結財務諸表について
当機構は特定関連会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。

独立行政法人福祉医療機構令和７事業年度財務諸表に関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、独立行政法人福祉医
療機構令和７事業年度財務諸表について次のとおり公告します。
なお、主要な財務諸表のみを記載しておりますので、詳細をご覧になりたい方は、当機構のホーム
ページ（https://www.wam.go.jp/hp/）又は事務所にて閲覧ください。
 貸借対照表等の計数は百万円未満を切り捨てしているので、合計と端数において合致しないもの
があります。
令和８年 10 月９日 東京都港区虎ノ門４丁目３番13号

独立行政法人福祉医療機構
理事長 松縄 正
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３投資その他の資産
長期貸付金 4807937
破産債権、再生債権、更生債権その他
これらに準ずる債権

59702

敷金・保証金 766
貸倒引当金  176186
前払年金費用 555
退職給付引当金見返 2491
投資その他の資産合計 4695266
固定資産合計 4701765
資産合計 5462579

負債の部
Ⅰ流動負債
運営費交付金債務 1256
預り補助金等 5307
預り寄附金 303
１年以内償還予定福祉医療機構債券 20000
１年以内返済予定長期借入金 362191
未払金 1321
未払費用 5471
前受金 0
預り金 421
引当金
賞与引当金 254
その他 330
流動負債合計 396858

Ⅱ固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 2546
資産見返補助金等 660 3206
長期預り補助金等 78366
長期預り寄附金 584
福祉医療機構債券 195000
長期借入金 4451526
引当金
退職給付引当金 2976
抵当権移転登記引当金 296 3272
その他 214
固定負債合計 4732171

Ⅲ法令に基づく引当金等
退職手当給付費支払資金 23376
心身障害者扶養保険責任準備金 58791
法令に基づく引当金等合計 82167
負債合計 5211198

純資産の部
Ⅰ資本金
政府出資金 377601
資本金合計 377601

Ⅱ資本剰余金
資本剰余金 2768
その他行政コスト累計額
減価償却相当累計額  538
除売却差額相当累計額  1772  2311
資本剰余金合計 456

Ⅲ繰越欠損金
繰越欠損金合計  126677
純資産合計 251381
負債純資産合計 5462579

 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
損 益 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：百万円）

科 目 金 額

経常費用
福祉医療貸付業務費
人件費 1191
借入金利息 26027
債券利息 1403
債券発行諸費 75
業務委託費 12
福祉医療貸付業務経費 2100
減価償却費 426
賞与引当金繰入 91
退職給付費用 80
貸倒引当金繰入 46931 78339

経営指導業務費
人件費 207
経営指導業務経費 274
減価償却費 67
賞与引当金繰入 18
退職給付費用 17 586
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福祉保健医療情報サービス業務経費 1547
減価償却費 886
賞与引当金繰入 13
退職給付費用  17 2570

社会福祉振興助成業務費
人件費 42
社会福祉振興助成費 1096
こどもの未来応援支援費 244
社会福祉振興助成業務経費 50
減価償却費 4
賞与引当金繰入 12
退職給付費用  24 1426

退職手当共済業務費
人件費 151
退職手当給付金 145216
払戻金 7
退職手当共済業務経費 429
減価償却費 32
賞与引当金繰入 12
退職給付費用 18 145867

福祉保健医療情報サービス業務費
人件費 140

心身障害者扶養保険業務費
人件費 50
支払保険料 7624
給付金 14480
心身障害者扶養保険業務経費 19
減価償却費 3
賞与引当金繰入 5
退職給付費用 7 22193

承継債権管理回収業務費
人件費 163
承継債権管理回収業務経費 685
減価償却費 21
賞与引当金繰入 14
退職給付費用 30
抵当権移転登記引当金繰入 3
貸倒引当金繰入 4
貸倒損失 7 930

年金担保債権管理回収業務費
人件費 36
業務委託費 39
年金担保債権管理回収業務経費 23
減価償却費 7
賞与引当金繰入 2
退職給付費用  45 65
労災年金担保債権管理回収業務費
人件費 0
労災年金担保債権管理回収業務経費 0
減価償却費 0
退職給付費用  1  0

旧優生保護法補償金等支払等業務費
人件費 22
補償金等支払金 18702
旧優生保護法補償金等支払等業務経費 7
減価償却費 1
賞与引当金繰入 2
退職給付費用 0 18736

ハンセン病元患者家族補償金支払等業務費
人件費 22
補償金支払金 655
ハンセン病元患者家族補償金支払等業務
経費

6

減価償却費 1
賞与引当金繰入 2
退職給付費用 0 688

一般管理費
人件費 839
管理経費 293
減価償却費 70
賞与引当金繰入 79
退職給付費用  7 1274

雑損 2
経常費用合計 272681
経常収益
運営費交付金収益 4586
福祉医療貸付事業収入 33231
経営指導事業収入 20
福祉保健医療情報サービス事業収入 2
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社会福祉振興助成事業収入 12
退職手当共済事業収入
掛金 74184
雑益 140 74325

心身障害者扶養保険事業収入
受取保険料 7624
保険金 11619
金銭の信託等運用益 1537 20781

承継債権管理回収業務収入 4563
年金担保債権管理回収業務収入 0
補助金等収益
国庫補助金収益 31267
都道府県補助金収益 34972
利子補給金収益 2710
交付金収益 18876 87827

寄附金収益 245
資産見返運営費交付金戻入 780
資産見返補助金等戻入 181
賞与引当金見返に係る収益 223
退職給付引当金見返に係る収益 365
財務収益
受取利息 757
雑益 68

経常収益合計 227973

経常損失 44708

臨時損失
固定資産除却損 0
退職手当給付費支払資金繰入 5242 5242

臨時利益
貸倒引当金戻入益 0
退職手当給付費支払資金戻入益 11291
心身障害者扶養保険責任準備金戻入益 3834 15125

当期純損失 34824

前中期目標期間繰越積立金取崩額 129

当期総損失 34694

 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

法人単位 （単位：円）

資産の部
Ⅰ流動資産
現金及び預金 19615416836
棚卸資産 297050826
前払手数料 24505857
前払費用 1157333
未収金 2270075661
立替金 10304271
賞与引当金見返 114120909
その他の流動資産 846608


流動資産合計 22333478301

Ⅱ固定資産
１．有形固定資産
建物 46750975487
建物減価償却累計額  28776431771


17974543716

構築物 2062998372
構築物減価償却累計額  1011832683


1051165689

機械装置 44010661281
機械装置減価償却累計額  28571236296


15439424985

車両運搬具 619833649
車両運搬具減価償却累計
額

 438853437


180980212

工具器具備品 12309808979
工具器具備品減価償却累
計額

 7852047187


4457761792

土地 8091378459
建設仮勘定 1975387038


有形固定資産合計 49170641891

２．無形固定資産
電話加入権 5541900
ソフトウエア 3402035160
ソフトウエア仮勘定 477992273
工業所有権 10872113
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独立行政法人自動車技術総合機構令和７年度財務諸表に関する公告
独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項に基づき、令和７年度独立行政法人自

動車技術総合機構の財務諸表について次のとおり公告します。
令和８年 10 月９日 東京都新宿区四谷本塩町４41 住友生命四谷ビル４階

独立行政法人自動車技術総合機構 理事長 杉山 徹
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工業所有権仮勘定 11184411
その他の無形固定資産 358560


無形固定資産合計 3907984417

３．投資その他の資産
敷金・保証金 345820524
預託金 2103280
退職給付引当金見返 355653130


投資その他の資産合計 703576934
固定資産合計 53782203242


資産合計 76115681543



負債の部
Ⅰ流動負債
未払金 8875868726
未払消費税等 43896600
前受金 296591444
前受審査手数料 2601802980
預り金 43897136
引当金
賞与引当金 864825678
資産除去債務 3490080


流動負債合計 12730372644

Ⅱ固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 3015199790
資産見返寄附金 2119478
資産見返物品受贈額 235
建設仮勘定見返施設費 1036302996
建設仮勘定見返運営費交付
金

67200000

工業所有権仮勘定見返運営
費交付金

3028272


4123850771

引当金
退職給付引当金 1245793599
資産除去債務 3524083727


固定負債合計 8893728097


負債合計 21624100741
純資産の部
Ⅰ資本金
政府出資金 24867147322


資本金合計 24867147322

Ⅱ資本剰余金
資本剰余金 58217283832

その他行政コスト累計額
減価償却相当累計額（）  41308002190
減損損失相当累計額（）  9769500
利息費用相当累計額（）  1242088209
除売却差額相当累計額（）  15786960401


 58346820300


資本剰余金合計  129536468
Ⅲ利益剰余金 29753969948
純資産合計 54491580802


負債・純資産合計 76115681543



 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
行 政 コ ス ト 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日）
法人単位 （単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用
研究業務費 1650240749
審査業務費 23961089554
一般管理費 3231242110
臨時損失 9560487


損益計算書上の費用合計 28852132900

Ⅱ その他行政コスト
減価償却相当額 2707715218
利息費用相当額 65447056
除売却差額相当額 17525630


その他行政コスト合計 2790687904


Ⅲ 行政コスト 31642820804



 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
損 益 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日）
法人単位 （単位：円）

経常費用
研究業務費
給与、賞与及び手当 357774235
賞与引当金繰入 46899185
法定福利費・福利厚生費 76792752
退職給付費用 15683068
その他人件費 125350063
業務委託費 463172184
賃借料 11497413
運送費 2368348
旅費交通費 50798566
備品費 16717500
消耗品費 70286848
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維持・修繕費 80112133
水道光熱費 16083447
支払保険料 795005
減価償却費 214886398
図書印刷費 11771367
通信費 3067345
その他 86184892


1650240749

審査業務費
給与、賞与及び手当 5696660778
賞与引当金繰入 723329892
法定福利費・福利厚生費 1195240693
退職給付費用 129767457
その他人件費 1849697224
業務委託費 1682516947
支払リース料 586445
賃借料 130430652
運送費 6775011
旅費交通費 158856164
備品費 75404676
消耗品費 331841129
維持・修繕費 5725836155
水道光熱費 409075473
支払手数料 615045898
審査証紙売捌手数料 195721820
支払保険料 917348
減価償却費 4936421598
固定資産除却損 145
審査証紙印刷費 35327482
図書印刷費 28858397
通信費 19566863
その他 13211307


23961089554

一般管理費
役員報酬・賞与 126746414
給与、賞与及び手当 615448783
賞与引当金繰入 94596601
法定福利費・福利厚生費 154748366
退職給付費用 23923229
その他人件費 163367145
業務委託費 195379246
賃借料 341526516
旅費交通費 70361726

備品費 11057671
消耗品費 119119331
維持・修繕費 695733632
水道光熱費 20142138
支払手数料 35430866
減価償却費 312470190
研修費 10420361
図書印刷費 9007378
通信費 17224944
租税公課 86943579
その他 127593994


3231242110

経常費用合計 28842572413
経常収益
運営費交付金収益 2114215777
審査手数料収益 25824122900
受託収入
政府受託収入 1019737511
その他受託収入 631742973


1651480484

資産貸付料収入 24378990
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 988821083
資産見返寄附金戻入 392182
資産見返物品受贈額戻入 29


989213294

賞与引当金見返に係る収益 114120909
退職給付引当金見返に係る収
益

3129249

財務収益
受取利息 4180184
雑益 19387040


経常収益合計 30744228827


経常利益 1901656414

臨時損失
その他の臨時損失 9560487


臨時損失合計 9560487

臨時利益
その他の臨時利益 9560487


臨時利益合計 9560487


当期純利益 1901656414
前中期目標期間繰越積立金取崩額


291425890


当期総利益 2193082304


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
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純資産変動計算書（令和７年４月１日～令和８年３月31日）（法人単位） （単位：円）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金

Ⅲ 利益剰余金 純資産合計
政府出資金 資本剰余金

その他行政コスト累計額

減価償却相当累
計額（）

減損損失相当累
計額（）

利息費用相当累
計額（）

除売却差額相当
累計額（）

当期首残高 24867147322 57780613092 39265577943  9769500  1176641153 15104143800 28192873534 55284501552

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 107943940 107943940

固定資産の除売却 665290971  682816601  17525630

減価償却  2707715218  2707715218

時の経過による資産除去債務の増加   65447056  65447056

不要財産に係る国庫納付等  11833200  11833200

Ⅲ 利益剰余金の当期変動額（純額） 340560000 1561096414 1901656414

当期変動額合計  436670740  2042424247   65447056  682816601 1561096414  792920750

当期末残高 24867147322 58217283832 41308002190  9769500  1242088209 15786960401 29753969948 54491580802

キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

【法人単位】 （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
業務支出  9057848297
人件費支出  11238125326
一般管理支出  1558351867
運営費交付金収入 2501614000
受託収入 1642512103
審査手数料収入 25915811938
賃貸料収入 24036258
消費税の支払額  54707700
消費税の還付収入額 8010900
その他の収入 95907700


小計 8278859709

利息の受取額 4711004


業務活動によるキャッシュ・フロー 8283570713
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出  6684573302
無形固定資産の取得による支出  1759173113

施設費による収入 1895269230
預託金による支出  368160
敷金の返金収入 11833200
定期預金払戻に伴う収入 2500000000


投資活動によるキャッシュ・フロー  4037012145

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
不要財産に係る国庫納付等による支出  11833200


財務活動によるキャッシュ・フロー  11833200

Ⅳ 資金に係る換算差額 3760708
Ⅴ 資金増加額 4238486076
Ⅵ 資金期首残高 15376930760
Ⅶ 資金期末残高 19615416836


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注記事項（法人単位）
［重要な会計方針］
１．運営費交付金収益の計上基準
業務達成基準を採用しております。なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確で
ある活動を除く管理部門の活動については期間進行基準を採用しております。
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２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
 貯蔵品
最終仕入原価法による低価法を採用しております。

 未成受託研究支出金
個別法による低価法を採用しております。

３．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～50年
構築物 ２年～50年
機械装置 ２年～17年
車両運搬具 ２年～６年
工具器具備品 ２年～20年

なお、受託収入等自己収入で取得した固定資産は使用予定期間で償却しております。
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）及び資産除去債務に対応する特
定の除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価
償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しています。
 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
工業所有権 ５年～８年
ソフトウェア ３年～５年

 リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．賞与引当金の計上基準
役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計
上しております。なお、役職員の賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込額に
ついては、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。
５．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法
役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における期末要支給額を計上しております。
このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給
付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。
６．リース取引の処理の方法
リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。
７．収益及び費用の計上基準
 自動車検査に係る収益
自動車検査に係る収益は、道路運送車両法に基づく各種検査（新規検査・継続検査・構造等
変更検査、臨時検査、予備検査）のため顧客が支払う審査手数料であり、顧客からの申し込み
に基づいて検査サービスを提供する義務を負っております。当該履行義務は、当法人が顧客へ
検査サービスを提供した日の一時点において、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して
充足されると判断し、検査サービスを提供した日で収益を認識しております。
なお、技術情報管理手数料については、当該手数料の納付者は独立行政法人会計基準第86に
定める「顧客」の定義に該当しないことから、独立行政法人会計基準第86で定める会計処理の
対象外としております。技術情報管理手数料は、技術情報管理手数料の徴収対象となる検査実
績に基づき手数料を徴収しており、同額で収益を計上しております。

 型式審査に係る収益
型式審査に係る収益は、道路運送車両法に基づく自動車型式指定審査、装置型式指定審査、
共通構造部型式指定審査のため顧客が支払う審査手数料であり、顧客と合意した審査サービス
を提供する義務を負っております。当該履行義務は、当法人が顧客への審査サービスの提供が
完了する一時点において、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して充足されると判断し、
審査サービスの提供が完了した日で収益を認識しております。
 受託研究及び受託事業に係る収益
受託研究及び受託事業に係る収益は、主に国又は民間企業から支出された委託費であり、委
託契約等に基づいてサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、当法人が
顧客へサービス等を引き渡す一時点において、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して
充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

８．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。
９．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

［貸借対照表関係］
出資を財源に取得した資産に係るその他行政コスト累計額の合計額 15833198928円

［行政コスト計算書関係］
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 31642820804円
自己収入等 27523224941円
法人税等及び国庫納付額 0円
機会費用 1702170980円

        

独立行政法人の運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 5821766843円

        

２．機会費用の計上方法
 国有財産の無償使用による機会費用の計算方法
近隣の地代や賃貸料を参考に計算しております。

 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

 国との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職給与のうち、独立行政法人での勤務期間
に対応する部分について、独立行政法人自動車技術総合機構退職手当支給規程に定める退職給
付支給基準等を参考に計算しております。ただし、国との人事交流による出向職員のうち、退
職給与を支給しないことが独立行政法人の給与規程等において明らかとなっていない出向職員
については、退職給付引当金を計上しており、機会費用の算定は行っておりません。

［キャッシュ・フロー計算書関係］
資金の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目別の内訳
現金及び預金勘定 19615416836円
定期預金 0円

        

資金期末残高 19615416836円

        

［金融商品の時価等に関する事項］
金融商品の状況に関する事項
１．当法人は、資金運用については短期的な預金に限定して運用しております。
２．現金及び預金、未収金及び未払金については、現金であること、及び短期間で決済されるた
め時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。







４．将来使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込み額
資 産 名 称 帳 簿 価 額 回収可能サービス価額 減損額の見込み額

建物等 2388223円 0円 2388223円
移転の時期が決定しておりませんので、帳簿価額は当事業年度の期末帳簿価額を計上しておりま
す。

［収益認識に関する注記］
当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第86における収益に重要性が乏しいため、注記
を省略しております。
 収益の分解情報
収益の分解情報については、以下に記載のとおりであります。なお、当法人の中期目標におけ
る「一定の事業等のまとまり」は勘定区分と一致しているため、一般勘定及び審査勘定の分解情
報を記載しております。

（単位：円）
一 般 勘 定 審 査 勘 定

自動車検査手数料 9033252700

審査手数料収益 技術情報管理手数料 16184799200

型式審査手数料 606071000

受託研究収入（政府） 963418555 35580515

受託収入
受託研究収入（その他） 210398908 5968105

受託事業収入（政府） 20738441

受託事業収入（その他） 415375960
 技術情報管理手数料は、独立行政法人会計基準第86で定める会計処理の対象外です。

［重要な債務負担行為］
当期中に契約を締結し、翌期以降に支払を予定している債務負担行為は次のとおりです。

件 名 契 約 金 額 翌期以降支払額

人事関係システムの更改及び運用・保守
業務

793100000円 373841204円

技術情報管理手数料徴収システムの開発
及び運用保守業務（ＯＢＤ）

761703030円 641660415円
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［固定資産の減損に関する注記］
減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
１．減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
用途：九州検査部検査場及び附属設備等
種類：建物等
場所：福岡市東区千早３1040
帳簿価額：2388223円

２．使用しなくなる日
令和８年度中に移転を予定しております。

３．減損の兆候の概要等
九州検査部検査場は令和８年度中に移転を予定しておりますが、当該資産は検査場としての
機能は引き続き有しているため、減損を認識しておりません。

［資産除去債務関係］
契約及び法令上の義務に関して、以下の資産除去債務を計上しております。
＜一般勘定＞
交通安全環境研究所の一部に石綿及びＰＣＢを使用した建物を有しているため、法令の定める
方法により石綿及びＰＣＢを適切に処分する債務
＜審査勘定＞
本部事務室の不動産賃貸借契約に係る賃貸借契約の終了時、または国から国有財産使用許可を
受けている検査場の建替・移転時に原状回復する義務
交通安全環境研究所の一部に石綿を使用した建物を有しているため、法令の定める方法により
石綿を適切に処分する債務
資産除去債務の見積りにあたり、使用見込み期間は２年から60年、割引率は0063％から3141％

を採用しております。
当該事業年度における資産除去債務の総額の増減は次のとおりであります。
期首残高 3320653873円
時の経過による調整額 65650177円
資産除去債務の発生に伴う増加額 141269757円

        期末残高 3527573807円

        
［退職給付関係］
１．採用している退職給付制度の概要
当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公務員共済組合
法の退職等年金給付制度を採用しております。非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間
に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算してお
ります。
２．確定給付制度
 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付引当金 1222348496円
退職給付費用 166297844円
退職給付の支払額  142852741円

        期末における退職給付引当金 1245793599円

        

 退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用 166297844円

３．退職等年金給付制度
当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、52686749円であります。

 収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。
 契約資産及び契約負債の残高等
未収金のうち、顧客との契約から生じた債権は1297005661円です。

 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
当法人は、当初に予想される契約期間が１年以内の契約に係るものについては、実務上の便法
を適用し、残存履行義務の注記対象外としています。自動車検査手数料、型式審査手数料につい
ては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、
注記を省略しております。
受託研究収入（政府）及び受託研究収入（その他）：当該事業年度末における残存履行義務に
配分された取引価格の総額は、1377498798円であり、当法人は、当該残存履行義務について、
履行義務の充足につれて令和８年度中に収益を認識することを見込んでいます。
受託事業収入（政府）及び受託事業収入（その他）：当該事業年度末における残存履行義務は、
先行受託試験等に係るものであり、業務完了までは契約額が確定しないため、記載しておりませ
ん。

［重要な後発事象］
該当なし







［リース取引関係］
オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：円）

当 期

１年内 305199724

１年超 1061608000

合計 1366807724

貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

一般勘定 （単位：円）

資産の部
Ⅰ流動資産
現金及び預金 765481686
棚卸資産 280992586
未収金 1061329539
立替金 59580
賞与引当金見返 45800452
その他の流動資産 68981


流動資産合計 2153732824

Ⅱ固定資産
１．有形固定資産
建物 1555865290
建物減価償却累計額  804065026


751800264

構築物 73804319
構築物減価償却累計額  60505263


13299056

機械装置 1410013245
機械装置減価償却累計額  806978590


603034655

車両運搬具 170724539
車両運搬具減価償却累計
額

 133883318


36841221

工具器具備品 1220333732
工具器具備品減価償却累
計額

 1095293569


125040163

土地 3493000000
建設仮勘定 2735000


有形固定資産合計 5025750359

２．無形固定資産
電話加入権 18000
ソフトウエア 37370325
工業所有権 10872113
工業所有権仮勘定 11184411


無形固定資産合計 59444849

３．投資その他の資産
預託金 466260
退職給付引当金見返 264174604


投資その他の資産合計 264640864
固定資産合計 5349836072


資産合計 7503568896



負債の部
Ⅰ流動負債
未払金 595728615
未払消費税等 27093977
前受金 288308944
預り金 5846796
引当金
賞与引当金 55160569
勘定間借入金 899743989
資産除去債務 3490080


流動負債合計 1875372970

Ⅱ固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 73619415
資産見返寄附金 1845882
資産見返物品受贈額 15
工業所有権仮勘定見返運営
費交付金

3028272


78493584

令
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号
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官
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［不要財産に係る国庫納付等関係］
 不要財産として国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要
現金及び預金（敷金の返戻金）、帳簿価額 11833200円

 不要財産となった理由
本部ビル５階会議室使用用途終了による解約のため

 国庫納付等の方法
現金預金による国庫納付

 譲渡収入による現金納付等を行った資産に係る譲渡収入の額
該当ありません。

 国庫納付等に当たり譲渡収入から控除した費用の額
該当ありません。

 国庫納付等の額
11833200円

 国庫納付等が行われた年月日
令和８年３月18日

 減資額
該当ありません。

［区分経理］
独立行政法人自動車技術総合機構法に基づき、審査等業務に係る経理（審査勘定）とその他の業
務に係る経理（一般勘定）とに区分しております。







引当金
退職給付引当金 281506300
資産除去債務 27586214


固定負債合計 387586098


負債合計 2262959068
純資産の部
Ⅰ資本金
政府出資金 4554004187


資本金合計 4554004187

Ⅱ資本剰余金
資本剰余金 731891294
その他行政コスト累計額
減価償却相当累計額（）  979841928
利息費用相当累計額（）  6460799
除売却差額相当累計額（）  11108363


 997411090


資本剰余金合計  265519796
Ⅲ利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 136722176
積立金 796985403
当期未処分利益 18417858


（うち当期総利益

18417858円）
利益剰余金合計 952125437

純資産合計 5240609828


負債・純資産合計 7503568896


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
行 政 コ ス ト 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日）
一般勘定 （単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用
研究業務費 1650240749
一般管理費 291846087
臨時損失 9560487


損益計算書上の費用合計 1951647323

Ⅱ その他行政コスト
減価償却相当額 148759156
除売却差額相当額 15201


その他行政コスト合計 148774357


Ⅲ 行政コスト 2100421680



 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

損 益 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

一般勘定 （単位：円）
経常費用
研究業務費
給与、賞与及び手当 357774235
賞与引当金繰入 46899185
法定福利費・福利厚生費 76792752
退職給付費用 15683068
その他人件費 125350063
業務委託費 463172184
賃借料 11497413
運送費 2368348
旅費交通費 50798566
備品費 16717500
消耗品費 70286848
維持・修繕費 80112133
水道光熱費 16083447
支払保険料 795005
減価償却費 214886398
図書印刷費 11771367
通信費 3067345
その他 86184892


1650240749

一般管理費
役員報酬・賞与 18198082
給与、賞与及び手当 61819657
賞与引当金繰入 8261384
法定福利費・福利厚生費 18229657
退職給付費用 5824361
その他人件費 21979577
業務委託費 16574307
賃借料 990860
旅費交通費 3665223
備品費 2063520
消耗品費 4231060
維持・修繕費 44938679
水道光熱費 4726423
支払手数料 1011994
減価償却費 7067819
研修費 96284
図書印刷費 187395
通信費 2300780
租税公課 57840342
その他 11838683


291846087

経常費用合計 1942086836
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経常収益
運営費交付金収益 679615603
受託収入
政府受託収入 963418555
その他受託収入 210398908


1173817463

資産貸付料収入 489821
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 20730376
資産見返寄附金戻入 297962
資産見返物品受贈額戻入 4


21028342

賞与引当金見返に係る収益 45800452
退職給付引当金見返に係る収
益

12791213

雑益 1460303


経常収益合計 1935003197


経常利益  7083639
臨時損失
その他の臨時損失 9560487


臨時損失合計 9560487

臨時利益
その他の臨時利益 9560487


臨時利益合計 9560487


当期純利益  7083639
前中期目標期間繰越積立金取崩額


25501497


当期総利益 18417858


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
純資産変動計算書（令和７年４月１日～令和８年３月31日）（一般勘定） （単位：円）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 利益剰余金

純資産合計
政府出資金 資本剰余金

その他行政コスト累計額
前中期目標期
間繰越積立金 積 立 金 当期未処分利

益減価償却相当累
計額（）

利息費用相当累
計額（）

除売却差額相当
累計額（）

うち当期総利
益

当期首残高 4554004187 655441294  831082772  6460799  11093162 162223673 605358693 191626710  5320017824

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 76450000 76450000

固定資産の除売却    15201  15201

減価償却  148759156  148759156

Ⅲ 利益剰余金の当期変動額

利益の処分又は損失の処
理

利益処分による積立 191626710  191626710 

その他

当期純利益  7083639  7083639  7083639

前中期目標期間繰越積立
金取崩額

 25501497 25501497 25501497 

当期変動額合計  76450000  148759156   15201  25501497 191626710  173208852 18417858  79407996

当期末残高 4554004187 731891294  979841928  6460799  11108363 136722176 796985403 18417858 18417858 5240609828
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キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

【一般勘定】 （単位：円）
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務支出  637789324
人件費支出  806918192
一般管理支出  79350352
運営費交付金収入 789963000
受託収入 1251509664
賃貸料収入 793355
消費税の支払額  39016719
消費税の還付収入額 2158235
その他の収入 4646077


小計 485995744

利息の受取額 0


業務活動によるキャッシュ・フロー 485995744
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出  563632343
無形固定資産の取得による支出  28900091
施設費による収入 330550000
預託金による支出  31310


投資活動によるキャッシュ・フロー  262013744

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
勘定間借入による収入 1221902224
勘定間借入返済による支出  892942038


財務活動によるキャッシュ・フロー 328960186

Ⅳ 資金に係る換算差額 0
Ⅴ 資金増加額 552942186
Ⅵ 資金期首残高 212539500
Ⅶ 資金期末残高 765481686



利益の処分に関する書類
一般勘定 （単位：円）
Ⅰ 当期未処分利益 18417858


当期総利益 18417858

Ⅱ 積立金振替額 136722176


前中期目標期間繰越積立金 136722176
Ⅲ 利益処分額

積立金 155140034

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注記事項（一般勘定）
［重要な会計方針］
１．運営費交付金収益の計上基準
業務達成基準を採用しております。なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確で
ある活動を除く管理部門の活動については期間進行基準を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
 貯蔵品
最終仕入原価法による低価法を採用しております。

 未成受託研究支出金
個別法による低価法を採用しております。

３．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～50年
構築物 ２年～30年
機械装置 ２年～９年
車両運搬具 ２年～６年
工具器具備品 ２年～15年

なお、受託収入等自己収入で取得した固定資産は使用予定期間で償却しております。
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）及び資産除去債務に対応する特
定の除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価
償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しています。
 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
工業所有権 ５年～８年
ソフトウェア ３年～５年

 リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．賞与引当金の計上基準
役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計
上しております。なお、役職員の賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込額に
ついては、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。
５．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法
役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における期末要支給額を計上しております。
このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給
付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。
６．リース取引の処理の方法
リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。
７．収益及び費用の計上基準
 受託研究に係る収益
受託研究に係る収益は、主に国又は民間企業から支出された委託費であり、委託契約等に基
づいてサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、サービス等を引き渡す
一時点において、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時
点で収益を認識しております。

８．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

［貸借対照表関係］
出資を財源に取得した資産に係るその他行政コスト累計額の合計額  859308380円







［収益認識に関する注記］
当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第86における収益に重要性が乏しいため、注記
を省略しております。
 収益の分解情報
収益の分解情報については、以下に記載のとおりであります。なお、当法人の中期目標におけ
る「一定の事業等のまとまり」は勘定区分と一致しているため、一般勘定の分解情報を記載して
おります。

（単位：円）

一 般 勘 定

受託収入
受託研究収入（政府） 963418555

受託研究収入（その他） 210398908

貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日）

審査勘定 （単位：円）

資産の部
Ⅰ流動資産
現金及び預金 18849935150
棚卸資産 16058240
前払手数料 24505857
前払費用 1157333
未収金 1208746122

令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

［行政コスト計算書関係］
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 2100421680円
自己収入等 1175348710円
法人税等及び国庫納付額 0円
機会費用 102141701円

        独立行政法人の運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 1027214671円

        

２．機会費用の計上方法
 国有財産の無償使用による機会費用の計算方法
近隣の地代や賃貸料を参考に計算しております。

 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

 国との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職給与のうち、独立行政法人での勤務期間
に対応する部分について、独立行政法人自動車技術総合機構退職手当支給規程に定める退職給
付支給基準等を参考に計算しております。ただし、国との人事交流による出向職員については、
退職給与を支給しないことが独立行政法人の給与規程等において明らかとなっていないため、
退職給付引当金を計上しており、機会費用の算定は行っておりません。

［キャッシュ・フロー計算書関係］
資金の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目別の内訳
現金及び預金勘定 765481686円
定期預金 0円

        資金期末残高 765481686円

        

［金融商品の時価等に関する事項］
金融商品の状況に関する事項
１．当法人は、資金運用については短期的な預金に限定して運用しております。
２．現金及び預金、未収金及び未払金については、現金であること、及び短期間で決済されるた
め時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。

［資産除去債務関係］
契約及び法令上の義務に関して、以下の資産除去債務を計上しております。
交通安全環境研究所の一部に石綿及びＰＣＢを使用した建物を有しているため、法令の定める方
法により石綿及びＰＣＢを適切に処分する債務
資産除去債務の見積りにあたり、使用見込み期間は２年から50年、割引率は0063％から1968％

を採用しております。
当該事業年度における資産除去債務の総額の増減は次のとおりであります。
期首残高 31076294円

        期末残高 31076294円

        

［退職給付関係］
１．採用している退職給付制度の概要
当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公務員共済組合
法の退職等年金給付制度を採用しております。非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間
に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算してお
ります。
２．確定給付制度
 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付引当金 317357469円
退職給付費用 21590597円

退職給付の支払額  57441766円

        期末における退職給付引当金 281506300円

        

 退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用 21590597円

３．退職等年金給付制度
当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、3390328円であります。

 収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。
 契約資産及び契約負債の残高等
未収金のうち、顧客との契約から生じた債権は1061329539円です。

 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
当法人は、当初に予想される契約期間が１年以内の契約に係るものについては、実務上の便法
を適用し、残存履行義務の注記対象外としています。
受託研究収入（政府）及び受託研究収入（その他）：当該事業年度末における残存履行義務に
配分された取引価格の総額は、1377498798円であり、当法人は、当該残存履行義務について、
履行義務の充足につれて令和８年度中に収益を認識することを見込んでいます。

［重要な後発事象］
該当なし

［重要な債務負担行為］
該当なし

［区分経理］
独立行政法人自動車技術総合機構法に基づき、審査等業務に係る経理（審査勘定）とその他の業
務に係る経理（一般勘定）とに区分しております。







立替金 10244691
賞与引当金見返 68320457
勘定間貸付金 899743989
その他の流動資産 777627


流動資産合計 21079489466

Ⅱ固定資産
１．有形固定資産
建物 45195110197
建物減価償却累計額  27972366745


17222743452

構築物 1989194053
構築物減価償却累計額  951327420


1037866633

機械装置 42600648036
機械装置減価償却累計額  27764257706


14836390330

車両運搬具 449109110
車両運搬具減価償却累計
額

 304970119


144138991

工具器具備品 11089475247
工具器具備品減価償却累
計額

 6756753618


4332721629

土地 4598378459
建設仮勘定 1972652038


有形固定資産合計 44144891532

２．無形固定資産
電話加入権 5523900
ソフトウエア 3364664835
ソフトウエア仮勘定 477992273
その他の無形固定資産 358560


無形固定資産合計 3848539568

３．投資その他の資産
敷金・保証金 345820524
預託金 1637020
退職給付引当金見返 91478526


投資その他の資産合計 438936070
固定資産合計 48432367170


資産合計 69511856636



負債の部
Ⅰ流動負債
未払金 8280140111
未払消費税等 16802623
前受金 8282500

前受審査手数料 2601802980
預り金 38050340
引当金
賞与引当金 809665109


流動負債合計 11754743663

Ⅱ固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 2941580375
資産見返寄附金 273596
資産見返物品受贈額 220
建設仮勘定見返施設費 1036302996
建設仮勘定見返運営費交付
金

67200000


4045357187

引当金
退職給付引当金 964287299
資産除去債務 3496497513


固定負債合計 8506141999


負債合計 20260885662
純資産の部
Ⅰ資本金
政府出資金 20313143135


資本金合計 20313143135

Ⅱ資本剰余金
資本剰余金 57485392538
その他行政コスト累計額
減価償却相当累計額（）  40328160262
減損損失相当累計額（）  9769500
利息費用相当累計額（）  1235627410
除売却差額相当累計額（）  15775852038


 57349409210


資本剰余金合計 135983328
Ⅲ利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 652842962
積立金 25974337103
当期未処分利益 2174664446


（うち当期総利益

2174664446円）
利益剰余金合計 28801844511

純資産合計 49250970974


負債・純資産合計 69511856636


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
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行 政 コ ス ト 計 算 書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

審査勘定 （単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用
審査業務費 23961089554
一般管理費 2939396023


損益計算書上の費用合計 26900485577

Ⅱ その他行政コスト
減価償却相当額 2558956062
利息費用相当額 65447056
除売却差額相当額 17510429


その他行政コスト合計 2641913547


Ⅲ 行政コスト 29542399124



 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
損 益 計 算 書

（令和７年４月１日～令和８年３月31日）
審査勘定 （単位：円）

経常費用
審査業務費
給与、賞与及び手当 5696660778
賞与引当金繰入 723329892
法定福利費・福利厚生費 1195240693
退職給付費用 129767457
その他人件費 1849697224
業務委託費 1682516947
支払リース料 586445
賃借料 130430652
運送費 6775011
旅費交通費 158856164
備品費 75404676
消耗品費 331841129
維持・修繕費 5725836155
水道光熱費 409075473
支払手数料 615045898
審査証紙売捌手数料 195721820
支払保険料 917348
減価償却費 4936421598
固定資産除却損 145
審査証紙印刷費 35327482
図書印刷費 28858397
通信費 19566863
その他 13211307


23961089554

一般管理費
役員報酬・賞与 108548332
給与、賞与及び手当 553629126
賞与引当金繰入 86335217
法定福利費・福利厚生費 136518709
退職給付費用 18098868
その他人件費 141387568
業務委託費 178804939
賃借料 340535656
旅費交通費 66696503
備品費 8994151
消耗品費 114888271
維持・修繕費 650794953
水道光熱費 15415715
支払手数料 34418872
減価償却費 305402371
研修費 10324077
図書印刷費 8819983
通信費 14924164
租税公課 29103237
その他 115755311 2939396023
経常費用合計 26900485577

経常収益
運営費交付金収益 1434600174
審査手数料収益 25824122900
受託収入
政府受託収入 56318956
その他受託収入 421344065


477663021

資産貸付料収入 23889169
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金戻入 968090707
資産見返寄附金戻入 94220
資産見返物品受贈額戻入 25


968184952

賞与引当金見返に係る収益 68320457
退職給付引当金見返に係る収
益

 9661964

財務収益
受取利息 4180184
雑益 17926737


経常収益合計 28809225630


経常利益 1908740053

当期純利益 1908740053
前中期目標期間繰越積立金取崩額


265924393


当期総利益 2174664446


 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
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純資産変動計算書（令和７年４月１日～令和８年３月31日）（審査勘定） （単位：円）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 利益剰余金

純資産合計
政府出資金 資本剰余金

その他行政コスト累計額
前中期目標期
間繰越積立金 積 立 金 当期未処分利益減価償却相当累

計額（）
減損損失相当
累計額（）

利息費用相当累
計額（）

除売却差額相当
累計額（）

うち当期総利
益

当期首残高 20313143135 57125171798 38434495171  9769500  1170180354 15093050638 1259327355 22674958504 3299378599  49964483728

当期変動額

Ⅰ 資本金の当期
変動額

Ⅱ 資本剰余金の
当期変動額

固定資産の
取得

31493940 31493940

固定資産の
除売却

665290971  682801400  17510429

減価償却  2558956062  2558956062

時の経過に
よる資産除
去債務の増
加

  65447056  65447056

不要財産に
係る国庫納
付等

 11833200  11833200

Ⅲ 利益剰余金の
当期変動額

利益の処分又
は損失の処理

利益処分によ
る積立

3299378599  3299378599 

その他

当期純利益 1908740053 1908740053 1908740053

前中期目標期
間繰越積立金
取崩額

340560000  606484393 265924393 265924393 

当期変動額合計  360220740  1893665091  65447056  682801400  606484393 3299378599  1124714153 2174664446  713512754

当期末残高 20313143135 57485392538 40328160262  9769500  1235627410 15775852038 652842962 25974337103 2174664446 2174664446 49250970974
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キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

【審査勘定】 （単位：円）
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務支出  8420058973
人件費支出  10431207134
一般管理支出  1479001515
運営費交付金収入 1711651000
受託収入 391002439
審査手数料収入 25915811938
賃貸料収入 23242903
消費税の支払額  15690981
消費税の還付収入額 5852665
その他の収入 91261623


小計 7792863965

利息の受取額 4711004


業務活動によるキャッシュ・フロー 7797574969
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出  6120940959
無形固定資産の取得による支出  1730273022
施設費による収入 1564719230
預託金による支出  336850
敷金の返金収入 11833200
定期預金払戻に伴う収入 2500000000
勘定間貸付による支出  1221902224
勘定間貸付回収による収入 892942038


投資活動によるキャッシュ・フロー  4103958587

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
不要財産に係る国庫納付等による支出  11833200


財務活動によるキャッシュ・フロー  11833200

Ⅳ 資金に係る換算差額 3760708
Ⅴ 資金増加額 3685543890
Ⅵ 資金期首残高 15164391260
Ⅶ 資金期末残高 18849935150



利益の処分に関する書類
審査勘定 （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 2174664446


当期総利益 2174664446
Ⅱ 積立金振替額 652842962


前中期目標期間繰越積立金 652842962

Ⅲ 利益処分額
積立金 2827507408


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注記事項（審査勘定）
［重要な会計方針］
１．運営費交付金収益の計上基準
業務達成基準を採用しております。なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確で
ある活動を除く管理部門の活動については期間進行基準を採用しております。
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
 貯蔵品
最終仕入原価法による低価法を採用しております。

 未成受託研究支出金
個別法による低価法を採用しております。

３．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～50年
構築物 ２年～50年
機械装置 ２年～17年
車両運搬具 ２年～６年
工具器具備品 ２年～20年

なお、受託収入等自己収入で取得した固定資産は使用予定期間で償却しております。
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）及び資産除去債務に対応する特
定の除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価
償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しています。
 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
ソフトウェア ５年

 リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．賞与引当金の計上基準
役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計
上しております。なお、役職員の賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込額に
ついては、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。
５．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法
役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における期末要支給額を計上しております。
このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給
付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。
６．リース取引の処理の方法
リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。
７．収益及び費用の計上基準
 自動車検査に係る収益
自動車検査に係る収益は、道路運送車両法等に基づく各種検査（新規検査・継続検査・構造
等変更検査、臨時検査、予備検査、年次検査）のため顧客が支払う審査手数料であり、顧客か
らの申し込みに基づいて検査サービスを提供する義務を負っております。当該履行義務は、当
法人が顧客へ検査サービスを提供した日の一時点において、顧客が当該サービス等に対する支
配を獲得して充足されると判断し、検査サービスを提供した日で収益を認識しております。







４．将来使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込み額

資 産 名 称 帳 簿 価 額 回収可能サービス価額 減損額の見込み額

建物等 2388223円 0円 2388223円

移転の時期が決定しておりませんので、帳簿価額は当事業年度の期末帳簿価額を計上しておりま
す。
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なお、技術情報管理手数料については、当該手数料の納付者は独立行政法人会計基準第86に
定める「顧客」の定義に該当しないことから、独立行政法人会計基準第86で定める会計処理の
対象外としております。技術情報管理手数料は、技術情報管理手数料の徴収対象となる検査実
績に基づき手数料を徴収しており、同額で収益を計上しております。
 型式審査に係る収益
型式審査に係る収益は、道路運送車両法に基づく自動車型式指定審査、装置型式指定審査、
共通構造部型式指定審査のため顧客が支払う審査手数料であり、顧客と合意した審査サービス
を提供する義務を負っております。当該履行義務は、当法人が顧客への審査サービスの提供が
完了する一時点において、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して充足されると判断し、
審査サービスの提供が完了した日で収益を認識しております。
 受託研究及び受託事業に係る収益
受託研究及び受託事業に係る収益は、主に国又は民間企業から支出された委託費であり、委
託契約等に基づいてサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、サービス
等を引き渡す一時点において、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して充足されると判
断し、引渡時点で収益を認識しております。

［資産除去債務関係］
契約及び法令上の義務に関して、以下の資産除去債務を計上しております。
本部事務室の不動産賃貸借契約に係る賃貸借契約の終了時、または国から国有財産使用許可を受
けている検査場の建替・移転時に原状回復する義務
交通安全環境研究所の一部に石綿を使用した建物を有しているため、法令の定める方法により石
綿を適切に処分する債務
資産除去債務の見積りにあたり、使用見込み期間は６年から60年、割引率は0063％から3141％

を採用しております。
当該事業年度における資産除去債務の総額の増減は次のとおりであります。
期首残高 3289577579円
時の経過による調整額 65650177円
資産除去債務の発生に伴う増加額 141269757円

        

期末残高 3496497513円

        

［退職給付関係］
１．採用している退職給付制度の概要
当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公務員共済組合
法の退職等年金給付制度を採用しております。非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間
に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算してお
ります。

８．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。
９．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

［貸借対照表関係］
出資を財源に取得した資産に係るその他行政コスト累計額の合計額 14973890548円

［行政コスト計算書関係］
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 29542399124円
自己収入等 26347876231円
法人税等及び国庫納付額 0円
機会費用 1600029279円

        

独立行政法人の運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 4794552172円
        

２．機会費用の計上方法
 国有財産の無償使用による機会費用の計算方法
近隣の地代や賃貸料を参考に計算しております。

 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

 国との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職給与のうち、独立行政法人での勤務期間
に対応する部分について、独立行政法人自動車技術総合機構退職手当支給規程に定める退職給
付支給基準等を参考に計算しております。ただし、国との人事交流による出向職員のうち、退
職給与を支給しないことが独立行政法人の給与規程等において明らかとなっていない出向職員
については、退職給付引当金を計上しており、機会費用の算定は行っておりません。

［キャッシュ・フロー計算書関係］
資金の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目別の内訳
現金及び預金勘定 18849935150円
定期預金 0円

        

資金期末残高 18849935150円

        

［金融商品の時価等に関する事項］
金融商品の状況に関する事項
１．当法人は、資金運用については短期的な預金に限定して運用しております。
２．現金及び預金、未収金、勘定間貸付金及び未払金については、現金であること、及び短期間
で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。

［固定資産の減損に関する注記］
減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
１．減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
用途：九州検査部検査場及び附属設備等
種類：建物等
場所：福岡市東区千早３1040
帳簿価額：2388223円

２．使用しなくなる日
令和８年度中に移転を予定しております。

３．減損の兆候の概要等
九州検査部検査場は令和８年度中に移転を予定しておりますが、当該資産は検査場としての
機能は引き続き有しているため、減損を認識しておりません。







［収益認識に関する注記］
当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第86における収益に重要性が乏しいため、注記
を省略しております。
 収益の分解情報
収益の分解情報については、以下に記載のとおりであります。なお、当法人の中期目標におけ
る「一定の事業等のまとまり」は勘定区分と一致しているため、審査勘定の分解情報を記載して
おります。

（単位：円）

審 査 勘 定

自動車検査手数料 9033252700

審査手数料収益 技術情報管理手数料 16184799200

型式審査手数料 606071000

受託研究収入（政府） 35580515

受託収入
受託研究収入（その他） 5968105

受託事業収入（政府） 20738441

受託事業収入（その他） 415375960

 技術情報管理手数料は、独立行政法人会計基準第86で定める会計処理の対象外です。

［重要な債務負担行為］
当期中に契約を締結し、翌期以降に支払を予定している債務負担行為は次のとおりです。

件 名 契 約 金 額 翌期以降支払額

人事関係システムの更改及び運用・保守
業務

793100000円 373841204円

技術情報管理手数料徴収システムの開発
及び運用保守業務（ＯＢＤ）

761703030円 641660415円

［リース取引関係］
オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：円）

当 期

１年内 305199724

１年超 1061608000

合計 1366807724

令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

２．確定給付制度
 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付引当金 904991027円
退職給付費用 144707247円
退職給付の支払額  85410975円

        

期末における退職給付引当金 964287299円

        

 退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用 144707247円

３．退職等年金給付制度
当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、49296421円であります。

 収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。
 契約資産及び契約負債の残高等
未収金のうち、顧客との契約から生じた債権は235676122円です。

 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
当法人は、当初に予想される契約期間が１年以内の契約に係るものについては、実務上の便法
を適用し、残存履行義務の注記対象外としています。自動車検査手数料、型式審査手数料、受託
研究収入（政府）については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、
実務上の便法を適用し、注記を省略しております。
受託事業収入（政府）及び受託事業収入（その他）：当該事業年度末における残存履行義務は、
先行受託試験等に係るものであり、業務完了までは契約額が確定しないため、記載しておりませ
ん。

［重要な後発事象］
該当なし

［不要財産に係る国庫納付等関係］
 不要財産として国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要
現金及び預金（敷金の返戻金）、帳簿価額 11833200円

 不要財産となった理由
本部ビル５階会議室使用用途終了による解約のため

 国庫納付等の方法
現金預金による国庫納付

 譲渡収入による現金納付等を行った資産に係る譲渡収入の額
該当ありません。

 国庫納付等に当たり譲渡収入から控除した費用の額
該当ありません。

 国庫納付等の額
11833200円

 国庫納付等が行われた年月日
令和８年３月18日

 減資額
該当ありません。

［区分経理］
独立行政法人自動車技術総合機構法に基づき、審査等業務に係る経理（審査勘定）とその他の業
務に係る経理（一般勘定）とに区分しております。







令
和

年


月

日
金
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

特定空家等の除却命令の公告
空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26
年法律第127号）第２条第２項に規定する特定空
家等であると認められる次の建築物について、そ
の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）
を確知できないため、同法第22条第10項の規定に
より、次のとおり公告する。
令和８年 10 月９日 宇城市長 末松 直洋
１ 対象となる特定空家等
 所在地 熊本県宇城市松橋町松橋1630番

地９
種類 居宅
構造 木造セメント瓦葺２階建
延面積 5724

 所在地 熊本県宇城市松橋町豊福1648番
地３

種類 店舗兼居宅
構造 軽量鉄骨造スレート葺２階建
延面積 543

２ 所有者等に命じる必要な措置の内容
１の建築物の除却及び建築物内部又は敷地に
残地されている動産等の搬出及び適正な処分
３ 措置の期限 令和８年11月６日
期限までに２の措置を行わないときは、市長
又はその命じた者若しくは委任した者（以下「市
長等」という。）が当該措置を行う。当該措置後、
所有者等が確知された場合は、措置に要した費
用を徴収する。

４ 動産等の取扱い
市長等が３の措置を行うときは、建築物の内
部及びその敷地に残置されている動産等を撤去
し、処分する。動産等について権利を主張しよ
うとする者は、３の期限までに搬出又はその物
を指定して保管し引き渡すよう５の問合せ先へ
通知すること。
５ 問合せ先 宇城市企画振興部地域振興課

電話0964321906

会 社 そ の 他 の 公 告

解 散 公 告

当 社 は 、 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 九 日

北 海 道 旭 川 市 四 条 西 二 丁 目 二 番 二 号

北 日 本 機 材 株 式 会 社

代 表 清 算 人 奥 村 章 一

解 散 公 告

当 法 人 は 、 令 和 八 年 九 月 十 七 日 開 催 の 社 員 総 会

の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 法 人 に 債

権 を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以

内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 九 日

宮 城 県 仙 台 市 若 林 区 畳 屋 丁 二 五 番 地 の 一

一 般 社 団 法 人 鎮 魂 と 追 悼 の モ ニ ュ メ ン ト

建 立 プ ロ ジ ェ ク ト
代 表 清 算 人 峯 岸 良 慥

解 散 公 告

当 社 は 、 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。 な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な

い と き は 清 算 か ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 九 日

宮 城 県 仙 台 市 若 林 区 河 原 町 一 丁 目 七 番 二 二

号 六 〇 三 有 限 会 社 菊 地 エ ー ジ ェ ン シ ー

代 表 清 算 人 菊 地 卓 也

独立行政法人都市再生機構公告

独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本部公
告第 12 号
令和８年11月15日に執行する東京都市計画土地
区画整理事業品川駅北周辺地区土地区画整理審議
会委員選挙の選挙人名簿を縦覧に供したが、縦覧
に供した選挙人名簿に異議の申出がなかったの
で、土地区画整理法施行令（昭和30年政令第47号）
第22条第１項の規定に基づき、公告する。
また、この選挙において選挙すべき委員の数を
下記のとおり定めたので、同条第４項の規定に基
づき、公告する。
令和８年 10 月９日

独立行政法人都市再生機構
東日本都市再生本部
本部長 松村 秀弦

記
１ 宅地の所有者が選挙すべき委員の数 ７人
２ 宅地について借地権を有する者が選挙すべき
委員の数 １人







令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

宮
城
県
角
田
市
稲
置
字
小
針
前
四
五
番
地

渡
邊
建
設
株
式
会
社

代
表
清
算
人

渡
邊

広
美

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
開
催
の
株
式
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

山
形
市
流
通
セ
ン
タ
ー
一
丁
目
一
二
番
地
の
四

Ｙ
Ｋ
Ｓ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

阿
部

恵

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

山
形
県
上
山
市
蔵
王
の
森
一
六
番
地

株
式
会
社
フ
ァ
ー
イ
ー
ス
ト

代
表
清
算
人

阿
部

恵

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

山
形
県
上
山
市
蔵
王
の
森
一
六
番
地

株
式
会
社
サ
ン
ラ
イ
ス

代
表
清
算
人

阿
部

恵

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

福
島
県
福
島
市
在
庭
坂
字
南
林
六
〇
番
地
の
二

特
定
非
営
利
活
動
法
人
ま
ご
こ
ろ
サ
ー
ビ
ス
福

島
セ
ン
タ
ー

清
算
人

須
田

弘
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

福
島
県
二
本
松
市
郭
内
一
丁
目
四
八
番
地

田
中
家
具
株
式
会
社

代
表
清
算
人

田
中

康
生

解
散
公
告

当
組
合
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
五
日
開
催
の
臨
時
総

会
に
お
い
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
組
合
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

茨
城
県
龍
ケ
崎
市
光
順
田
二
九
八
七
番
地

稲
北
小
賣
酒
販
組
合

清
算
人

小
林

雅
行

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

茨
城
県
土
浦
市
神
立
町
三
八
五
一
番
地
一

東
明
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
有
限
会
社

清
算
人

櫻
木

敬
三

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
二
十
八
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

埼
玉
県
桶
川
市
朝
日
二
丁
目
一
五
番
一
七
号

ス
ト
リ
ー
ム
ジ
ャ
パ
ン
合
同
会
社

代
表
清
算
人

小
川

憲
久

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
二
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

埼
玉
県
川
口
市
大
字
源
左
衛
門
新
田
二
七
四
番
地
五

株
式
会
社
小
川
建
設

代
表
清
算
人

小
川

浩
尚

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
緑
区
大
字
三
室
九
番
地
六

有
限
会
社
山
進
工
業

清
算
人

山
邊

正
只

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

埼
玉
県
川
口
市
栄
町
三
丁
目
一
番
一
四
号
川
口
三

栄
ビ
ル
四
階

浜
松
陸
上
風
力
発
電
株
式
会
社

代
表
清
算
人

ゴ
ー
ド
ン
・
ジ
ョ
ン
・
ホ
ワ
イ
ト

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
北
区
宮
原
町
三
丁
目
三
六
〇

番
地
一

Ｎ
Ｓ
Ｎ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

鈴
木

正
剛

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
に
解
散
い
た
し
ま

し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲

載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
見
沼
区
大
字
中
川
九
二
九
番

地
二

特
定
非
営
利
活
動
法
人
バ
イ
オ
パ
シ
ー
協
会

清
算
人

小
林

隆

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
社
員
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
見
沼
区
南
中
野
九
〇
三

四

さ
つ
き
荘
二
号
館

有
限
会
社
澤
源

清
算
人

河
野

哲
也

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
大
宮
区
桜
木
町
一
丁
目
三
九

八
番
地
一
ア
ド
グ
レ
イ
ス
大
宮
七
階
中
野
法
律
事

務
所

右
記
代
理
人

弁
護
士

中
野

博
喜

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

千
葉
県
市
原
市
青
柳
六
七
五
番
地Ａ

Ｙ
Ｓ
合
同
会
社

清
算
人

小
倉

寿
久





令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

千
葉
県
船
橋
市
海
神
町
南
一
丁
目
一
四
二
九
番
地

一
九

中
島
電
気
工
事
株
式
会
社

代
表
清
算
人

矢
部

髙
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

千
葉
県
鎌
ヶ
谷
市
南
初
富
四
丁
目
二
番
一
五
号

株
式
会
社
大
空
商
工

代
表
清
算
人

鈴
木

昭
一

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

一
般
社
団
法
人
本
町
三
丁
目
ホ
テ
ル

代
表
清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内本

町
三
丁
目
ホ
テ
ル
合
同
会
社

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
江
戸
川
区
西
小
岩
一
丁
目
二
七
番
二
九

八
〇
五
号

株
式
会
社
大
建
ソ
フ
ト

代
表
清
算
人

尹

一
平

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
江
東
区
東
陽
一
丁
目
一
六
番
八
号
Ｍ
Ｅ
Ｌ

Ｄ
Ｉ
Ａ
ビ
ル
二
〇
三

瀚
海
株
式
会
社

代
表
清
算
人

白
川

遥

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

一
般
社
団
法
人
ク
リ
ス
タ
ル
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ

ス
ス
リ
ー

代
表
清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
付
の
株
主
総
会
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
人
形
町
二
丁
目
二
一
番
一

〇
号
セ
ブ
ン
ビ
ル

株
式
会
社
Ｂ
Ｕ
Ｚ
Ｚ

代
表
清
算
人

小
椋

正
勝

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
大
田
区
矢
口
一
丁
目
二
五
番
一
五
号

日
章
電
機
株
式
会
社

代
表
清
算
人

東
島

鎮
珏

解
散
公
告

当
社
は
令
和
八
年
八
月
十
九
日
開
催
の
株
主
総
会
決
議

に
よ
り
解
散
致
し
ま
し
た
。
当
社
に
債
権
を
有
す
方
は
本

公
告
掲
載
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
調
布
市
布
田
六
丁
目
五
八
番
地
一
〇

ア
レ
グ
ロ
ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社

代
表
清
算
人

鮎
田

篤

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
練
馬
区
春
日
町
六
丁
目
一
六

一
一

フ
ォ
ー
チ
ュ
ン
光
が
丘
二
三
六
号
室

株
式
会
社
Ｇ
Ｓ
Ｈ
デ
ー
タ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

代
表
清
算
人

董

建
偉

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
渋
谷
区
道
玄
坂
一
丁
目
一
〇
番
八
号
渋
谷

道
玄
坂
東
急
ビ
ル
二
Ｆ

Ｃ

上
海
電
気
ク
リ
ー
ン
エ
ナ
ジ
ー
日
本
株
式
会
社

代
表
清
算
人

張

坤

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
六
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
江
東
区
東
砂
三
丁
目
三
〇
番
一
四

三
〇

七
号

株
式
会
社
ｒ
ｉ
ｓ
ｅ
ｏ
ｎ

代
表
清
算
人

合
津

真
帆

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
大
田
区
南
蒲
田
一
丁
目
二
二
番
四
号

株
式
会
社
ヒ
ュ
ー
マ
ン
ウ
エ
ア

代
表
清
算
人

角
田

房
夫

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
大
田
区
大
森
西
一
丁
目
二
番
地
八

四
〇

三
号

一
般
社
団
法
人
ド
イ
ツ
時
計
協
会

代
表
清
算
人

竹
林

仁
志

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
中
央
区
東
日
本
橋
三
丁
目
九
番
一
〇
号
Ｄ

Ｉ
Ｎ
Ｏ
日
本
橋
ビ
ル

藏
色
株
式
会
社

代
表
清
算
人

石
島

正
道





令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
九
月
三

十
日
付
で
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
港
区
西
新
橋
一
丁
目
二
番
九
号
メ
ン
タ
ー

キ
ャ
ピ
タ
ル
税
理
士
法
人
内

オ
ー
ジ
ー
エ
ム
特
定
目
的
会
社

代
表
清
算
人

武
野
氏
伸
哉

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
く
だ
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
渋
谷
区
道
玄
坂
一
丁
目
一
〇
番
八
号
渋
谷

道
玄
坂
東
急
ビ
ル
二
Ｆ

Ｃ
１
３
６
０
合
同
会
社

清
算
人

鬼
柳

裕
介

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
品
川
区
大
井
六
丁
目
一
九
番
九
号

合
同
会
社
Ａ
Ｄ
Ｈ
Ｏ
Ｃ

清
算
人

松
田

秀
明

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
大
田
区
蒲
田
五
丁
目
一
三
番
二
六

一
一

〇
三
号

合
同
会
社
ワ
イ
プ
ロ

清
算
人

保
田

孝
寿

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
世
田
谷
区
野
沢
四
丁
目
一
六
番
八
号

ミ
ル
・
プ
ラ
ン
タ
ン
合
同
会
社

清
算
人

齋
藤

千
春

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
練
馬
区
豊
玉
上
一
丁
目
一
〇
番
一
一
号

株
式
会
社
ウ
エ
ス
コ
ホ
ー
ム

代
表
清
算
人

稲
生

義
裕

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
三
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
千
代
田
区
神
田
錦
町
三
丁
目
七
番
地
二
東

京
堂
錦
町
ビ
ル
九
〇
六
号
室

Ｂ
ｌ
ｕ
ｅ

Ｂ
ｌ
ｅ
ｎ
ｄ

Ｇ
ａ
ｌ
ｌ
ｅ
ｒ
ｙ

株
式
会
社

代
表
清
算
人

ト
ン
イ
ク
シ
ン

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
江
戸
川
区
南
小
岩
三
丁
目
一
番
一
四
号
プ

ラ
ン
ド
ー
ル
Ｍ
一
二
八
室

Ｙ
Ｏ
Ｓ
Ｈ
Ｉ
Ｋ
Ｉ
合
同
会
社

清
算
人

宮
田

美
佳

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
大
田
区
南
馬
込
三
丁
目
六
番
五
号

株
式
会
社
平
金

代
表
清
算
人

平
林

浩
二

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
渋
谷
区
円
山
町
五
番
三
号
Ｍ
Ｉ
Ｅ
Ｕ
Ｘ
渋

谷
ビ
ル
八
階

合
同
会
社
ア
ー
ク
・
シ
フ
ト

清
算
人

赤
坂

匠

解
散
公
告

当
社
は
解
散
し
た
の
で
債
権
を
有
す
る
方
は
本
公
告
掲

載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
二
丁
目
一
六

四
ｒ
ｅ
ｍ

ｉ
ｘ
日
本
橋
六
階

ｍ
ａ
ｍ
ｏ
ｔ
ｔ
ｏ
合
同
会
社

清
算
人

大
谷
久
美
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
足
立
区
六
月
二
丁
目
一
三
番
七
号

有
限
会
社
グ
レ
ー
ド
ワ
ン

清
算
人

江
刺

亮
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
杉
並
区
梅
里
二
丁
目
二
五
番
一
三
号
高
円

寺
プ
ラ
ザ
二
〇
三
号
Ｅ
室

文
登
致
遠
合
同
会
社

清
算
人

楊

明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
板
橋
区
富
士
見
町
二
〇
番
一
〇

一
一
〇
三

株
式
会
社
Ｍ
Ａ
Ｓ
Ｕ
Ｍ

代
表
清
算
人

マ
ス
ム

モ
ハ
マ
ド

ア
ブ

ド
ラ
ル

ア
ル

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
調
布
市
調
布
ケ
丘
三
丁
目
三
四
番
地
一
ス

イ
ー
ト
ハ
ウ
ス
ソ
フ
ィ
ア
五
〇
六
号
室

株
式
会
社
Ｔ
ｏ
Ｍ
ｉ
ｏ

代
表
清
算
人

高
山
龍
一
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
八
日
、
総
社
員
の
同
意

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
対
し
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
港
区
南
青
山
三
丁
目
一
番
三
六
号
青
山
丸

竹
ビ
ル
六
階

合
同
会
社
ｆ
ｕ
ｎ
ｆ

代
表
清
算
人

奥
村

春
香





令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
文
京
区
根
津
一

二
一

一
一

合
同
会
社
Ｎ
ａ
ｎ
ｋ
ａ

清
算
人

三
好

貴
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
府
中
市
緑
町
三
丁
目
一
番
地
の
七

ク
ラ
ー
ジ
ュ
ド
ー
ル
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
株
式

会
社

代
表
清
算
人

山
崎

新

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
新
宿
区
新
宿
六
丁
目
二
七
番
一
九

六
〇

三
号

Ｈ
Ａ
Ｎ
Ａ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

神
谷

昌
男

解
散
公
告

当
社
は
、
総
社
員
の
同
意
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た

の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
葛
飾
区
西
亀
有
四
丁
目
二
四

一
〇
Ｈ
ａ

ｒ
ｍ
ｏ
ｎ
ｙ
西
亀
有
三
〇
二合

同
会
社
モ
デ
ル
ワ
ン

清
算
人

廣
末

千
夏

解
散
公
告

当
社
は
令
和
八
年
九
月
三
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
し
た
の
で
、
当
社
の
債
権
者
は
本
公
告
掲
載
の
翌
日

か
ら
二
箇
月
以
内
に
申
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
申
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
台
東
区
上
野
一
丁
目
一
七
番
六
号
広
小
路

ビ
ル
八
Ｆ

Ｂ

合
同
会
社
Ｍ
Ｉ
Ｔ
Ｓ
Ｕ
Ｇ
Ｉ

Ｗ
Ｏ
Ｒ
Ｋ
Ｓ

清
算
人

柴
川

直
輝

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
十
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
一
丁
目
二
〇
番
一
五
号

有
限
会
社
東
曄
会

清
算
人

積
田

章

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
渋
谷
区
桜
丘
町
二
七
番
三
号
星
ビ
ル
四
階

有
限
会
社
大
盛
食
品

清
算
人

星

有
恵

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
千
代
田
区
三
番
町
九
番
地
四

七
〇
三

一
般
財
団
法
人
労
働
衛
生
会
館

代
表
清
算
人

山
元

雅
裕

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
五
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
江
戸
川
区
西
小
岩
五
丁
目
一
三
番
一
三
号

小
出
マ
ン
シ
ョ
ン
一
六
八

空
間
動
力
合
同
会
社

代
表
清
算
人

張

哲

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
渋
谷
区
富
ヶ
谷
一
丁
目
四
九
番
二
一
号
Ｂ

ｒ
ｉ
ｌ
ｌ
ｉ
ａ
Ｔ
ｏ
ｗ
ｅ
ｒ
代
々
木
公
園
Ｃ
Ｌ
Ａ

Ｓ
Ｓ
Ｙ
五
〇
八
号

合
同
会
社
Ｈ
ｙ
ｄ
ｅ
＆
Ｐ
ａ
ｒ
ｔ
ｎ
ｅ
ｒ
ｓ

清
算
人

根
岸

秀
明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
港
区
北
青
山
二
丁
目
七
番
二
八
号

メ
デ
ィ
ア
ジ
ャ
パ
ン
株
式
会
社

代
表
清
算
人

廣
幡

英
和

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

神
奈
川
県
相
模
原
市
中
央
区
上
溝
四
五
六
〇
番
地

二
一

株
式
会
社
照
手
住
建

代
表
清
算
人

内
田

玲
音

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
五
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

神
奈
川
県
横
浜
市
西
区
北
幸
二
丁
目
一
〇
番
四
八

号
む
つ
み
ビ
ル
三
階

日
之
松
合
同
会
社

清
算
人

松
本

聡
子

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

川
崎
市
幸
区
小
倉
二
丁
目
三
一
番
一
五

二
一
〇
号

株
式
会
社
澤
橋
新
聞
店

代
表
清
算
人

澤
橋

透

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

神
奈
川
県
厚
木
市
鳶
尾
一
丁
目
一
〇
番
四
号

ロ
ー
テ
ル
商
事
株
式
会
社

代
表
清
算
人

進
藤

稔
夫

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

川
崎
市
中
原
区
小
杉
町
一
丁
目
四
〇
三
番
地
六
〇

ウ
ィ
ッ
ト
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
株
式
会
社

代
表
清
算
人

渡
部

篤
史





令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

石
川
県
金
沢
市
浅
野
本
町
ニ
一
五
八
番
地
三

株
式
会
社
Ｄ
Ｉ
Ｉ
Ｏ

代
表
清
算
人

喜
多

恭
央

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

石
川
県
野
々
市
市
上
林
二
丁
目
四
七
番
地

有
限
会
社
内
村
工
業

清
算
人

内
村
喜
久
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
者

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

福
井
市
八
重
巻
町
第
一
六
号
一
四
番
地
一

株
式
会
社
エ
フ
シ
ー
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー

代
表
清
算
人

吉
田

知
依

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
者

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

福
井
市
八
重
巻
町
第
一
六
号
一
四
番
地
一

福
井
中
央
観
光
株
式
会
社

代
表
清
算
人

吉
田

知
依

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

長
野
県
茅
野
市
塚
原
二
丁
目
五
番
一
七
号

有
限
会
社
都
市
企
画

清
算
人

矢
﨑

敏
臣

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

く
だ
さ
い
。
な
お
、
期
限
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は

清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

長
野
県
北
安
曇
郡
白
馬
村
北
城
九
三
四
二

二
〇
三

O
n
T
h
e
C
h
o
p 合
同
会
社

代
表
清
算
人

A
T
K
IN
S
O
N
JA
K
E
W
A
R
R
E
N

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

岐
阜
県
可
児
市
下
恵
土
三
四
二
一
番
地
六
二
号

合
同
会
社
Ｅ
Ｇ
Ｒ

清
算
人

田
中

雄
大

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

静
岡
市
葵
区
七
間
町
一
四
番
地
の
一
ザ
・
エ
ン
ブ

ル
七
間
町
四
〇
五

有
限
会
社
杏
和

清
算
人

三
枝

直
人

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

愛
知
県
長
久
手
市
東
原
山
三
四
番
地
一

株
式
会
社
ラ
イ
ト
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ

代
表
清
算
人

谷
生

孝
行

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

愛
知
県
名
古
屋
市
中
村
区
名
駅
四
丁
目
二
四
番
五

号
第
２
森
ビ
ル
四
〇
一

株
式
会
社
ｍ
ｅ
ｔ
ａ
ｍ
ｏ
ｒ
ｐ
ｈ
ｏ
ｓ
ｉ
ｓ

代
表
清
算
人

大
淵

健
史

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

愛
知
県
春
日
井
市
田
楽
町
一
〇
三
〇

一
ハ
セ
ガ

ワ
ビ
ル
二
Ａ

株
式
会
社
キ
ャ
リ
ー
ア
ウ
ト

代
表
清
算
人

水
永

幸
博

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

名
古
屋
市
中
区
栄
二

一
五
番
四
一
号
プ
レ
サ
ン
ス

ロ
ジ
ェ
栄
白
川
公
園
八
〇
三
号

怡
達
株
式
会
社

代
表
清
算
人

于

霞

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

三
重
県
名
張
市
八
幡
一
四
二
六
番
地
二

Ｎ
Ｔ
工
業
合
同
会
社

清
算
人

北
浦
美
津
代

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清

算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

三
重
県
松
阪
市
幸
生
町
一
一
九
五
番
地
二

有
限
会
社
堀
口
商
店

清
算
人

堀
口

隆
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

京
都
市
山
科
区
大
宅
沢
町
八
番
地

ア
イ
ズ
コ
ア
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
株
式
会
社

清
算
人

岩
永

憲
秀

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
四
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
阪
市
中
央
区
大
手
通
一
丁
目
四
番
一
号
日
宝

ニ
ュ
ー
大
手
ビ
ル
四
Ｆ

合
同
会
社
ｅ
ｆ
ｆ
ｏ
ｒ
ｔ

清
算
人

石
井

隆
介





令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
阪
府
吹
田
市
五
月
が
丘
東
八
番
Ｂ

八
〇
八
号

誠
実
工
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

末
兼

英
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
阪
市
北
区
浮
田
二
丁
目
一
番
三
号
Ｍ
Ｂ
Ｃ
ビ
ル

三
〇
一
号
室

駿
高
光
株
式
会
社

代
表
清
算
人

張

駿

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
阪
府
寝
屋
川
市
秦
町
九
番
一
四
号

有
限
会
社
谷
口
工
務
店

清
算
人

岡
村

里
枝

解
散
公
告

当
社
は
、
総
社
員
の
同
意
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た

の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
阪
市
淀
川
区
宮
原
四
丁
目
二

一
〇

Ｂ
Ｔ
Ｒ
新
材
料
日
本
合
同
会
社

清
算
人

林

錦
盛

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
阪
市
東
淀
川
区
東
淡
路
一
丁
目
五
番
二

三
三

五
号

有
限
会
社
セ
ン
テ
ィ
ー
ル

清
算
人

西
田

絹
惠

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
阪
市
淀
川
区
西
三
国
三
丁
目
一
九
番
七
号

三

〇
二
号
室

有
限
会
社
ア
ス
テ
ィ
コ
大
阪

清
算
人

國
本

秀
周

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
阪
市
阿
倍
野
区
天
王
寺
町
南
一
丁
目
四
番
五
号

有
限
会
社
オ
ズ

清
算
人

大
塚

敏
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
六
年
八
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
阪
市
旭
区
新
森
二
丁
目
二
〇
番
一
号

株
式
会
社
ヤ
ブ
ウ
チ

代
表
清
算
人

藪
内

正
次

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
十
七
日
開
催
の
臨
時
社
員

総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人

に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇

月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

兵
庫
県
三
田
市
あ
か
し
あ
台
二

一
二

二

一
般
社
団
法
人
介
護
予
防
Ｋ
ｉ
ｒ
ａ
ト
モ

代
表
清
算
人

萩
山

克
彰

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

兵
庫
県
姫
路
市
夢
前
町
宮
置
七
七
五
番
地

有
限
会
社
ユ
ニ
テ
ッ
ク

清
算
人

田

一
美

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
六
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

奈
良
県
大
和
高
田
市
松
塚
三
一
〇
番
地

一
般
社
団
法
人
ク
ラ
ウ
ン
プ
ラ
ス

代
表
清
算
人

村

考
史

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

奈
良
県
生
駒
市
東
生
駒
一
丁
目
五
一
番
地

Ｇ
Ｃ
Ｂ
・
Ａ
Ｐ
Ｏ
Ｌ
Ｌ
Ｏ
Ｎ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

平
井

格

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

広
島
市
西
区
井
口
台
二
丁
目
二
四
番
三
号

株
式
会
社
智
慧
ラ
ン
ド

代
表
清
算
人

大
多
和

亨

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

広
島
市
安
芸
区
矢
野
南
四
丁
目
二
〇
番
六
号

株
式
会
社
ア
ー
ム

代
表
清
算
人

森

裕
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

山
口
県
熊
毛
郡
田
布
施
町
大
字
下
田
布
施
六
七
〇

番
地
の
一

有
限
会
社
東
亜
地
所

清
算
人

河
内
由
美
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

山
口
県
熊
毛
郡
田
布
施
町
大
字
麻
郷
一
八
六
番
地

九

河
美
建
設
株
式
会
社

代
表
清
算
人

河
内
由
美
子





令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
五
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

山
口
県
防
府
市
新
築
地
町
三
二
番
地
五

有
限
会
社
三
戸
工
務
店

清
算
人

三
戸

直
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

香
川
県
観
音
寺
市
大
野
原
町
大
野
原
七
一
九
〇
番
地

藤
田
住
設
株
式
会
社

代
表
清
算
人

藤
田

倫
孝

解
散
公
告

当
社
は
総
社
員
の
同
意
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の

で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日

か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

愛
媛
県
松
山
市
喜
与
町
二
丁
目
一
番
地
三

Ｓ
Ｋ

ビ
ル
三
・
四
階合

同
会
社
Ｉ
Ｎ
Ｄ
Ｅ
Ｙ

Ｔ
Ｉ
Ｍ
Ｅ

代
表
清
算
人

山
本

康
仁

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

愛
媛
県
西
予
市
宇
和
町
大
江
二
七
八
番
地

宇
和
市
売
木
材
有
限
会
社

清
算
人

河
野

作
生

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
決
議
に
よ
り
、
令
和
八
年
九
月
三

十
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

北
九
州
市
戸
畑
区
牧
山
海
岸
二
番
四
一
号

ミ
ヤ
コ
計
機
株
式
会
社

代
表
清
算
人

古
森

弘
美

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

福
岡
県
春
日
市
平
田
台
一
丁
目
四
七
番
地
八

株
式
会
社
大
喜

代
表
清
算
人

常
岡
み
さ
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

福
岡
市
城
南
区
別
府
二
丁
目
二
〇
番
四
六
ハ
イ
ツ

別
府
六
〇
一
号

株
式
会
社
Ｆ
Ｓ
ア
シ
ス
ト

代
表
清
算
人

福
田

伸
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

福
岡
県
築
上
郡
上
毛
町
大
字
西
友
枝
一
四
一
三
番

地
の
二

有
限
会
社
大
平
テ
ク
ノ

清
算
人

藤
本

昭
司

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
四
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

福
岡
県
豊
前
市
大
字
市
丸
一
〇
四
番
地
七
の
七

前
田
産
業
有
限
会
社

清
算
人

前
田

敏

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
五
日
開
催
の
臨
時
株
主

総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

長
崎
県
佐
世
保
市
江
迎
町
長
坂
一
六
八
番
地

ス
ワ
ン
産
業
株
式
会
社

代
表
清
算
人

宮
沢

幸
恵

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

長
崎
県
諫
早
市
栄
田
町
二
一
番
一
〇

一
〇
〇
二
号

株
式
会
社
貴
龍
建
設

代
表
清
算
人

恒
石
由
貴
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
九
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

熊
本
県
菊
池
郡
大
津
町
大
字
大
津
二
三
一
番
地
五
〇

Ａ
ｔ
ｅ
ｌ
ｉ
ｅ
ｒ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

鄭

爲
嶸

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
分
県
豊
後
高
田
市
呉
崎
一
一
六
八
番
地
一

有
限
会
社
安
藤
牧
場

清
算
人

安
藤

二
六

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

沖
縄
県
中
頭
郡
読
谷
村
字
都
屋
一
三
一
番
地
二
階

ニ
チ
ア
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
株
式
会
社

代
表
清
算
人

前
島

明
美

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
十
四
日
を
も
っ
て
解
散
い

た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本

公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算

か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

栃
木
県
宇
都
宮
市
大
和
二
丁
目
一
番
二
三
号

医
療
法
人
耳
鼻
咽
喉
科
佐
藤
ク
リ
ニ
ッ
ク

清
算
人

佐
藤

克

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
開
催
の
臨
時
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
渋
谷
区
桜
丘
町
一
二
番
八
号

渋
谷
コ
ー
ポ
ラ
ス
管
理
組
合
法
人

代
表
清
算
人

笹
本

秀
文





令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
九
月
四
日
開
催
の
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
組
合
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

福
岡
県
八
女
市
新
庄
一
六
一
五
番
地

農
事
組
合
法
人
若
獅
子

清
算
人

大
石

浩
嗣

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十

月
八
日
）の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
練
馬
区
豊
玉
北
一
丁
目
六
番
一
四
号
ジ
ェ

ミ
ニ
Ｂ
館
二
階

医
療
法
人
社
団
啓
歯
会

清
算
人

髙
野

哲
也

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
七
日
静
岡
市
の
認
可

よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
組
合
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
九
月
二
十
五
日
）
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に

お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

静
岡
県
静
岡
市
駿
河
区
片
山
二
五
番
四

恩
田
原
・
片
山
土
地
区
画
整
理
組
合

代
表
清
算
人

髙
津

友
彦

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
十
六
日
、
広
島
市
長
の
認

可
を
受
け
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月
八
日
）
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に

お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

広
島
市
西
区
井
口
台
二
丁
目
二
三
番
三
二
号

医
療
法
人
志
高
会

清
算
人

佐
久
間
高
志

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月
八
日
）
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内

に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

熊
本
県
天
草
市
倉
岳
町
宮
田
二
五
〇
六
番
地
の
一

宗
教
法
人
宮
田
教
会

清
算
人

弁
護
士

伊
藤

英
範

連
絡
先

熊
本
市
中
央
区
新
屋
敷
三

一
六

一
一

ガ
ー
デ
ン
コ
ー
ト
新
屋
敷
二
〇
一

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
、
社
員
の
欠
亡

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
。
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る

者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月
五
日
）
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。
な
お
、

右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
場
合
は
、
清
算
か
ら
除
斥

し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

奈
良
県
大
和
高
田
市
東
中
二
丁
目
四
番
一
号

医
療
法
人
春
日
医
院

清
算
人

春
日

宏
友





債
務
引
受
に
係
る
お
知
ら
せ

中
日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
第
98
回
社
債
の
債
権
者

各
位中

日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
第
98
回
社
債
（
一
般

担
保
付
、
独
立
行
政
法
人
日
本
高
速
道
路
保
有
・
債

務
返
済
機
構
併
存
的
債
務
引
受
条
項
付
）
に
つ
き
ま

し
て
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
付
で
、
独
立
行
政

法
人
日
本
高
速
道
路
保
有
・
債
務
返
済
機
構
が
債
務

引
受
を
行
い
、
中
日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
と
連
帯

し
て
弁
済
の
責
め
を
負
う
こ
と
に
な
り
、
社
債
管
理

者
は
、
右
記
社
債
に
か
か
る
管
理
委
託
契
約
の
関
連

条
項
を
独
立
行
政
法
人
日
本
高
速
道
路
保
有
・
債
務

返
済
機
構
が
承
認
し
た
こ
と
を
確
認
い
た
し
ま
し
た

の
で
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

神
奈
川
県
横
浜
市
西
区
高
島
一
丁
目
一
番
二
号

独
立
行
政
法
人
日
本
高
速
道
路
保
有
・

債
務
返
済
機
構

理

事

長

澤
田

聡

愛
知
県
名
古
屋
市
中
区
錦
二
丁
目
十
八
番
十
九
号

中
日
本
高
速
道
路
株
式
会
社

代
表
取
締
役
社
長

縄
田

正

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



第 13 期決算公告 令和８年10月９日
東京都八王子市七国一丁目７番７号

株式会社ＴＡＫＩＧＡＷＡ
代表取締役 滝川 勝信

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 629,783
固 定 資 産 4,801,179
繰 延 資 産 514
合 計 5,431,477

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 67,301
株 主 資 本 5,364,175
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 30,850
資 本 準 備 金 30,850
利 益 剰 余 金 5,323,325
繰越利益剰余金 5,323,325
(うち当期純利益) (27,962)
合 計 5,431,477

第３期決算公告 令和８年10月９日
東京都台東区松が谷一丁目14番14号

ニューロング株式会社内
ニューロングマシンテック株式会社

代表取締役 巻 秀樹
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 8,339
合 計 8,339

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 180
株 主 資 本 8,159
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 11,840
その他利益剰余金 11,840
(うち当期純損失) (4,057)
合 計 8,339

第 12 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
東京都荒川区東日暮里五丁目16番１1904

リーデンスタワー
株式会社ドリームハウス
代表取締役 青山 雪音

貸借対照表の要旨(令和８年７月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 32,965
固 定 資 産 907,883
資 産 合 計 940,848

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 492,849
固 定 負 債 454,155
株 主 資 本 6,156
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 16,156
その他利益剰余金 16,156
(うち当期純損失) (12,769)

負債・純資産合計 940,848

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



第 ６ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

東京都港区芝大門２10１
株式会社Ｌｅｅｐ

代表取締役 鶴田 大貴
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 759,240
固 定 資 産 120,747
資 産 合 計 879,988

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 316,246
固 定 負 債 242,739
株 主 資 本 321,003
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 221,003
その他利益剰余金 221,003
(うち当期純利益) (102,905)

負債・純資産合計 879,988

第２期決算公告 令和８年10月９日
東京都品川区上大崎三丁目５番11号

株式会社タノシルバ
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(百万円)
資

産

の

部

流 動 資 産 174
固 定 資 産 48
繰 延 資 産 1
合 計 224

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 5
株 主 資 本 215
資 本 金 90
資 本 剰 余 金 180
資 本 準 備 金 135
その他資本剰余金 45
利 益 剰 余 金 54
その他利益剰余金 54
(うち当期純損失) (37)

新 株 予 約 権 3
合 計 224

第 13 期 決 算 公 告
令和８年９月 16 日
神奈川県相模原市南区新戸478番地１
株式会社ノジマステラスポーツクラブ

代表取締役社長 馬場 正臣
貸借対照表の要旨

(令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 61,081
固 定 資 産 6,294
合 計 67,375

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 176,674
固 定 負 債 16,100
株 主 資 本 125,399
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 135,399
その他利益剰余金 135,399
(うち当期純損失) (47,741)
合 計 67,375

第 46 期決算公告 令和８年９月30日
長野県東筑摩郡筑北村坂井字サイカチ
521番地
株式会社ケー・ケー・エス坂井製作所

代表取締役 吉満 高広
貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 77,437
固 定 資 産 102,140
合 計 179,576

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 38,091
固 定 負 債 56,500
株 主 資 本 84,985
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 74,985
(利益準備金) (2,500)
(その他利益剰余金) (72,485)
(うち当期純利益) (5,135)
合 計 179,576

第 41 期決算公告 令和８年９月14日
静岡県静岡市清水区清開三丁目５番40号

駿河湾曳船株式会社
代表取締役 牧野 央

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 764,157,996
固 定 資 産 13,437,033
合 計 777,595,029

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 158,178,385
固 定 負 債 48,475,830
株 主 資 本 570,940,814
資 本 金 75,000,000
利 益 剰 余 金 495,940,814
利 益 準 備 金 18,750,000
その他利益剰余金 477,190,814
(うち当期純利益) (42,526,184)
合 計 777,595,029

第 57 期決算公告 令和８年10月９日
愛知県半田市青山二丁目20番地の７

株式会社セントラル
代表取締役 杉江 伸

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 4,612,692
固 定 資 産 9,660,297
繰 延 資 産 17,132
資 産 合 計 14,290,121

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,443,201
固 定 負 債 6,183,056
株 主 資 本 5,663,864
資 本 金 12,000
利 益 剰 余 金 5,651,864
利 益 準 備 金 1,500
その他利益剰余金 5,650,364
(うち当期純利益) (732,218)

負債・純資産合計 14,290,121

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
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井
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東
京
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東
京
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知
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東
京
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渋
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目
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番
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積
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ハ
ウ
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シ
ャ
ー
メ
ゾ
ン
リ
ー
シ
ン
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株
式
会
社
代
表
取
締
役
椿
和
仁

宅
地
建
物
取
引
業
者
営
業
保
証
金
取
り
も
ど
し
公
告

宅
地
建
物
取
引
業
法
第
30条
及
び
宅
地
建
物
取
引
業
者
営
業
保
証
金
規
則
第
７
条
の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お
り
公
告

し
ま
す
。

下
記
の
者
に
係
る
営
業
保
証
金
に
つ
き
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
27条
第
１
項
の
権
利
を
有
す
る
者
は
、
本
公
告
掲
載

の
翌
日
か
ら
６
箇
月
以
内
に
そ
の
債
権
の
額
、
債
権
発
生
の
原
因
た
る
事
実
並
び
に
住
所
氏
名
又
は
名
称
を
記
載
し
た

申
出
書
２
通
を
下
記
提
出
先
に
提
出
し
て
下
さ
い
。
前
記
の
申
出
書
の
提
出
が
な
い
と
き
は
、
下
記
の
者
に
係
る
営
業

保
証
金
は
同
人
に
返
還
さ
れ
ま
す
。

令
和
８
年
10
月
９
日

記
［
掲
載
順
序
］


商
号
又
は
名
称

免
許
証
番
号

（
代
表
者
の
）
氏
名

事
務
所
の
所
在
地

営
業
保
証
金
の
額

申

出
書
提
出
先

掲
載
者
住
所
、
商
号
又
は
名
称
及
び
氏
名
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第７期決算公告 令和８年10月９日
名古屋市千種区不老町１番

名古屋大学ＴＯＩＣ
アイクリスタル株式会社

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 462
固 定 資 産 8
合 計 471

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 63
固 定 負 債 62
株 主 資 本 344
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 633
資 本 準 備 金 366
その他資本剰余金 266
利 益 剰 余 金 389
その他利益剰余金 389
(うち当期純損失) (184)
合 計 471

第 13 期決算公告 令和８年10月９日
名古屋市中区丸の内二丁目９番40号

株式会社アルペンリゾート
代表取締役 吉田 昭成

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 322,617
固 定 資 産 2,199,309
合 計 2,521,926

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 59,857
固 定 負 債 66,500
株 主 資 本 2,395,569
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 2,302,122
その他資本剰余金 2,302,122
利 益 剰 余 金 83,446
その他利益剰余金 83,446
(うち当期純損失) (7,371)
合 計 2,521,926

第 24 期決算公告 令和８年10月９日
名古屋市中区丸の内二丁目９番40号

株式会社エム・アイ・ゴルフ
代表取締役 吉田 昭成

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 510,743
固 定 資 産 1,974,604
合 計 2,485,348

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 147,989
固 定 負 債 1,165,664
株 主 資 本 1,171,693
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 136,999
その他資本剰余金 136,999
利 益 剰 余 金 1,024,693
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 1,022,193
(うち当期純利益) (73,776)
合 計 2,485,348

第 39 期決算公告 令和８年10月９日
名古屋市中区丸の内二丁目９番40号

株式会社エス・エー・ピー
代表取締役 緑川 恵士

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 386,098
固 定 資 産 9,349
合 計 395,448

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 199,511
株 主 資 本 195,936
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 185,936
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 183,436
(うち当期純利益) (178,520)
合 計 395,448

第 75 期 決 算 公 告
令和８年９月 11 日

大阪市西区靱本町一丁目９番15号
中外商工株式会社

代表取締役 岡田 憲一
貸借対照表の要旨

(令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 5,282,140
固 定 資 産 935,197
合 計 6,217,337

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,446,743
株 主 資 本 4,770,594
資 本 金 95,000
利 益 剰 余 金 4,675,594
利 益 準 備 金 33,750
その他利益剰余金 4,641,843
(うち当期純利益) (436,188)
合 計 6,217,337

第 15 期決算公告 令和８年10月９日
徳島県美馬市脇町大字猪尻字道犬52番地１

株式会社ノア
代表取締役 平山 剛

貸借対照表の要旨(令和８年３月19日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 200,175
固 定 資 産 2,345,393
資 産 合 計 2,545,569

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 859,487
固 定 負 債 1,569,866
株 主 資 本 116,215
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 115,215
その他利益剰余金 115,215
(うち当期純利益) (12,374)

負債・純資産合計 2,545,569

第 17 期決算公告 令和８年10月９日
香川県高松市番町二丁目17番15号
ファロス第一ビル六階

株式会社ポジション
代表取締役 平山 剛

貸借対照表の要旨(令和８年３月19日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 65,090
固 定 資 産 3,815,167
繰 延 資 産 315
資 産 合 計 3,880,573

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,636,999
固 定 負 債 1,803,655
株 主 資 本 439,918
資 本 金 11,000
利 益 剰 余 金 428,918
その他利益剰余金 428,918
(うち当期純利益) (1,463)

負債・純資産合計 3,880,573

第 12 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
宮城県仙台市若林区畳屋丁25番地の１
一般社団法人鎮魂と追悼のモニュメント
建立プロジェクト

代表清算人 峯岸 良慥
貸借対照表の要旨

(令和８年１月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 68,519
固 定 資 産 
資 産 合 計 68,519

負
債
及
び
正

味
財
産
の
部

流 動 負 債 
固 定 負 債 
負 債 合 計 

前期繰越正味財産 68,590
当期正味財産増減額 70
正味財産合計 68,519
負債正味財産合計 68,519

第 34 期決算公告 令和８年10月９日
埼玉県川越市宮元町23番地の１
株 式 会 社 西 友 サ ー ビ ス
代表取締役社長 中里 孝

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 148,415
固 定 資 産 28,511
資 産 合 計 176,926

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 58,985
賞 与 引 当 金 8,623
固 定 負 債 
退職給付引当金 
株 主 資 本 117,941
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 97,941
利 益 準 備 金 2,600
その他利益剰余金 95,341
(うち当期純利益) (14,140)

負債・純資産合計 176,926

第 21 期決算公告 令和８年10月９日
東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号

株式会社インタームーブ
代表取締役 西田 祐

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 6,278
固 定 資 産 2,191
資 産 合 計 8,469

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 905
固 定 負 債 220,000
負 債 合 計 220,905
株 主 資 本 212,436
資 本 金 3,630
利 益 剰 余 金 216,066
その他利益剰余金 216,066
(うち当期純損失) (3,788)
純資産合計 212,436
負債・純資産合計 8,469

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
東京都千代田区丸の内一丁目３番２号

アオイリーシング株式会社
代表取締役 坂本 隼人

貸借対照表の要旨(令和８年７月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,704,634
固 定 資 産 4,262,810
合 計 5,967,444

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 450,368
固 定 負 債 5,514,524
株 主 資 本 2,552
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 448
(その他利益剰余金) (448)
合 計 5,967,444

 当期純損失 2千円

第 11 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
東京都千代田区丸の内一丁目３番２号

ガゼルリーシング株式会社
代表取締役 坂本 隼人

貸借対照表の要旨(令和８年７月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 6,480,401
固 定 資 産 1,220,933
合 計 7,701,334

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,617,718
固 定 負 債 6,080,977
株 主 資 本 2,639
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 361
(その他利益剰余金) (361)
合 計 7,701,334

 当期純損失 18千円

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



第 72 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日 東京都板橋区成増一丁目30番13号

山印醸造株式会社
代表取締役社長 石川 佳一

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,583,767 流 動 負 債 1,001,367
固 定 資 産 1,206,259 固 定 負 債 245,812
繰 延 資 産 0 株 主 資 本 1,502,660

資 本 金 180,000
利 益 剰 余 金 1,343,088
利 益 準 備 金 45,000
その他利益剰余金 1,298,088
(うち当期純利益) (164,386)
自 己 株 式 20,428
評価・換算差額等 40,187
その他有価証券評価
差額金 40,187

資 産 合 計 2,790,026 負債・純資産合計 2,790,026

第 21 期 決 算 公 告
令和８年９月 15 日

東京都台東区池之端１丁目１番15号
株式会社ＭＣＡホールディングス

代表取締役 本坊俊一郎
貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 19,744 流 動 負 債 786
固 定 資 産 22,960 固 定 負 債 3,318

役員退職慰労引当金 49
株 主 資 本 32,981
資 本 金 100
利 益 剰 余 金 32,881
利 益 準 備 金 75
その他利益剰余金 32,806
(うち当期純利益) (897)

評価・換算差額等 5,617
その他有価証券評価
差額金 5,617

資 産 合 計 42,704 負債・純資産合計 42,704

第 68 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日 京都府久世郡久御山町下津屋富ノ城46番地

株式会社阪村機械製作所
代表取締役 小林 純

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 6,387,350 流 動 負 債 2,733,662
固 定 資 産 3,453,007 固 定 負 債 1,116,427

株 主 資 本 5,797,328
資 本 金 300,000
資 本 剰 余 金 385,320
資 本 準 備 金 385,320
利 益 剰 余 金 5,112,008
利 益 準 備 金 75,000
その他利益剰余金 5,037,008
(うち当期純利益) (179,030)

評価・換算差額等 192,938
資 産 合 計 9,840,357 負債・純資産合計 9,840,357

第 72 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日 東京都新宿区新小川町１番５号

株式会社東京創元社
代表取締役 渋谷健太郎

貸借対照表の要旨 (令和８年７月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,351,432 流 動 負 債 355,618
固 定 資 産 547,077 (返品調整引当金) (17,450)

固 定 負 債 107,782
(退職給付引当金) (75,384)
株 主 資 本 1,442,071
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 1,412,071
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 1,404,571
(うち当期純利益) (36,995)

評価・換算差額等 6,962
その他有価証券評価
差額金 6,962

資 産 合 計 1,898,509 負債・純資産合計 1,898,509

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
東京都千代田区丸の内一丁目３番２号
トリアゴズコンテナサービス株式会社

代表取締役 坂本 隼人
貸借対照表の要旨(令和８年７月20日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 2,724
合 計 2,724

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 17
株 主 資 本 2,707
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 293
(その他利益剰余金) (293)
合 計 2,724

 当期純損失 6千円

第 44 期 決 算 公 告
令和８年６月 22 日

鳥取県西伯郡大山町小竹1291番地１
株式会社鳥取県食肉センター
代表取締役社長 柳田 英貴

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 1,108,814流 動 負 債 251,635
固 定 資 産 643,831固 定 負 債 1,640
有形固定資産 627,528 負 債 合 計 253,275
無形固定資産 5,621 純 資 産 の 部
投資その他の資産 10,682株 主 資 本 1,499,370

資 本 金 1,160,000
利 益 剰 余 金 339,370
(その他利益剰余金) (339,370)
純資産合計 1,499,370

資 産 合 計 1,752,645負債・純資産合計 1,752,645
 有形固定資産の減価償却累計額 1,602,156千円

損益計算書の要旨
自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：千円)
科 目 金 額
営 業 収 益 2,887,603
営 業 費 用 2,844,746
営 業 利 益 42,857
営 業 外 収 益 9,761
営 業 外 費 用 5,257
経 常 利 益 47,360
特 別 利 益 18,350
特 別 損 失 23,672
税引前当期純利益 42,038
法人税その他の税の
額 9,750
法人税等調整額 105
当 期 純 利 益 32,392
１株当たり純資産額 12,925円60銭
１株当たり当期純利益 279円24銭

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
東京都千代田区丸の内一丁目３番２号
ミリエコンテナサービス株式会社

代表取締役 坂本 隼人
貸借対照表の要旨(令和８年７月20日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 2,724
合 計 2,724

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 17
株 主 資 本 2,707
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 293
(その他利益剰余金) (293)
合 計 2,724

 当期純損失 6千円

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
五
百
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
渋
谷
区
桜
丘
町
一
番
二
号
渋
谷
サ
ク

ラ
ス
テ
ー
ジ
セ
ン
ト
ラ
ル
ビ
ル
一
五
〇
二

Ａ

株
式
会
社
昇
建

代
表
取
締
役

尾
﨑

敏
之

第 42 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
東京都渋谷区桜丘町１番２号渋谷サクラ
ステージセントラルビル1502Ａ

株式会社昇建
代表取締役 尾﨑 敏之

貸借対照表の要旨
(令和８年２月28日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 18,180
固 定 資 産 255,264
資 産 合 計 273,445

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 334,065
固 定 負 債 12,517
株 主 資 本 73,138
資 本 金 15,000
利 益 剰 余 金 88,138
その他利益剰余金 88,138
(うち当期純利益) (1,262)

負債・純資産合計 273,445

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
七
千
四
百
十
一
万
五
千

円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
渋
谷
区
神
宮
前
四
丁
目
三
〇

三

東
急
プ
ラ
ザ
表
参
道
原
宿

株
式
会
社
Ｄ
ｒ
ｉ
ｖ
ｅ
Ｘ

代
表
取
締
役

永
田

篤
広

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 55,781
固 定 資 産 74,397
資 産 合 計 130,179

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 26,425
固 定 負 債 34,877
株 主 資 本 68,876
資 本 金 29,057
資 本 剰 余 金 28,057
資 本 準 備 金 28,057
利 益 剰 余 金 11,761
その他利益剰余金 11,761
(うち当期純利益) (7,888)

負債・純資産合計 130,179

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
東京都中野区上鷺宮３丁目17番８号
共栄ビル401

株式会社ニーズマッチ
代表取締役 山岸 次郎

貸借対照表の要旨
(令和７年10月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 13,432,164
固 定 資 産 1,205,470
資 産 合 計 14,637,634

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 15,914,964
株 主 資 本 1,277,330
資 本 金 1,000,000
利 益 剰 余 金 2,277,330
その他利益剰余金 2,277,330
(うち当期純損失) (4,481,443)

負債・純資産合計 14,637,634

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲

載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
確
定
し
た
最
終
事
業
年
度
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
十
月
九
日

横
浜
市
保
土
ケ
谷
区
常
盤
台
六
一
番
二
九
号

（
甲
）
伊
東
建
設
株
式
会
社

代
表
取
締
役

八
浪

悌
朗

横
浜
市
保
土
ケ
谷
区
常
盤
台
六
一
番
二
九
号

（
乙
）
Ｔ
Ｓ
Ｉ
管
理
株
式
会
社

代
表
取
締
役

武
本

達

第 55 期決算公告 令和８年10月９日
横浜市保土ケ谷区常盤台61番29号

伊東建設株式会社
代表取締役 八浪 悌朗

貸借対照表の要旨(令和８年２月15日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,800,821,419
固 定 資 産 460,522,161
資 産 合 計 2,261,343,580

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 375,985,976
負 債 合 計 375,985,976
株 主 資 本 1,885,357,604
資 本 金 20,000,000
利 益 剰 余 金 1,865,357,604
利 益 準 備 金 2,800,000
その他利益剰余金 1,862,557,604
(うち当期純利益) (244,841,551)
純資産合計 1,885,357,604

負債・純資産合計 2,261,343,580

第 11 期決算公告 令和８年10月９日
東京都港区南青山七丁目12番２号

株式会社ヤマシタキカク
代表取締役 金子 瑞希

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 67,604
固 定 資 産 21,772
合 計 89,377

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 22,627
固 定 負 債 93,334
株 主 資 本 26,584
資 本 金 17,300
利 益 剰 余 金 43,884
その他利益剰余金 43,884
(うち当期純損失) (7,056)
合 計 89,377

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
四
千
九
百
五
十
万
円
減

少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲

載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
く
だ
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

静
岡
市
駿
河
区
曲
金
二
丁
目
五
番
三
八
号

株
式
会
社
あ
さ
ふ
じ
厨
’
ｓ

代
表
取
締
役

浅
山

忠
彦

第 14 期決算公告 令和８年10月９日
静岡市駿河区曲金二丁目５番38号

株式会社あさふじ厨’ ｓ
代表取締役 浅山 忠彦

貸借対照表の要旨(令和７年８月31日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 139,588,522
固 定 資 産 277,280,822
合 計 416,869,344

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 471,694,008
固 定 負 債 108,987,000
株 主 資 本 163,811,664
資 本 金 99,000,000
資 本 剰 余 金 35,000,000
利 益 剰 余 金 297,811,664
利 益 準 備 金 500,000
その他利益剰余金 298,311,664
合 計 416,869,344

 当期純利益 12,124,196円

第 24 期決算公告 令和８年10月９日
東京都港区南青山七丁目12番２号

Ｏ・Ｒ・Ｐ株式会社
代表取締役 金子 瑞希

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 24,599
固 定 資 産 5,886
合 計 30,486

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 8,715
固 定 負 債 23,985
株 主 資 本 2,214
資 本 金 15,000
利 益 剰 余 金 17,214
利 益 準 備 金 90
その他利益剰余金 17,304
(うち当期純利益) (1,916)
合 計 30,486

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
四
百
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
阪
府
堺
市
美
原
区
黒
山
一
二
番
一
号

株
式
会
社
ミ
ラ
イ

代
表
取
締
役

小
林

博
文

第 14 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

大阪府堺市美原区黒山12番１号
株 式 会 社 ミ ラ イ
代表取締役 小林 博文

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 211,279
固 定 資 産 85,034
繰 延 資 産 511
資 産 合 計 296,825

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,949
固 定 負 債 306,935
株 主 資 本 25,058
資 本 金 14,000
利 益 剰 余 金 39,058
その他利益剰余金 39,058
(うち当期純損失) (111,258)

負債・純資産合計 296,825

第 21 期決算公告 令和８年10月９日
東京都武蔵野市吉祥寺本町一丁目12番10号

株式会社西友プロキュアメント
代表取締役社長 佐野 光宏

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 5,238
固 定 資 産 39
資 産 合 計 5,277

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,030
(賞与引当金) (2)
株 主 資 本 1,247
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 650
資 本 準 備 金 350
その他資本剰余金 300
利 益 剰 余 金 497
その他利益剰余金 497
(うち当期純利益) (183)

負債・純資産合計 5,277

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



第 46 期決算公告 令和８年５月27日
東京都中央区日本橋浜町二丁目35番２号
ＣＩＲＣＬＥＳ日本橋浜町
ＫＥＥＮＦＩＮＩＴＹ株式会社

代表取締役 金 勇一
貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 712,677
固 定 資 産 37,579
資 産 合 計 750,256

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 416,517
固 定 負 債 66,214
株 主 資 本 267,525
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 257,525
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 255,025
(うち当期純利益) (62,013)

負債・純資産合計 750,256

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
十
日
で

あ
り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年

八
月
三
十
一
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
合
併

に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌

日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
阪
府
岸
和
田
市
土
生
町
二
丁
目
一
〇
番
三
号

（
甲
）
株
式
会
社
海
犬

代
表
取
締
役

山
本

剛
義

大
阪
府
岸
和
田
市
土
生
町
二
丁
目
一
〇
番
三
号

（
乙
）
有
限
会
社
も
し
も
し
ピ
エ
ロ

代
表
取
締
役

堀
江
沙
也
加

第 25 期決算公告 令和８年10月９日
大阪府岸和田市土生町二丁目10番３号

株式会社海犬
代表取締役 山本 剛義

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 129,872
固 定 資 産 356,948
合 計 486,821

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 10,239
固 定 負 債 319,680
株 主 資 本 156,902
資 本 金 8,000
資 本 剰 余 金 59,950
資 本 準 備 金 59,950
利 益 剰 余 金 93,214
その他利益剰余金 93,214
(うち当期純利益) (2,662)
自 己 株 式  4,262
合 計 486,821

第 22 期決算公告 令和８年10月９日
東京都新宿区百人町二丁目16番15号
株式会社グッド・アイズ建築検査機構

代表取締役 藤田 孝行
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 609,009
固 定 資 産 180,219
合 計 789,228

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 155,718
固 定 負 債 0
株 主 資 本 633,509
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 60,000
その他資本剰余金 60,000
利 益 剰 余 金 473,509
利 益 準 備 金 1,000
その他利益剰余金 472,509
(うち当期純利益) (126,098)
合 計 789,228

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
〇
〇
万
円
減
少
し
一

〇
〇
〇
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

島
根
県
出
雲
市
姫
原
三
丁
目
六
番
地
六

株
式
会
社
み
ず
ほ
設
計

代
表
取
締
役

江
角

彰
宣

第 25 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

島根県出雲市姫原三丁目６番地６
株式会社みずほ設計
代表取締役 江角 彰宣

貸借対照表の要旨
(令和８年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 12,375
固 定 資 産 5,884
合 計 18,260

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,818
固 定 負 債 13,823
株 主 資 本 1,619
資 本 金 12,000
利 益 剰 余 金 10,380
その他利益剰余金 10,380
(うち当期純利益) (461)
合 計 18,260

資金決済に関する法律第20条第１項
に基づく前払式支払手段の払戻しの
公告
公立高畠病院にて運営しておりました

「カード式テレビシステム」につきまして、
令和８年９月28日で利用終了し、資金決済
に関する法律第二十条第一項に基づき、次
のとおり払戻しを行います。
＜払戻しを行う前払式支払手段の発行者の
商号＞
パラテクノ株式会社
＜払戻しに係る前払式支払手段の種類＞
公立高畠病院（山形県東置賜郡高畠町大
字高畠386番地）で販売したテレビカー
ド（ガーベラ柄カード1000度数）
＜払戻しの申出期間＞
令和８年10月９日（金）９時00分～令和
８年12月17日（木）17時00分
受付時間 午前９時00分～午後５時00分
（土、日、祝祭日は除く）
※上記の申出期間内にお申し出頂けない
場合には、この払戻し手続きから除斥
されます。
※郵送での申出の場合は、払戻しの申出
期間の最終日の消印までが有効となり
ます。

＜本件に関するお問い合わせ＞
パラテクノ株式会社
〒1138415 東京都文京区本郷５丁目28
番３号
電話（03）38680327（受付時間 土、
日、祝祭日を除く、９時00分～17時00分）
令和８年10月９日
東京都文京区本郷５丁目28番３号

パラテクノ株式会社

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
八
二
五
〇
万
円
減
少
し

一
〇
〇
〇
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

島
根
県
出
雲
市
斐
川
町
上
直
江
二
一
三
九
番

地
一
五

清
和
ジ
ー
テ
ッ
ク
株
式
会
社

代
表
取
締
役

達

俊
彦

第 58 期決算公告 令和８年10月９日
島根県出雲市斐川町上直江2139番地15

清和ジーテック株式会社
代表取締役 達 俊彦

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 1,318,507
固 定 資 産 722,072
合 計 2,040,579

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 578,736
固 定 負 債 1,422,329
株 主 資 本 39,514
資 本 金 92,500
利 益 剰 余 金 52,585
利 益 準 備 金 1,850
その他利益剰余金 54,435
(うち当期純損失) (204,307)
自 己 株 式 400
合 計 2,040,579

新
設
分
割
公
告

当
社
は
、
新
設
分
割
に
よ
り
新
設
す
る
株
式
会
社

智
崇
商
事
（
住
所
福
岡
県
遠
賀
郡
岡
垣
町
鍋
田
二
丁

目
一
番
一
号
）
に
対
し
て
当
社
の
不
動
産
賃
貸
管
理

事
業
の
一
部
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
さ
せ
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

福
岡
県
遠
賀
郡
岡
垣
町
鍋
田
二
丁
目
一
番
一
号

株
式
会
社
崇
基
商
事

代
表
取
締
役

堤

崇
晴

第 24 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
福岡県遠賀郡岡垣町鍋田二丁目１番１号

株式会社崇基商事
代表取締役 堤 崇晴

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 426,588
固 定 資 産 3,903,098
合 計 4,329,686

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 29,472
固 定 負 債 1,629,990
株 主 資 本 2,670,224
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 2,660,224
その他利益剰余金 2,660,224
(うち当期純利益) (37,954)
合 計 4,329,686

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



第 22 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

東京都中央区銀座一丁目６番11号
ホワイトベース特定目的会社

取締役 中村 武
損益計算書の要旨

自 令和８年１月１日
至 令和８年６月30日

(単位：千円)
科 目 金 額
営 業 収 益 1,049,128
営 業 費 用 843,219
営 業 利 益 205,908
営 業 外 収 益 3,607
経 常 利 益 209,515
税引前当期純利益 209,515
法人税、住民税及び
事業税 330

当 期 純 利 益 209,185

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
特 定 資 産 32,834,455流 動 負 債 22,186,800
流 動 資 産 3,767,506固 定 負 債 2,669,698
固 定 資 産 29,066,948 負 債 合 計 24,856,498
そ の 他 資 産 304,329社 員 資 本 8,282,285
流 動 資 産 301,205 特 定 資 本 金 100
固 定 資 産 449 優 先 資 本 金 8,073,000
投資その他の資産 449 剰 余 金 209,185
繰 延 資 産 2,674 当期未処分利益 209,185

純資産合計 8,282,285
資 産 合 計 33,138,784負債・純資産合計 33,138,784

第５期決算公告 令和８年10月９日
東京都文京区本郷二丁目14番10号
長嶋ビル５階

ＩｎｎｏＪｉｎ株式会社
代表取締役 猪俣 武範

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 330,910
固 定 資 産 772
合 計 331,682

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 27,026
株 主 資 本 294,462
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 716,770
資 本 準 備 金 716,770
利 益 剰 余 金 432,307
その他利益剰余金 432,307
(うち当期純損失) (188,335)

新 株 予 約 権 10,193
合 計 331,682

第 17 期 決 算 公 告
2026 年９月 30 日 東京都港区新橋一丁目12番９号

Tranzax株式会社
代表取締役社長 大塚 博之

損益計算書の要旨
自 2025年７月１日
至 2026年６月30日

(単位：千円)
科 目 金 額
売 上 高 306,888
売 上 原 価 262,274
売 上 総 利 益 44,614
販売費及び一般管理
費 508,223
営 業 損 失 463,609
営 業 外 収 益 7,962
営 業 外 費 用 31,767
経 常 損 失 487,413
特 別 損 失 148,308
税引前当期純損失 635,722
法人税、住民税及び
事業税 1,900
当 期 純 損 失 637,622

貸借対照表の要旨 (2026年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,057,690流 動 負 債 2,434,859
固 定 資 産 620,731固 定 負 債 14,764
繰 延 資 産 31,652 負 債 合 計 2,449,623

株 主 資 本 260,450
資 本 金 1,066,725
資 本 剰 余 金 2,610,997
資 本 準 備 金 966,725
その他資本剰余金 1,644,272
利 益 剰 余 金 3,417,272
その他利益剰余金3,417,272
純資産合計 260,450

資 産 合 計 2,710,074負債・純資産合計 2,710,074

第 16 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
東京都千代田区岩本町三丁目１番５号

Daktronics Japan株式会社
代表取締役 ジャスティン・ガスミラー
貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 64,363
固 定 資 産 4,004
合 計 68,367

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 27,144
賞 与 引 当 金 469
有給休暇引当金 4,315
株 主 資 本 41,223
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 31,223
その他利益剰余金 31,223
(うち当期純利益) (3,579)
合 計 68,367

第 15 期 決 算 公 告
2026 年９月 30 日 東京都港区新橋一丁目12番９号

Tranzax電子債権株式会社
代表取締役社長 深澤 亮一

損益計算書の要旨
自 2025年７月１日
至 2026年６月30日

(単位：千円)
科 目 金 額
売 上 高 131,806
売 上 原 価 424
売 上 総 利 益 131,382
販売費及び一般管理
費 126,408
営 業 利 益 4,973
営 業 外 収 益 3,505
営 業 外 費 用 4
経 常 利 益 8,474
特 別 損 失 50
税引前当期純利益 8,423
法人税、住民税及び
事業税 1,667
当 期 純 利 益 6,756

貸借対照表の要旨 (2026年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 424,186流 動 負 債 11,679
固 定 資 産 124,671 負 債 合 計 11,679

株 主 資 本 537,178
資 本 金 554,875
資 本 剰 余 金 274,793
資 本 準 備 金 54,875
その他資本剰余金 219,918
利 益 剰 余 金 292,489
その他利益剰余金 292,489
純資産合計 537,178

資 産 合 計 548,858負債・純資産合計 548,858

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
東京都千代田区有楽町一丁目２番２号
東宝日比谷ビル９階
ネオジェンケミカルズジャパン株式会社

代表取締役 ハリン・カナニ
貸借対照表の要旨

(令和７年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 1
合 計 1

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 197
株 主 資 本 196
資 本 金 1
利 益 剰 余 金 197
その他利益剰余金 197
(うち当期純損失) (197)
合 計 1

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
及
び
丙
の
権
利
義

務
全
部
を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
及
び
丙
は
解
散
す

る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
十
月
九
日

熊
本
市
中
央
区
新
屋
敷
二
丁
目
二
七
番
一
七

号
一
Ｆ（

甲
）
株
式
会
社
日
本
エ
ス
キ
ュ
ー
ブ

代
表
取
締
役

池
田

英
彦

熊
本
市
中
央
区
新
屋
敷
二
丁
目
二
七
番
一
七

号
一
Ｆ

（
乙
）
有
限
会
社
ネ
ク
ス
ト

取
締
役

池
田

英
彦

熊
本
市
中
央
区
新
屋
敷
二
丁
目
二
七
番
一
七

号
一
Ｆ

（
丙
）
合
同
会
社
Ｓ
Ｒ
７

代
表
社
員

池
田

英
彦

第 24 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
熊本市中央区新屋敷二丁目27番17号１Ｆ

株式会社日本エスキューブ
代表取締役 池田 英彦

貸借対照表の要旨
(令和８年１月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 230,208
固 定 資 産 306,570
合 計 536,778

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 92,053
固 定 負 債 193,435
株 主 資 本 251,289
資 本 金 3,500
利 益 剰 余 金 247,789
その他利益剰余金 247,789
(うち当期純利益) (379,042)
合 計 536,778

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
東京都千代田区有楽町一丁目２番２号
東宝日比谷ビル９階
ネオジェンケミカルズジャパン株式会社

代表取締役 ハリン・カナニ
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 26,500
合 計 26,500

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,596
株 主 資 本 22,904
資 本 金 20,001
利 益 剰 余 金 2,903
その他利益剰余金 2,903
(うち当期純利益) (3,099)
合 計 26,500

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
八
十
万
円
減
少
す
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
大
田
区
池
上
五
丁
目
二
三
番
一
三
号

株
式
会
社
太
産
企
業
商
事

代
表
取
締
役

千
葉

泰
基

決 算 公 告
令和８年 10 月９日

東京都大田区池上五丁目23番13号
株式会社太産企業商事
代表取締役 千葉 泰基

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 749,078
固 定 資 産 157,436
合 計 906,515

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 409,590
株 主 資 本 496,924
資 本 金 10,500
利 益 剰 余 金 486,424
利 益 準 備 金 2,625
その他利益剰余金 484,599
自 己 株 式 800
(うち当期純利益) (22,806)
合 計 906,515

第 120 期決算公告 令和８年10月９日
富山県砺波市中野220番地

立山酒造株式会社
代表取締役 岡本 道雄

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,555
固 定 資 産 4,304
合 計 5,860

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,866
固 定 負 債 3,018
株 主 資 本 24
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 1,940
(資本準備金) (999)
利 益 剰 余 金 1,810
その他利益剰余金 1,810
(うち当期純損失) (163)
自 己 株 式 254
合 計 5,860

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
四
千
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

愛
知
県
名
古
屋
市
昭
和
区
五
軒
家
町
二
九
番

地
の
一

エ
ス
ト
エ
イ
チ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

角

薫

第 48 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
愛知県名古屋市昭和区五軒家町29番地の１

エストエイチ株式会社
代表取締役 角 薫

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 5,735,883
固 定 資 産 11,735,914
資 産 合 計 17,471,797

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 34,815,537
固 定 負 債 1,711,200
株 主 資 本 19,054,940
資 本 金 50,000,000
利 益 剰 余 金 69,054,940
利 益 準 備 金 10,000,000
その他利益剰余金 79,054,940
(うち当期純損失) (74,397,053)

負債・純資産合計 17,471,797

第 16 期決算公告 令和８年10月９日
東京都渋谷区恵比寿西一丁目16番15号
ＥＢＩＳＵ ＷＥＳＴ３階
ＤＥＮＨＡＭ ＴＨＥ ＪＥＡＮＭ
ＡＫＥＲ ＪＡＰＡＮ株式会社

代表取締役 根岸 洋明
貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 219,544
固 定 資 産 21,011
資 産 合 計 240,556

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 264,131
固 定 負 債 30,000
株 主 資 本 53,575
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 63,575
その他利益剰余金 63,575
(うち当期純利益) (34,533)

負債・純資産合計 240,556

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
九
千
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

神
戸
市
灘
区
青
谷
町
二
丁
目
五
番
五
号

株
式
会
社
オ
ー
ル
ス
タ
イ
ル
総
本
社

代
表
取
締
役

川
上
千
鶴
子

第 71 期決算公告 令和８年10月９日
神戸市灘区青谷町二丁目５番５号
株式会社オールスタイル総本社

代表取締役 川上千鶴子
貸借対照表の要旨(令和８年７月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 726,196
固 定 資 産 600,215
資 産 合 計 1,326,411

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 12,872
固 定 負 債 0
株 主 資 本 1,313,539
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 1,434,667
利 益 準 備 金 120,000
その他利益剰余金 1,314,667
(うち当期純損失) (16,983)
自 己 株 式 221,127
負債・純資産合計 1,326,411

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
二
月
一
日
で

あ
り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年

九
月
十
一
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

埼
玉
県
行
田
市
大
字
須
加
三
八
二
番
地

（
甲
）
株
式
会
社
大
堰

代
表
取
締
役

宮
内

和
広

埼
玉
県
行
田
市
大
字
須
加
三
八
二
番
地

（
乙
）
有
限
会
社
あ
お
い
コ
ー
ポ
レ
ー

シ
ョ
ン代

表
取
締
役

宮
内

和
広

第 53 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

埼玉県行田市大字須加382番地
株式会社大堰

代表取締役 宮内 和広
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 312,374
固 定 資 産 157,397
資 産 合 計 469,771

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 228,229
固 定 負 債 86,753
株 主 資 本 154,789
資 本 金 17,000
利 益 剰 余 金 137,789
利 益 準 備 金 8,500
その他利益剰余金 129,289
(うち当期純利益) (287,374)

負債・純資産合計 469,771

第 24 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

埼玉県行田市大字須加382番地
有限会社あおいコーポレーション

代表取締役 宮内 和広
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 181,202
固 定 資 産 25,506
資 産 合 計 206,708

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 146,371
固 定 負 債 67,260
株 主 資 本 6,923
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 11,923
利 益 準 備 金 100
その他利益剰余金 12,023
(うち当期純利益) (6,069)

負債・純資産合計 206,708

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
二
月
十
六
日

で
あ
り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八

年
九
月
四
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
合
併
に

対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日

か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

奈
良
県
天
理
市
川
原
城
町
七
七
三
楠
本
ビ
ル

一
〇
三

（
甲
）
科
技
研
株
式
会
社

代
表
取
締
役

坂
上

聖
二

北
海
道
札
幌
市
東
区
北
三
九
条
東
七
丁
目

二

二
一

（
乙
）
株
式
会
社
北
栄
研
コ
ー
ポ
レ
ー

シ
ョ
ン代

表
取
締
役

坂
上

聖
二

第 10 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
奈良県天理市川原城町773楠本ビル103

科技研株式会社
代表取締役 坂上 聖二

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 2,838,955
固 定 資 産 245,493
資 産 合 計 3,084,448

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,983,259
株 主 資 本 1,101,189
資 本 金 3,000,000
利 益 剰 余 金 1,898,811
その他利益剰余金 1,898,811
(うち当期純利益) (557,659)

負債・純資産合計 3,084,448

第 61 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
北海道札幌市東区北39条東７丁目２21
株式会社北栄研コーポレーション

代表取締役 坂上 聖二
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(円)
資
産
の
部
流 動 資 産 12,805,884
固 定 資 産 2,067,889
資 産 合 計 14,873,773

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,522,859
固 定 負 債 3,419,000
株 主 資 本 9,931,914
資 本 金 20,250,000
利 益 剰 余 金 10,318,086
その他利益剰余金 10,318,086
(うち当期純利益) (406,968)

負債・純資産合計 14,873,773

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

熊
本
市
南
区
奥
古
閑
町
三
〇
七
番
地

（
甲
）
株
式
会
社
馬
場
石
油

代
表
取
締
役

馬
場

大
介

熊
本
市
中
央
区
出
水
五
丁
目
一
一
番
五
一
号

（
乙
）
株
式
会
社
Ｒ
３

代
表
取
締
役

馬
場

大
介

第 58 期決算公告 令和８年10月９日
熊本市南区奥古閑町307番地

株式会社馬場石油
代表取締役 馬場 大介

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 635,137
固 定 資 産 1,410,010
繰 延 資 産 749
合 計 2,045,897

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 179,596
固 定 負 債 1,316,387
株 主 資 本 549,913
資 本 金 45,000
利 益 剰 余 金 504,913
利 益 準 備 金 17,300
その他利益剰余金 487,613
(うち当期純利益) (76,226)
合 計 2,045,897

第 20 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

熊本市中央区出水五丁目11番51号
株式会社Ｒ３

代表取締役 馬場 大介
貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 4,636
固 定 資 産 158,725
合 計 163,362

負

債

及

び

純
資
産
の
部

固 定 負 債 29,000
株 主 資 本 134,362
資 本 金 3,000
資 本 剰 余 金 14,000
その他資本剰余金 14,000
利 益 剰 余 金 117,362
その他利益剰余金 117,362
(うち当期純利益) (29,493)
合 計 163,362

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
十
一
日
で
あ

り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
九

月
十
八
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
中
央
区
東
日
本
橋
一
丁
目
五
番
六
号

（
甲
）
株
式
会
社
Ｓ
Ｃ
Ｈ
Ｏ
Ｌ
Ａ

代
表
取
締
役

川
路

洋
子

東
京
都
港
区
六
本
木
三
丁
目
四
番
三
三
号

（
乙
）
株
式
会
社
Ｅ
Ｌ
ｉ
Ｓ
Ａ

代
表
取
締
役

小
田
垣
智
之

第 40 期決算公告 令和８年10月９日
東京都中央区東日本橋一丁目５番６号

株式会社ＳＣＨＯＬＡ
代表取締役 川路 洋子

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,550,544
固 定 資 産 28,415
資 産 合 計 1,578,959

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 528,759
固 定 負 債 919,193
株 主 資 本 131,006
資 本 金 88,000
資 本 剰 余 金 35,443
資 本 準 備 金 16,500
その他資本剰余金 18,943
利 益 剰 余 金 7,563
その他利益剰余金 7,563
(うち当期純利益) (51,228)

負債・純資産合計 1,578,959

第２期決算公告 令和８年10月９日
東京都港区六本木三丁目４番33号

株式会社ＥＬｉＳＡ
代表取締役 小田垣智之

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 28,206
固 定 資 産 600
資 産 合 計 28,806

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,136
固 定 負 債 7,913
株 主 資 本 17,756
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 7,756
その他利益剰余金 7,756
(うち当期純利益) (8,066)

負債・純資産合計 28,806

優
先
資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
産
の
流
動
化
に
関
す
る
法
律
第
一
〇

九
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
優
先
資
本
金
の
額
を
金
九

億
九
千
二
百
万
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
港
区
元
赤
坂
一
丁
目
一
番
七

八
〇

七
号

特
定
目
的
会
社
コ
ン
バ
ー
ス

取
締
役

菊
地

耕
平

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

東京都港区元赤坂一丁目１番７807号
特定目的会社コンバース

取締役 菊地 耕平
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
特 定 資 産 1,138 流 動 負 債 50
流 動 資 産 1,138 固 定 負 債 659
その他の資産 1,423 負 債 合 計 709
流 動 資 産 1,413 純 資 産 の 部
繰 延 資 産 10 社 員 資 本 1,852

特 定 資 本 金 0
優 先 資 本 金 1,429
剰 余 金 423
当期未処分利益 423
純資産合計 1,852

資 産 合 計 2,561 負債・純資産合計 2,561

損益計算書の要旨
自 令和８年４月１日
至 令和８年６月30日

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 3,152
営 業 費 用 2,831
営 業 利 益 321
営 業 外 収 益 102
営 業 外 費 用 
経 常 利 益 423
税引前当期純利益 423
法人税、住民税及び
事業税 0

当 期 純 利 益 423
前期繰越利益 12
優先出資配当額 12
当期未処分利益 423

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
板
橋
区
幸
町
二
三
番
七
号

（
甲
）
株
式
会
社
中
央
接
骨
師
会

代
表
取
締
役

根
岸

進

東
京
都
板
橋
区
成
増
二
丁
目
九
番
五
号

（
乙
）
株
式
会
社
ヤ
チ
ヨ
メ
デ
ィ
カ
ル

代
表
取
締
役

根
岸

福
子

決 算 公 告
令和８年 10 月９日

東京都板橋区幸町23番７号
株式会社中央接骨師会
代表取締役 根岸 進

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 389,552
固 定 資 産 6,111
合 計 395,664

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 346,779
固 定 負 債 0
株 主 資 本 48,884
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 43,884
その他利益剰余金 43,884
(うち当期純利益) (8,822)
合 計 395,664

決 算 公 告
令和８年 10 月９日

東京都板橋区成増二丁目９番５号
株式会社ヤチヨメディカル

代表取締役 根岸 福子
貸借対照表の要旨

(令和７年９月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 368,039
固 定 資 産 48,566
合 計 416,605

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 287,352
固 定 負 債 126,800
株 主 資 本 2,454
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 7,545
その他利益剰余金 7,545
(うち当期純利益) (8,315)
合 計 416,605

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

横
浜
市
港
北
区
新
羽
町
四
八
一
番
地

（
甲
）
株
式
会
社
ノ
ナ
カ

代
表
取
締
役

野
中

英
樹

横
浜
市
中
区
太
田
町
四
丁
目
四
六
番
地

（
乙
）
株
式
会
社
馬
車
道
ピ
ア
ノ
サ
ロ
ン

代
表
取
締
役

野
中

英
樹

第 38 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

横浜市港北区新羽町481番地
株式会社ノナカ

代表取締役 野中 英樹
貸借対照表の要旨(令和７年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,019,832
固 定 資 産 84,197
合 計 1,104,029

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 726,218
固 定 負 債 21,150
株 主 資 本 356,661
資 本 金 48,000
利 益 剰 余 金 315,327
利 益 準 備 金 12,000
その他利益剰余金 303,327
(うち当期純利益) (33,923)
自 己 株 式 6,666
合 計 1,104,029

第 21 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

横浜市中区太田町四丁目46番地
株式会社馬車道ピアノサロン

代表取締役 野中 英樹
貸借対照表の要旨

(令和７年11月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 32,383
固 定 資 産 5,224
合 計 37,608

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,125
株 主 資 本 36,482
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 6,482
その他利益剰余金 6,482
(うち当期純損失) (4,998)
合 計 37,608

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

大
阪
市
天
王
寺
区
上
汐
三
丁
目
四
番
二
号

（
甲
）
株
式
会
社
な
か
の

代
表
取
締
役

中
野

浩
志

大
阪
市
天
王
寺
区
上
汐
三
丁
目
四
番
二
号

（
乙
）
株
式
会
社
中
野
物
産

代
表
取
締
役

中
野

浩
志

第 48 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
大阪市天王寺区上汐三丁目４番２号

株式会社なかの
代表取締役 中野 浩志

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 18,947,325
固 定 資 産 29,144,456
合 計 48,091,781

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,321,700
固 定 負 債 27,149,480
株 主 資 本 17,620,601
資 本 金 12,000,000
利 益 剰 余 金 5,620,601
その他利益剰余金 5,620,601
(うち当期純利益) (3,022,059)
合 計 48,091,781

第 74 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
大阪市天王寺区上汐三丁目４番２号

株式会社中野物産
代表取締役 中野 浩志

貸借対照表の要旨
(令和８年４月30日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 11,884
固 定 資 産 202,500
合 計 214,384

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 205,000
固 定 負 債 10,932,038
株 主 資 本 10,922,654
資 本 金 18,000,000
利 益 剰 余 金 28,922,654
その他利益剰余金 28,922,654
(うち当期純損失) (315,990)
合 計 214,384

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
不
動
産
事

業
の
一
部
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
し
、
乙
は
そ

れ
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
の
で
公
告

し
ま
す
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

北
海
道
帯
広
市
東
五
条
南
十
一
丁
目
二
番
地
一

（
甲
）
株
式
会
社
オ
フ
ィ
ス
ト
ゥ
エ
ル
ブ

代
表
取
締
役

吉
田

隆
佳

北
海
道
帯
広
市
東
十
条
南
八
丁
目
一
番
地
一
七

（
乙
）
株
式
会
社
ブ
レ
イ
ン

代
表
取
締
役

吉
田

隆
佳

第 ８ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
北海道帯広市東五条南十一丁目２番地１

株式会社オフィストゥエルブ
代表取締役 吉田 隆佳

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 838,056
固 定 資 産 240,000
合 計 1,078,056

負
債
及
び

純
資
産
の
部

固 定 負 債 1,000,000
株 主 資 本 78,056
資 本 金 3,000,000
利 益 剰 余 金 2,921,944
その他利益剰余金 2,921,944
(うち当期純損失) (216,080)
合 計 1,078,056

第 12 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
北海道帯広市東十条南八丁目１番地17

株式会社ブレイン
代表取締役 吉田 隆佳

貸借対照表の要旨
(令和７年９月30日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 17,969,226
固 定 資 産 1,615,468,773
合 計 1,633,437,999

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 23,036,885
固 定 負 債 1,541,028,891
株 主 資 本 69,372,223
資 本 金 9,000,000
利 益 剰 余 金 60,372,223
その他利益剰余金 60,372,223
(うち当期純利益) (19,483,786)
合 計 1,633,437,999

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 



資金決済に関する法律第20条第１項
に基づく前払式支払手段の払戻しの
公告
医療法人紹応会 河田産婦人科医院にて
運営しておりました「カード式テレビシス
テム」につきまして、令和８年８月25日で
利用終了し、資金決済に関する法律第二十
条第一項に基づき、次のとおり払戻しを行
います。
＜払戻しを行う前払式支払手段の発行者の
商号＞
パラテクノ株式会社
＜払戻しに係る前払式支払手段の種類＞
医療法人紹応会 河田産婦人科医院（広
島県広島市佐伯区海老園１２13）で
販売したテレビカード（ベッド柄カード
952度数）
＜払戻しの申出期間＞
令和８年10月９日（金）９時00分～令和
８年12月18日（金）17時00分
受付時間 午前９時00分～午後５時00分
（土、日、祝祭日は除く）
※上記の申出期間内にお申し出頂けない
場合には、この払戻し手続きから除斥
されます。
※郵送での申出の場合は、払戻しの申出
期間の最終日の消印までが有効となり
ます。

＜本件に関するお問い合わせ＞
パラテクノ株式会社
〒1138415 東京都文京区本郷５丁目28
番３号
電話（03）38680327（受付時間 土、
日、祝祭日を除く、９時00分～17時00分）
令和８年10月９日
東京都文京区本郷５丁目28番３号

パラテクノ株式会社

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
千
五
百
万
円
減
少
し

五
百
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
二
十
日
で
あ

り
、
株
主
総
会
の
決
議
は
令
和
八
年
九
月
十
六
日
に

終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

福
岡
県
糟
屋
郡
志
免
町
大
字
吉
原
六
四
二
番

地
一
三

株
式
会
社
ス
モ
ー
ル
ラ
ン
プ

代
表
取
締
役

末
武

勝
行

第 75 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日
福岡県糟屋郡志免町大字吉原642番地13

株式会社スモールランプ
代表取締役 末武 勝行

貸借対照表の要旨
(令和８年８月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 3,293
固 定 資 産 36,010
合 計 39,303

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 37,195
株 主 資 本 2,108
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 27,891
利 益 準 備 金 1,500
その他利益剰余金 29,391
(うち当期純損失) (667)
合 計 39,303

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
五
百
万
円
減
少
し
一
千

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
二
月
一
日
で
あ
り
、

株
主
総
会
の
決
議
は
令
和
八
年
九
月
一
日
に
終
了
し

て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

岡
山
県
井
原
市
神
代
町
二
三
九
五
番
地
の
一

株
式
会
社
イ
ン
テ
リ
ア
川
井

代
表
取
締
役

川
井

康
年

第 43 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

岡山県井原市神代町2395番地の１
株式会社インテリア川井
代表取締役 川井 康年

貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 59,115
固 定 資 産 22,613
合 計 81,728

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 10,797
固 定 負 債 93,642
株 主 資 本 22,711
資 本 金 15,000
利 益 剰 余 金 37,711
利 益 準 備 金 2,005
その他利益剰余金 39,716
(うち当期純利益) (862)
合 計 81,728

吸
収
分
割
公
告

左
記
会
社
は
吸
収
分
割
し
て
甲
は
乙
の
不
動
産
賃
貸

事
業
、
太
陽
光
発
電
売
電
事
業
に
関
す
る
権
利
義
務
を

承
継
し
乙
は
そ
れ
を
承
継
さ
せ
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
三
十
日
で
あ
り
、

甲
及
び
乙
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
十
月

一
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
会
社
分
割
に
異
議

の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表

の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

東
京
都
品
川
区
広
町
二
丁
目
一
番
三
号

Ｏ
Ｉ

Ｍ
Ａ
Ｃ
Ｈ
Ｉ
・
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｋ
Ｓ
・
Ｒ
Ｅ
Ｓ
Ｉ
Ｄ

Ｅ
Ｎ
Ｃ
Ｅ
一
四
一
八
号
室

（
甲
）
株
式
会
社
お
ひ
さ
ま
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン

グ
ス

代
表
取
締
役

廣
海

勝
也

徳
島
県
徳
島
市
応
神
町
応
神
産
業
団
地
六
番
四

（
乙
）
株
式
会
社
ク
ラ
シ
オ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン

グ
ス

代
表
取
締
役

廣
海

勝
也

決 算 公 告
令和８年 10 月９日
徳島県徳島市応神町応神産業団地６番４
株式会社クラシオホールディングス

代表取締役 廣海 勝也
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資

産

の

部

流 動 資 産 18,990
固 定 資 産 583,105
繰 延 資 産 328
合 計 602,425

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 37,351
固 定 負 債 541,959
株 主 資 本 23,114
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 20,114
その他利益剰余金 20,114
(うち当期純利益) (26,980)
合 計 602,425

決 算 公 告

令和８年 10 月９日

東京都品川区広町二丁目１番３号 OIMA

CHI・TRACKS・RESIDENCE1418号室

株式会社おひさまホールディングス

代表取締役 廣海 勝也

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資

産

の

部

流 動 資 産 26,708
固 定 資 産 49,032
繰 延 資 産 8,831

合 計 84,572

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,365
固 定 負 債 23,327
株 主 資 本 58,879
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 40,173
その他資本剰余金 40,173
利 益 剰 余 金 8,705
その他利益剰余金 8,705
(うち当期純利益) (2,256)

合 計 84,572

資金決済に関する法律第20条第１項
に基づく前払式支払手段の払戻しの
公告
一般財団法人 医療・介護・教育研究財
団 柳川病院にて運営しておりました
「カード式テレビシステム」につきまして、
令和８年７月28日で利用終了し、資金決済
に関する法律第二十条第一項に基づき、次
のとおり払戻しを行います。
＜払戻しを行う前払式支払手段の発行者の
商号＞
パラテクノ株式会社
＜払戻しに係る前払式支払手段の種類＞
一般財団法人 医療・介護・教育研究財
団 柳川病院（福岡県柳川市筑紫町29番
地）で販売したテレビカード（ガーベラ
柄カード1000度数）
＜払戻しの申出期間＞
令和８年10月９日（金）９時00分～令和
８年12月11日（金）17時00分
受付時間 午前９時00分～午後５時00分
（土、日、祝祭日は除く）
※上記の申出期間内にお申し出頂けない
場合には、この払戻し手続きから除斥
されます。
※郵送での申出の場合は、払戻しの申出
期間の最終日の消印までが有効となり
ます。

＜本件に関するお問い合わせ＞
パラテクノ株式会社
〒1138415 東京都文京区本郷５丁目28
番３号
電話（03）38680327（受付時間 土、
日、祝祭日を除く、９時00分～17時00分）
令和８年10月９日
東京都文京区本郷５丁目28番３号

パラテクノ株式会社

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報



第 １ 期 決 算 公 告
令和８年６月 29 日

東京都千代田区丸の内二丁目３番１号
ＭＣグローバルイノベーション株式会社

代表取締役 森本 健吾
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年３月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 471,649,267流 動 負 債 2,221,770,474
固 定 資 産 2,063,565,399株 主 資 本 287,134,192

資 本 金 300,000,000
資 本 剰 余 金 300,000,000
資 本 準 備 金 300,000,000
利 益 剰 余 金 312,865,808
その他利益剰余金 312,865,808
(うち当期純損失) (312,865,808)

評価・換算差額等 26,310,000
その他有価証券評価
差額金 26,310,000

資 産 合 計 2,535,214,666負債・純資産合計 2,535,214,666

第 29 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日 福岡県福岡市博多区祇園町１番28号

サンケンフォーキャスト株式会社
代表取締役 原口 篤

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 582,696 流 動 負 債 324,176
固 定 資 産 138,138 賞 与 引 当 金 4,540

固 定 負 債 76,405
役員退職慰労引当金 36,165
株 主 資 本 317,456
資 本 金 93,000
利 益 剰 余 金 224,456
利 益 準 備 金 4,990
その他利益剰余金 219,466
(うち当期純利益) (28,045)

評価・換算差額等 2,797
その他有価証券評価
差額金 2,797

資 産 合 計 720,834 負債・純資産合計 720,834

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。効

力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
十
日
で
あ
り
、
甲

は
会
社
法
第
七
九
六
条
第
二
項
、
乙
は
同
第
七
八
四
条

第
一
項
に
基
づ
き
株
主
総
会
の
承
認
決
議
を
経
ず
に
合

併
を
決
定
し
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
甲
は
乙
の
全
株
式

を
所
有
し
て
い
ま
す
の
で
、
こ
の
合
併
に
よ
る
甲
の
新

株
式
の
発
行
及
び
資
本
金
の
額
の
増
加
は
い
た
し
ま
せ

ん
。こ

の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
下
記
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
十
月
九
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
浦
和
区
針
ヶ
谷
一
丁
目
八

番
一
八
号

（
甲
）
株
式
会
社
積
田
電
業
社

代
表
取
締
役

積
田

優

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
浦
和
区
針
ヶ
谷
一
丁
目
八

番
一
八
号

（
乙
）
株
式
会
社
共
瑩

代
表
取
締
役

星
野

二
郎

第 76 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

埼玉県さいたま市浦和区針ヶ谷一丁目８番18号
株式会社積田電業社
代表取締役 積田 優

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和７年７月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,198,291 流 動 負 債 2,022,638
固 定 資 産 948,922 (うち賞与引当金) (7,540)

固 定 負 債 368,146
うち匿名組合損失
引当金  (30,000)
株 主 資 本 756,428
資 本 金 45,000
利 益 剰 余 金 711,428
利 益 準 備 金 13,500
その他利益剰余金 697,928
(うち当期純利益) (70,791)

資 産 合 計 3,147,213 負債・純資産合計 3,147,213

第 38 期 決 算 公 告
令和８年 10 月９日

埼玉県さいたま市浦和区針ヶ谷一丁目８番18号

株式会社共瑩
代表取締役 星野 二郎

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 60,317 流 動 負 債 50,411
固 定 資 産 30,898 株 主 資 本 40,924
繰 延 資 産 118 資 本 金 20,000

利 益 剰 余 金 20,924
利 益 準 備 金 500
その他利益剰余金 20,424
(うち当期純損失) (29,105)

資 産 合 計 91,335 負債・純資産合計 91,335

第 45 期 決 算 公 告
令和８年９月 25 日

東京都港区南麻布三丁目20番１号
株式会社ユビテックソリューションズ

代表取締役 池田 学
貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 670 流 動 負 債 16
固 定 資 産 0 固 定 負 債 3

株 主 資 本 651
資 本 金 50
利 益 剰 余 金 601
利 益 準 備 金 4
その他利益剰余金 596
(うち当期純損失) (8)

評価・換算差額等 
有価証券評価差額 

資 産 合 計 671 負債・純資産合計 671

第 85 期 決 算 公 告
令和８年９月 11 日 東京都中央区日本橋一丁目４番１号

日本橋一丁目ビルディング

ユーディーエックス特定目的会社
取締役 田渕 安春

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部
科 目
特定資産の部
固 定 資 産
建 物
土 地
建 設 仮 勘 定

資 産 合 計

金 額

54,050
20,194
33,773
68

64,654

負債及び純資産の部
科 目

負債・純資産合計

金 額

64,654

損益計算書の要旨
自 令和８年４月１日
至 令和８年６月30日 (単位：百万円)

科 目
営 業 収 益
営 業 費 用
営 業 利 益
経 常 利 益

金 額
2,999
1,240
1,758
1,758

科 目
税引前当期純利益
法人税、住民税及び
事業税
法人税等調整額
当 期 純 利 益

金 額
1,758

0

0
1,758

流 動 負 債
１年内償還予定社債
固 定 負 債

2,600
1,200
46,195

特定資産の部合計
その他の資産の部
流 動 資 産
固 定 資 産

その他の資産の部合計

54,050

10,533
70

10,604

負 債 合 計
社 員 資 本
特 定 資 本 金
優 先 資 本 金
剰 余 金
当期未処分利益
純資産合計

48,796

15,858
0

14,100
1,758
1,758

15,858

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 
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